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第１章 事業実施概要 

１．事業実施目的 

近年多発している自然災害による影響をふまえ、2018（平成 30）年 12 月、国では特に緊急に

実施すべきハード・ソフト対策について 3 年間集中的に実施することを取りまとめた「防災・減

災、国土強靱化のための 3か年緊急対策」を閣議決定する等、対応を強化している。 

厚生労働省では、上記対策のうち、高齢者施設・事業所を含む社会福祉施設に対する「非常用

自家発電設備※1」や「給水設備※2」の整備促進に向けた取組を進めている。 

こうした現状をふまえ、本事業では、以下の取組を行う。 

 ①高齢者施設・事業所における「非常用自家発電設備」や「給水設備」の導入状況や稼働状況

等に関する実態把握及び課題の整理（特に、「非常用自家発電設備」や「給水設備」を導入し

ていない施設・事業所における、導入しない理由、導入にあたっての課題等を明らかにする） 

 ②①の結果をふまえ、各施設独自での停電対策、断水対策を図ることを目的に、高齢者施設・

事業所における「非常用自家発電設備」や「給水設備」の導入を促進するための「手引き」

を作成する。 

本事業で取り上げる「非常用自家発電設備※1」の範囲 

 

 

 

 

 

 

  

１．自家発電設備の分類 
 
 自家発電設備は設置目的・用途の違いから、常用自家発電設備と非常用自家発電設備に大別で
きる。さらに常用自家発電設備は、次の２つに分けられる。 
 ①工場・事業場等に恒久的に設置される定置式 
 ②建設工事現場等で使用され、設置場所が短期間で変わる移動用のもの 
 非常用自家発電設備については、防災負荷の有無により、次の２つに分けられる。 
 ③防災負荷のある防災用： 
   消防法による消防用設備等の非常電源、又は建築基準法による建築設備の予備電源として

設置が義務付けられている非常用自家発電設備のことを指す。防災専用機（③-i）※3と防災
用・保安用共用機(③-ⅱ) ※3の２タイプがあります。 

 ④防災負荷のない保安用のもの： 
  一般照明、医療機器、コンピュータ等のバックアップ用電源として設置されるものを指す。 
 本事業では、③-ⅱ防災用・保安用共用機と、④保安用の非常用自家発電設備について取り上
げる。 
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２．事業実施概要 

（１）高齢者施設への非常用自家発電設備等の導入に関するアンケート調査の実施、分析 

 １）目的 

  厚生労働省が実施している「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」における「高齢者

施設等の非常用自家発電設備整備事業」および「認知症高齢者グループホーム等防災改修等支

援事業（非常用自家発電設備整備事業分）」（以下「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」

という。）の補助対象となっている高齢者施設・事業所のうち、自力での避難が困難な要介護者

を主として入居（宿泊）させる高齢者施設・事業所から抽出して、高齢者施設・事業所におけ

る「非常用自家発電設備」や「給水設備」の導入状況や稼働状況等に関する実態把握及び課題

の整理、今後の同設備普及に向けた基礎資料としての整理を行うことを目的に実施した。 

 

 ２）方法 

  ①調査対象 

  「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」の補助対象となっている高齢者施設・事業所

のうち、自力での避難が困難な要介護者を主として入居（宿泊）させる高齢者施設・事業所 7,580

（対象施設名簿（全国）より 20%を無作為に抽出。）を対象とした。 

 

アンケート調査高齢者施設・事業所数 

 事業所数 抽出率 20% 

①特別養護老人ホーム 7,891 1,578 

②地域密着型特別養護老人ホーム 2,158 432 

③介護老人保健施設 4,322 864 

④介護医療院（介護療養型医療施設） 1,196 239 

⑤軽費老人ホーム（ｹｱﾊｳｽ・A型・B 型・都市型） 2,302 460 

⑥養護老人ホーム 959 192 

⑦認知症高齢者グループホーム 13,346 2,669 

⑧小規模多機能型居宅介護事業所 5,342 1,068 

⑨看護小規模多機能型居宅介護事業所 390 78 

合計 37,906 7,580 

    ※①～④、⑦～⑨：平成 29 年度介護サービス施設・事業所調査結果より（平成 29 年 10 月 1 日時点）。 

    ※⑤、⑥：平成 29 年度社会福祉施設等調査より（平成 29年 10 月 1 日時点）。 

 

 

 

 

※1：一般社団法人日本内燃力発電設備協会,2017 年 9 月,「自家発 Q&A18」,『内発協ニュース』 
※2：本事業における「給水設備」は「受水槽（高置水槽を含む貯水槽（タンク））・地下水利用給水設備」とする
（以下同じ）。 

※3：「防災専用機（③-i）」とは、停電時に防災設備（・屋内消火栓設備、スプリンクラー設備、排煙設備、非常
用エレベーター等）のみを対象に電力を供給するもの。「防災用・保安用共用機(③-ⅱ)」とは、停電時に防災
設備に加え、それ以外の設備（一般照明、医療機器、コンピュータ等）も対象に電力を供給するもの。（参考：
一般社団法人日本内燃力発電設備協会,2018 年 12 月, 「自家発 Q&A33」,『内発協ニュース』） 
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  ②調査方法 

   配布：郵送による配布 

   回収：郵送及び専用メールアドレスによる回収 

 

  ③調査実施時期 

   2020（令和 2）年 1月～2月 

 

  ④回収状況 

   1,909（25.2%） 

   ※本報告書では回答として有効だった 1,890（24.9%）を集計・分析対象として結果を掲載

している。 

 

（２）高齢者施設への非常用自家発電設備等の導入に関するヒアリング調査の実施、分析 

 １）目的 

   本事業の主目的のひとつである、高齢者施設・事業所における「非常用自家発電設備」や

「給水設備」の導入を促進するための「手引き」を作成する目的で、同設備の導入や更新を検

討している施設・事業所にとって有効となる情報収集及び課題整理を行うため、高齢者施設・

事業所及び非常用自家発電設備、給水設備メーカーに対するヒアリング調査を実施した。 

 

 ２）方法 

  ①調査対象 

  ア．高齢者施設・事業所 

  ア）近年の自然災害による被災経験のある高齢者施設・事業所（被災施設・事業所）※4 

   近年の自然災害による被災経験のある高齢者施設・事業所を対象とし、報道等により被災

状況に関する情報を入手できた施設・事業所に対し、被害の概要と被災時の対応、被災経験

をふまえた今後の対応策等に関する実態把握や課題の整理を目的として、本調査への協力依

頼を行った（合計 4 施設・事業所）（詳細は「ヒアリング調査協力施設・事業所一覧表」（本

資料 p.54）参照）。 

  イ）近年の自然災害による直接的な被災経験はないが、すでに「非常用自家発電設備」また

は「給水設備」を導入済みの高齢者施設・事業所（非被災施設・事業所） 

   近年の自然災害による直接的な被災経験はないが、すでに「非常用自家発電設備」または

「給水設備」を導入済みの施設・事業所等に対し、設備の導入経緯や活用状況等の実態把握

や課題の整理を目的として、本調査への協力依頼を行った（合計 5施設・事業所）（詳細は「ヒ

アリング調査協力施設・事業所一覧表」（本資料 p.78）参照）。 

 
 
※4：本調査における「被災施設・事業所」とは、平成 30 年北海道胆振東部地震（北海道）及び令和元年房総半

島台風（2019 年台風 15 号）（千葉県南部）を主とする災害で被災した施設・事業所をいう。以下同じ。 
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  イ．非常用自家発電設備、給水設備メーカー 

   高齢者施設・事業所への非常用自家発電設備や給水設備の導入実績があるメーカーに対し、

本調査への協力依頼を行った（合計 3 社（非常用自家発電設備メーカー2 社、給水設備メー

カー1社））。 

   ・非常用自家発電設備メーカー：ヤンマーエネルギーシステム株式会社、デンヨー株式会社 

   ・給水設備メーカー：三菱ケミカルアクア・ソリューションズ株式会社 

 

  ②調査方法 

   ヒアリング調査前に調査項目等を送付し、ヒアリング調査当日は、その回答に基づいて聞

き取りを行った。 

 

  ③調査実施時期 

   2020（令和 2）年 1月～2月 

 

  ④主な聞きとり内容 

  ア．高齢者施設・事業所 

  ア）被災施設・事業所 

   ○被災前に整備済みの非常用自家発電設備または給水設備の概要 

    ・被災前に整備済みの非常用自家発電設備または給水設備の概要 

    ・非常用自家発電設備または給水設備の導入経緯、（想定）用途 

    ○近年の自然災害による被災状況 

    ・近年の自然災害による被災状況（自然災害の種類、被災状況（停電、断水等）） 

    ・被害の概要と被災時の対応 

     －被害の概要と被災時の対応（停電、断水等の期間中、どのように電気、水をまかな

ったか） 

     －電気、水を確保するうえでの苦労点、工夫点 

   ○被災経験をふまえた今後の対応策 

    ・非常用自家発電設備または給水設備の導入、活用にあたってのポイント 

   ○（「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」等の活用を検討している場合） 

    ・補助金の活用意向及び課題                      等 
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  イ）非被災施設・事業所 

   ○導入している非常用自家発電設備または給水設備の概要 

    ・導入している非常用自家発電設備または給水設備の概要 

    ・非常用自家発電設備または給水設備の導入経緯、（想定）用途 

    ・非常用自家発電設備または給水設備の導入、活用にあたってのポイント 

   ○被災経験の有無、導入している非常用自家発電設備または給水設備の活用状況  

   ○（「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」等の活用を検討している場合） 

    ・補助金の活用意向及び課題                      等 

 

  イ．非常用自家発電設備及び給水設備メーカー 

   ○高齢者施設・事業所への非常用自家発電設備または給水設」導入、活用にあたっての

留意点（非常用自家発電設備及び給水設備の特徴を含む） 

   ○「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」についての意見       等 

        

（３）高齢者施設・事業所への非常用自家発電設備等の導入促進に向けた手引きの作成 

  上記（１）、（２）の結果をもとに、高齢者施設・事業所への非常用自家発電設備や給水設備

の導入を促進するための「手引き」を作成した。 

  なお、作成した「手引き」は、以下のかたちで公表、普及を図った。 

  ・高齢者施設・事業所：アンケート調査に協力いただいた施設・事業所のうち、「手引き」の

入手を希望する施設・事業所に対し、製本版を郵送 

  ・市町村、都道府県：本報告書製本版を郵送 

  ・その他：厚生労働省 HP及び弊所 HPにて「手引き」を公表 
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第２章 高齢者施設・事業所への非常用自家発電設備等の導入に関するアンケート調査 

 

１．調査結果概要 

 

１－１．回答施設・事業所のプロフィール 

（１）施設・事業所種別 

 回答が寄せられた 1,890 施設・事業所の種別をみると、「認知症高齢者グループホーム」が 36.8%

を占めて最も多く、次いで「特別養護老人ホーム（広域型）」が 23.4%、「小規模多機能型居宅介

護事業所」が 13.0%、「介護老人保健施設」が 9.5%の順となっている。 

 回答施設・事業所の定員規模別にみると、定員「29人以下」の小規模施設・事業所が半数以上

を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設の立地条件 

 回答が寄せられた施設・事業所の立地条件をみると、「浸水想定区域」に該当する割合は 25.5%、

「土砂災害警戒区域」に該当する割合は 12.7%、「津波災害警戒区域」に該当する割合は 5.6%であ

り、4割程度が災害警戒区域に立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

23.4 

7.3 

9.5 

2.1 

7.6 

4.0 

36.8 

13.0 

1.2 

0.4 

0 20 40

特別養護老人ホーム(広域型)

特別養護老人ホーム(地域密着型)

介護老人保健施設

介護医療院(介護療養型医療施設)

軽費老人ホーム

養護老人ホーム

認知症高齢者グループホーム

小規模多機能型居宅介護事業所

介護小規模多機能型居宅介護事業所

無回答 n=1,890

(%)

54.2 

4.2 

18.5 

9.3 

12.9 

1.0 

0 20 40 60

29人以下

30～49人

50～79人

80～99人

100人以上

不明 n=1,890

(%)

図表 1-1-1 回答施設・事業所の種別 図表 1-1-2 回答施設・事業所の定員数 

25.5 

12.7 

5.6 

1.6 

53.1 

2.4 

4.6 

0 50 100

浸水想定区域

土砂災害警戒区域

津波災害警戒区域

その他

上記いずれにも該当しない

不明

無回答 n=1,890

(%)
定員29人

以下

定員30人

以上

回答数 1,890 1,035 851

浸水想定区域(洪水浸水想定区域/高潮浸

水想定区域)
25.5     27.7     22.9     

土砂災害警戒区域(土砂災害警戒区域/(ま
たは特別警戒区域)/土砂災害危険個所等)

12.7     10.0     16.1     

津波災害警戒区域 5.6      5.9      5.2      

その他 1.6      1.2      2.1      

上記いずれにも該当しない 53.1     52.2     54.3     

不明 2.4      3.2      1.4      

無回答 4.6      5.8      2.8      

合計

施設規模

図表 1-1-3 回答施設・事業所の立地条件 図表 1-1-4 回答施設・事業所の立地条件（定員規模別） 
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定員29人

以下

定員30人

以上

回答数 1,890 1,035 851

福祉避難所の指定あり 42.1     28.8     58.4     

福祉避難所の指定なし 50.7     61.1     38.4     

無回答 7.1      10.1     3.2      

合計

施設規模

（３）福祉避難所の指定 

 

福祉避難所の指定を受けている割合は、回答施設・事業所全体では 42.1%であった。 

定員規模別にみると、29人以下の小規模施設・事業所で福祉避難所の指定を受けている割合は

28.8%、定員 30人以上の施設・事業所では 58.4%となっている。 

施設・事業所種別にみると、「特別養護老人ホーム（広域型）」では 72.4%、「特別養護老人ホー

ム（地域密着型）」では 52.2%、「認知症高齢者グループホーム」では 30.2%が福祉避難所の指定を

受けていた。 

 BCP（事業継続計画）を策定している割合は、回答施設・事業所全体では 25.1%、定員 29 人以

下の小規模施設・事業所では 22.5%、定員 30人以上の施設・事業所では 28.2%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 1-1-6 福祉避難所の指定状況（定員規模別） 

指定を受

けている

42.1%
指定を受けて

いない

50.7%

無回答

7.1%

n=1,890

策定して

いる

25.1%

策定していない

52.9%

無回答

22.1%

n=1,890

定員29人

以下

定員30人

以上

回答数 1,890 1,035 851

BCPの策定あり 25.1     22.5     28.2     

BCPの策定なし 52.9     48.2     58.8     

無回答 22.1     29.3     13.0     

施設規模

合計

構
成
比
％ 

構
成
比
％ 

図表 1-1-5 福祉避難所の指定状況 

図表 1-1-8 BCP の策定状況 図表 1-1-9 BCP の策定状況（定員規模別） 

72.4

52.2

41.1

12.5

42.7

57.9

30.2

29.0

4.5

0 50 100

特別養護老人ホーム(広域型)(n=442)

特別養護老人ホーム(地域密着型)(n=183)

介護老人保健施設(n=180)

介護医療院(介護療養型医療施設)(n=40)

軽費老人ホーム(n=143)

養護老人ホーム(n=76)

認知症高齢者グループホーム(n=695)

小規模多機能型居宅介護事業所(n=245)

看護小規模多機能型居宅介護事業所(n=22)

%

図表 1-1-7 福祉避難所の指定状況（施設・事業所種別） 
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（４）医療的配慮が必要な利用者数と停電時の対応 

 

 医療的配慮が必要な利用者数をたずねたところ、半数以上の施設・事業所では該当者はおらず、

回答施設・事業所全体の平均は 2.9人であった。 

定員 29人以下の小規模施設・事業所では 76.8%が「0人」（該当者なし）と回答している一方で、

定員 30 人以上の施設・事業所では、「10 人以上」該当者がいる施設も 17.0%あり、1 施設・事業

所あたり平均人数は 5.7人となっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 停電時における医療的配慮が必要な利用者への対応方針を確認したところ、「酸素濃縮器」につ

いては「酸素ボンベにより対応」が、「痰吸引機」については「内部バッテリー・外部バッテリー」

の活用が主であり、ともに「一時的に医療機関に転院」を想定している施設・事業所も一定割合

みられた。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

21.9 

3.8 

7.4 

7.5 

0 20 40

内臓バッテリー・外部

バッテリ―

電気を使用しない機器

一時的に医療機関に転院

その他
n=1,890

(%)

図表 1-1-10 医療的配慮が必要な利用者数 図表 1-1-11 医療的配慮が必要な利用者数（定員規模別） 

図表 1-1-12 停電時の対応：酸素濃縮器 図表 1-1-14 停電時の対応：痰吸引機 

図表 1-1-13 停電時の対応：酸素濃縮器（定員規模別） 図表 1-1-15 停電時の対応：痰吸引機（定員規模別） 

定員29人

以下

定員30人

以上

回答数 1,890 1,035 851

0人 56.5     76.8     32.0     

1～2人 15.4     13.5     17.7     

3～5人 9.1      3.9      15.5     

6～9人 4.3      0.8      8.6      

10人以上 8.5      1.4      17.0     

無回答 6.3      3.6      9.2      

平均人数（人） 2.9      0.6      5.7      

合計

施設規模

56.5 

15.4 

9.1 

4.3 

8.5 

6.3 

0 20 40 60

0人

1～2人

3～5人

6～9人

10人以上

無回答 n=1,890

(%)

9.0 

25.7 

6.5 

3.8 

0 20 40

内臓バッテリ・外部バッ

テリー

酸素ボンベにより対応

一時的に医療機関に転院

その他
n=1,890

(%)

定員29人

以下

定員30人

以上

回答数 1,890 1,035 851

内臓バッテリ・外部バッテリー 9.0      4.6      14.5     

酸素ボンベにより対応 25.7     13.6     40.4     

一時的に医療機関に転院 6.5      5.5      7.8      

その他 3.8      1.7      6.3      

無回答 64.8     79.6     46.7     

合計

施設規模

定員29人

以下

定員30人

以上

回答数 1,890 1,035 851

内臓バッテリー・外部バッテリ― 21.9     8.5      38.3     

電気を使用しない機器 3.8      1.8      6.1      

一時的に医療機関に転院 7.4      7.1      7.9      

その他 7.5      3.2      12.7     

無回答 63.4     81.8     40.8     

合計

施設規模
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（５）過去の自然災害による停電や断水の経験 

 

 過去（10年間程度）に、自然災害によって停電や断水の

経験が「ある」と回答した施設・事業所は 43.0%を占めた。 

停電や断水を経験したうち、最も直近の自然災害の種類

は、台風や大雨による「風水害」が 54.4%、「地震・津波」

が 38.6%である。 

また、その際に生じた被害内容をみると、「停電」（80.1%）

や「断水」（32.3%）のほか、「屋外設備の破損」が 14.8%、

「外壁の亀裂や落下」が 12.1%、「建物内の亀裂や落下（天

井、窓ガラス、壁等）」が 10.0%など、設備や建物の被害が生じた施設も少なくない。 

 なお、停電被害に遭った施設・事業所の停電時間の中央値は 12時間、断水被害に遭った施設・

事業所の断水時間の中央値は 25時間となっており、長時間の停電・断水被害を経験した施設・事

業所も少なくない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

経験あり

43.0%

経験なし

55.3%

無回答

1.6%

n=1,890

54.4 

38.6 

4.8 

5.9 

0.4 

0 50 100

風水害(台風、大雨等)

地震・津波

雪害

その他

無回答
n=813

(%) 80.1 

32.3 

14.8 

12.1 

10.0 

6.9 

6.0 

5.2 

3.3 

1.0 

4.7 

9.6 

0 50 100

停電

断水

屋外設備の破損

外壁の亀裂や落下

建物内の亀裂や落下(天井、窓ガラス、壁等)

屋内設備の破損（配管設備等）

浸水被害(床上浸水、床下浸水等)

家具の破損

地盤被害(土砂崩れ、地面の亀裂、液状化等)

構造体の被害(柱、梁等建物の基礎部分)

その他

建物被害なし n=813

(%)

停電時間中央値：12 時間 断水時間中央値：25 時間 

18.1

9.5

9

12

12

9.7

9.2

20.6

0 20 40

3時間未満

3～6時間未満

6～12時間未満

12～24時間未満

24～48時間未満

48～72時間未満

72時間以上

無回答

n=642

(%)

5.3

8.4

6.5

7.6

10.7

10.3

22.1

29.0

0 20 40

3時間未満

3～6時間未満

6～12時間未満

12～24時間未満

24～48時間未満

48～72時間未満

72時間以上

無回答

n=262

(%)

図表 1-1-16 過去の自然災害による停電や断水の経験 

図表 1-1-17 停電や断水を伴った直近の自然災害 
図表 1-1-18 被害状況 

図表 1-1-19 停電時間 図表 1-1-20 断水時間 
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１－２．非常用自家発電設備 

 

（１）常用・非常用自家発電設備の整備状況 

 

回答が寄せられた施設・事業所における自家発電設備（常用・非常用）の設置状況をみると、

自施設・事業所で「常用自家発電設備を整備している」割合は 4.7%、「非常用自家発電設備を整

備している」割合は 41.4%を占める一方で、「いずれにも該当しない（自施設・事業所では整備し

ていない）」施設・事業所は 46.5%を占めた。 

定員規模別にみると、定員 29 人以下の施設・事業所では「常用自家発電設備を整備している」

割合は 4.2%、「非常用自家発電設備を整備している」割合は 22.4%にとどまり、6割以上が「いず

れにも該当しない（自施設・事業所では整備していない）」と回答していた。一方、定員 30 人以

上の施設・事業所では、「常用自家発電設備を整備している」割合は 5.3%、「非常用自家発電設備

を整備している」割合は 64.4%であり、「いずれにも該当しない（自施設・事業所では整備してい

ない）」割合は 27.1%であった。 

 福祉避難所指定の有無別にみると、「指定を受けている」施設・事業所では「非常用自家発電設

備を整備している」割合が半数を占めていた。 

 

図表 1-2-1 常用・非常用自家発電設備の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-2-2 常用・非常用自家発電設備の整備状況（定員規模別、福祉避難所指定有無別） 

 

 

 

 

  

4.7 

41.4 

3.2 

1.3 

2.6 

46.5 

3.1 

0 20 40 60

自施設・事業所で常用自家発電設備を整備して

いる

自施設・事業所で非常用自家発電設備を整備し

ている

併設または敷地内(近隣)施設・事業所等が非常

用自家発電設備を整備し、共用・借用している

停電時に、事業者から可搬式(ポータブル型)発

電機を借入できるよう契約等を締結している

その他

上記いずれにも該当しない(自施設・事業所では

整備していない)

無回答
n=1,890

(%)

定員29人

以下

定員30人

以上

指定を受け

ている

指定を受け

ていない

回答数 1,890 1,035 851 796 959

自施設・事業所で常用自家発電設備を整備している 4.7     4.2     5.3     5.7 3.6

自施設・事業所で非常用自家発電設備を整備している 41.4    22.4    64.4    51.5 34.8

併設または敷地内(近隣)施設・事業所等が非常用自家
発電設備を整備し、共用・借用している

3.2     4.0     2.4     2.6 3.5

停電時に、事業者から可搬式(ポータブル型)発電機を

借入できるよう契約等を締結している
1.3     1.9     0.5     0.9 1.8

その他 2.6     2.8     2.5     3 2.6

上記いずれにも該当しない(自施設・事業所では整備

していない)
46.5    62.5    27.1    37.6 52.3

無回答 3.1     3.9     2.0     2.8 2.9

合計

施設規模 福祉避難所の指定
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（２）整備している自家発電設備の種類 

 

①常用自家発電設備（88施設・事業所） 

 常用自家発電設備を整備していると回答した 88施設・事業所

に対し、整備している常用自家発電設備の種類をたずねたとこ

ろ、「太陽光発電」とともに軽油等を燃料とする自家発電設備（デ

ィーゼル機関）が中心であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②非常用自家発電設備（783施設・事業所） 

 非常用自家発電設備を整備していると回答した 783 施

設・事業所が整備している非常用自家発電設備の種類は、

軽油等を燃料とする「非常用自家発電設備（ディーゼルエ

ンジン型）」が 64.5%で最も多く、次いで「可搬式（ポータ

ブル型）発電機」が 39.3%の順であった。また、「UPS（無

停電電源装置）」を利用している施設・事業所も 10.1%を占

めた。 

 定員規模 29 人以下の施設・事業所では、「非常用自家発

電設備（ディーゼルエンジン型）」と「可搬式（ポータブル

型）発電機」がともに 4割強を占めるが、定員 30人以上の

施設・事業所では 7 割以上が「非常用自家発電設備（ディ

ーゼルエンジン型）」を整備していた。 

 

 

 

 

 

  

43.2 

39.8 

10.2 

6.8 

3.4 

2.3 

0 20 40 60

太陽光発電

自家発電設備

(燃料：軽油、灯油、重油)

自家発電設備

(燃料：天然ガス)

自家発電設備

(燃料：LPガス)

その他

無回答
n=88

(%)

64.5 

39.3 

10.1 

4.5 

2.7 

0.6 

0.5 

0.6 

1.0 

0 20 40 60 80

非常用自家発電設備

(燃料：軽油、灯油、重油)

可搬式(ポータブル型)発電機

UPS(無停電電源設備)

小型バッテリー

非常用自家発電設備

(燃料：LPガス)

電気自動車(電動自動車)

非常用自家発電設備

(燃料：天然ガス)

その他

無回答 n=783

(%)

図表 1-2-3 常用自家発電設備の種類 

図表 1-2-4 常用自家発電設備の種類（定員規模別、福祉避難所指定の有無別） 

図表 1-2-5 非常用自家発電設備の種類 

図表 1-2-6 非常用自家発電設備の種類（定員規模別、福祉避難所指定の有無別） 

定員29人
以下

定員30人
以上

指定を受け
ている

指定を受け
ていない

回答数 88      43      45      45 35

太陽光発電 43.2    62.8    24.4    42.2 45.7

自家発電設備(燃料：軽油、灯油、重油) 39.8    23.3    55.6    42.2 37.1

自家発電設備(燃料：天然ガス) 10.2    0.0 20.0    13.3 8.6

自家発電設備(燃料：LPガス) 6.8     11.6    2.2     6.7 5.7

その他 3.4     2.3     4.4     4.4 0.0

無回答 2.3     2.3     2.2     2.2 2.9

合計
施設規模 福祉避難所の指定

定員29人

以下

定員30人

以上

指定を受け

ている

指定を受け

ていない

回答数 783     232     548     410 334

非常用自家発電設備(燃料：軽油、灯油、重油) 64.5    43.5    73.4    67.6 61.4

可搬式(ポータブル型)発電機 39.3    44.4    37.2    42.4 35.3

UPS(無停電電源設備) 10.1    7.8     11.1    9.5 10.8

小型バッテリー 4.5     7.3     3.3     4.1 5.4

非常用自家発電設備(燃料：LPガス) 2.7     4.3     2.0     2.9 2.4

電気自動車(電動自動車) 0.6     1.3     0.4     0.5 0.9

非常用自家発電設備(燃料：天然ガス) 0.5     0.4     0.5     0.2 0.9

その他 0.6     0.9     0.5     0.7 0.6

無回答 1.0     1.7     0.7     0.5 1.5

合計

施設規模 福祉避難所の指定
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（３）非常用自家発電設備の想定用途、稼働時間 

非常用自家発電設備の用途としては、「照明」が 66.5%で最も多く、次いで「非常用コンセント」

（55.6%）、「通信手段（携帯電話、固定電話）」（34.0%）、ナースコールを除く「医療機器」（28.7%）

の順となっている。 

非常用自家発電設備に「ディーゼルエンジン型」または「ガス発電機」を整備している施設・

事業所と、「可搬式発電機等のみ」※の施設・事業所を比較したところ、上位項目に違いはないも

のの「ナースコール」、「エレベーター」、「受水槽・高架水槽にくみ上げるためのポンプの稼働」

など、より幅広い用途が想定されている。また、ディーゼルエンジン型の定格出力別に想定用途

をみたところ、定格出力が大きくなるに従って各項目の想定割合は高くなる傾向にあった。 

※「可搬式発電機等のみ」の施設・事業所には、一部に常用自家発電設備を整備している施設・事業所も含ま

れている。 

図表 1-2-7 非常用自家発電設備の想定用途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-2-8 非常用自家発電設備の想定用途（定員規模別、整備済み機器種類別、福祉避難所指定の有無別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

定員29人
以下

定員30人
以上

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ・
ｶﾞｽ発電機

あり

可搬式発電
機等のみ

指定を受
けている

指定を受け
ていない

回答数 783     232     548     541      236      410     334

照明 66.5    65.9    66.6    70.1     59.3     64.4    68.3     

非常用コンセント 55.6    46.1    59.5    58.6     49.6     56.3    54.5     

通信手段(携帯電話、固定電話) 34.0    33.2    34.5    36.4     28.8     33.7    35.3     

医療機器(ナースコールを除く) 28.7    18.5    33.0    27.7     31.4     28.8    29.6     

冷暖房機 22.5    33.2    17.7    24.6     17.8     20.7    24.0     

ナースコール 21.5    13.8    24.5    28.5     5.9      23.4    19.2     

エレベーター 20.6    10.8    24.6    28.3     3.4      20.5    21.3     

受水槽・高架水槽にくみ上げるためのポンプの稼働 20.1    9.1     24.6    27.7     3.0      22.0    18.3     

情報システム、サーバー 19.7    15.9    21.4    22.0     14.4     19.8    20.1     

調理設備 19.7    24.1    17.7    20.9     16.9     18.3    21.6     

保冷設備 16.1    15.9    16.2    18.1     11.9     14.9    18.6     

給湯設備 10.9    15.9    8.8     13.1     5.5      10.0    12.0     

地下水をくみ上げるポンプの稼働 7.0     5.2     7.8     8.9      3.0      7.3     6.9      

浄化水槽の稼働 5.6     4.7     6.0     7.8      0.8      6.6     4.8      

防犯システム 5.2     4.7     5.3     6.7      2.1      5.1     5.1      

その他 10.3    8.2     11.3    14.2     1.7      11.5    9.0      

無回答 1.8     1.7     1.8     1.5      1.3      1.5     2.1

合計

自家発電設備等の設置状況 福祉避難所の指定施設規模

66.5 

55.6 

34.0 

28.7 

22.5 

21.5 

20.6 

20.1 

0 20 40 60 80

照明

非常用コンセント

通信手段(携帯電話、固定

電話)

医療機器(ナースコールを

除く)

冷暖房機

ナースコール

エレベーター

受水槽・高架水槽にくみ上

げるためのポンプの稼働
n=783

(%)

19.7 

19.7 

16.1 

10.9 

7.0 

5.6 

5.2 

10.3 

0 20 40 60 80

情報システム、サーバー

調理設備

保冷設備

給湯設備

地下水をくみ上げるポンプの稼働

浄化水槽の稼働

防犯システム

その他 n=783

(%)
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図表 1-2-9 導入している非常用自家発電設備（ディーゼルエンジン型）定格出力別にみた想定用途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 導入している非常用自家発電設備を利用した際の想定

稼働時間は「2～6時間未満」が 28.1%で最も多く、次いで

「6～12時間未満」（17.6%）、「2時間未満」（14.4%）と続

いている。 

24 時間以上の稼働を想定している割合は、非常用自家

発電設備を整備している施設・事業所の 25.1%、48 時間

以上では 14.0%、72 時間以上では 7.9%であり、長時間の

稼働を想定している施設・事業所割合は多くはない。 

なお、非常用自家発電設備として「ディーゼルエンジン

型」または「ガス発電機」を整備している施設・事業所は、

「可搬式（ポータブル型）発電機等のみ」の施設・事業所

に比べ、48 時間以上の稼働を想定している割合が若干高

い程度であった。 

図表 1-2-11 非常用自家発電設備の想定稼働時間（施設定員別、整備済み機器種類別、福祉避難所指定の有無別）） 

 

 

 

 

 

 

 

  

14.4 

28.1 

17.6 

11.6 

11.1 

6.1 

7.9 

4.1 

0 20 40

2時間未満

2～6時間未満

6～12時間未満

12～24時間未満

24～48時間未満

48～72時間未満

72時間以上

無回答 n=783

(%)

図表 1-2-10 非常用自家発電設備の想定稼働時間 

定員29人
以下

定員30人
以上

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ・

ｶﾞｽ発電機
あり

可搬式発電
機等のみ

指定を受
けている

指定を受け
ていない

回答数 783     232     548     541      236      410     334

2時間未満 14.4    14.7    14.4    15.0     13.6     15.9    13.5     

2～6時間未満 28.1    23.3    29.9    30.7     22.5     29.3    26.9     

6～12時間未満 17.6    14.2    19.0    16.3     21.2     18.5    17.4     

12～24時間未満 11.6    17.2    9.3     10.5     14.4     12.9    10.2     

24～48時間未満 11.1    11.6    10.9    10.7     12.3     9.8     12.0     

48～72時間未満 6.1     6.5     6.0     6.7      5.1      5.4     7.2      

72時間以上 7.9     7.8     8.0     8.9      5.9      7.6     8.7      

無回答 4.1     5.6     3.5     2.6      5.5      2.0     4.8

合計

施設規模 自家発電設備等の設置状況 福祉避難所の指定

50KVA未満 50～100KVA 100～150KVA 150～200KVA 200KVA以上

回答数 783 110 123 55 21 56

照明 66.5 61.8 65.9 83.6 85.7 85.7

非常用コンセント 55.6 40.0 60.2 76.4 76.2 67.9

通信手段(携帯電話、固定電話) 34.0 26.4 35.0 49.1 42.9 51.8

医療機器(ナースコールを除く) 28.7 22.7 23.6 43.6 42.9 35.7

冷暖房機 22.5 16.4 18.7 27.3 28.6 39.3

ナースコール 21.5 16.4 26.8 47.3 57.1 46.4

エレベーター 20.6 13.6 30.1 40.0 61.9 53.6

受水槽・高架水槽にくみ上げるためのポンプの稼働 20.1 20.0 29.3 41.8 66.7 39.3

情報システム、サーバー 19.7 10.9 22.8 30.9 47.6 42.9

調理設備 19.7 12.7 16.3 32.7 28.6 37.5

保冷設備 16.1 15.5 9.8 32.7 28.6 35.7

給湯設備 10.9 9.1 8.1 20.0 14.3 25.0

地下水をくみ上げるポンプの稼働 7.0 7.3 6.5 18.2 0.0 16.1

浄化水槽の稼働 5.6 5.5 4.9 10.9 19.0 19.6

防犯システム 5.2 4.5 1.6 7.3 14.3 17.9

その他 10.3 28.2 11.4 14.5 14.3 10.7

ディーゼルエンジン型定格出力
合計
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（４）整備済み非常用自家発電設備の概要 

 

 ①非常用自家発電設備＜ガス発電機＞（29施設・事業所） 

回答施設・事業所に整備されている非常用自家発電設備（ガス発電機）の概要をみると、設置

台数は「1 台」が 29 件中 21 件、複数台設置している施設・事業所は 8 件であった。発電機の設

置場所は、「屋外」が 12件（41.4%）、「屋内（地上階）」が 8件（27.6%）、「屋上」が 4件（13.8%）

である。 

発電機の規格（定格出力）は「10KVA未満」が 8件（27.6%）、「10～30KVA」が 4件（13.8%）な

ど、30KVA未満が多い。 

燃料種類は「LPガス」が 22 件（75.9%）で多い。また、燃料の備蓄・調達方法では、「自施設・

事業所で燃料を保管・調達」が 17件（58.6%）を占めている。 

発電機のメンテナンス方法は、「自施設・事業所の担当者が定期点検を実施」（10 件、34.5%）

している事業所と「事業者とメンテナンス契約を締結」（9 件、31.0%）している事業所に分かれ

ていた。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

21

5

3

0 20 40

１台

２台

３台以上

設置数29件

(件)
8 

4 

1 

0 

2 

2 

12 

0 10 20

10KVA未満

10～30KVA

30～50KVA

50～100KVA

100～200KVA

200KVA以上

無回答

設置数29件

(件)

活用した

44.8%

活用して

いない

24.1%

不明

17.2%

無回答

13.8%

n=29

LPガス

75.9%

天然ガス

10.3%

無回答

13.8%

n=29

58.6 

3.4 

13.8 

6.9 

20.7 

0 50 100

自施設・事業所で燃料を保管・調達

併設または敷地内（近隣）施設・事

業所等が燃料を保管・調達

停電時に燃料を確保できるよう、事

業者と契約・協定等を締結

その他

無回答
n=29

(%)

34.5 

13.8 

31.0 

10.3 

13.8 

0 20 40

自施設・事業所の担当者が定期点検

を実施

自施設・事業所の担当者が不定期に

点検を実施

事業者とメンテナンス契約を締結し

ている

その他

無回答
n=29

(%)

図表 1-2-12 非常用自家発電設備の 

設置台数＜ガス発電機＞ 

図表 1-2-15 非常用自家発電設備の 

燃料種類＜ガス発電機＞ 

図表 1-2-13 非常用自家発電設備の 

設置場所＜ガス発電機＞ 

図表 1-2-14 非常用自家発電設備の 

規格＜ガス発電機＞ 

図表 1-2-16 非常用自家発電設備の 

燃料備蓄・調達方法＜ガス発電機＞ 

図表 1-2-17 非常用自家発電設備の 

メンテナンス方法＜ガス発電機＞ 
図表 1-2-18 非常用自家発電設備導入・整備への 

補助金活用＜ガス発電機＞ 

13.8 

27.6 

0.0 

41.4 

3.4 

13.8 

0 50

屋上

屋内（地上階）

屋内（地下階）

屋外（敷地内）

その他

無回答 n=29

(%)
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 ②非常用自家発電設備＜ガスタービン発電機＞（14施設・事業所） 

施設・事業所に整備されている非常用自家発電設備（ガスタービン発電機）の概要をみると、

設置台数は「1 台」が 14 件中 12 件、複数台設置している施設・事業所は 2 件であった。発電機

の設置場所は、「屋上」が 5件（35.7%）、「屋外」が 4件（28.6%）、「屋内（地下階）」が 3件（21.4%）、

「屋内（地上階）」が 2件（14.3%）である。 

発電機の規格（定格出力）は「200KVA以上」が 5件（35.7%）を占めていた。 

燃料種類は「石油（軽油、灯油、重油）」が 11件（78.6%）を占める。また、燃料の備蓄・調達

方法は、「自施設・事業所で燃料を保管・調達」が 12件（85.7%）を占めた。 

発電機のメンテナンス方法は、「事業者とメンテナンス契約を締結」（10 件、71.4%）が中心で

あり、「自施設・事業所の担当者が定期点検を実施」は 3件（21.4%）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12

2

0 10 20

１台

２台

設置数14件

(件)

石油（軽油、

灯油、重油）

78.6%

LPガス

7.1%

天然ガス

7.1%

無回答

7.1%

n=14

0

1

0

1

1

5

6

0 5 10

10KVA未満

10～30KVA

30～50KVA

50～100KVA

100～200KVA

200KVA以上

無回答

設置数14件

(件)

活用した

7.1%

活用して

いない

78.6%

不明

7.1%

無回答

7.1%

n=14

35.7 

14.3 

21.4 

28.6 

0.0 

7.1 

0 50

屋上

屋内（地上階）

屋内（地下階）

屋外（敷地内）

その他

無回答 n=14

(%)

85.7 

0.0 

7.1 

0.0 

14.3 

0 50 100

自施設・事業所で燃料を保管・調達

併設または敷地内（近隣）施設・事

業所等が燃料を保管・調達

停電時に燃料を確保できるよう、事

業所と契約・協定を締結

その他

無回答
n=14

(%)

21.4 

0.0 

71.4 

0.0 

14.3 

0 50 100

自施設・事業所の担当者が定期点検

を実施

自施設・事業所の担当者が不定期に

点検を実施

事業者とメンテナンス契約を締結し

ている

その他

無回答
n=14

(%)

図表 1-2-19 非常用自家発電設備の 

設置台数＜ガスタービン発電機＞ 

図表 1-2-20 非常用自家発電設備の 

設置場所＜ガスタービン発電機＞ 

図表 1-2-21 非常用自家発電設備の 

規格＜ガスタービン発電機＞ 

図表 1-2-22 非常用自家発電設備の 

燃料種類＜ガスタービン発電機＞ 

図表 1-2-23 非常用自家発電設備の 

燃料備蓄・調達方法＜ガスタービン発電機＞ 

図表 1-2-24 非常用自家発電設備の 

メンテナンス方法＜ガスタービン発電機＞ 

図表 1-2-25 非常用自家発電設備導入・整備への 

補助金活用＜ガスタービン発電機＞ 
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 ③非常用自家発電設備＜ディーゼルエンジン型発電機＞（477施設・事業所） 

施設・事業所に整備されている非常用自家発電設備（ディーゼルエンジン型発電機）の概要を

みると、設置台数は「1 台」が 477 件中 432 件（90.6%）、複数台設置している施設・事業所は 45

件（9.4%）であった。発電機の設置場所は、「屋外」（46.8%）または「屋上」が中心である。 

発電機の規格（定格出力）は幅広く分布しているが、「30～50KVA」（17.6%）、「50～75KVA」（15.7%）、

「75～100KVA」（10.1%）など 100KVA未満の発電機を整備している施設・事業所が多い。 

燃料種類は「軽油」が 82.6%を占めていた。また、燃料の備蓄・調達方法は、「自施設・事業所

で燃料を保管・調達」が 76.7%を占めた。 

発電機のメンテナンス方法は、「事業者とメンテナンス契約を締結」（75.1%）が中心であり、「自

施設・事業所の担当者が定期点検を実施」は 14.7%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

432

39

6

0 200 400 600

1台

2台

3台以上

設置数477件

(件)
1.7

3.4

17.6

15.7

10.1

12.2

4.6

10.9

23.9

0 20 40

10KVA未満

10～30KVA

30～50KVA

50～75KVA

75～100KVA

100～150KVA

150～200KVA

200KVA以上

無回答

設置数477件

(%)

36.9 

14.3 

2.1 

46.8 

0.6 

1.9 

0 50

屋上

屋内（地上階）

屋内（地下階）

屋外（敷地内）

その他

無回答 n=477

(%)

活用した

13.8%

活用して

いない

56.6%

不明

24.7%

無回答

4.8%

n=477

14.7 

7.3 

75.1 

4.6 

2.5 

0 50 100

自施設・事業所の担当者が定期点検

を実施

自施設・事業所の担当者が不定期に

点検を実施

事業者とメンテナンス契約を締結し

ている

その他

無回答
n=477

(%)

76.7 

5.7 

13.8 

4.2 

2.9 

0 50 100

自施設・事業所で燃料を保管・調達

併設または敷地内（近隣）施設・事

業所等が燃料を保管・調達

停電時に燃料を確保できるよう、事

業者と契約・協定等を締結

その他

無回答
n=477

(%)

82.6 

5.9 

8.4 

3.4 

0 50 100

軽油

灯油

重油

無回答
n=477

(%)

図表 1-2-29 非常用自家発電設備の 

燃料種類＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

図表 1-2-30 非常用自家発電設備の 

燃料備蓄・調達方法＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

図表 1-2-31 非常用自家発電設備の 

メンテナンス方法＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

図表 1-2-32 非常用自家発電設備導入・整備への 

補助金活用＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

図表 1-2-26 非常用自家発電設備の 

設置台数＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

図表 1-2-27 非常用自家発電設備の 

設置場所＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

図表 1-2-28 非常用自家発電設備の 

規格＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 



 

19 

 

 ④可搬式（ポータブル）発電機（329施設・事業所） 

施設・事業所に整備されている可搬式（ポータブル）発電機の概要をみると、設置台数は「1

台」が 329件中 166件（50.5%）、「2～3台」が 123件（37.4%）、4台以上が 40件（12.2%）であっ

た。発電機の設置場所は、「屋内」（59.3%）、「屋外」が 36.5%である。 

発電機の規格（定格出力）は幅広く分布しているが、「1KVA未満」（15.2%）や「1～3KVA」（26.1%）

が中心である。 

燃料種類は「石油（ガソリン、軽油、灯油、重油）」が 77.5%、「ガスボンベ」が 22.5%であった。

また、燃料の備蓄・調達方法は、「自施設・事業所で燃料を保管・調達」が 85.7%を占めた。 

発電機のメンテナンス方法は、自施設・事業所の担当者による定期または不定期点検が主であ

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

166

123

30

10

0 100 200

1台

2～3台

4～5台

6台以上

設置数329件

(件)

77.5 

22.5 

5.2 

0 50 100

石油（ガソリン、軽

油、灯油、重油）

ガスボンべ

無回答
n=329

(%)

15.2

26.1

8.2

6.7

1.8

4.9

37.1

0 20 40

1KVA未満

1～3KVA

3～5KVA

5～7.5KVA

7.5～10KVA

10KVA以上

無回答

設置数329件

(%)

59.3 

36.5 

4.9 

3.0 

0 100

屋内

屋外（敷地内）

その他

無回答
n=329

(%)

85.7 

8.2 

3.6 

4.3 

4.0 

0 50 100

自施設・事業所で燃料を保管・調達

併設または敷地内（近隣）施設・事

業所等が燃料を保管・調達

停電時に燃料を確保できるよう、事

業者と契約・協定を締結

その他

無回答
n=329

(%)

49.8 

41.9 

3.0 

4.0 

3.6 

0 20 40 60

自施設・事業所の担当者が定期点検

を実施

自施設・事業所の担当者が不定期に

点検を実施

事業者とメンテナンス契約を締結し

ている

その他

無回答
n=329

(%)

活用した

28.3%

活用して

いない

60.2%

不明

7.3%

無回答

4.3%

n=329

図表 1-2-33 非常用自家発電設備の 

設置台数＜可搬式（ポータブル）発電機＞ 

図表 1-2-34 非常用自家発電設備の 

設置場所＜可搬式（ポータブル）発電機＞ 

図表 1-2-35 非常用自家発電設備の 

規格＜可搬式（ポータブル）発電機＞ 

図表 1-2-36 非常用自家発電設備の 

燃料種類＜可搬式（ポータブル）発電機＞ 

図 12-2-37 非常用自家発電設備の 

燃料備蓄・調達方法＜可搬式（ポータブル）発電機＞ 

図表 1-2-38 非常用自家発電設備の 

メンテナンス方法＜可搬式（ポータブル）発電機＞ 
図表 1-2-39 非常用自家発電設備導入・整備への 

補助金活用＜可搬式（ポータブル）発電機＞ 
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（５）災害時における非常用自家発電設備の活用 

 

 ①活用経験の有無 

非常用自家発電設備を導入している 736施設・事業所に対して、過去(10年程度)の自然災害時

における非常用自家発電設備の活用経験をたずねたところ、「経験あり」と回答した割合は 31.4%

であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②稼働させた機器等 

災害時において非常用自家発電設備を活用して稼働させた機器等をみると、「照明」（69.3%）や

「非常用コンセント」（55.4%）の稼働とともに、「通信手段（携帯電話、固定電話）」や「医療機

器（ナースコールを除く）（ともに 27.3%）、「ナースコール」（25.1%）、「保冷設備」（22.1%）、「調

理設備（21.6%）、「エレベーター」「受水槽・高架水槽にくみ上げるためのポンプ」（ともに 17.7%）、

「冷暖房機器」（15.2%）の順となっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

経験あり

31.4%

経験なし

59.5%

不明

3.0%

無回答

6.1%

n=736

定員29人
以下

定員30人
以上

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ・
ｶﾞｽ発電機

あり

可搬式他
あり

回答数 736      203      530      540      196      

経験あり 31.4     23.6     34.2     30.9     32.7     

経験なし 59.5     66.0     57.2     58.9     61.2     

不明 3.0      2.5      3.2      3.9      0.5      

無回答 6.1      7.9      5.5      6.3      5.6      

自家発電設備等の設置状況

合計

施設規模

69.3 

55.4 

27.3 

27.3 

25.1 

22.1 

21.6 

17.7 

0 20 40 60 80

照明

非常用コンセント

通信手段（携帯電話、固定電話）

医療機器（ナースコールを除く）

ナースコール

保冷設備

調理設備

エレベーター
n=231

(%)

17.7 

15.2 

13.4 

9.5 

8.7 

6.9 

3.5 

9.5 

0 20 40 60 80

受水槽・高架水槽にくみ上げるため

のポンプの稼働

冷暖房機器

情報システム、サーバー

給湯設備

地下水をくみ上げるポンプの稼働

浄化水槽の稼働

防犯システム

その他 n=231

(%)

図表 1-2-42 災害時に非常用自家発電設備を活用して稼働させた機器等 

 

図表 1-2-40 災害時の非常用自家発電設備の 

活用経験 

 

図表 1-2-41 災害時の非常用自家発電設備の活用経験 

（定員規模別、整備済み機器種類別） 
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 導入している非常用自家発電設備の種類別にみたところ、ディーゼルエンジン型またはガス発

電機を導入している施設・事業所では、可搬式（ポータブル型）発電機等のみの施設・事業所に

比べて幅広い機器等を稼働させており、特に「ナースコール」や「エレベーター」、「受水槽・高

架水槽にくみ上げるためのポンプ」、「給湯設備」、「浄化水槽」などが顕著である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

定員29人
以下

定員30人
以上

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ・
ｶﾞｽ発電機

あり

可搬式発電
機等のみ

回答数 231      48       181      167      64       

照明 69.3     70.8     68.5     72.5     60.9     

非常用コンセント 55.4     39.6     59.7     59.9     43.8     

通信手段（携帯電話、固定電話） 27.3     31.3     26.5     31.7     15.6     

医療機器（ナースコールを除く） 27.3     18.8     29.8     26.3     29.7     

ナースコール 25.1     14.6     27.6     32.9     4.7      

保冷設備 22.1     29.2     20.4     22.2     21.9     

調理設備 21.6     22.9     21.5     22.2     20.3     

エレベーター 17.7     10.4     19.3     24.6     0.0

受水槽・高架水槽にくみ上げるためのポンプの稼働 17.7     6.3      20.4     24.0     1.6      

冷暖房機器 15.2     20.8     13.8     16.8     10.9     

情報システム、サーバー 13.4     16.7     12.7     15.6     7.8      

給湯設備 9.5      10.4     9.4      12.6     1.6      

地下水をくみ上げるポンプの稼働 8.7      10.4     8.3      9.6      6.3      

浄化水槽の稼働 6.9      4.2      7.7      9.6      0.0

防犯システム 3.5      2.1      3.3      4.8      0.0

その他 9.5      2.1      11.6     11.4     4.7      

無回答 0.4      2.1      0.0 0.6      0.0

合計

施設規模 自家発電設備等の設置状況

図表 1-2-43 災害時に非常用自家発電設備を活用して稼働させた機器等 

（定員規模別、整備済み機器種類別） 
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③災害時に非常用自家発電設備を活用した際の苦労・工夫等 

 

災害時に非常用自家発電設備を活用した際の苦労や工夫等について、自由回答形式で回答を求

めた。その結果、「燃料の確保・調達」や「発電機への給油」に関する事項など、非常用自家発電

設備を稼働させるための苦労が多数寄せられた。なお、一部には「故障していて短時間しか使え

なかった」、「起動しなかった」など非常用自家発電設備が稼働できなかったという苦労も寄せら

れている。 

実際の稼働に関しては、備蓄燃料の関係等で「稼働時間」を制限したり、用途を限定するなど

した運用がなされていた。あわせて、非常用自家発電設備では「稼働する用途が限られる」こと、

「騒音・排ガス」の問題、「設置・保管場所」等に関する数多くの苦労が寄せられた。 

 

【災害時に非常用自家発電設備を活用した際の苦労・工夫等（自由回答）】 

 

○燃料の確保・調達 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜可搬式（ポータブル型）発電機＞ 

 

 

 

○非常用自家発電機への補給 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

  

・ガソリンスタンドでも給油制限があり、軽油を調達できなかった。（ディーゼル型 1 台） 

・2011 年東日本大震災時はガソリンスタンドが混雑し、燃料（軽油）を確保するのが困難だった。（ディー

ゼル型 1台、可搬式 3 台） 

・2011年東日本大震災時は発電機を動かす燃料の調達が大変だった。用意しておいただけでは、5日間の停

電には対応することがとても苦しかった。（ディーゼル型 1台） 

・停電が長期化した際、近隣の給油所でも同様に停電の状況が発生していたため、燃料の調達が難しく他の市

町村まで燃料の調達に行く状況にあった。（ディーゼル型 2台） 

・地域全体が停電のため、燃料調達ができなかった。（ディーゼル型 1台） 

・ガソリンの調達が難しかった。厨房に使う、医療機器に使う、などを優先するといろいろなものに使えるに

は至らなかった。３日目以降は被害のなかった他社福法人がガソリン等を持ってきてくれた。（可搬式 3台） 

・軽油が購入できず発電設備が途中で止まったこと。（ディーゼル型 1台） 

・停電時に自動で自家発電に切り替わり、稼働時間内に復旧したので特に苦労したことはなかった。しかし、

長期間の停電の場合は燃料確保という課題がある。（ディーゼル型 1台） 

・燃料タンクの容量が少ないので、その調達に苦労した。（ディーゼル型 1台、可搬式 2台） 

 

・ガソリンを売ってくれるスタンドを探したが、どこも閉鎖していた。いつも利用させてもらっている店で、

特別に給油してもらえて助かった。（可搬式 2台） 

・停電時間が長かったために、燃料補給が大変であった。（ディーゼル型 1台） 

・当施設の非常用発電設備は外付けタンクがないため、停電が長時間にわたった際、燃料補給に苦労した。（デ

ィーゼル型 1台、可搬式 2台） 

・非常自家発電機が長時間対応できるタイプではなかったため、補給等で苦労した。（ディーゼル型 1 台、可

搬式 2台） 
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○非常用自家発電設備で稼働できる用途範囲が限られる 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・予想外に電気の復旧が遅かったために、発電機のガスが切れてしまい、夜間、照明が消えてしまった。（デ

ィーゼル型 1台） 

・複数の非常用発電機を使用していたため、燃料タンクが空にならないよう、常時確認が必要だった。（ディ

ーゼル型 1台、可搬式 2台） 

・給油を半分程度消費したところで給油を続けた。給油する時間を逆算して決めた。（ディーゼル型 1台） 

・大型台風が３日間停滞し、３日間停電となった。その影響でガソリンスタンドが閉店になり、軽油の確保に

苦労した。また、非常用自家発電設備が停止しないように、燃料を４～５時間おきに補充しなければならず、

深夜も対応した。（ディーゼル型 1台） 

・当施設では、給油式の発電機を屋上に設置している。夜間に長時間停電が続くと、当直職員が通常業務をし

ながら補給も行うことになり、大変だった。今後、同じようなことがあれば、職員の一人増員配置を考えた

い。（ディーゼル型 1台） 

■照明 

・非常用発電機は消火設備ポンプ稼働のみに電気を供給するため、深夜対応のための固定式の照明機材を確保

しなければならなかった。（ディーゼル型 1台） 

・日中ではあったが、照明が非常用しか点灯しないため、ホール・廊下などが薄暗く利用者への対応に苦慮し

た。（夜間だとトイレが一番苦労する）（ディーゼル型 1台） 

■エレベーター 

・エレベーターが使えず、食事を階段で３階まで運んだ。体調不良者が出ていたら、担架での移動が必要だっ

たと思われる。（ディーゼル型 1台、可搬式 1台） 

・自家発電の電力が弱く、エレベーターが停止してしまった。各フロアへの食事の手配ができず、他施設から

の応援で人手を集め配食した。（ディーゼル型 1台） 

・エレベーターが停止し給食の搬送や、利用者のフロア移動ができなくなった。（ディーゼル型 1台） 

■冷暖房機器 

・冷暖房機器までは活用できなかった。（ディーゼル型 1台） 

・空調までカバーしていなかったので、暑い時期でも冷房が使えず入所者、職員に健康の不安があった。（デ

ィーゼル型 1台、可搬式 1台） 

・非常用自家発電機で稼働できるのは最低限の照明や保冷設備であるため、動力で動くエアコン等の設備は使

用できない。高齢者施設であるため、暑さ寒さをしのぐことができなければ生死にかかわってくる。（ディ

ーゼル型 1台） 

■給湯器 

・ボイラーが一時停止し、お湯の温度が下がった。（ディーゼル型 1台） 

■トイレ 

・水が使用できなかったため、トイレに苦労した。その後、発電機と給水設備をつなぐ工夫をして、水が使用

可能になった。（ディーゼル型 1台、可搬式 2台） 

・各階トイレの電気及び水洗式トイレが使用できなかった。事務所の非常用電源が確保されていなかったため、

電子カルテのシステムサーバーが使用できなくなった。厨房及び検査室の冷凍冷蔵庫に非常用電源が確保さ

れていなかったため、使用できなくなった。（ディーゼル型 1台） 
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＜可搬式（ポータブル型）発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○稼働時間 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

＜可搬式（ポータブル型）発電機＞ 

 

 

 

 

○使用用途 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■温度調節 

・発電機ではエアコン設備の稼働は難しく、暑さを凌ぐのに苦労した。（可搬式 1台） 

・冷暖房機器及び冷蔵庫等を賄えるまでの発電能力がない。復旧まで長時間かかる場合、燃料確保に不安があ

る。（可搬式 3台） 

■使用できる設備・機器に制限 

・定格出力が少なく使用できる設備が少なかった。（可搬式 1台） 

・発電機の出力が弱いため、思うようには使用できなかった。（可搬式 1台） 

・明りは確保できたが、水洗トイレで不便を感じた。（可搬式 5台） 

・可搬式であるため、容量に限界があり、一部照明中心で湯沸かしポット炊飯器等は交互に使用しないと無理

である。冬の雪害による停電時には暖房用の電源としては使用不可であった。（可搬式 1台） 

・複数の機器を同時に使用することができなかった。音がうるさく夜は少し使用を控えた。持ち運びができた

ので、必要な場所に移動させることができた。（可搬式 1台） 

・容量が少なく使用時間が短い。雨天時は、排気の関係で、外でしか使用できない。（可搬式 4台） 

・騒音が大きいため夜間の使用は控えた。市より電気自動車を貸し出されたが、厨房の冷蔵・冷凍庫や洗濯機、

乾燥機は業務用のため使用できなかった。通信が途絶えたためＴＶ放送により状況を伝えた。（可搬式 1台） 

 

・使用機器をなるべく制限し、電気を長時間使用できるよう工夫した。（ディーゼル型 2台） 

・東日本大震災の時は、燃料に限りがあり、継続使用ができなかった。（ディーゼル型 1台） 

・東日本大震災時の計画停電時に、１日２時程度で２～３週間程度活用した。（ディーゼル型 1台） 

・停電が長時間に及ぶと、発電能力が低下して困ったことがある。（ディーゼル型 1台） 

・燃料が限られているため、用途に合わせて時間を決めて運転した。（ディーゼル型 2 台、可搬式 3台） 

 

・稼働時間の確保（燃料用量）に気を遣った。（可搬式 1台） 

・できるだけ同じ時間帯に集中して電気を使用しないように、時間帯を決めて使用した。（可搬式 1台） 

 

・パソコン等の精密機器にはインバーター発電機を使用する。酸素など医療機器には、発電機は使用せず、ボ

ンベや内臓バッテリー等を使用する。（ディーゼル型 2台） 

・台風等の影響にて送電が復旧するまで、医療機器を優先させて非常用自家発電設備を稼働させた。（ディー

ゼル型 1台） 

・非常用自家発電の燃料は、ボイラー用地下タンク共用のため、長時間運転でき大変助かった。しかし、使用

電気容量やコンセント箇所が限られているため、大変苦労した。本来の目的は、非常時の暖房や消火の目的

ではあるが、電灯等への容量を一定程度確保できれば良いと感じた。（ディーゼル型 1台） 
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＜可搬式（ポータブル型）発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○騒音、排ガス 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

＜可搬式（ポータブル型）発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○設置・保管場所 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

 

 

＜可搬式（ポータブル型）発電機＞ 

 

 

 

 

  

・ガスコンロ調理器が使用できる代表者の会社で生もの食材を調理させてもらったため、必要最低限と思われ

る設備に使用した（ガソリンの供給にも不安があったため）。（可搬式 2台） 

・当施設の自家発電設備は容量が少さく、スプリンクラー等への給電が主目的のため、専らポータブル型を使

用した。（夜間等）照明（通路や食堂等を主とした）に使用するとともに、昼は吸引等に使用した。（可搬式

1台） 

・ホール、廊下等へ投光器での照明、医療機器等（酸素、吸引器、電動ベット）に使用した。（可搬式 5台） 

 

・稼働音が大きく、近隣家より苦情があった。（ディーゼル型 1台） 

 

・排ガス、騒音等で長時間の使用が難しい。（ガス発電機） 

・発電機稼働で生じた排煙の排出がうまくいかず、室内にこもってしまった。（ディーゼル型 1台、可搬式 4

台） 

・台風時に使用した際、屋内に設置していたため、定期的な換気が必要になった。（可搬式 1台） 

・医療機器の電源として使用する際、作動音や排気の観点から屋外から延長コードを使用しなければならず、

使用場所が限られてしまう。（可搬式 1台） 

・停電した際に可搬式発電機を使用したが、その時の外が大雨、雷鳴がひどく、本来屋外で運転すべきものを

屋内で使用せざるを得ず、屋内に排ガスの臭いがたちこめて、若干息苦しい思いをした。（可搬式 2台） 

・音が大きく、外に設置しても中までコードを入れるためドアを閉められない。（可搬式 2台） 

・館内でポータブル型発電機を使用する際、排ガスを屋外に出すことに苦慮した。（ディーゼル型 1台、可搬

式 1台） 

 

・設備が屋上にあるため、台風時の燃料の補給が危険である。（ディーゼル型 1台） 

・燃料補給にはしごで屋上に登る必要があった。（ディーゼル型 1台） 

・地区停電の際、非常用自家発電設備の燃料を購入するため、営業しているガソリンスタンドに何度も行って、

屋上まで階段等を使用して補給した。（ディーゼル型 1台、可搬式 1台） 

・集中豪雨で停電した時に、発電機の保管場所が屋外に出た所にある倉庫だったため、なかなか取りに行けな

かった。（可搬式 2台） 

・長時間の停電時に可搬式の発電機を使用した。屋内では使用できないため、屋外からコンセントを使用した

が、コードが廊下等に出てしまうことや、窓が開きっぱなしになってしまうことで、コードの配置や室内の

保温に苦労した。（ディーゼル型 1台、可搬式 3台） 

・東日本大震災での停電時は、発電機が重くて大きかったため、移動に苦労した。現在は発電機もコンパクト

になり移動が楽になった。（可搬式 4台） 
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○利用できなかった・故障 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

 

 

＜可搬式（ポータブル型）発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・落雷で非常用自家発電設備は作動したが、エレベーターの基盤が壊れ、エレベーターが止まり、人が閉じこ

められた。（ディーゼル型 1台） 

・非常用電源が自動で切り替わらず、手動で切替えを行った。（ディーゼル型 1台） 

・故障していて 10分程度しか稼働しなかった。その後、補助金交付により修理した。（ディーゼル型 1台） 

・当初メンテナンス不足により、正常に作動しなかった。地域全体において一時的に燃料不足が生じ、調達困

難となった。（ディーゼル型 1台、可搬式 2台） 

・試運転していなかったために、いざ使用するときにエンジンのかかりが悪く使用できなかった。近所の職員

の自宅からポータブル型発電機を借りて使用した。燃料については、３カ月に１度定期的にガソリンを入れ

替えしながら、保管していた。（可搬式 1台） 

・利用後の燃料の管理（ガソリン）に注意が必要。不安。メンテナンスも定期的にしないと故障の原因になる

ので保管、管理が大変。（可搬式 2台） 

・ 

 

・台風にて停電が発生、施設内の非常灯より「非常口は、こちらです」のアナウンスが鳴り続けており、バッ

テリーが切れるまで鳴っていた。消防法の決まりとはいえ、音量調整ができると助かる。（ディーゼル型 1

台） 

・平成６年の建設時に導入した発電機のため、スプリンクラー、非常灯にしか使用できない構造であり、全く

役に立たなかった。今回、補助金を申請し、井戸ポンプ、浄化槽、エアコンなどに使用できる規模の発電機

を入れたい。可搬式発電機を屋内設備に連動させることが難しく、付随工事も検討する必要あり。（ディー

ゼル型 1台、可搬式 3 台） 

・自家発電設備は、非常用の小さい灯だけしか使用できなかったので、真っ暗よりは良いが、他には何もでき

なかった。系列の施設では新たに、新しい自家発電設備で、施設全部の照明、エレベーター、燃料の自動供

給まで出来る大型の設備を整えた。今後、当施設でも、他の機器も使用できる自家発電設備を検討していき

たい。（ディーゼル型 1 台） 
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④災害時に非常用自家発電設備を活用したことによる効果等 

 災害時に非常用自家発電設備を活用できた効果について、自由回答形式で回答を求めた。 

 その結果、「照明等」が確保できたことによる安心感（照明、トイレ誘導等）や、「医療機器等

の活用」によって医療的配慮が必要な利用者の安全を確保できたこと、「食事、厨房設備等」では

温かい食事を提供できたり、食材保冷による食中毒を防止できたりしたなど、非常用自家発電設

備の稼働によって利用者の安全な生活の維持が図られていた。 

 また、「情報関連機器の稼働」によって情報取得や外部との連絡を可能となることの効果も寄せ

られている。 

【災害時に非常用自家発電設備を活用したことによる効果等（自由回答）】 

○照明の活用 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜可搬式（ポータブル型）発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

○情報関連機器の活用 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜ガス発電機＞ 

 

 

＜可搬式（ポータブル型）発電機＞ 

 

・明かりが保てたことは利用者の安心につながった。（ディーゼル型 1台） 

・夜間、非常灯で利用者の移動が安全に行えた。（ディーゼル型 1台） 

・夜間の照明と水の使用が可能になってよかったと思う。（ディーゼル型 1台、可搬式 2台） 

・照明がついたことでトイレの使用もスムーズだった。（ディーゼル型 1台） 

・夜間の食事や廊下、階段等に照明を設置し、明りを確保できたことで入居者の安全確保、不安解消になった。

（ディーゼル型 1台） 

 

・夜間の照明により、利用者が不安なく生活できた。（可搬式 1台） 

・非常用照明を設置し、利用者の不安を和らげることができた。（可搬式 2台） 

・施設内、照明を確保でき、入居者の不安をある程度解消できた。（可搬式 1台） 

・発電機＋投光機で、かなり広い範囲、明るくできた。（可搬式 2台） 

・夜間の一部照明の確保で安全を保つことができた。（可搬式 1台） 

 

・照明や通信手段、ＰＣ等は特に助かった。（ディーゼル型 1台、可搬式 1台） 

・テレビを使用できたことで、最新の情報を知ることができた。（ディーゼル型 1台） 

・ラジオが使えることにより情報収集ができた。（ディーゼル型 1台） 

・非常用電源設備の活用で通話が可能だった。（ディーゼル型 1台） 

・システムやサーバーの電源が落ちずに済み、最新情報の把握や通信に困ることはなかった。（ディーゼル型

1台） 

 

・非常用自家発電設備のおかげで携帯電話やＰＣを不自由なく使えた。（ガス発電機 1 台、可搬式 4台） 

 

・電話と、携帯電話用の電源を確保でき、情報が入ってきていたので困らなかった。（可搬式 2台） 

・通信手段を確保できた。（可搬式 3台） 
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○医療機器等の使用 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ガス発電機＞ 

 

 

＜可搬式（ポータブル型）発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

○保冷設備、調理設備等の利用 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

 

 

＜ガス発電機＞ 

 

 

＜可搬式（ポータブル型）発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  

・喀痰吸引、酸素吸引器等を使用できた。（ディーゼル型 1台） 

・喀痰吸引、酸素吸入に活用できたので、利用者に対して安全に処置できた。（ディーゼル型 1台） 

・電動ギャッジベッドを動かすことができた。（ディーゼル型 2台、可搬式 2台） 

・エアーマット、吸引器等、医療機器を継続使用できた。（ディーゼル型 1台、可搬式 4台） 

・ナースコール及び転落防止マットセンサーを使用でき、事故を未然に防ぐことができた。（ディーゼル型 1

台、可搬式 1台） 

・医療的配慮が必要な方への対応（吸引／ギャッジベッド操作）や食料等の保存ができた。日常生活における

必要最低限の電力を確保できることで、利用者の安全と生活を維持することができた。（ディーゼル型 2台） 

 

・問題なく酸素吸入器を使用できた。（ガス発電機） 

 

・在宅酸素機器、吸引機器類が安全に使用できた。（可搬式 2台） 

・医療処置がスムーズに行えた。（可搬式 4台） 

・手動の吸引器を使わずにすんだ。（可搬式 2台） 

・小型バッテリーで酸素濃縮器を作動した。電源供給としては問題なく困ることはなかった。（可搬式 2台） 

 

・夏だったので冷蔵庫を使用でき、食物を保存でき食中毒を防げた。（ディーゼル型 1 台、可搬式 2台） 

・食品保冷庫を使用できたことにより、食品廃葉が防げた。利用者に問題なく食事提供できた。（ディーゼル

型 2台） 

・救急外来棟の電源が確保されていることから、厨房機器等を使用して調理をした。（ディーゼル型 1台） 

 

・冷蔵庫の食品の腐敗防止に役立った。（ガス発電機） 

 

・ミキサーが使えたので食事提供に支障がなかった。（可搬式 2台） 

・冷蔵庫を動かせたので食品を無駄にしなくてすんだ。（可搬式 2台） 

・保冷設置に使用し、利用者の安全な食の確保ができた。利用者のインスリンの保冷ができた。（可搬式 1台） 

・冷蔵庫内のものを腐らせず安定して食事が提供できた。入浴以外は、いつもと変わらない生活を送っていた

だけた。（可搬式 4台） 

・冷やしておく必要のある食材を保管できたので、生鮮品も提供できた。（可搬式 2台） 

・冷蔵庫・炊飯器を使用できた。（可搬式 2台） 

・ポータブル型発電機の使用により、停電中に米を炊くこともできた。（ディーゼル型 1台、可搬式 3台） 

・湯沸かしポットも使用でき、温かい飲み物を提供できた。（可搬式 1台） 
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○エレベーターの稼働 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

 

 

 

 

○給排水設備の稼働 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

 

 

＜可搬式（ポータブル型）発電機＞ 

 

 

 

○冷暖房機器 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

 

 

＜可搬式（ポータブル型）発電機＞ 

 

 

 

 

○停電を意識せずに済んだ 

＜ディーゼルエンジン型発電機＞ 

 

 

 

 

 

  

・当施設は５階建であるためエレベーターを動かすことができ、配膳や利用者の移動が行えた。（ディーゼル

型 1台） 

・当施設の厨房は地下にあるため、食事配膳にエレベーターが使えたことで、食事の提供が問題なく行えた。

（ディーゼル型 1台） 

・食事を２階３階に運ぶのにエレベーターを使用できた。他施設は階段にて人が運んだため、大変な労力だっ

たと聞いた。（ディーゼル型 1台） 

 

・井戸及び浄化槽を使用できたため、トイレが使用できたことは、大変助かった。（ディーゼル型 1台） 

・給水設備が稼働していたので、調理やトイレで困ることはなかった。（ディーゼル型 1台、可搬式 1台） 

・給水設備が使用できたことで、衛生面、生活面でも問題が生じなかった。（ディーゼル型 1台、可搬式 2台） 

・上水の使用ができたので、調理ができた。（ディーゼル型 1台） 

 

・発電機で電気ポンプを動かし、地下水を組み上げることができた。他の事業所にその水を分けてあげられた。

（可搬式 1台） 

 

・暑い時期でエアコンが使えなかったが、なんとか脱水を防げた。（ディーゼル型 1台） 

・石油ストーブの電源を確保できたため、利用者の暖を取ることができた。（ディーゼル型 2台） 

・冬季の災害発生であったが、電源の確保により暖房設備が使用可能となった。それによりご利用者が少し安

心できたのではないかと思う。（ディーゼル型 1台、可搬式 2台） 

・停電時、ガスを使ってエアコンが作動するようなシステムがあり、一部分のみだが、入居者を集めて対応す

ることで熱中症を防ぐことができた。（可搬式 3台） 

・扇風機で涼しさを確保できた。（可搬式 1台） 

 

・停電時、ガスを使ってエアコンが作動するようなシステムがあり、一部分のみだが、入居者を集めて対応す

ることで熱中症を防ぐことができた。（可搬式 3台） 

・扇風機で涼しさを確保できた。（可搬式 1台） 

 

 

・停電になると自動で非常用自家発電設備へ切り替わるので、普段通りの生活を送ることができた。システム

の不具合等がなかったので、職員も業務をスムーズに行えた。（ディーゼル型 1台） 

・通常通りの業務ができ、支障はなかった。また、利用者に不安等を与えることもなかった。（ディーゼル型

1台） 

・発電機の系統によるコンセントが各所にあったので、情報の収集や、食料の冷蔵などについて非常に助かっ

た。（ディーゼル型 1台） 

・事業継続に必要な最低限度の電力を維持できた。（ディーゼル型 1台） 
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（６）非常用自家発電設備の設置・運用に関する課題 

 

 ①設置済み施設・事業所 

 

 非常用自家発電設備を設置している施設・事業所に対して、設備の設置・運用に関する課題を

たずねたところ、「整備・更新費用の負担が大きい」（29.1%）、「補助に関する情報が少ない・わか

りづらい」（21.5%）、「メンテナンス費用の負担が大きい」（20.7%）、「運転時の騒音が大きい」（18.2%）、

「メンテナンスの負担が大きい（頻度、手順、消防署への点検届出等）」（15.0%）など、整備更新

費用やメンテナンスに関する費用・手続等の負担、補助制度に関する情報の少なさ等が上位を占

めた。 

 

 

図表 1-2-44 非常用自家発電設備の設置・運用に関する課題（設置済み施設・事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.9 

6.7 

4.8 

4.4 

4.1 

3.2 

2.3 

1.7 

2.1 

36.5 

0 20 40

燃料の備蓄スペースが大きい（確保が困難）

燃料費用の負担が大きい

近隣に、燃料補給を依頼できる事業者がいない（少

ない）

危険物取扱担当者や資格保有者の配置、研修受講の

負担が大きい

危険物取扱担当者や資格保有者の配置、研修受講の

負担が大きい

常用非常用自家発電設備の設置における強度が不安

メンテナンスしていても設備に異常が発生し、使用

できないことがある（あった）

その他諸費用の負担が大きい

その他

特になし

n=839

(%)

29.1 

21.5 

20.7 

18.2 

15.0 

11.6 

11.2 

10.4 

7.6 

7.4 

0 20 40

整備・更新費用の負担が大きい

補助に関する情報が少ない・わかりづらい

メンテナンス費用の負担が大きい

運転時の騒音が大きい

メンテナンスの負担が大きい（頻度、手順、消防署

への点検届出等）

補助の金額が少ない（自施設・事業所での負担が大

きい）

補助金申請の手間がかかる（書類作成、申請から承

認までの期間等）

常用・非常用自家発電設備設置申請等の手間が大き

い（書類作成、申請から承認までの期間等）

補助金の使途が限定的で利用しづらい（補助の対象

が設備の新設のみ（設備の更新や燃料費用は除…

常用・非常用自家発電設備のスペースが大きい（確

保が困難) n=839

(%)
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 ②未設置施設・事業所 

 

 非常用自家発電設備を設置していない施設・事業所に対して、設備の設置・運用に関する課題

をたずねたところ、「整備・更新費用の負担が大きい」が 47.0%で最も多く、次いで「メンテナン

ス費用の負担が大きい」（21.8%）、「メンテナンスの負担が大きい（頻度、手順、消防署等への点

検届出等）」（21.4%）、「常用・非常用自家発電設備の設置スペースが大きい（確保が困難）」（21.0%）、

「常用・非常用自家発電設備設置申請等の手間が大きい（書類作成、申請から承認までの期間等）」

（19.9%）、「危険物取扱担当者や資格保有者の配置、研修受講等の負担が大きい」（18.3%）などが

上位を占めた。 

 

図表 1-2-45 非常用自家発電設備の設置・運用に関する課題（未設置施設・事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

47.0 

21.8 

21.4 

21.0 

19.9 

18.3 

13.4 

11.9 

0 20 40 60

整備・更新費用の負担が大きい

メンテナンス費用の負担が大きい

メンテナンスの負担が大きい（頻度、手順、消防署等

への点検届出等）

常用・非常用自家発電設備の設置スペースが大きい

（確保が困難）

常用・非常用自家発電設備設置申請等の手間が大きい

（書類作成、申請から承認までの期間等）

危険物取扱担当者や資格保有者の配置、研修受講の負

担が大きい

燃料の備蓄スペースが大きい（確保が困難）

燃料費用の負担が大きい
n=1,005

(%)

6.9 

6.8 

5.7 

5.0 

2.2 

1.4 

1.3 

9.6 

28.3 

0 20 40

常用・非常用自家発電設備の設置における強度が不安

その他諸費用の負担が大きい

運転時の騒音が大きい

併設または敷地内（近隣）施設・事業所等が整備し、

共用・借用できる

近隣に、燃料補給できる事業者がいない（少ない）

停電時に、事業者から可搬式（ポータブル型）発電機

を借入できるよう契約等を締結している

メンテナンスしていても設備に異常が発生し、使用で

きないことがある（あった）

その他

特になし

n=1,005

(%)
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１－３．給水設備 

 

（１）施設・事業所の給水方式（複数回答） 

 

回答が寄せられた施設・事業所の給水方式は、「水道管から直結」が 48.3%、「水道水を受水槽

に溜めて給水」が 47.3%、「地下水利用給水設備を利用して、井戸水や沢水を飲料化」は 9.5%、「生

活用水として井戸水や沢水等を活用」は 3.0%であった。 

施設・事業所の定員規模別にみると、定員 29人以下の施設・事業所では「水道管から直結」方

式が 71.2%を占めており、「水道水を受水槽に溜めて給水」している割合は 23.0%であった。一方、

定員 30人以上の施設・事業所では、「水道管から直結」方式は 20.7%であり、76.9%が「水道水を

受水槽に溜めて給水」している。 

 なお、福祉避難所の指定を受けている施設・事業所では、「水道管から直結」方式は 37.3%、「水

道水を受水槽に溜めて給水」している割合は 58.3%であった。 

 

図表 1-3-1 回答施設・事業所の給水方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-3-2 回答施設・事業所の給水方式（定員規模別、福祉避難所指定の有無別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

48.3 

47.3 

9.5 

3.0 

2.7 

0 50 100

水道管から直結している

水道水を受水槽に溜めて給水している

地下水利用給水設備を活用して、井戸水

や沢水を飲料化している

地下水利用給水設備を用いずに、生活用

水として井戸水や沢水等を活用している

無回答 n=1,890

(%)

定員29人
以下

定員30人
以上

指定を受け
ている

指定を受け
ていない

回答数 1890    1035    851     796 959

水道管から直結している 48.3    71.2    20.7    37.3 56.4

水道水を受水槽に溜めて給水している 47.3    23.0    76.9    58.3 40.6

地下水利用給水設備を活用して、井戸水や沢水
を飲料化している

9.5     5.7     14.1    11.7 7.9

地下水利用給水設備を用いずに、生活用水とし

て井戸水や沢水等を活用している
3.0     2.9     3.2     3.1 3.1

無回答 2.7     4.4     0.5     2.6 2.1

合計

施設規模 福祉避難所の指定
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（２）断水時の水の確保方法（複数回答） 

 

 断水時における水の確保方法について、飲料水と飲料水以外の生活用水を分けてたずねた。 

飲料水については「ペットボトルを自施設・事業所で準備」している割合は 66.3%、「自施設・

事業所で給水設備を整備」している割合は 42.4%を占めた。 

施設・事業所の定員規模別にみると、ペットボトルの準備に関する差は見られないものの、自

施設・事業所での給水設備の整備割合は大きく異なっている。 

給水方式別にみると、「水道管から直結」方式の施設・事業所はペットボトルの備蓄割合が高い

ものの、それ以外の飲料水確保手段の回答割合は低くなっていた。「水道水を受水槽に溜めて給水」

する方式の施設・事業所では、ペットボトルの準備とともに受水槽の活用を想定している割合が

高い。また、「地下水等を飲料化」している施設・事業所では、ペットボトルの備蓄とともに、井

戸水・沢水の飲料化を想定している割合が高い。 

 

図表 1-3-3 断水時の水の確保方法（飲料水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-3-4 断水時の水の確保方法（飲料水、定員規模別・給水方式別、福祉避難所指定の有無別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

66.3 

42.4 

12.8 

10.4 

8.0 

6.0 

4.6 

0 50 100

ペットボトルを自施設・事業所で準備

自施設・事業所で給水設備（受水槽、高架水槽

等）を整備

自施設・事業所でポリタンクを準備し、給水車

や近隣から配給してもらう

併設または敷地内（近隣）施設・事業所等から

融通してもらう

自施設・事業所内の井戸水や沢水等を活用

近隣の事業者から配送してもらう（購入する）

その他 n=1,890

(%)

定員29人

以下

定員30人

以上

水道管から

直結

水道水を受
水槽に溜め

て給水

地下水等を

飲料化

生活用水に
井戸水や沢

水等を活用

指定を受け

ている

指定を受け

ていない

回答数 1890    1035    851     913      894      180      57       796 959

ペットボトルを自施設・事業所で準備 66.3    66.8    65.9    70.4     64.3     56.1     70.2     67.8 65.4

自施設・事業所で給水設備（受水槽、高架水槽

等）を整備
42.4    19.9    69.7    14.1     75.1     62.8     38.6     52.5 36.0

自施設・事業所でポリタンクを準備し、給水車

や近隣から配給してもらう
12.8    15.1    10.1    15.8     9.4      10.0     8.8      13.1 12.5

併設または敷地内（近隣）施設・事業所等から

融通してもらう
10.4    13.8    6.2     13.6     6.8      11.7     3.5      8.8 11.7

自施設・事業所内の井戸水や沢水等を活用 8.0     5.8     10.8    5.5      5.8      51.7     35.1     8.9 7.8

近隣の事業者から配送してもらう（購入する） 6.0     8.8     2.6     9.0      3.9      2.8      7.0      4.9 6.5

その他 4.6     4.8     4.2     5.0      3.7      5.0      1.8      3.8 5.2

無回答 4.2     6.3     1.5     5.5      1.0      0.6      3.5      2.8 4.3

合計

施設規模 給水方式（複数回答） 福祉避難所の指定
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断水時の（飲料水以外の）生活用水の確保方法をみると、「自施設・事業所で給水設備を整備」

している割合は 38.5%、「自施設・事業所内の風呂の水等を活用」を想定している割合は 35.8%を

占めた。その他の生活用水の確保手段としては、「ペットボトル」（15.7%）、「井戸水や沢水等の活

用」14.7%等の順となっている。 

 施設・事業所の定員規模別にみると、定員 30人以上の施設・事業所では受水槽等の給水設備を

整備している割合が 65.0%を占めるが、定員 29人以下の施設・事業所で受水槽等の給水設備を整

備している割合は 16.7%にとどまっており、「風呂の水等」（40.1%）や備蓄してある「ペットボト

ル」（16.7%）の活用、または「併設施設・事業所からの融通」（14.6%）等による確保が想定され

ていた。 

 

図表 1-3-5 断水時の水の確保方法（生活用水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-3-6 断水時の水の確保方法（生活用水、定員規模別・給水方式別、福祉避難所指定の有無別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

38.5 

35.8 

15.7 

14.7 

11.3 

10.7 

4.6 

4.0 

5.6 

0 20 40 60

自施設・事業所で給水設備（受水槽、高架水槽

等）を整備

自施設・事業所内の風呂の水等を活用

ペットボトルを自施設・事業所で準備

自施設・事業所内の井戸水や沢水等を活用

自施設・事業所でポリタンクを準備し、給水車

や近隣から配給してもらう

併設または敷地内（近隣）施設・事業所等から

融通してもらう

近隣の事業者から配送してもらう（購入する）

自施設・事業所で貯水した雨水や近隣の防火水

槽等の水を活用

その他 n=1,890

(%)

定員29人
以下

定員30人
以上

水道管から
直結

水道水を受
水槽に溜め

て給水

地下水等を
飲料化

生活用水に
井戸水や沢

水等を活用

指定を受け
ている

指定を受け
ていない

回答数 1890    1035    851     913      894      180      57       796 959

自施設・事業所で給水設備（受水槽、高架水槽
等）を整備

38.5    16.7    65.0    13.5     67.9     56.1     42.1     48.6 32.2

自施設・事業所内の風呂の水等を活用 35.8    40.1    30.7    41.3     31.5     36.7     28.1     36.1 35.7

ペットボトルを自施設・事業所で準備 15.7    16.7    14.6    16.1     16.1     11.7     14.0     15.8 15.2

自施設・事業所内の井戸水や沢水等を活用 14.7    11.2    19.0    10.4     15.0     52.2     66.7     16.7 14.0

自施設・事業所でポリタンクを準備し、給水車

や近隣から配給してもらう
11.3    13.3    8.9     14.0     8.6      7.8      5.3      11.2 11.5

併設または敷地内（近隣）施設・事業所等から
融通してもらう

10.7    14.6    6.1     14.3     6.9      9.4      5.3      9.2 11.9

近隣の事業者から配送してもらう（購入する） 4.6     6.7     2.1     7.2      2.5      2.2      1.8      4.5 4.7

自施設・事業所で貯水した雨水や近隣の防火水
槽等の水を活用

4.0     4.1     4.0     4.6      3.8      3.3      0.0 3.8 4.1

その他 5.6     7.1     3.8     7.2      3.7      3.3      3.5      4.5 6.0

無回答 9.9     12.5    6.6     12.0     5.5      2.8      5.3      7.7 10.0

合計

施設規模 給水方式（複数回答） 福祉避難所の指定
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（３）断水時に備えた給水設備の整備意向 

 

断水時に備えた給水設備（受水槽、高架水槽、地下水利用給水設備等）の整備意向を確認した

ところ、「受水槽・高架水槽の整備を検討している」と回答した割合は 10.2%、「地下水利用給水

設備の整備を検討している」割合は 4.2%であった。 

 施設・事業所の定員規模別にみると、「整備を検討している」と回答した割合は、受水槽・高架

水槽、地下水利用給水設備ともに定員 30人以上の施設で多くなっており、定員 29人以下の施設・

事業所の回答割合は「受水槽・高架水槽」では 6.7%、「地下水利用給水設備」では 3.9%にとどま

っている。 

図表 1-3-7 断水時に備えた給水設備の整備意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-3-8 断水時に備えた給水設備の整備意向（定員規模別・給水方式別、福祉避難所指定の有無別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、「整備は不要」「不明・わからない」と考えている理由をたずねたところ、上位には費用

負担の問題（「整備・更新費用の負担が大きい」34.8%、「保守・管理費用の負担が大きい」21.3%）、

スペース確保の問題（「給水設備のスペースが大きい（確保が困難）」16.4%）、補助や設置申請に

関する問題（「補助に関する情報が少ない・分かりづらい」21.7%、「給水設備設置申請等の手間が

大きい（書類作成、申請から承認までの期間等）」12.2%）が挙げられており、特に定員規模 29人

以下の施設・事業所においてこれらの理由に対する回答率が高い。 

 

  

10.2 

4.2 

23.2 

43.8 

19.4 

0 50

受水槽・高架水槽の整備を検討している

（希望を含む）

地下水利用給水設備の整備を検討してい

る（希望を含む）

整備は不要と考えている

不明・わからない

無回答

n=1,890

(%)

定員29人
以下

定員30人
以上

水道管から
直結

水道水を受
水槽に溜め
て給水

地下水等を
飲料化

生活用水に
井戸水や沢
水等を活用

指定を受け
ている

指定を受け
ていない

回答数 1890    1035    851     913      894      180      57       796 959

受水槽・高架水槽の整備を検討している（希望
を含む）

10.2    6.7     14.6    6.2      16.0     6.1      5.3      11.3 9.7

地下水利用給水設備の整備を検討している（希
望を含む）

4.2     3.9     4.7     3.8      3.5      12.8     10.5     4.4 4.5

整備は不要と考えている 23.2    21.0    26.0    22.9     24.4     29.4     24.6     22.5 25.3

不明・わからない 43.8    54.5    30.7    56.4     31.8     20.6     47.4     39.8 46.0

無回答 19.4    15.0    24.8    11.6     25.2     32.2     14.0     22.4 15.8

合計

施設規模 福祉避難所の指定給水方式（複数回答）
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図表 1-3-9 「整備は不要」「不明・わからない」と考えている理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-3-10 「整備は不要」「不明・わからない」と考えている理由（定員規模別・給水方式別、福祉避難所指定の有無別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

34.8 

21.7 

21.3 

16.4 

12.2 

9.1 

8.1 

7.1 

6.8 

5.5 

5.3 

4.9 

3.7 

0.9 

9.6 

35.7 

0 20 40

整備・更新費用の負担が大きい

補助に関する情報が少ない・わかりづらい

保守・管理費用の負担が大きい

給水設備の設置スペースが大きい（確保が困難）

給水設備設置申請等の手間が大きい（書類作成、

申請から承認までの期間等）

補助の金額が少ない（自施設・事業での負担が大

きい）

併設または敷地内（近隣）施設・事業所等が整備

し、共用・借用できる

補助金申請の手間がかかる（書類作成、申請から

承認までの期間等）

自施設・事業所内の井戸水や沢水等を活用できる

補助金の使途が限定的で利用しづらい（補助の対

象が設備の新設のみ等）

「地下水利用給水設備等」に関する情報」が少な

い・わかりづらい

その他諸費用の負担が大きい

給水設備の設置における強度が不安

近隣の事業者から配送してもらう（購入する）契

約を締結している

その他

特になし

n=1,256

(%)

定員29人
以下

定員30人
以上

水道管から
直結

水道水を受
水槽に溜め
て給水

地下水等を
飲料化

生活用水に
井戸水や沢
水等を活用

指定を受け
ている

指定を受け
ていない

全体 1256    773     480     717      499      90       40       493 677

整備・更新費用の負担が大きい 34.8    39.1    27.9    41.4     27.7     18.9     42.5     30.8 36.6

補助に関する情報が少ない・わかりづらい 21.7    26.5    14.0    26.4     15.4     8.9      22.5     18.7 22.6

保守・管理費用の負担が大きい 21.3    25.9    14.0    28.2     12.6     7.8      20.0     16.6 24.1

給水設備（受水槽、高架水槽・地下水利用給水設備等）の設置
スペースが大きい（確保が困難）

16.4    21.5    8.3     23.3     8.2      5.6      10.0     12.2 19.5

給水設備（受水槽、高架水槽・地下水利用給水設備等）設置申
請等の手間が大きい（書類作成、申請から承認までの期間等）

12.2    15.7    6.7     17.2     5.8      3.3      12.5     11.0 13.0

補助の金額が少ない（自施設・事業での負担が大きい） 9.1     9.1     9.2     10.5     8.8      4.4      5.0      9.9 8.9

併設または敷地内（近隣）施設・事業所等が整備し、共用・借
用できる

8.1     10.7    4.0     9.1      6.2      11.1     2.5      6.1 10.0

補助金申請の手間がかかる（書類作成、申請から承認までの期
間等）

7.1     8.3     5.2     8.9      5.4      1.1      5.0      7.5 6.6

自施設・事業所内の井戸水や沢水等を活用できる 6.8     5.6     9.0     5.3      5.6      35.6     50.0     6.9 7.5

補助金の使途が限定的で利用しづらい（補助の対象が設備の新
設のみ等）

5.5     6.1     4.6     7.4      4.0      2.2      5.0      5.3 5.6

「地下水利用給水設備等」に関する情報」が少ない・わかりづ
らい

5.3     6.7     2.9     6.8      3.8      1.1      2.5      4.3 5.9

その他諸費用の負担が大きい 4.9     6.0     3.3     5.9      3.8      3.3      5.0      4.7 4.9

給水設備（受水槽、高架水槽・地下水利用給水設備等）の設置
における強度が不安

3.7     5.2     1.5     5.6      1.6      1.1      0.0 3.2 4.0

近隣の事業者から配送してもらう（購入する）契約を締結して
いる

0.9     1.3     0.2     1.3      0.4      0.0 0.0 0.4 1.3

その他 9.6     6.7     14.4    7.3      13.2     12.2     2.5      12.4 8.4

特になし 35.7    33.2    39.6    33.3     40.3     26.7     30.0     37.7 33.7

無回答 6.6     6.3     7.1     5.9      7.2      10.0     0.0 6.3 6.5

給水方式（複数回答） 福祉避難所の指定

合計

施設規模
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【水道直結方式の施設・事業所：過去の災害時において水の確保に苦労したこと、工夫したこと（自由回答）】  

 

参考として、水道直結方式の施設・事業所を対象に、過去の災害時において水の確保に苦労し

たこと、工夫したことについて自由記述形式で記載を求めた。 

飲料水については、断水や止水が長期間に及んだ際の苦労のほか、飲料水の確保方法として給

水所や断水していない地域の職員宅、近隣の給水設備からの確保とともに、ペットボトルや利用

可能な容器等での貯水、給水タンクを利用した貯水などの方法で飲料水の確保が行われていた。 

 なお、一定量の飲料水を貯蔵するにあたり、保管スペースや賞味期限を考慮した更新時期など

の問題を指摘する意見も寄せられた。 

また、生活用水に関しては、トイレや入浴、洗濯など様々な場面での利用が考えられるが、特

にトイレ利用時に関する苦労等が多く寄せられている。 

生活用水の確保方法としては、「職員宅や近隣から」は飲料水と同様であるが、「井戸水や沢水、

河川湖沼等」の水をトイレに利用した施設・事業所も複数みられた。また、「浴槽に水を溜めて」

トイレに利用したとの記載も少なくない。 

 

◇飲料水◇ 

○苦労したこと 

＜飲料水確保＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜保管場所の確保＞ 

 

 

 

 

  

・災害初期はどこも飲料水が品切れで３日～７日買えない状況であった。被災からの３日間は水が手に入らな

い状況で、一番必要なときに水が買えなかった。（特養） 

・地震により、3か月程度、村営水道不通時の飲料水を確保するにあたり、施設としては大量の水を必要とし

たが、行政等からの支援も不十分であったため、各方面への依頼等に苦労した。（特養） 

・水道管破裂で断水、水確保のため水道局指示の場所に取りに行った。（老健施設） 

・水の持ち運びの苦労、備蓄スペースの確保が難しい。（認知症 GH） 

・2019 年台風 19号時、ペットボトルを確保するのに大変だった。（認知症 GH） 

・熊本地震の時に水道水の濁りが 2週間ほど続いた。完全に復旧したのは 24日後で、その間、町の給水場に

水を汲みに行った。食器洗いをできるだけせずに済むように紙皿を使用した。（認知症 GH） 

・地震の時に受水槽がまだなかったため、トイレ、食事、服薬の時の水の確保にとても苦労した。（小規模多

機能） 

・水を確保したくても、タンク等の準備をしていなかった。（小規模多機能） 

 

・飲料水の購入のタイミング（消費期限をずらす）を考えた保管場所の確保に工夫が必要。（特養） 

・置く場所が限られており確保する量が限られる。（認知症 GH） 

・水などの備蓄にはかなりのスペースを利用するため、工夫が必要。（小規模多機能） 
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○工夫したこと 

＜職員宅や近隣から確保＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ペットボトル等での確保＞ 

 

 

 

 

 

 

 

○その他 

 

 

 

 

 

 

 

◇生活用水◇ 

○苦労したこと 

＜生活用水確保＞ 

 

 

 

 

 

 

・給水車を施設近くに配置し、軽トラの荷台に 500ℓタンクを積んで直接給水した。（特養） 

・震災時に断水となり、断水にならなかった所に住んでいた職員の所から水を運んで使用した。（認知症 GH） 

・給水車で確保するのに時間がかかった。自施設近隣は断水だったが、他地域は断水でない箇所があり、手分

けして確保した。（認知症 GH） 

・地震で配水管が破損し、公園に水を汲みにいくことと、備蓄水で対応した。（認知症 GH） 

・断水の解消した地域の職員から水の提供を受けた。（認知症 GH） 

・備品、施設用に貯蓄しておいたお茶、ジュース類を飲料で使用した。その他、スタッフ自宅の井戸水から提

供を受けた。（認知症 GH） 

・町内の会社敷地内にある井戸水をもらいに行ったが、社用車のガソリンが少なく運搬に苦労した。（認知症

GH） 

・被害にあっていない社員宅から、ペットボトルで持って来てもらった。災害時は、スーパーでも水がすぐ売

り切れてしまう。（小規模多機能） 

 

・非常時用に備蓄としてペットボトルを備えており、飲料水として対応した。（認知症 GH） 

・飲料水の備蓄は 100ℓ程度している。不足の場合は近隣の住民から分けてもらう依頼をしている。（認知症

GH） 

・断水となることを想定して、やかん、ペットボトル等に可能な限り貯水した。（認知症 GH・小規模多機能） 

・断水を想定し、浴槽、ポリタンク、ペットボトルに水を溜めた。（小規模多機能） 

・東日本大震災後、３日分の水、食料の備蓄をしている。（小規模多機能） 

・台風の災害により停電はあったものの、水道は断水しなかった。ただ冷蔵庫が使用できず、クーラーボック

スで対応した。どこにも氷が無く苦労した。（認知症 GH） 

・法人内の施設間で協力し、やり繰りできたことが今後の対応策にもなり良かったと思う。（認知症 GH） 

・賞味期限が切れていないか、定期点検が必要。備蓄の食料も含めて防災訓練がある月に確認し、皆で試食し

新しく購入するようにしている。（小規模多機能） 

・水洗トイレの水の確保に苦労した。（特養） 

・２週間ほど、入浴を中止し、清拭で対応した。（認知症 GH） 

・冬季の停電でボイラーが停止して温水供給ができず、各居室の暖房や温水供給、入浴もできなくなった。（養

護） 

・洗濯ができず大変だった。（認知症 GH） 
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＜保管場所の確保＞ 

 

 

 

○工夫したこと 

＜職員宅や近隣から確保＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜井戸水や沢水、河川湖沼等の水を利用＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜浴槽に水を溜めて利用＞ 

 

 

 

 

 

＜期限切れペットボトル等の利用＞ 

 

 

 

  

・トイレ用の水の確保が不足し、近隣の井戸水の供給を受けたが、苦労した。（特養） 

・東日本大震災時、トイレの水を確保するため、職員宅の井戸水を利用させてもらった（数日間ポリタンク

10個を運搬）。（認知症 GH） 

・隣家の地下水を活用させていただいた。幸い停電にはならなかったのでポンプを稼働できた。（認知症 GH） 

・４ｋｍ先にあるつり堀センターの地下水を分けてもらいに行った。スタッフが被災し、出勤者が少なく、大

量の生活用水確保に大変だった。（認知症 GH） 

 

・近くにある谷や川の水を生活用水として利用した。（特養） 

・トイレの水は社内敷地内のしばらく使用していなかった井戸（飲用不可）を何とか利用できたが、水が汚れ

ていたため、洗濯に苦労した。（認知症 GH） 

・電気、水道も止まっていたため、入浴、洗濯もできない状況で何もできなかった。トイレを流すために施設

隣の湖からバケツで水を汲み流していた。（認知症 GH） 

・施設前に農業用水路が流れているため、トイレ用の水に活用した。近接施設に受水槽があるため、洗濯を依

頼した。また、断水、停電の解消した地域の職員へ依頼した。（認知症 GH） 

・備蓄していたペットボトルの水や給水用の水は、飲料水を中心に確保するために、トイレに流す水は外の沢

水をバケツに汲み確保した。（小規模多機能） 

・浴槽に水を溜めて、トイレに利用した。（老健施設） 

・断水となることを予想して、浴槽に貯水した。（認知症 GH,小規模多機能） 

・東日本大震災時、まだ水が出る時点で浴槽へ汲み置きして使った。（認知症 GH） 

・断水を想定して、ペットボトルに水をくんだり、浴槽に水を溜めておいたりした。（看護小規模多機能） 

 

・持ち運びの苦労、備蓄スペースの確保が難しい。（認知症 GH） 

・置く場所が限られており確保する量が限られる。定期的な水の入れ替えが大変。（認知症 GH） 

・期限切れのペットボトルの水を常備。（認知症 GH） 

・使用済みペットボトル等を利用して、生活用水の確保を行っている。（小規模多機能） 
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（４）整備している給水設備の概要 

 

 給水設備（受水槽、高架水槽、地下水利用給水設備等）を整備している 1,031 施設・事業所に

対し、導入経緯や給水設備の概要について確認を行った。 

 給水設備の導入経緯は、「施設・事業所の構造や立地、水源等から、給水設備を整備する必要が

あったため」が 64.4%を占めた。 

 導入されている受水槽・高架水槽のタンク容量（複数ある場合は合計容量）はバラツキが大き

いものの、10～50㎥の施設・事業所が多い。 

 設置場所は「屋外（敷地内）」が 62.1%、「屋上」が 16.5%、「屋内」が 12.6%であった。 

 断水時に想定している対応としては、「給水設備から直接水を取り出す」が 53.7%で最も多く、

次いで「非常用自家発電設備を利用して給水設備を稼働させる」（25.8%）、「給水車や近隣から配

給してもらう」（17.2%）、「自施設・事業所内の井戸水や沢水等を活用する」（9.4%）の順となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

64.4 

15.2 

11.3 

6.2 

5.5 

0 50 100

施設・事業所の構造や立地、水源等から、

給水設備を整備する必要があったため

断水時、自施設・事業所で十分な飲料水を

確保する手段が他にないため

地下水や沢水等を活用することにより経費

を削減するため

災害時における地域貢献の一環として

その他
n=1,031

(%)
8.1 

5.1 

15.0 

10.2 

7.4 

4.7 

4.6 

1.2 

43.8 

0 50

5㎥未満

5～10㎥未満

10～20㎥未満

20～30㎥未満

30～40㎥未満

40～50㎥未満

50～100㎥未満

100㎥以上

無回答

(%)

n=1,031

16.5 

12.6 

62.1 

1.8 

17.4 

0 100

屋上

屋内

屋外（敷地内）

その他

不明

n=1,031

(%)
53.7 

25.8 

17.2 

9.4 

6.9 

3.1 

4.0 

0 50 100

給水設備（受水槽、高架水槽・地下水利用給水設備

等）から直接水を取り出す

非常用自家発電設備を利用して給水（受水槽、高架

水槽・地下水利用給水設備等）を稼働させる

給水車や近隣から配給してもらう

自施設・事業所内の井戸水や沢水等を活用する

併設または敷地内（近隣）施設・事業所等から融通

してもらう

近隣の事業者から配送してもらう（購入する）

その他 n=1,031

(%)

図表 1-3-11 給水設備導入の経緯 

 

図表 1-3-12 受水槽・高架水槽の容量 

 

図表 1-3-13 受水槽・高架水槽の設置場所 

 

図表 1-3-14 断水時に想定している対応 
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（５）災害時における給水設備の活用 

  

①災害時に給水設備を活用した際の苦労・工夫等 

 

給水設備を整備している施設・事業所に対して、災害時における給水設備活用の苦労や工夫等

を自由記述形式で回答を求めた。 

飲料水に関しては、「停電によってポンプが作動せず、受水槽から水を確保できなかった」とい

う苦労が数多く寄せられており、それに伴って直接受水槽から水を取り出す行為や、運搬に関す

る苦労なども発生していた。 

また、備蓄してある飲料水（ペットボトル）の活用や、近隣や給水所などでの水の確保、法人

内事業所間や事業者団体内で融通しあうなどして水を確保していた。 

なお、「停電の際に非常用自家発電設備でポンプを稼働させたため、水の確保に影響はなかった」

との記載も寄せられている。 

 生活用水に関しては、飲料水と同様に水の確保や運搬に関する困難さが発生しており、利用者

の入浴を制限する等の対応もなされていた。なお、生活用水の確保方法として、「風呂等に水を溜

めて確保」したり、トイレの水を「近くの川からくみ上げて利用した」等の対応もなされていた。 

 

【災害時に給水設備を活用した際の苦労・工夫等（自由回答）】 

 

◇飲料水◇ 

○苦労したこと 

＜停電により受水槽から水を確保できない＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜給排水管のトラブル＞ 

 

 

 

 

  

・停電時に汲み上げポンプが作動せず、飲料水も生活用水も不足した。（特養） 

・停電すると給水ポンプ、ろ過装置、給水加圧ポンプ等全てが止まってしまう。（特養） 

・受水槽の水を活用しようとしたが、電源不足で電源がなく取り出せなかった。（特養） 

・停電時、汲み上げできず水の確保が困難。高架水槽で直接水を取り出すことができず、使用できなかった。

（特養） 

・停電時に汲み上げ式ポンプが作動せず飲料水の確保ができなかったため、自治体に依頼して、水を給水して

もらった。（特養、軽費） 

・災害で停電したため受水槽の水が使えず、保管用の水を使用した。（老健） 

・給水ポンプが停止し、トイレを流せなかった。（軽費） 

・停電時、汲み上げポンプ式だったため、周囲は断水していなかったが、自施設はずっと断水になってしまっ

た。（認知症 GH） 

・受水槽の配管が凍結したため、水槽上部からの汲み上げしかできなかった。（特養） 

・断水したことにより受水槽内の水が全て空になり、給水管の中に空気が入り込んでしまった。復旧しある程

度受水槽に水が溜まったためポンプを作動したところ、管の中の空気の逃げ場が無くなり、地中で管のつな

ぎ目が外れ、給水された水が全て地中に流れ出てしまった。復旧するまで更に断水が続いた。（特養） 

・給水管や排水管が破損していたため、受水槽を稼働できる状態であっても、蛇口からの給水ができず、受水

槽から直接水を確保しなければならなかった。また、トイレの排水ができなかった。（老健） 
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＜緊急時の取水＞ 

 

 

 

 

＜水の運搬＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜非常用自家発電設備の不具合等＞ 

 

 

 

 

 

＜ペットボトル等の保管＞ 

 

 

 

 

○工夫したこと 

＜職員宅や近隣から確保＞ 

 

 

 

 

 

＜ペットボトル等での確保＞ 

 

 

 

 

 

 

  

・飲料水はペットボトル及び断水でない近所から提供してもらい、何とか確保できた。（特養） 

・町内の飲料水メーカーの無料給水所から水を分けてもらい、職員が運搬した。（特養） 

・井戸水のある家から飲料水を分けてもらい、軽トラックの荷台に大型ポリタンクを積んで運搬した。（特養） 

・停電によるポンプ停止で飲料水が確保できなかった。ご近所からの水道を確保し運搬した。（特養） 

・給水設備から直接水を取り出す方法を理解していなかった。（特養） 

・初めてのことで、受水槽からの水の取り出し方がわからなかった。（特養） 

・地下埋設型の受水槽のため汲み上げ作業が人力で大変であった。（特養） 

・受水槽より運び出すため、ポリタンクが必要となった。１階の受水槽より２階、３階へ運ぶのが困難だった。

（特養） 

・受水槽からポリタンクに移した水を運ぶのが大変だった。（老健） 

・停電時加圧ポンプが作動せず、トイレの水を受水槽から直接水を取り出し、バケツリレーでポリタンクに溜

め対応した。（特養、軽費） 

・断水時に飲料水を市内まで（片道 20分）簡易タンクで給水に行く、毎日の往復で大変だった。（認知症 GH） 

 

・非常用自家発電機の不具合で給水されない棟があり困った。（介護医療院・療養型） 

・ポンプを作動させるための燃料確保に苦労した。（老健） 

・スプリンクラーのバッテリーを受水槽に切り替えるため、業者を呼ばなければならず、その都度、消防署へ

報告をする手間がある。（特養） 

 

・ペットボトルを備蓄しているが、更新時期の把握、入れ替えの手間、置き場所の確保に苦労する。（軽費） 

・ペットボトルで備蓄していた飲料水の消費期限が切れており、使用できなかった。（老健） 

・ペットボトル飲料水を活用した。頻度を想定して、配分した。（特養） 

・停電時、高架水槽により水は供給できるが、限りがあるため、停電が長引くと支障を来す。災害用のペット

ボトル飲料水を確保していた。（養護） 

・受水槽とペットボトルを組み合わせて、使い分けをした。（認知症 GH） 

・山間部であり、簡易水道での利用となっている。台風等の後は水が濁ったりすることがあり、ペットボトル

の水を購入し対応している。（小規模多機能） 
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＜地下水の活用＞ 

 

 

 

 

 

 

＜法人内・団体等からの供給＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜給水車の活用＞ 

 

 

 

 

＜非常用自家発電設備の活用＞ 

 

 

 

 

 

○その他 

 

 

 

 

  

・以前は、直接受水槽から飲用水を確保することができなかったが、外付けの蛇口を設置したことで飲用水、

食事に使用する水を確保することができた。（特養） 

・事前に台風情報を天気予報で確認しながら、早めにポリタンクに飲み水の確保しておいた。（認知症 GH） 

 

 

 

・停電・断水が５日間続き、消防団から発電機を借り井戸水を汲み上げ利用した。（特養） 

・業者から大型発電機を借り入れ、地下水用井戸ポンプに接続したため、施設内に飲料水、生活用水を供給で

きた。（特養） 

・平成 28年 4月の熊本地震の時、普段使用している施設内井戸（水深 80ｍ）の地下水が濁ったので、併設

の町水道に切りかえて使用。（井戸の濁り水は、汲み出しを続けた結果、2週間後に完全復旧）（認知症 GH） 

・県内他施設等から寄付があり、ペットボトルを確保することができた。（特養） 

・同法人内の施設から飲料水の供給を受けた。（老健） 

・県内の他施設、事業所等から飲料水の提供を受けた。（軽費） 

・他施設、事業所から飲料水を確保するのが大変で、確保するのにも時間がかかった。（認知症 GH） 

・停電により、汲み上げポンプ作動せず断水、薬注できなくなった。同法人他拠点施設で正常に稼働している

ところから、飲料水を確保した。（軽費） 

 

・受水槽の水に加え、市の給水車からも配給を受けた。（特養） 

・台風の時に川の水が濁ったため、受水槽にも泥水が入り、飲料水として使用できなかったため、給水車を利

用し、水を確保した。（老健） 

・非常用自家発電設備により、受水槽から施設への給水ポンプが稼働できたため、給水への影響はあまり感じ

なかった。飲料水の確保ができたため、同法人の他施設へポリタンクにて飲料水の運搬を実施できた。（特

養） 

・停電時、業者から非常用自家発電機を借り入れた。（認知症 GH） 
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◇生活用水◇ 

○苦労したこと 

＜生活用水の不足＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜水の運搬＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜非常用自家発電設備の不具合等＞ 

 

 

 

 

 

 

 

○工夫したこと 

＜受水槽からの直接取水＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  

・利用者の入浴水に苦労した。水を確保できない時は清拭のみで我慢していただいた。（特養） 

・飲料水を優先的に確保したため、トイレの水が不足した。（特養） 

・風呂用の水が確保できず、デイサービスを休止した。（特養）・断水になると給水設備がまったく使えなくな

り、最初の方は給水車での対応もままならず、職員が毎日、水の確保をしていた。後半になると給水車でま

かなえるようにはなったが、頻回に排泄の訴えをする認知症の方は水不足という不安から精神的に落ちつか

ない状況になってしまった。（特養） 

・利用者の入浴を制限した。（老健） 

・受水槽に溜めて給水しているが、生活用水を溜めるのが大変だった。（認知症 GH） 

 

・受水槽より直結蛇口より給水したが、一般的サイズで、時間がかかった。調理用具の洗浄に水量必要。浴槽

に残っていた水を使用し、清拭用タオル等使った。（特養） 

・受水槽の水を災害時に利用するため、受水槽に給水蛇口を取り付けてある。（特養） 

・受水槽からの汲み上げを業者に依頼し生活用水とした。（特養） 

 

・停電時、送水ポンプが稼働せず、当施設の受水槽よりポリタンクへ水を入れて、エレベーターは動かないの

で２階に設置してある多数のトイレ等へ階段を使って上がるのには苦労した。（特養） 

・浴槽に水を溜めて使用した。3日くらいで臭いが出てきたので、入替するために水を運んで来るのが大変だ

った。（特養） 

・１Ｆ屋外の受水槽からポリタンクに水を汲み、人力で施設内へ配るのが大変だった。（老健） 

・排水のポンプが動かなかったので、汲み取り業者に要請できるまで、なるべく汚水を出さないように、バケ

ツに水を用意し、最少限の水でトイレなど流してもらうように（ペーパーなどは流さずゴミ袋に入れてもら

った）したが、何度も２Ｆに水を補給するのが体力的にきつかった。（軽費） 

・トイレ用の水などを、隣の建物が水道直結だったため、バケツで運んだ。（認知症 GH） 

 

・センサーで流水させる洗面所、小便器の水が停電時に作動せず困った。（特養） 

・電気が止まったため、浄化槽が使えずトイレが流せなくなってしまった。（特養） 

・停電時に汲み上げ式ポンプ等が作動せず、トイレの水の確保ができなかった。（特養） 

・ポータブルトイレの汚物を仮設トイレへ溜め、業者へ移送してもらった。給水管や排水管が破損していたた

め受水槽を稼働できる状態であっても、給水、トイレの排水ができなかった。（老健） 
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＜井戸水や沢水、河川湖沼等の水を利用＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜浴槽に水を溜めて利用＞ 

 

 

 

 

 

＜非常用自家発電設備の活用＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜期限切れペットボトル等の利用＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  

・市の給水所からの送水管の凍結、渇水により、井戸水を活用した。（特養） 

・当施設の受水槽により飲料水の確保はできたが、生活用水が不足した。小さいプールがあったので、バケツ

でくんでトイレに使った。（特養） 

・トイレ用の水は、近くの川から汲み上げて利用した。（特養） 

・300ℓ のタンクを購入し、湖に水をくみに行った。近隣自治会の配給水をもらいに行った。消火栓の地下

タンクの水を少しずつ使用した。（介護医療院・療養型） 

・山水や湧き水を活用した。（養護） 

・断水はあったが、停電はなかったため、生活用水を地下水で補うことができた。（認知症 GH） 

・トイレの水が出なく、汚物を流すことができなかった。風呂の水を代用した。（特養） 

・風呂の水を活用したが、溜めるのが大変だった。（特養） 

・トイレの流し水は風呂からバケツに入れて利用した。（特養） 

・浴槽の水をトイレに使用した。（老健） 

・お風呂の残り湯をバケツでトイレの流し水に使った。（認知症 GH,小規模多機能） 

 

・備蓄水の期限切れ水を利用した。（特養） 

・停電時に汲み上げ式ポンプ等が作動せず、生活用水も利用できなかったが、トイレや洗い物等は期限切れの

ペットボトルの水を使用し、対応した。（特養） 

・災害で停電したため受水槽の水が使えず、保管用の水を使用した。（老健） 

 

・非常用自家発電設備稼働により、地下井戸水汲上げポンプ稼働ができ、井戸水（トイレ等）の確保、施設へ

の送水ポンプも稼働できたため、トイレの水等の使用ができた。地下水の貯留状況により、井戸水汲上げ料

が変動するため、使用に際して節約を念頭に対応した。（特養） 

・停電時に汲み上げ式ポンプ等が作動せず、飲料水の確保ができなかったため、非常用発電機でポンプが動作

するようにした。（特養、軽費） 

・停電により受水槽から館内に水を送る給水ポンプが停止し、断水となった。電気工事会社より発電機を借り

給水ポンプを稼働させ、復活させた。（軽費） 
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②災害時に給水設備を活用したことによる効果等 

 

受水槽があったことで、「ある程度の水が確保できた」「あまり困らなかった」「給水車から直接

受水槽に給水できたため労力が少ない」などの効果が多く記載されていた。また、停電時には非

常用自家発電設備を用いて給水設備を稼働させていた施設・事業所も複数あり、「日常とほとんど

変わらず使用できた」との記載も寄せられている。 

一方、受水槽の容量には限りがあることや、停電時でも受水槽を稼働させるための電源確保の

必要性も指摘されている。 

 

【災害時に給水設備を活用したことによる効果等（自由回答）】 

 

○効果 

＜受水槽、高架水槽の利用により、停電時でも水を確保できる＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜非常用自家発電により、停電時でも水を確保できる＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・受水槽（飲料水、地下水）があったので、停電の間生活上最低限の水の確保ができた。（特養） 

・短時間の断水があったが、受水槽があったことで、生活用水の確保ができ、特に困ることはなかった。（特

養） 

・給水設備により飲料水及び生活用水の調達に不便はなかったため、衛生面を保つことができた。（特養） 

・受水槽の災害用バルブ及び蛇口を取り付けていたため、そこから直接給水し水の確保（主に洗濯）をした。

（特養） 

・受水槽があったため、受水槽下部より給水ができる。（特養） 

・３～４日なら飲水、生活用水に不便はないと感じた。（老健） 

・受水槽・高架水槽があったため、施設内は断水することはなかった。（老健） 

・受水槽設置により、ある程度の水確保が図られる。給水車から直接給水を受けられ、給水の労力が少ない。

（老健） 

・給水所が設置されるまでの間にも水の確保ができ、混乱がなくて助かった。（老健） 

・高架水槽あったため、水の確保はできた。（介護医療院・療養型） 

・受水槽があったため、水道復旧までの間、特に大きな問題がなく使用できた。（養護） 

・台風による短い時間の停電なら、高架水槽からの水を使い対応できた。長時間（半日程）の場合、高架水槽

だけで足らない時に受水槽より水を運び使用できた。（養護） 

・給水ポンプが作動しており通常通り水が使えたので、２日半の停電にもちこたえられた。（特養） 

・受水槽、高架水槽方式で揚水ポンプは非常用発電機で起動するため助かった。（特養） 

・非常用発電機にて停電時も給水ができるため、給水に関しては困らずに済んでいる。ただし、非常電源に給

油しなければならず、長期間停電となると給水が困難になる。（特養） 

・加圧給水ポンプは非常用電源でバックアップしてあるため、断水することはなかった。（老健） 

・非常用自家発電設備で給水設備が稼働し、水は日常と殆んど変化なく使用できたため安心できた。（介護医

療院・療養型） 
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＜給水車から受水槽への直接給水が可能になる＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜井戸水、地下水を利用できる＞ 

 

 

 

＜福祉避難所としての役割を果たせる＞ 

 

 

 

 

 

○課題 

＜断水や停電が長期化した場合への対応の必要性＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・高架水槽があるため最初は水を普通に使用できたが、断水停電が５日も続き、２日目から大変だった。（特

養）・電源を失えば、全てが停止する。水道直結給水は停電時も強いが、受水槽方式の場合、停電時は無力。

電源車の派遣が現実的と思う。（特養） 

・数日間は受水槽を使えたが、長期間になるともたない。（認知症 GH） 

 

・断水等の時も、受水槽があったため、給水車から直接給水してもらえた。（特養） 

・市の給水車から、直接受入槽に給水でき、生活用水を確保できた。（特養） 

・受水槽は半日で空になり、その後自衛隊の給水車が直接注入してくれた。しかし１日１回では間に合わなか

った。（介護医療院・療養型） 

・受水槽があったため、給水所へ出向くことなく給水車から直接給水でき、給水の労力が少なくて済んだ。水

がたっぷりあると、心の余裕ができて（心配ごとが少しでも少なくて）よかった。ガスの損傷がなかったの

で、水さえあれば、食事提供もできる（ガスコンロ・ガス釜使用のため）。（軽費） 

・非常用自家発電設備から、井戸汲み上げ設備への電力が確保できており、生活用水の利用ができた。（老健） 

・地下水利用給水設備があったため、給水所の利用が少なくて済んだ。（認知症 GH） 

・当施設は、市の福祉避難所としての指定がある。一般の避難所では生活困難な障害のある高齢者等の避難所

である。仮に停電が長くても、入浴など最低限の生活のできる場所である。現在も更なる設備の投資を行い、

利用者の生活維持と地域に貢献できる体制を確立したいと考える。（特養） 
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（６）給水設備の整備・活用に関する課題（導入済み施設・事業所） 

 

 給水設備を導入している施設・事業所に対して、給水設備の整備・活用に関する課題をたずね

たところ、費用負担の問題（「整備・更新費用の負担が大きい」20.1%、「保守・管理費用の負担が

大きい」18.2%）が上位を占め、次いで「給水設備が老朽化している」（14.5%）、「補助に関する情

報が少ない」（14.2%）の順となっていた。なお、「特にない」と回答した割合は 38.9%を占めた。 

 

 

図表 1-3-15 給水設備の整備・活用に関する課題（導入済み施設・事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

20.1 

18.2 

14.5 

14.2 

5.9 

5.6 

4.9 

3.4 

3.2 

2.6 

1.9 

1.6 

2.0 

38.9 

0 20 40 60

整備・更新費用の負担が大きい

保守・管理費用の負担が大きい

給水設備（受水槽、高架水槽・地下水利用給水設備

等）が老朽化している

補助に関する情報が少ない

補助の金額が少ない（自施設・事業所での負担が大

きい）

給水設備の設置スペースが大きい（確保が困難）

補助金申請の手間がかかる（書類作成、申請から承

認までの期間等）

給水設備設置申請等の手間が大きい（書類作成、申

請から承認までの期間等）

補助金の使途が限定的で利用しづらい（補助の対象

が設置の新設のみ等）

「地下水利用給水設備等」に関する情報が少ない・

わかりづらい

給水設備の設置における強度が不安

その他諸費用の負担が大きい

その他

特になし

n=1,031

(%)



 

49 

 

１－４．「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」について 

 

 厚生労働省「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」（「高齢者施設等の非常用自家発電設

備整備事業」および「認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業（非常用自家発電設備

整備事業分）、高齢者施設等の給水設備整備事業」について「知っている」割合は 33.4%であり、

「知らない」割合が半数以上を占めた。 

 同交付金への申請状況については、「申請済み」が 4.9%、「申請意向あり（準備中を含む）」が

3.8%であり、「今後検討する」（31.9%）や「不明・わからない」（36.7%）、「申請意向なし」（17.0%）

であった。 

 なお、「申請意向なし」や「不明・わからない」と回答した施設・事業所を対象に、その理由を

たずねたところ、「当補助金があることを知らなかった」が 53.7%を占めて最も多く、次いで「当

補助金の内容がわかりにくい」(21.4%)、「補助金の金額が少ない」（14.1%）、「補助金申請の手間

がかかる」（13.0%）、「補助金の使途が限定的で利用しづらい」（7.7%）となっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

知っている

33.4%

知らない

55.5%

不明

7.2%

無回答

3.9%

n=1,890

4.9 

3.8 

31.9 

17.0 

36.7 

6.2 

0 20 40

申請済み

申請意向あり（準備中を含む）

今後検討する

申請意向なし

不明・わからない

無回答
n=1,890

(%)

図表 1-4-1 「地域介護・福祉空間整備等 

施設整備交付金」の認知状況 

 

図表 1-4-2 「地域介護・福祉空間整備等 

施設整備交付金」の申請状況 

 

図表 1-4-3 当補助金に「申請しない」、「不明・わからない」理由 

 

53.7 

21.4 

14.1 

13.0 

7.7 

0.4 

20.4 

0 20 40 60

当補助金があることを知らなかった

当補助金の内容がわかりづらい

補助金の金額が少ない（自施設・事業所での負担が大きい）

補助金申請の手間がかかる（書類作成、申請から承認までの

期間等）

補助金の使途が限定的で利用しづらい（設備設置のための土

地の買収や整地に要する費用、稼働に要する費用は除く等）

他の補助金に申請済（申請予定）

その他 n=1,013

(%)



 

50 

 

２．アンケート調査結果のまとめと考察 

 

（１）非常用自家発電設備 

①調査結果（再掲） 

○整備状況 

・回答が寄せられた施設・事業所のうち、常用・非常用自家発電設備を整備している（または併

設施設・事業所との共有、事業者からの貸与契約を含む）割合は約半数程度であった。定員 30

人以上の施設・事業所では、7割程度で自家用発電設備を整備しているものの、定員 29人以下

の施設・事業所（主に地域密着型施設・事業所）では 4 割を下回っていた。また、福祉避難所

に指定されている施設・事業所における自家用発電設備の整備割合は 6割程度であった。 

・非常用自家発電設備として導入している機器の種類は、ディーゼルエンジン型が 64.5%、可搬

式（ポータブル型）発電機が 39.3%である。定員 29人以下の施設・事業所では、ディーゼルエ

ンジン型を導入している割合は 43.5%であり、可搬式（ポータブル型）発電機が 44.4%であった。

定員 30 人以上の施設・事業所では、ディーゼルエンジン型が 73.4%、可搬式（ポータブル型）

発電機は 37.2%。 

 

○想定用途、想定稼働時間 

・非常用自家発電設備の想定用途は、主に「照明」、「非常用コンセント」、「通信手段（携帯電話、

固定電話）」、「医療機器（ナースコールを除く）」、「冷暖房機」等が上位であるが、ディーゼル

エンジン型やガス発電機を導入している場合には、「ナースコール」「エレベーター」「受水槽・

高架水槽等にくみ上げるためのポンプの稼働」など、より幅広い用途が想定されていた。 

・非常用自家発電設備の想定稼働時間は、「2～6 時間未満」が 28.1%で最も多く、24 時間以上を

想定している割合は 25.1%、48時間以上では 14.0%、72時間以上では 7.9%と長時間の稼働を想

定している割合は少なく、実際の被災時の運用では用途や稼働時間を制限しながら稼働してい

る施設・事業所が多くみられた。 

 

○活用経験 

・過去 10年程度の間に発生した自然災害等の際に非常用自家発電設備の稼働状況を確認したとこ

ろ、導入済み施設・事業所の 31.4%で活用経験がみられた。その際に稼働させた機器等は、「照

明」（69.3%）や「非常用コンセント」（55.4%）が主であり、「通信手段（携帯電話、固定電話）」

（27.3%）、「医療機器（ナースコールを除く）」（27.3%）、「ナースコール」（25.1%）、「保冷設備」

（22.1%）、「調理設備」（21.6%）、「エレベーター」（17.7%）、「受水槽・高架水槽にくみ上げるた

めのポンプ」（17.7%）、「冷暖房機器」（15.2%）、「情報システム、サーバー」（13.4%）、「給湯設

備」（9.5%）、「地下水をくみ上げるポンプ」（8.7%）、「浄化水槽の稼働」（6.9%）などを稼働させ

た施設・事業所は限られていた。 

・ディーゼルエンジン型やガス発電機を導入済みの施設・事業所では、各機器の稼働割合は高く

なっており、特に「通信手段」や「ナースコール」、「エレベーター」、「受水槽・高架水槽にく

み上げるためのポンプ」などで可搬式（ポータブル型）発電機との差がみられた。 

・実際に非常用自家発電設備を活用した際の苦労としては、発電機を稼働させるための「燃料の
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確保・調達」や「発電機への給油」に関する記載が多く、一部には故障していて使えなかった、

起動しなかったなど保守点検の重要性を指摘する記載もある。また、運用面では発電機の規格

（出力）によって用途が限られること、騒音や排ガスが発生するため稼働時間や場所に配慮が

必要なこと、設置・保管場所による苦労等の記載も寄せられた。 

・一方、非常用自家発電設備を活用したことで、「照明」が確保できたこと（利用者への安心感、

トイレ誘導等）、「医療機器等」が使用でき医療的配慮が必要な高齢者の安全を確保できたこと、

「食事や厨房設備等」で温かい食事を提供できたり、食材保冷による食中毒を防止できたこと、

「情報機器の稼働」により連絡手段が確保できたこと、「給排水」や「エレベーター」稼働によ

る衛生面や安全面の確保につながったことなど、利用者の安全・安心の確保面に関する効果が

記載されている。 

 

○設置・運用に関する課題 

・非常用自家発電設備を設置済みの施設・事業所では、「整備・更新費用の負担」、「補助に関する

情報が少ない・わかりづらい」など導入や更新に関する事項とともにメンテナンスに係る費用

負担や負担（頻度、手順、消防署への点検届出等）が上位に挙げられていた。 

・未設置施設・事業所でも、「整備・更新費用の負担」を指摘する割合が 47.0%を占めていた。ま

た、メンテナンスに係る費用負担や負担感、自家発電設備の設置スペースの問題（確保困難）、

自家発電設備設置申請の手間が大きいこと、危険物取扱担当者や資格保持者の配置等に関する

負担が上位を占めた。 

 

②調査結果に対する考察 

○導入促進の必要性 

・非常用自家発電設備を導入している施設・事業所は約半数、特に小規模施設・事業所では１／

３であり、停電を伴う災害時における備えは十分とはいえない。広域にわたって被災した際に

は、近隣への避難も困難となり、また今年度の台風被害では暴風による倒木、電柱の倒壊等も

発生し道路が寸断された地域も発生している。このような事態を踏まえれば、災害時において

も、一定期間は各施設・事業所において、高齢者の生命の維持、安全の確保を図るための電力

を確保する必要がある。 

・特に、非常用自家発電設備を導入していない施設・事業所（主に小規模施設・事業所）では、

「整備・更新費用の負担」が課題の中心となっていることから、補助制度による導入促進策は

災害時における高齢者の生命の維持、安全の確保につながる第一歩となる有効な手段のひとつ

と考えられる。 

 

○非常用自家発電設備の運用 

（稼働時間、燃料確保） 

・導入済みの非常用自家発電設備の想定稼働時間は 6 時間未満が 42.5%を占めていた。これは備

蓄燃料による稼働時間と考えられるが、停電が長期化した場合には新たな燃料確保が必要とな

る。 

・災害による停電時に非常用自家発電設備を活用した経験からは、「燃料の確保」の困難さを指摘
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する記載が数多く寄せられた。ただし、中には「契約している給油所から優先して分けてもら

えた」などの記載もあり、非常時を想定した事業者との燃料確保契約は有効な手段として考え

られる。 

 

（メンテナンス） 

・一部には、故障していて使えなかった、稼働しなかったなどの記載もあった。定期的なメンテ

ナンスは重要である。 

 

（非常用自家発電設備の種類） 

・ガス発電機やディーゼルエンジン型発電機は、規格（定格出力）も多様であり、一定の電力量

を賄うことができるため用途も多様であるが、可搬式（ポータブル型）発電機は定格出力が小

さく用途は限られる。今回の調査でも、「用途が限られた」という体験が多く寄せられていた。 

・非常用自家発電設備の導入にあたっては、用途を明確にしたうえで機器の種類や規格（定格出

力）を検討する必要がある。また、非常時における燃料確保といった観点から、効果的・効率

的な機種選定が求められる。 

 

○災害時における施設・事業所の稼働期間に関する啓発の必要性 

・高齢者施設・事業所に対して、災害時においても 3 日間は稼働させるという認識とともに、そ

のための非常用自家発電機器や燃料確保の方策検討の必要性を啓発していくことも重要である。 

 

（２）給水設備 

 

①調査結果（再掲） 

 

○給水方式 

・回答施設・事業所の給水方式は、水道管からの「直結式」が 48.3%、「貯水槽式」が 47.3%であ

った。特に定員 29人以下の施設・事業所では 71.2%が「直結式」であり、「貯水槽式」は 23.0%

であった（定員 30人以上では、「直結式」が 20.7%、「貯水槽式」が 76.9%）。 

 

○断水時の水の確保方法 

・飲料水に関しては、「ペットボトルによる備蓄」を中心に、施設・事業所の給水設備（受水槽・

高架水槽等）の活用が想定されていた。ただし、水道管「直結式」の場合には「ペットボトル

による備蓄」とともに、給水車や近隣、併設・近隣事業所間での融通してもらうなどの確保手

段を検討している施設・事業所も一定割合みられた。 

・生活用水については、施設・事業所の給水設備（受水槽・高架水槽等）とともに「風呂の水等」

の活用が中心であった。水道管「直結式」の場合には「風呂の水等」のほか「ペットボトルの

備蓄」の活用、「ポリタンク」を準備して給水車や近隣、併設・近隣事業所から融通してもらう

などの確保手段が想定されていた。 
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○給水設備の整備意向 

・「受水槽・高架水槽の整備を検討している」割合は 10.2%、「地下水利用給水設備の整備を検討

している」は 4.2%であった。 

・整備は「不要」「不明・わからない」は合計 67.0%を占めたが、その理由は「整備・更新費用の

負担」（34.8%）、「保守・管理費用の負担」（21.3%）など費用負担の問題と「設置スペース」（16.4%）

が上位を占めた。 

 

○災害時における給水設備の活用 

・給水設備を導入している施設・事業所における災害時の苦労等を確認したところ、「停電によっ

て受水槽から水を確保できなくなった」記載が多く寄せられた。それに伴って、受水槽から直

接水を取り出して運搬する苦労体験の記載も少なくない。 

・一方で、非常用自家発電設備を利用してポンプを稼働させたことで、給水に関する影響はなか

ったとの記載もあり、停電時における受水槽・高架水槽への非常用自家発電設備による給電の

重要性がうかがわれた。 

・また、生活用水に関しては、近隣の河川湖沼等から水を確保しトイレ用に利用したとの記載も

複数寄せられており、飲料水だけでなく非常時における生活用水の確保手段を想定しておくこ

とも重要である。 

・一方で、給水設備によってある程度は水の確保ができた、困らなかったといった記載も多い（そ

の背景には非常用自家発電設備によるポンプの稼働があると考えられる）。また、給水車から直

接受水槽への給水が可能であることも、給水設備の一つの効果として挙げられていた。 

 

②調査結果に対する考察 

・上記を踏まえれば、停電を伴う災害時において、水道管が断水していない場合には、ポンプを

稼働させる電力を確保することで普段通りに受水槽を利用した水確保は可能であること、水道

が断水した場合でも給水車から受水槽に一定量の給水が可能であるなど、受水槽には一定のメ

リットがあると考えられる。 

・一方で、受水槽内部に保管されている水量には限りがあり、繰り返しの補給がなされることが

前提である。 

・飲料水に関しては、ペットボトル等による備蓄（目安は一人あたり 3ℓ×3 日分）により一定量

の確保ができていると考えられるが、災害が長期化した場合には飲料水とともに生活用水の確

保が重要となる。これらの水の確保方法を通常時から複数検討しておくことが必要と考えられ

る。 

・特に夏期や冬期においては、高齢者の健康維持のため水分補給やトイレ誘導、衛生管理等は極

めて重要であることから、災害時でも高齢者の安全を確保するための方策を幾重にも検討して

おくことが必要である。 
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第３章 高齢者施設への非常用自家発電設備等の導入に関するヒアリング調査 

 

１．調査結果概要 

 

１－１．高齢者施設・事業所 

１－１－１．被災施設・事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※5：本調査における「被災施設・事業所」とは、平成 30 年北海道胆振東部地震（北海道）及び令和元年房総

半島台風（2019 年台風 15 号）（千葉県南部）を主とする災害で被災した施設・事業所をいう（※4 再掲）。 

※5 

施設名 所在地
施設
種別

開設年月
建物の
階数

定員 被災内容①
被災内容

②
ガス

ディーゼ
ルエンジ
ン

可搬式
（ポータ
ブル）

規
格

燃料
備蓄
量

給水方式 受水槽 容量

1
厚別栄
和荘

北海道
札幌市

特養 1995年4月 地上4階 104
平成30年北海
道胆振東部地震

停電・断水 － － 1
1.6k
VA

ガソリ
ン

－
貯水槽式
（水道水）

2台 31.5 kl.

2
沼ノ端
はくちょ
う苑

北海道
苫小牧
市

特養 2017年6月 地上2階 50
平成30年北海
道胆振東部地震

停電 － 1 －
85k
VA

軽油 60L
水道
直結式

－ －

3 夢の郷
千葉県
君津市

特養 2014年5月 地上3階 80
令和元年房総半
島台風（2019年
台風15号）

停電・断水 － － 2
100
VA

ガスボ
ンベ

15kg
貯水槽式
（水道水）

2台 19kl.

4
なぎ
ホーム
白浜

千葉県
南房総
市

認知
症GH

2014年3月 地上2階 18
令和元年房総半
島台風（2019年
台風15号）

停電・断水 － － － － － －
貯水槽式
（水道水）

1台 不明

被災時の設備整備状況

非常用自家発電 給水設備（受水槽）
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１－１－１－１．特別養護老人ホーム厚別栄和荘 

      （北海道札幌市：平成 30年北海道胆振東部地震による停電・断水） 

 

１．施設・事業所の概要 

（１）施設・事業所種
別 特別養護老人ホーム（広域型） 

（２）施設・事業所所
在地 北海道札幌市 

（３）開設年月 （西暦）1995 年 4 月 

（４）建物の構造 

①階 数：01 地上  4  階、02 地下  －  階 

②延べ床面積：01  5,060.91 ㎡ 

③敷地面積：01   －  ㎡ 

（５）福祉避難所指定
状況 01 指定あり    02 指定なし 

（６）BCP（事業継続
計画）の策定状況 01 策定している  02 策定していない 

（７）定員数・利用数 

①定 員 数：  104  名（※短期入所生活介護分（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）は除く。）    

②利用者数：  101  名  （令和2年1月1日時点） 

③-1.「②利用者数」のうち、医療的配慮が必要な利用者※数： 

      1 名（実人数） 

 ※「医療的配慮が必要な利用者」とは：人工呼吸器、酸素療法（在宅酸素、
酸素吸入）、吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引を必要とする者 

③-2.「③-1.医療的配慮が必要な利用者数」の内訳 
 （1人の人が複数の選択肢に該当する場合、あてはまるものすべてに人数を計上） 
 01 人工呼吸器      名 
 02 酸素療法（在宅酸素、酸素吸入）    1  名  
 03 吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引     名 
 04 その他（                     ）     名 

（８）施設の立地状況 

01 浸水想定区域（洪水浸水想定区域／高潮浸水想定区域等）         
02 土砂災害警戒区域等（土砂災害警戒区域／土砂災害危険個所等）           
03 津波災害警戒区域 
04 その他（                          ） 
05 上記いずれにも該当しない 
06 不明 

 ※併設施設としてケアハウス（定員50名）がある。さまざまな設備は同施設と共同で整備・活用している。 
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２．被災前に整備済みの非常用自家発電設備及び給水設備の概要 

 

（１）被災前に整備済みの非常用自家発電設備の概要 

 

 １）被災前に整備済みの非常用自家発電設備の概要：可搬式（ポータブル型）発電機（1台） 

被災前に整備済みの非常用自家発電設備の概要 

 可搬式（ポータブル型）発電機 

ア.整備台数 ・合計  1  台 

イ.燃料の種類 ・ガソリン 

ウ.非常用自家発電設備の規格（定
格出力） 

・1.6 kVA（50KH／60KH） 

エ.非常用自家発電設備の燃料タン
ク等の容量 

（不要） 

オ.非常用自家発電設備の設置場所 ・屋内 

カ.非常用自家発電設備の燃料の備
蓄・調達方法 

・自施設・事業所で燃料を保管・調達 

キ.非常用自家発電設備のメンテナ
ンス方法 

・自施設・事業所で担当者を配置し、不定期に自主点検を行って

いる 

ク.非常用自家発電設備導入時の補
助金活用状況 

・活用していない 

 

 ２）導入経緯 

 ３）（想定）用途 

 

 

 

 

（２）被災前に整備済みの「給水設備」の概要 

 

 １）当該施設の給水方式と被災前に整備済みの「給水設備」の概要 

被災前に整備済みの「給水設備」の概要 

  

ア.給水方式 ・貯水槽式（水道水） 

イ.整備台数 ・合計  2  台 

ウ . 給水設備（受水槽、高架水槽
等）のタンク容量 

・31.5 kl.（総量） 

エ . 給水設備（受水槽、高架水槽
等）の設置場所 

・屋内（地下階） 

オ 当該貯水槽（受水槽・高置水槽）
のメンテナンス方法 

・事業者とﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約を締結している （頻度 1 回／年） 

カ. 停電や水道の断水時に想定して
いる対応 

・給水設備（受水槽、高架水槽等）から直接水を取り出す 

 

  

・ 地震前は可搬式（ポータブル型）発電機があれば大丈夫だろうと考えていた。吸引機が必

要な利用者に優先的に充当すると考えていた。可搬式（ポータブル型）発電機は 1～2 時間の

稼働＋オイルタンクで燃料を確保していた。 
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 ２）導入経緯 

 

 

 

 

３．近年の自然災害による被災状況 

 

（１）近年の自然災害による被災状況： 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・平成 30年北海道胆振東部地震よる停電・断水。 

 －2018年9月6日午前3時7分、北海道胆振地区を震源として、マグニチュード6.7の地震

が発生。（被災施設所在地の震度：5弱） 

 －地震発生直後に停電。自動的に非常用自家発電設備が稼働した。 

 －停電時間：約 36時間（翌日の夕方に復旧） 

 －被害としては停電・断水。人的被害・建物被害はなし。 

・ 当施設（定員 104 名）と隣接のケアハウス（定員 50 名）の利用者、職員を含めると、総勢

200 名を超えるため、専用水道として受水槽を整備している。 
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（２）被害の概要と被災時の対応 

被害の概要と被災時の対応 

設備 

被害の概要 

被災時の対応 
被災経験を 

もとにした対応 

生活の
ための
電気 

照明 × ・暗闇になった。 
・保管していた手持
ち懐中電灯、LED ラ
ンタンを活用。 

・非常用自家発電設
備を導入した。 

・片手での対応は難
しいという職員か
らの意見を受け、頭
に巻き付けるタイ
プの懐中電灯を購
入した。 

空調 － 

（当日は暑くもなく
寒くもなく、冷暖房
が不要の時期だっ
た。） 

－ 
・非常用自家発電設
備を導入した。 

冷蔵庫 × 
・厨房の冷蔵庫は稼働
せず。 

・溜めていた水を使
い、備蓄食糧を温
めて入所者に提
供。 

・非常用自家発電設
備を導入した。 

エレベーター － 

（4 階に居室はないた
め、優先度としては
低く、大きな問題は
なかった。） 

－ － 

情報機器 
（テレビ、 
ラジオ） 

× 
・テレビは使用できな
かった。 

・主にラジオから情
報を得た。 

－ 

情報機器 
（電話、PC 等） △ 

・光回線の電話が通じ
なくなった。 

・携帯電話を用いて
職員間でやりとり
した。 

・ポータブル発電機
を稼働させ、携帯
電話を充電。 

・非常用自家発電設
備を導入した。 

医療的
ケアの
ための
電気 

ナースコール等 × 
・ナースコールが使用
できなくなった。 

－ 
・非常用自家発電設
備を導入した。 

水 

増圧ポンプ、 
揚水ポンプ、 
加圧ポンプ 

＊ポンプを用いる 

給水方式の場合 

× 

・水道水が送られてく
るが、停電により加
圧ポンプが止まり、
施設内に水が送られ
てこなくなった。 

・飲料水は、備蓄の
ペットボトルでま
かなった。 

・生活用水は風呂(巡
回浴)に溜めた水で
対応。 

・非常用自家発電設
備及び給水設備を
導入した。 

・受水槽の手前のホ
ースに取水栓を取
り付けてもらい、受
水槽から直接取水
できるようにした。 

浄化槽モーター 
＊ポンプを用いる排
水処理方式の場合 

× 
・トイレの水が流せな
くなった。 

・バケツリレーで対
応した。 

・非常用自家発電設

備を導入した。 

 

  

○：問題なく利用できた 
△：ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ（可搬式）発電機で対応 
×：問題発生 
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４．被災経験をふまえた今後の対応策 

（１）非常用自家発電設備または給水設備の導入、活用にあたってのポイント 

 【「住」と「食」を最重視】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）被災後に導入した非常用自家発電設備及び給水設備の概要 

 

 １）被災後に導入した非常用自家発電設備の概要 

  

 ①被災後に導入した非常用自家発電設備の概要 

被災後に導入した非常用自家発電設備の概要 

 ディーゼルエンジン型発電機 

ア.整備台数 ・合計  1  台 

イ.燃料の種類 ・軽油 

ウ.非常用自家発電設備の規格（定
格出力） 

・85 kVA（50KH／60KH） 

エ.非常用自家発電設備の燃料タン
ク等の容量 

・発電機内に 60  L＋ホームタンクに 446L 

オ.非常用自家発電設備の設置場所 ・屋外（敷地内）（併設するケアハウスの屋外） 

カ.非常用自家発電設備の燃料の備
蓄・調達方法 

・自施設・事業所で燃料を保管・調達 

キ.非常用自家発電設備のメンテナ
ンス方法 

・自施設・事業所で担当者配置し、不定期に自主点検を行ってい

る 

・事業者とﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約を締結している （頻度 2 回／年） 

ク.非常用自家発電設備導入時の補
助金活用状況 

・活用した（H30 年度札幌市から公募された補助金を活用（「平

成 30 年７月豪雨及び平成 30 年北海道胆振東部地震に係る社

会福祉施設等設備災害復旧費補助金（介護事業所・施設等復旧

支援事業分）」） 

  

・ 北海道という地域柄、暖房の確保は必須。また、施設の性格上、食料の確保も必須。その

ことから、最も重視しているのは「住」と「食」。 

・ そのため、以下を賄える非常用自家発電設備を導入することとした（主なもの）。 

 －温水ボイラー 

 －給水加圧ポンプ 

 －温水循環ポンプ 

 －厨房コンセント 

 －汚水循環ポンプ 

 －照明 

 －非常用コンセント 

 －事務室コンセント 

 －電話 

 －ナースコール 
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 ②非常用自家発電設備の導入、活用にあたってのポイント 

 【既存施設への設備導入の困難さ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２）被災後に整備した「給水設備」の概要 

 

 

 

５．導入後の非常用自家発電設備及び給水設備の活用状況 

 

 

 

 

６．（「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」等の活用を検討されている場合）補助金の活

用意向及び課題 

 【補助金の活用のしにくさ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 施設建設時から受水槽が整備されているため、新設では導入していない。 

・ 非常用自家発電設備：胆振東部地震以降、大きな災害は発生していないため、通常の小規

模な停電時以外での活用はしていない。 

・ 受水槽：通常使用している。 

・ 当施設では、平成 30 年度に札幌市から公募された補助金を活用して、非常用自家発電設備

を導入したが、かかった費用は以下の通り。 

 －総工費 2,000 万円 

 －補助金額：特養 450 万円（上限額）＋ケアハウス 340 万円＝790 万円 

 －施設の持ち出し約 1,200 万円  

・ 高齢者施設への非常用自家発電設備の導入促進に向けて、より補助金を活用しやすくする

ために、以下のような配慮が必要と思う。 

 －もっと早く入金してもらえると助かる（2020 年 1 月工事完了、2 月（1 か月以内）に実施

報告書提出、翌年度振り込み） 

 －地震を受けての予算措置だと思うので、申請手続きをもう少し柔軟にしてもらえるとよい。

入札が必要といわれるが、入札になると公募して、公募期間を設けて、委員会で検討する

……ということになり、1 か月くらい時間を要する。見積もりでの対応を検討してもらえ

るとありがたい。 

 －申請の締め切りが早い。もう少し時間的な余裕があるとありがたい。 

・ 既存施設に非常用自家発電設備を導入したため、配線工事の確認、見直しから始めた。そ

のため、工事期間として約 4 か月を要した（2019 年 9月：工事着工、2020 年 1 月工事完了）。 

・ また、既存施設に非常用自家発電設備を導入する場合、以下のような設備の置き場所と配

線の問題も生じる。 

 －駐車場に設備を置くと、数台分の車のスペースを必要とする。 

 －北海道の場合、雪があることが前提なので、除雪車の動線を考えた設備の設置が必要となる。 

 －雪に設備が埋もれないよう、基礎のかさ上げも必要となる。そうすると配線の問題が生じ

る。実際には、配電盤がもうひとつ増えることになるので、そのスペースの確保や電柱を

立てる必要がある等。 
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１－１－１－２．特別養護老人ホーム沼ノ端はくちょう苑 

      （北海道苫小牧市：平成 30年北海道胆振東部地震による停電） 

 

１．施設・事業所の概要 

（１）施設・事業所種
別 特別養護老人ホーム（広域型） 

（２）施設・事業所所
在地 北海道苫小牧市 

（３）開設年月 （西暦）2017 年 6 月 

（４）建物の構造 

①階 数：01 地上  2  階、02 地下 なし   

②延べ床面積：01  2998.53 ㎡ 

③敷地面積：01  5146.57 ㎡ ※エレベーターあり 

（５）福祉避難所指定
状況 01 指定あり    02 指定なし 

（６）BCP（事業継続
計画）の策定状況 01 策定している  02 策定していない 

（７）定員数・利用数 

①定 員 数：  50 名 （※短期入所生活介護分（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）は除く。）    

②利用者数：  50 名  （令和 2年 1月 1日時点） 

③-1.「②利用者数」のうち、医療的配慮が必要な利用者※数： 

      0 名（実人数） 

 ※「医療的配慮が必要な利用者」とは：人工呼吸器、酸素療法（在宅酸素、
酸素吸入）、吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引を必要とする者 

③-2.「③-1.医療的配慮が必要な利用者数」の内訳 

 （1人の人が複数の選択肢に該当する場合、あてはまるものすべてに人数を計上） 

 01 人工呼吸器      名 
 02 酸素療法（在宅酸素、酸素吸入）     名  
 03 吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引     名 
 04 その他（                     ）     名 

（８）施設の立地状況 

01 浸水想定区域（洪水浸水想定区域／高潮浸水想定区域等）         
02 土砂災害警戒区域等（土砂災害警戒区域／土砂災害危険個所等）           
03 津波災害警戒区域 
04 その他（ 火山災害（樽前山） ） 
05 上記いずれにも該当しない 
06 不明 

 ※2020（令和2）年4月に、特別養護老人ホーム（定員40名）を開設予定。 
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２．被災前に整備済みの非常用自家発電設備及び給水設備の概要 

 

（１）被災前に整備済みの非常用自家発電設備の概要 

 

 １）非常用自家発電設備の概要：ディーゼルエンジン型発電機（1台） 

被災前に整備済みの非常用自家発電設備の概要 

 ディーゼルエンジン型発電機 

ア.整備台数 ・合計     1  台 

イ.燃料の種類 ・軽油 

ウ.非常用自家発電設備の規格（定
格出力） 

・85 kVA（50KH／60KH） 

エ.非常用自家発電設備の燃料タン
ク等の容量 

・発電機内のタンクに 60  L 

オ.非常用自家発電設備の設置場所 ・屋外(敷地内) 

カ.非常用自家発電設備の燃料の備
蓄・調達方法 

・自施設・事業所で燃料を保管・調達 

キ.非常用自家発電設備のメンテナ
ンス方法 

・事業者とﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約を締結している （頻度 2 回／年） 

ク.非常用自家発電設備導入時の補
助金活用状況 

・活用していない 

 

 ２）導入経緯 

 

 

 

 ３）（想定）用途 

 

 

 

 

（２）当該施設の給水方式と被災前に整備済みの「給水設備」の概要  

 

 

３．自然災害による被災状況 

（１）被災内容 

 

 

 

 

  

・平成 30年北海道胆振東部地震よる停電。 

 －2018年9月6日午前3時7分、北海道胆振地区を震源として、マグニチュード6.7の地震

が発生。（被災施設所在地の震度：5弱） 

 －地震発生直後に停電。自動的に非常用自家発電設備が稼働した。 

 －停電時間：約 24時間（翌日朝方に復旧） 

 －被害としては停電のみ。人的被害・建物被害や断水はなし。 

・ ディーゼルエンジン型発電機を選定した直接的な理由として、北海道の場合、ガスが高価

ということが想定される。 

・ エアコン 

・ テレビ 

・ 非常用コンセント（6 ユニット分） 

・ 水道直結式のため、給水設備の整備なし。 
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（２）被害の概要と被災時の対応 

 １）被害の概要と被災時の対応 

  ⇒非常用自家発設備の活用により、ほぼ通常に近い形で生活することができた。 

被害の概要と被災時の対応 

設備 

被害の概要 
 
 被災時の対応 

被災経験を 
もとにした対応 

生活の
ための
電気 

照明 ○ － － － 

空調 － 
（当日は暑くもなく寒

くもなく、冷暖房が不

要の時期だった。） 

－  

冷蔵庫 △ 

・厨房の冷蔵庫(200V)

は非常用自家発電設備

では稼働せず。 

・各ユニットにある冷蔵

庫は稼働した。 

・非常用自家発電設

備を活用し、各リ

ビングの炊飯器で

白米を炊くことが

できた。 

・厨房のガスを使用

してお粥も温めら

れた。 

－ 

エレベーター － 
（もともと、災害時にエ

レベーターを使用しな

いルールあり。） 

－ － 

情報機器 
（テレビ、 
ラジオ） 

○ 
（テレビから情報入手

できた。） 
－ － 

情報機器 
（電話、PC 等） × 

・光回線の電話が通じな

くなった。 

・携帯電話を用いて

職員間でやりとり

した。 

・非常用自家発電設

備で、携帯電話を

充電。 

・停電時に備えた

設備の活用を検

討中。 

医療的
ケアの
ための
電気 

ナースコール等 ○ － － － 

水 

増圧ポンプ、 
揚水ポンプ、 
加圧ポンプ 

＊ポンプを用いる 

給水方式の場合 

○ 
（水道直結式の給水方

式のため、問題なし。） 

－ 

・断水時に備えて

給水設備の導入

を検討中。 

浄化槽モーター 
＊ポンプを用いる排

水処理方式の場合 
○ － － 

 

  

○：問題なく利用できた 
△：ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ（可搬式）発電機で対応 
×：問題発生 
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 ２）電気、水を確保するうえで苦労した点、工夫した点 

 【燃料（軽油）の確保（備蓄量、燃料タンクの確保、燃料購入までの行列）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．被災経験をふまえた今後の対応策 

（１）非常用自家発電設備及び給水設備の導入、活用にあたってのポイント 

 【連続稼働と電話線の確保による外部との連絡を重視】 

 

 

 

 

 

 【単一電池の確保の必要性（ラジオ、懐中電灯用）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 停電時、最も苦労したのは燃料（軽油）の確保。燃料タンク内には約 8 時間分の備蓄しか

ないと説明を受けていたため、午前 9 時頃（停電発生から 6 時間後）、燃料切れになるかもし

れないと焦りだした。 

・ 燃料を確保しようとしたが、まずは燃料タンクの確保に苦労した。ホームセンター等を回

ったが、どの店も売り切れ状態で、1、2 個しか確保できなかった。他は、職員宅から燃料タ

ンクを集めた。 

・ 燃料を購入するためにガソリンスタンドを回ったが、どの店も大行列だった。偶然、時間

をかけずにガソリンスタンドに依頼して、優先的に購入できた(18ℓ タンク×8 個分＝約

150L)。結果として、全量は使用しなかったため、残りは車両に使用した)。 

・今回の停電を経験して、今後、以下の設備の導入や活用の検討を始めた。 

 －燃料タンクの設置（198ℓ 分の軽油を備蓄するタンクを新たに設置した。） 

 －電話線の確保 

 －給水設備導入の検討 

・ 今回の停電では直接的に使用しなかったが、燃料確保に奔走していたとき、どの店でも単

一電池がほぼ売り切れ状態だった。ラジオでの情報収集、懐中電灯で使用することを考える

と、単一電池の確保も必要と感じた。 

写真：ヒアリング調査協力施設・事業所から提供 
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１－１－１－３．特別養護老人ホーム 夢の郷 

 （千葉県君津市：令和元年房総半島台風（台風第 15号）による停電・断水） 

 

１．施設・事業所の概要 

（１）施設・事業所種
別 特別養護老人ホーム（広域型） 

（２）施設・事業所所
在地 千葉県君津市 

（３）開設年月 （西暦）2014 年 5 月 

（４）建物の構造 

①階 数：01 地上  3  階、02 地下  －  階 

②延べ床面積：01  6,447.50 ㎡ 

③敷地面積：01  8,217.51 ㎡ 

（５）福祉避難所指定
状況 01 指定あり    02 指定なし 

（６）BCP（事業継続
計画）の策定状況 01 策定している  02 策定していない 

（７）定員数・利用数 

①定 員 数：  80  名（※短期入所生活介護分（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）は除く。）    

②利用者数：  79  名  （令和2年1月1日時点） 

③-1.「②利用者数」のうち、医療的配慮が必要な利用者※数： 

      2 名（実人数） 

 ※「医療的配慮が必要な利用者」とは：人工呼吸器、酸素療法（在宅酸素、
酸素吸入）、吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引を必要とする者 

③-2.「③-1.医療的配慮が必要な利用者数」の内訳 
 （1人の人が複数の選択肢に該当する場合、あてはまるものすべてに人数を計上） 
 01 人工呼吸器      名 
 02 酸素療法（在宅酸素、酸素吸入）    2  名  
 03 吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引     名 
 04 その他（                     ）     名 

（８）施設の立地状況 

01 浸水想定区域（洪水浸水想定区域／高潮浸水想定区域等）         
02 土砂災害警戒区域等（土砂災害警戒区域／土砂災害危険個所等）           
03 津波災害警戒区域 
04 その他（                          ） 
05 上記いずれにも該当しない 
06 不明 

 ※同施設では、ショートステイ、デイサービス、学童保育も提供している。 

 ※同施設の近隣に、同法人が運営する地域密着型特養（定員29名）、サービス付き高齢者向け住宅（定員26名、

以下「サ高住」という。）がある。特別養護老人ホーム夢の郷において、同施設及び地域密着型特養、サ高住

利用者分の食事を毎日調理している（総勢200～300名）。 
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２．被災前に整備済みの非常用自家発電設備及び給水設備の概要 

 

（１）被災前に整備済みの非常用自家発電設備の概要 

 

 １）被災前に整備済みの非常用自家発電設備の概要：可搬式（ポータブル型）発電機（2台） 

被災前に整備済みの非常用自家発電設備の概要 

 可搬式（ポータブル型）発電機 

ア.整備台数 ・合計 2 台 

イ.燃料の種類 ・ガスボンベ 

ウ.非常用自家発電設備の規格（定
格出力） 

・100 VA（50KH／60KH） 

エ.非常用自家発電設備の燃料タン
ク等の容量 

・カセットボンベ 60 本（15kg） 

オ.非常用自家発電設備の設置場所 ・屋外(敷地内) 

カ.非常用自家発電設備の燃料の備
蓄・調達方法 

・自施設・事業所で燃料を保管・調達 

キ.非常用自家発電設備のメンテナ
ンス方法 

・自施設・事業所で担当者を配置し、不定期に自主点検を行って

いる 

ク.非常用自家発電設備導入時の補
助金活用状況 

・活用していない 

 

 ２）導入経緯 

 ３）（想定）用途 

 

 

 

 

（２）被災前に整備済みの「給水設備」の概要 

 

 １）当該施設の給水方式と被災前に整備済みの「給水設備」の概要 

被災前に整備済みの「給水設備」の概要 

  

ア.給水方式 ・貯水槽式（水道水） 

イ.整備台数 ・合計  2  台 

ウ . 給水設備（受水槽、高架水槽
等）のタンク容量 

・1kl．（総量） 

エ . 給水設備（受水槽、高架水槽
等）の設置場所 

・屋内（地下階） 

オ 当該貯水槽（受水槽・高置水槽）
のメンテナンス方法 

・事業者とﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約を締結している （頻度 1 回／年） 

カ. 停電や水道の断水時に想定して
いる対応 

・給水設備（受水槽、高架水槽等）から直接水を取り出す 

・自施設・事業所内の井戸水や沢水等を活用 

・自施設・事業所でポリタンクを準備し、給水車や近隣から配給

してもらう 

  

・ 停電による被災前は可搬式（ポータブル型）発電機があれば大丈夫だろうと考えていた。

在宅酸素及び吸引機が必要な利用者に優先的に充当すると考えていた。 
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 ２）導入経緯 

 

 

 

 

３．近年の自然災害による被災状況 

 

（１）近年の自然災害による被災状況： 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・令和元年房総半島台風（台風第 15号）による停電・断水。 

 －2019年9月9日5時前に千葉市付近に上陸し、関東各地で記録的な暴風が発生。最大瞬

間風速57.5m/sを記録（アメダス千葉） 

 －停電時間：約4日間（停電から約4日後、電源車の到着により通電し限度はあるものの

電気の確保は可能となったが、完全通電までは10日間を要した。） 

 －被害としては停電・断水。建物被害はなし。 

・ 当施設（定員 80 名）の利用者、職員を含めると、総勢 100 名を超えるため、専用水道とし

て受水槽を整備している。 
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（２）被害の概要と被災時の対応 

 １）被害の概要と被災時の対応 

被害の概要と被災時の対応 

設備 

被害の概要 

被災時の対応 
被災経験を 

もとにした対応 

生活の
ための
電気 

照明 △ ・暗闇になった。 

・医療的ケアが必要な利
用者の照明を優先可
搬式発電機を利用)。 

・その他は、懐中電灯や
スマホの画面、ランタ
ン等で灯りをとった。 

・非常用自家発電設備
の導入を検討中。 

空調 △ 

・空調はボルトが異
なるため、可搬式
発電機では対応で
きなかった。 

・職員宅から扇風機を持
ってきてもらい、可搬
式発電機で各フロア
に 1台程度配置。 

・非常用自家発電設備
の導入を検討中。 

冷蔵庫 △ 
・冷蔵庫が利用でき
なくなった。 

・可搬式発電機で各フロ
アの冷蔵庫を稼働さ
せたが、負荷が重く、
あまり冷えなかった。 

・非常用自家発電設備
の導入を検討中。 

エレベーター × 
・医療ニーズのある
利用者の移動がで
きなかった。 

・医療ニーズのある利用
者は各部屋で過ごし
た。 

・非常用自家発電設備
の導入を検討中。 

情報機器 
（テレビ、 
ラジオ） 

× 
・テレビ、ラジオ等
が活用できなくな
った。 

－ 
・非常用自家発電設備
の導入を検討中。 

情報機器 
（電話、PC等） △ 

・当施設は停電した
時点で電話が不通
になった。 

・外部各所からメー
ルが届いていた
が、PCが動かせな
いので、メールの
確認ができなかっ
た。 

・密着型施設は可搬式発
電機でリカバリでき
るようになっていた
ため、本部機能を移し
て情報のやり取りを
した。 

・外部との連絡がとれな
くなると最も困るた
め、携帯電話の充電に
可搬式発電機 1 台を
専用で活用。 

・非常用自家発電設備
の導入を検討中。 

医療的
ケアの
ための
電気 

ナースコール等 ○ － 

・被災時、医療的ケアを
要する利用者が 3 名
いたが、可搬式を１名
につき１台配置。 

－ 

水 

増圧ポンプ、 
揚水ポンプ、 
加圧ポンプ 

＊ポンプを用いる 

給水方式の場合 

× 

・停電によりポンプ
から水を送れない
状況になり、断水
になった。 

・自噴式の井戸から水を
汲み、バケツリレーで
受水槽に溜め、受水槽
の蛇口から取り出し
て生活用水に使用。 

・非常用自家発電設備
の導入を検討中。 

浄化槽モーター 
＊ポンプを用いる排
水処理方式の場合 

× 

・トイレの水が流せ
なくなった。 

・停電数日後から浄
化槽ギリギリまで
排水が溜まり、悪
臭がきつくなっ
た。 

・入所者が排せつ後、職
員がバケツで流した。 

・非常用自家発電設備
の導入を検討中。 

○：問題なく利用できた 
△：可搬式（ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ型）発電機発電

機で対応 
×：問題発生 
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 ２）電気、水を確保するうえで苦労した点、工夫した点 

 【エレベーター停止により移動、搬送ができなくなったこと】 

 

 

 

 

 

 【停電により厨房の調理器具が使えず、調理ができなくなったこと】 

 

 

 

 

 

 【1、2時間置きにガスボンベを交換する必要性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 本来であれば、電気を必要とする人には 1 か所に集まっていただく……という対応が効率

的だとは思うが、エレベーターが止まってしまい、利用者の移動ができなかった。 

・ またエレベーターが止まったことで、2 階、3 階にいる入所者の救急搬送ができなくなるこ

とにも直面した。 

・ 本部機能を置いた密着型施設の 1 階と 2 階に、ハロゲンランプの照明を置いたのだが、カ

セットボンベは 2 時間ごとにボンベの交換が必要だったため、寝られなかった。 

・ 当施設の厨房で、総勢 200～300 名分/日の調理も行っているため、厨房の電源が停止した

ことで、食事の提供ができなくなった。ガスコンロ等で調理する等で対応したが、通常より

品数が少なくならざるを得なかった。 

・ また、冷蔵庫が停電により使用できないため、毎日食材の調達に追われた。 
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４．被災経験をふまえた今後の対応策 

（１）非常用自家発電設備または給水設備の導入、活用にあたってのポイント 

 【「水」、「食」の確保を最重視】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【もともと利用している燃料の活用】 

 

 

 

 

 

 

（２）被災後に導入を検討している非常用自家発電設備及び給水設備の概要 

 

 

 

５．その他 

 【福祉避難所開設の難しさ】 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 2 回の台風における福祉避難所の開設状況は以下であった。 

 －台風 15 号：市から要請の連絡があったが、空調を使えないということで、開設できなかっ

た。しかし、電源車が入った後、地域住民に入浴を一般開放した（延べ 13 名利用）。 

 －台風 19 号：大きい発電機を業者からレンタルして、福祉避難所、通常の避難所としても開

放し、約 60 名の方を受け入れた。 

   ＊当施設（通常の避難所）：60 名 

   ＊密着型施設（福祉避難所）：1 名 

・ 備蓄というと飲料水のことをイメージしており、ペットボトルの備蓄は多くしていたが、

生活用水にまではイメージできていないのが現実だった。しかし、今回の事態を受けて「生

活用水」の確保が重要ということを強く認識した。 

・ また、総勢 200～300名分/日の調理を担う当施設の役割として「食」の確保も必須。 

・ そのため、以下を賄える非常用自家発電設備を導入することとした（主なもの）。 

 －1 階の全電源（事務室、医務室、浴室、デイサービスの浴室（福祉避難所機能として）） 

 －エレベーター（2 階、3 階の入所者を 1 階のデイルームに移すことを想定） 

 －厨房の電源 

 －浄化槽モーター 

 －受水槽加圧ポンプ 

・ 当施設、地域密着型施設では、すでに浴室の給湯で LP ガスを用いているため、LP ガス燃

料の発電設備であれば、それを活用できる。 

・ 石油系の燃料の場合、燃料の設置スペースが問題になるとともに、これまで使っていない

燃料（プロパンガス含め）を新たに持つことへの不安は大きい。 

・ 非常用自家発電設備：上記の電源をまかなえる規格の設備を検討中（見積もり依頼中）。 
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 【被害状況、復旧状況に地域差があること】 

 

 

 

 

 

 【職員の休憩スペース、食事の確保の必要性】 

 

 

 

 

 

 

６．（「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」等の活用を検討されている場合）補助金の活

用意向及び課題 

 【補助金の制約の多さ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 職員の昼食の確保（カップラーメン、飲料等）が困難で、近隣自治体まで遠出しないと入

手できない状態だった。そのため「災害時における職員分の食糧の確保」は課題だと感じた。

今回は、入居者の家族からの差し入れがあり、職員の食事を確保できた。本当にありがたか

った。 

・ 当施設のように、特養でショートステイとデイサービスを提供していると、その分は対象

外になってしまう。そのため「特養の建物の総面積分からショートステイとデイサービスの

面積を除いた数値に補助率をかける」という計算式で見積もることとなり、実際の補助率は

低くなることがわかった。一方、LP ガスの補助金は純粋に 1/2 補助してもらえるため、そち

らの補助金の活用を検討している。 

・ 申請期間が短い（見積もり作成に時間がかかる）。設備会社と認識のすり合わせをしている

だけで時間がかかる。 

 

・ 今回の停電により、電話が通じない、懐中電灯やランタンがない等で市内をまわったが、

近隣自治体まで行ってやっと電波が通じたり、物を入手できたりした。 

・ あとになって、県内関係者と話をすると、被害状況、復旧状況に地域差があることをまざ

まざと感じた。そのため自施設・事業所での停電対策、水の確保対策は必要だと感じた。 
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１－１－１－４．認知症対応型共同生活介護 なぎホーム白浜 

 （千葉県南房総市：令和元年房総半島台風（台風第 15号）による停電・断水） 

 

１．施設・事業所の概要 

（１）施設・事業所種
別 認知症対応型共同生活介護 

（２）施設・事業所所
在地 千葉県南房総市 

（３）開設年月 （西暦）2014 年 3 月 

（４）建物の構造 

①階 数：01 地上  2  階、02 地下  －  階 

②延べ床面積：01   －  ㎡ 

③敷地面積：01   －  ㎡ 

（５）福祉避難所指定
状況 01 指定あり    02 指定なし 

（６）BCP（事業継続
計画）の策定状況 01 策定している  02 策定していない 

（７）定員数・利用数 

①定 員 数：  18  名（※短期入所生活介護分（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）は除く。）    

②利用者数：  18  名  （令和2年1月1日時点） 

③-1.「②利用者数」のうち、医療的配慮が必要な利用者※数： 

    0  名（実人数） 

 ※「医療的配慮が必要な利用者」とは：人工呼吸器、酸素療法（在宅酸素、
酸素吸入）、吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引を必要とする者 

③-2.「③-1.医療的配慮が必要な利用者数」の内訳 
 （1人の人が複数の選択肢に該当する場合、あてはまるものすべてに人数を計上） 
 01 人工呼吸器      名 
 02 酸素療法（在宅酸素、酸素吸入）       名  
 03 吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引     名 
 04 その他（                     ）     名 

（８）施設の立地状況 

01 浸水想定区域（洪水浸水想定区域／高潮浸水想定区域等）         
02 土砂災害警戒区域等（土砂災害警戒区域／土砂災害危険個所等）           
03 津波災害警戒区域 
04 その他（                          ） 
05 上記いずれにも該当しない 
06 不明 

 ※併設事業所として、障害者グループホーム（定員7名）、訪問介護支援事業所がある。 
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２．被災前に整備済みの非常用自家発電設備及び給水設備の概要 

 

（１）被災前に整備済みの非常用自家発電設備の概要 

 

 １）被災前に整備済みの非常用自家発電設備の概要 

 

 

（２）被災前に整備済みの給水設備の概要 

 

 １）当該施設の給水方式と被災前に整備済みの給水設備の概要 

被災前に整備済みの給水設備の概要 

  

ア.給水方式 ・貯水槽式（水道水） 

イ.整備台数 ・合計  1  台 

ウ . 給水設備（受水槽、高架水槽
等）のタンク容量 

・－ 

エ . 給水設備（受水槽、高架水槽
等）の設置場所 

・屋内（地上階） 

オ 当該貯水槽（受水槽・高置水槽）
のメンテナンス方法 

・事業者とﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約を締結している （頻度 － 回／年） 

カ. 停電や水道の断水時に想定して
いる対応 

・給水設備（受水槽、高架水槽等）から直接水を取り出す 

・自施設・事業所でポリタンクを準備し、給水車や近隣から配給

してもらう 

 

 

３．近年の自然災害による被災状況 

 

（１）近年の自然災害による被災状況： 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 台風第 15 号による被災前は、事業所における非常用自家発電設備は未整備だった。 

・令和元年房総半島台風（台風第 15号）による停電・断水。 

 －2019年9月9日5時前に千葉市付近に上陸し、関東各地で記録的な暴風が発生。最大瞬間風

速57.5m/sを記録（アメダス千葉） 

 －停電時間：約6日間（停電から2日目の夕方、市役所から発電機4台のレンタルを受ける（ガ

ソリンタイプ。燃料の支給はなし）。その他、職員宅からの借り入れ（2台）も受け、限度

はあるものの電気の確保は可能となったが、完全通電までは6日間を要した。） 

 －被害としては停電・断水。人的被害・建物被害はなし。 



 

74 

 

（２）被害の概要と被災時の対応 

 １）被害の概要と被災時の対応 

被害の概要と被災時の対応 

設備 

被害の概要 

被災時の対応 
被災経験を 

もとにした対応 

生活の
ための
電気 

照明 × ・真っ暗になった。 

・各階に 2つ懐中電灯を
用意していた。 

・ホームセンターにて追
加で 5個購入した。 

・非常用自家発電
設備の導入を検
討中。 

空調 △ 

・天井貼り付けの動力
タイプの空調だっ
たため、可搬式発電
機では稼働させら
れなかった。 

・可搬式発電機に対応で
きるコンセントタイ
プのエアコン(相談
室)を稼働させ、扇風
機で循環させた。 

・利用者にも個室からリ
ビングに移動しても
らい、リビングに布団
を敷いた。 

・非常用自家発電
設備の導入を検
討中。 

冷蔵庫 × 

・食材管理ができなく
なった。 

・クーリング用の氷も
作れなかった。 

・冷蔵庫代わりにクーラ
ーボックスに保冷剤
を入れて対応した。 

－ 

エレベーター － 

（エレベーターは稼
働しなかったが、大
きな問題は生じな
かった。） 

－ － 

情報機器 
（テレビ、 
ラジオ） 

× ・情報入手ができなく
なった。 

・電池式のラジオで情報
収集した。 

－ 

情報機器 
（電話、PC等） 

× ・停電直後、携帯電話
は使用できたが、数
時間後には利用で
きなくなった。 

・停電 3日目に、近隣自
治体まで移動し、市役
所に被害状況の連絡
と電源車の手配依頼
をした。 

・（後述。） 

医療的
ケアの
ための
電気 

ナースコール
等 － 

（ナースコール等は
稼働しなかったが、
利用者にリビング
に移動してもらっ
たこと、水分補給を
強化したことから、
大きな問題は生じ
なかった。） 

－ － 

 

増圧ポンプ、 
揚水ポンプ、 
加圧ポンプ 
＊ポンプを用い
る給水方式の場

合 

× 

・受水槽に水が溜まっ
ていたが、停電によ
りポンプが停止し、
水をくみ上げるこ
とができなくなり、
断水となった。 

・飲料水はペットボトル
の水、生活水は受水槽
の水を利用した。 

・停電から 4、5 日目に
は職員宅や自衛隊か
らの給水を受けられ
た。 

・受水槽の下に蛇
口をつけ、下か
ら出しやすくし
た。 

浄化槽モータ
ー 

＊ポンプを用い

る排水処理方式

の場合 

× 
・トイレの水が流せな
くなった。 

・タンクに水を入れて、
トイレの水を流した。 

－ 

  

○：問題なく利用できた 
△：可搬式（ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ型）発電機で

対応 
×：問題発生 
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 ２）電気、水を確保するうえで苦労した点、工夫した点 

 

 【空調停止による室温管理】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【照明切れによる明るさの確保】 

 

 

 

 

 【生活用水の確保】 

 

 

 

 

 

 

 

 【停電による浄化槽モーターの停止】 

 

 

 

 

 

４．被災経験をふまえた今後の対応策 

（１）非常用自家発電設備または給水設備の導入、活用にあたってのポイント 

 【「室温管理・水分補給強化（脱水防止）」と「夜間の緊急連絡」を最重視】 

 

 

 

 

 

  

・ 台風 15 号時の一番の問題は「室温管理・水分補給（脱水防止）」と「夜間の緊急連絡」だ

った（今回の被災時、体調不良者を出さないよう細心の注意をはらったため「夜間の緊急連

絡」は不要だった）。「室温管理・水分補給」のため、以下の対応を行った。 

 －災害時における最優先事項の徹底を、全職員で共有した（災害時に優先すべきは命を守る

こと（＞サービスの質））。そのため、一日のすべての時間を「室温管理・水分補給強化（脱

水防止）」に費やした。定時の水分提供時間の倍というレベルではなく、起きている時間は

すべて、寝ている時間も起こして水分補給強化を行った。 

・ 受水槽に水が溜まっていたが、停電によりポンプが停止し、水をくみ上げることができな

くなり、断水となった。受水槽の上部からバケツでくみ上げたり、停電から 4、5日目には職

員宅や自衛隊からの給水を受けられたが、水が使えないため、感染予防、衛生管理が大変だ

った。 

・ 防災用・アウトドア用のウォータータンク（蛇口付き）を準備し、手洗い専用とした。 

・ また、受水槽の下に蛇口をつけ、下から水を取り出しやすくした。 

・ 各階に 2 つの懐中電灯を用意していたが、停電 1 日目の夜から、夜間の介助や利用者が部

屋から出てトイレに行く場合ではとても足りないという声が出た。その後、すぐに、各階の

廊下とリビングに懐中電灯を準備した。 

・ タンクに水を入れて、トイレの水を流した。たまたま浄化槽がいっぱいになるギリギリだ

ったため、排水が止まることはなかったが、においがきつかった。 

・ 後日、業者から、浄化槽は単独でモーターを回す必要があると説明を受けた。 

・ 今回の事態を受けて、一番の問題は「室温管理・水分補給強化（脱水防止）」と「夜間の緊

急連絡」だった。 

・ また、年々温暖化が進み、毎年、これまでの想定以上の巨大台風による被害があることを

考えると、今年の夏までに、非常用自家発電設備の整備は必須と考えている。 
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（２）被災後に導入を検討している非常用自家発電設備及び給水設備の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）その他 

 【全職員での認識の共有、徹底の重要性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【停電に備えた訓練の重要性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 今回、不幸中の幸いだが、気温 30 度を超えた日数が 3 日間でとどまり、4 日目には気温 20

度後半になった。そのため、空調が効かない状態にあっても、何とか水分補給強化で過ごせ

る気温になったことが救いであったと、強く感じている。だが、これが 1 週間以上続くこと

も想定することが必要である。今回も台風通過から 3 日間、行政が機能することは難しかっ

たため、自分の施設・事業所における事前の対応策が必要と考える。 

・ そのため、各施設・事業所とも、丸一日、電気を使わない停電訓練が重要と思う。 

 －我々の生活では、当たり前に電気に頼った生活をしているが、大元の主電源を１日落とし

て、施設・事業所の電気や設備はどうなっているかを把握する。 

 －今回のような真夏と東日本大震災のような気温の低い時期、それぞれで何が起きるか、そ

の事態に備えて何をする必要があるかを、自分たちで考え、共有する。 

・ 実際、当事業所では、台風 15 号と 19 号とで同じ被害を受けたが、15 号で直面して考えた

こと、対応したことが勉強となり、19 号のときにはそのまま生かすことができた。天気予報

をみて事前の準備も体制整備もスムーズにできたことに加え、15 号と 19 号では気候も異な

っていたこともあり、余裕をもって対応できた。教訓をいかせたと考えている。 

・ 以下をまかなえる非常用自家発電設備の見積もりを依頼中。検討は以下 2 段階。 

  ①動力で動くタイプの空調含め、施設全体を動かせる電源 

  ②上記が難しければ、リビングに大型タイプのエアコン（約 20 畳用）と、それを動かすポ

ータブル型発電機（各 3 台）。（単純計算：クーラーが 15 万円×3 台＋発電機が１台当た

り 15 万円×3 台＝約 90 万円の見積もり） 

   ※上記②の場合： 

    －想定燃料：（ポータブル型発電機の場合）ガソリン。 

    －現在の機器はエコタイプ化が進んでおり、約 2ℓ で 1 回あたり満タンにでき、それ

で 8 時間から 10 時間くらい稼働できるようになっている。 

    －また、施設で携行缶（5～10ℓ）を保管しておけば、燃料を入手できるめどがあれば、

いつでも補充できると考えている。 

・ 新たに受水槽の整備については検討していない。被災後、受水槽の下に蛇口をつけ、下か

ら水を出しやすくしたこと、今年の夏までに、非常用自家発電設備の整備は必須と考えてい

ることから、やはり優先度が高いのは非常用自家発電設備である。 

・ 当事業所では、日常的に、予測可能なものに対しては、事前に全員で集合し、指示及び共

有を行う、発生後もすぐに集まるということを徹底している。そのため、今回の台風 15 号時

でも、事前に、停電発生時の対応について指示及び共有を行った（停電発生時は室温チェッ

ク、室温上昇がみられる場合にはクーリング及びリビング対応、水分補給強化を行う等）。 

・ また、9 月 9 日の被災後も、同日中に、管理者及び対応できる職員のみで、状況の共有及

び対応策の検討を行った。その結果、以下の共有、徹底を行った。 

 －災害時に優先すべきは命を守ること（＞サービスの質）。 

 －ケアプランのように課題（被災状況）を見つけ、クリアするための解決方策を考え、決定

し、全職員で共有、実行する。 
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  【外部とのやりとりができる電話回線確保の重要性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．（「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」等の活用を検討されている場合）補助金の活

用意向及び課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 厚生労働省の補助金を活用する予定。 

 

・ 停電直後、携帯電話は使用できたが、台風が去った 1 日目の昼には、どの携帯会社の電話

も利用不能となった。 

・ エレベーター内には、もともとアナログ回線が通っていることから、台風 19 号では、台風

接近前日にエレベーターだけを停電させてドアを開放状態にし、外部との連絡（受発信）が

できるようにした。その際、施設職員及び事前に市役所等関係機関にも、当該エレベーター

内の電話番号を周知した。その結果、市役所もその番号に架電してきた。 

・ 最終的には、大地震等、前もって予測ができない災害に備えて、エレベーターの外にアナ

ログ回線を引いた。 
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１－１－２ 非被災施設・事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※6 

※6：本調査における「被災施設・事業所」とは、平成 30 年北海道胆振東部地震（北海道）及び令和元年房総

半島台風（2019 年台風 15 号）（千葉県南部）を主とする災害で被災した施設・事業所をいう（※4 再掲）。 

給水設備
（地下水給水

設備）

施設名 所在地
施設種
別

開設年月
建物の階

数
定員 ガス

ディー
ゼルエ
ンジン

可搬式
（ポータ
ブル）

規格 燃料 備蓄量 給水方式
受水
槽

容量 容量

1
あつべ
つみな
み５丁目

北海道
札幌市

特養 2019年5月 地上3階 80 － 1 － 50kVA 軽油 420L
水道
直結式

－ － －

2
（施設名
非掲載）

千葉県 特養 2011年10月 地上6階 90 － － 2 900VA
ガスボン
ベ

1L
貯水槽式
（水道水）

1 3kl. なし

3
ひかり隣
保館

千葉県
柏市

養護老
人ホー
ム

1950年11月 地上2階 70 － 1 － 80kVA 軽油 300L
貯水槽式
（水道水、
地下水）

2

38.4kl.
（養護、
特養合
計）

1

4
白十字
ホーム

東京都
東村山市

特養 1967年6月
地上3階、
地下1階

170 － 2 －
100kVA
（合計）

軽油

310L
（屋外111L
＋屋内備蓄

199L)

貯水槽式
（井戸水）

2

49kl.（地上
受水槽
37kl.＋高
架水槽
12kl.の合
計）

なし

5
クレール
高森

和歌山県
新宮市

地域密
着型特
養

2014年7
月

地上2階、
地下1階

29 － 1 － 280kVA 灯油 5,500L
貯水槽式
（水道水）

4 58.7kl. なし

非常用自家発電 給水設備（受水槽）

ヒアリング調査時点における設備整備状況
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１－１－２－１．特別養護老人ホームあつべつ南 5丁目 

 

１．施設・事業所の概要 

（１）施設・事業所種
別 特別養護老人ホーム（広域型） 

（２）施設・事業所所
在地 北海道札幌市 

（３）開設年月 （西暦）2019 年 5 月 

（４）建物の構造 

①階 数：01 地上  3  階、02 地下  －   階 

②延べ床面積：01  4,769 ㎡ 

③敷地面積：01  3,292 ㎡ 

（５）福祉避難所指定
状況 01 指定あり    02 指定なし 

（６）BCP（事業継続
計画）の策定状況 01 策定している  02 策定していない 

（７）定員数・利用数 

①定 員 数：  80  名 （※短期入所生活介護分（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）は除く。）    

②利用者数：  78  名  （令和 2年 1月 1日時点） 

③-1.「②利用者数」のうち、医療的配慮が必要な利用者※数： 

      0 名（実人数） 

 ※「医療的配慮が必要な利用者」とは：人工呼吸器、酸素療法（在宅酸素、
酸素吸入）、吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引を必要とする者 

③-2.「③-1.医療的配慮が必要な利用者数」の内訳 
 （1人の人が複数の選択肢に該当する場合、あてはまるものすべてに人数を計上） 

 01 人工呼吸器      名 
 02 酸素療法（在宅酸素、酸素吸入）       名  
 03 吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引     名 
 04 その他（                     ）     名 

（８）施設の立地状況 

01 浸水想定区域（洪水浸水想定区域／高潮浸水想定区域等）         
02 土砂災害警戒区域等（土砂災害警戒区域／土砂災害危険個所等）           
03 津波災害警戒区域 
04 その他（                           ） 
05 上記いずれにも該当しない 
06 不明 
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２．導入している非常用自家発電設備及び給水設備の概要 

 

（１）導入している非常用自家発電設備の概要 

 

 １）導入している非常用自家発電設備の概要：ディーゼルエンジン型発電機（1台） 

導入している非常用自家発電設備の概要 

 ディーゼルエンジン型発電機 

ア.整備台数 ・合計 1 台 

イ.燃料の種類 ・軽油 

ウ.非常用自家発電設備の規格（定
格出力） 

・50 kVA（50KH／60KH） 

エ.非常用自家発電設備の燃料タン
ク等の容量 

・発電機内に 420L 

オ.非常用自家発電設備の設置場所 ・屋内（地上階）（1 階ピロティ） 

カ.非常用自家発電設備の燃料の備
蓄・調達方法 

・自施設・事業所で燃料を保管・調達 

キ.非常用自家発電設備のメンテナ
ンス方法 

・事業者とﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約を締結している （頻度 6 回／年） 

ク.非常用自家発電設備導入時の補
助金活用状況 

・活用していない 

 

 ２）導入経緯 

 【可搬式（ポータブル型）発電機でできることの限界の実感】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３）（想定）用途 

 

 

 

 

 

 

  

・ 当施設設計時、消防用の自家発電設備とは別に非常用自家発電設備の整備は念頭になく、

可搬式発電機を用意しておけば大丈夫だろうと考えていた。 

・ だが、胆振東部地震により停電になった（被災施設所在地の震度：5 弱）。停電した法人内

の別施設（特別養護老人ホーム厚別栄和荘（本報告書 p.55））に応援に行った際、可搬式発

電機に、職員の携帯電話を何台もつないで充電しているのを見て、可搬式発電機でできるこ

とには限りがあると感じ、急きょ、当施設でも非常用自家発電設備を導入するために設計変

更した。 

 

・ 福祉避難所スペースの照明、コンセント、トイレ 

・ 厨房の照明、コンセント、冷蔵庫、冷凍庫、空気ファン 

・ ユニット内の照明、トイレ、温泉ボイラーのコンセント 

・ 非常用自家発電機作動時に用いる換気扇 

・ GHP（ガスヒートポンプエアコン）室内機＋屋上の室外機。  

※入所者個室のパネルヒーターまではまわせない。 
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 ４）非常用自家発電設備の導入、活用にあたってのポイント 

 【燃料の入手しやすさ、燃料の備蓄しやすさ】 

 

 

 

 

 

 

 

 【燃料の取り出しやすさ】 

 

 

 

 【運転費用】 

 

 

 

 

 

（２）当該施設の給水方式と導入している「受水槽」の概要  

 

 

（３）導入している非常用自家発電設備及び給水設備の活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 非常用自家発電設備導入後、停電の経験がなく、活用していない。 

       

・ 燃料を軽油にしたのは、燃料を車や除雪車に転用できるため。ガスは配管をつなぐ必要が

ある、また、寒さでガス管が破裂する可能性があるとのことである。 

・ 業者からは、冬季用の燃料を調達するように言われている。冬に夏季用の燃料を用いるこ

とで生じる凍結防止のためとのこと。しかし、夏に冬季用の軽油は販売しておらず、調達が

難しい。点検（1 回/1、2 か月）のたびに冬に向けて減っていくことから、非常時に、実際に

設備を稼働させた際、十分な稼働時間を確保できるかという心配がある。 

・ 非常用自家発電設備をピロティに設置しているが、冬になるとピロティは寒いため、バッ

テリー上がり防止のために暖房をつけておくように、業者から言われている。しかし、その

経費は予算に計上しておらず、運転費用がかかることと、屋内とはいえピロティ内であり、

管理上目が届かない等の課題がある。 

・ 水道直結式のため、受水槽の整備なし。 

・ 軽油を車や除雪車に転用するため、設備導入時、設備の燃料タンク下から軽油を取り出せ

るようにしてもらった。 

写真：ヒアリング調査協力施設・事業所から提供 
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１－１－２－２．特別養護老人ホーム○○（施設名非掲載）  

 

１．施設・事業所の概要 

（１）施設・事業所種
別 特別養護老人ホーム（広域型） 

（２）施設・事業所所
在地 千葉県 

（３）開設年月 （西暦）2011 年 10 月 

（４）建物の構造 

①階 数：01 地上  6  階、02 地下  －  階 

②延べ床面積：01 約 5,000 ㎡ 

③敷地面積：01 約3,000㎡ 

（５）福祉避難所指定
状況 01 指定あり    02 指定なし 

（６）BCP（事業継続
計画）の策定状況 01 策定している  02 策定していない 

（７）定員数・利用数 

①定 員 数：  90  名 （※短期入所生活介護分（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）は除く。）    

②利用者数：  90  名  （令和 2年 1月 1日時点） 

③-1.「②利用者数」のうち、医療的配慮が必要な利用者※数： 

      9 名（実人数） 

 ※「医療的配慮が必要な利用者」とは：人工呼吸器、酸素療法（在宅酸素、
酸素吸入）、吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引を必要とする者 

③-2.「③-1.医療的配慮が必要な利用者数」の内訳 
 （1人の人が複数の選択肢に該当する場合、あてはまるものすべてに人数を計上） 
 01 人工呼吸器      名 
 02 酸素療法（在宅酸素、酸素吸入）     9 名  
 03 吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引     名 
 04 その他（                    ）     名 

（８）施設の立地状況 

01 浸水想定区域（洪水浸水想定区域／高潮浸水想定区域等）         
02 土砂災害警戒区域等（土砂災害警戒区域／土砂災害危険個所等）           
03 津波災害警戒区域 
04 その他（                          ） 
05 上記いずれにも該当しない 
06 不明 
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２．導入している非常用自家発電設備及び給水設備の概要 

 

（１）導入している非常用自家発電設備の概要 

 

 １）導入している非常用自家発電設備の概要：可搬式（ポータブル型）発電機（2台） 

導入している非常用自家発電設備の概要 

 可搬式（ポータブル型）発電機 

ア.整備台数 ・合計     2  台 

イ.燃料の種類 ・ガスボンベ 

ウ.非常用自家発電設備の規格（定
格出力） 

・900 VA（50KH／60KH） 

エ.非常用自家発電設備の燃料タン
ク等の容量 

・1 ℓ 

オ.非常用自家発電設備の設置場所 ・屋外(敷地内) 

カ.非常用自家発電設備の燃料の備
蓄・調達方法 

・自施設・事業所で燃料を保管・調達 

キ.非常用自家発電設備のメンテナ
ンス方法 

・自施設・事業所で担当者を配置し、不定期に自主点検を行って

いる 

ク.非常用自家発電設備導入時の補
助金活用状況 

・活用していない 

 

 ２）導入経緯 

 【施設立地上の制約の問題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３）（想定）用途 

 

 

 

 

 

  

・ 延床面積 5,000 ㎡を超える規模の施設では、大型の非常用自家発電設備を導入して災害時

に備える必要性があることを認識している。しかし、集合住宅団地内に施設があることから、

一団地認定※において建築の認定がおりなかったために非常用自家発電設備を導入できず、停

電時に最低限の電力を確保するために、可搬式（ポータブル型）発電機を導入することとし

た。 

※一団地認定：一団地建築物設計制度（法第８６条第１項）は、特例的に複数建築物を同一敷地内にあるものとみなし

て建築規制を適用する制度。特定行政庁が、その位置及び構造が安全上、防火上、衛生上支障がないと認める建築物

については、接道義務、容積率制限、建ぺい率制限、日影規制等が、同一敷地内にあるものとみなして適用される。

（東京都都市整備局 HP 参照） 

 

・ 在宅酸素などの医療機器。 

・ パソコン 1 台（日々のサービス提供記録） 

・ 通信（電話） 

写真：本田技研工業株式会社ホームページ 
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（２）当該施設の給水方式と「給水設備」の概要 

 

 １）当該施設の給水方式と「給水設備」の概要 

当該施設の給水方式と「給水設備」の概要 

  

ア.給水方式 ・貯水槽式（水道水） 

イ.整備台数 ・合計  1  台 

ウ . 給水設備（受水槽、高架水槽
等）のタンク容量 

・3 kl.（総量） 

エ . 給水設備（受水槽、高架水槽
等）の設置場所 

・屋外（敷地内） 

オ 当該貯水槽（受水槽・高置水槽）
のメンテナンス方法 

・事業者とﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約を締結している （頻度 2 回／年） 

カ. 停電や水道の断水時に想定して
いる対応 

・給水設備（受水槽、高架水槽等）から直接水を取り出す 

 

 ２）導入経緯 

 

 

 

 

 

 ３）「受水槽」の導入、活用にあたってのポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．導入している非常用自家発電設備及び給水設備の活用状況 

 

 

 

  

・ 災害用の水の確保という意味では、飲料水用のペットボトルの備蓄とは別に、飲料用、生

活用水すべてを含めて受水槽を想定している。そのため、当施設の設計段階で、入所者数か

ら必要となる水の量を算出するが、災害時も想定して、余裕をもってできるだけ容量の大き

いものを整備しようと考えた。 

・ 非常用自家発電設備（可搬式（ポータブル型）発電機）：令和元年房総半島台風（2019 年

台風 15 号）で同グループに属する社会福祉法人の千葉県南部にある特別養護老人ホームが被

災して停電になったため、当施設から持ち込んだ。 

・ 受水槽：通常使用している。 

・ 受水槽の導入にあたっては、通常使用するにあたり、施設全体で用いる 1 日あたりの水の

量のうち、給水方式によって水道水でどのくらいまかなえるかを計算する必要がある（入浴

時に必要となる水の量、トイレの種類によって必要となる水の量等）。利用する（している）

設備・機器によっても、必要とする水量が異なることに加え、時期によっても使用する水量

が異なる等、非常に労力のいる計算をする必要がある。 

・ 災害時の水の確保という面で、受水槽に取水栓をつけて、停電時に水を取り出せるように

している。 
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４．その他 

 【停電時の想定対応】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【令和元年房総半島台風（2019年台風15号）による被害施設の経験をもとにした、法人として

の災害への備えの強化】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 可搬型蓄電システムも導入しており、年 1 回の電気設備点検による停電（約 2 時間）時に

は、実際の停電時も想定してこの設備を使用している。トイレの水が流せない、エレベータ

ーを動かせないといった状況でどうしのぐかを、利用者、職員が意識する機会となっている。

例えば、トイレの電気が暗くなるのでランタンを置いたり、期限の切れた備蓄用ペットボト

ルの水でトイレを流したり、備品の期限を確認したりなど、定期的に災害時に備えた対応や

備品内容の見直しをする機会としている。 

・ また、当施設の 1 階はオール電化のため、各ユニットにカセットコンロとボンベも置き、

停電時にどのように食事を提供するかを想定している。 

・ 同グループに属する社会福祉法人の千葉県南部にある特別養護老人ホームが、令和元年房

総半島台風（2019 年台風 15 号）で被災した。法人としてすぐに応援に向かったが、さまざ

まな物が不足するなど、困難な事態に直面する経験をした。その教訓をもとに、法人として、

災害への備えを強化するようにした。 

・ 当施設で準備して現地に持ち込んだものは、以下である。 

 －可搬式（ポータブル型）発電機 2 台 

 －ランタン（停電により、照明が利用できなくなった）。 

 －大量の氷、冷却シート（停電により、空調、冷蔵庫、冷凍庫が利用できなくなった） 

 －職員の食事 

 －ガソリンがなかったため、現地の職員が車で買い出しに行けなかった。 

・ また、最も困ったこととしては、電話もメールも不通になり、情報収集ができなかったこ

と。電話は先方からかけられるが、受けられなくなった。そのため、こちらも、被災施設の

職員も、電波のつながる場所まで移動してやりとりをした。 

・ 法人として被災施設の状況を把握するために情報収集するように指示が出されたため、情

報を一本化させて対応した。被災施設の情報も、人員や物資を提供できる施設の情報も、法

人内の誰に情報を集約させるということをルール化している。 
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５．（「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」等の活用を検討されている場合）補助金の活

用意向及び課題 

【既存施設に「非常用自家発電設備」、「給水設備」を導入することの困難さ（制度面等）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【補助金に関する情報入手の難しさ】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 補助金に関する情報は、すべて自分たちで収集している。毎年、どのような補助金に申請

できるか自分たちで調べて、応募できそうなものに応募するというやり方である。 

・ 当法人ではそのような方法で補助金を活用してるが、せっかくの補助金を知らなかったり、

うまく活用できていない法人や施設・事業所もあるのではないか。 

・ 当施設では、建設途中で大型、設置型の非常用自家発電設備の導入を検討したが、団地内

に立地しており一団地認定を得る必要があるが、建築確認申請が下りずに導入を断念した。 

・ 法人内で、新規に開設する施設では、ディーゼルエンジン型の非常用自家発電設備を導入

した（燃料：軽油）。用途としては、以下のとおり。新設施設において設計段階から設備導入

を想定することはできるが、既存施設に追加導入するためには配線工事の検討も必要となり、

労力面・費用面等でかなりハードルが高いのではないか。 

 －各ユニットへの非常用コンセント（在宅酸素、医療機器、パソコンへの接続） 

 －エレベーター1 台の稼働 

 －厨房の冷蔵庫、冷凍庫 

・ 受水槽についても同様。受水槽を導入するには、施設・事業所の給水方式の変更、つまり

は配管工事の変更が必要になる。それは、建て替えか新設の場合でないと難しい。 
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１－１－２－３．養護老人ホーム ひかり隣保館 

 

１．施設・事業所の概要 

（１）施設・事業所種
別 養護老人ホーム 

（２）施設・事業所所
在地 千葉県柏市 

（３）開設年月 （西暦）1950 年 11 月 

（４）建物の構造 

①階 数：01 地上  2  階、02 地下    階 

②延べ床面積：01  2,476.39 ㎡ 

③敷地面積：01 17,184.81㎡(法人全体) 

（５）福祉避難所指定
状況 01 指定あり    02 指定なし 

（６）BCP（事業継続
計画）の策定状況 01 策定している  02 策定していない 

（７）定員数・利用数 

①定 員 数：  70 名 （※短期入所生活介護分（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）は除く。）    

②利用者数：  64 名  （令和 2年 1月 1日時点） 

③-1.「②利用者数」のうち、医療的配慮が必要な利用者※数： 

      0 名（実人数） 

 ※「医療的配慮が必要な利用者」とは：人工呼吸器、酸素療法（在宅酸素、
酸素吸入）、吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引を必要とする者 

③-2.「③-1.医療的配慮が必要な利用者数」の内訳 
 （1人の人が複数の選択肢に該当する場合、あてはまるものすべてに人数を計上） 
 01 人工呼吸器      名 
 02 酸素療法（在宅酸素、酸素吸入）       名  
 03 吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引      名 
 04 その他（                    ）     名 

（８）施設の立地状況 

01 浸水想定区域（洪水浸水想定区域／高潮浸水想定区域等）         
02 土砂災害警戒区域等（土砂災害警戒区域／土砂災害危険個所等）           
03 津波災害警戒区域 
04 その他（                          ） 
05 上記いずれにも該当しない 
06 不明 

 ※併設施設として特養（定員 80 名）がある。非常用自家発電設備、給水設備（受水槽、地下水給水設備）の活

用は、同施設と共同で考えている。 
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２．導入している非常用自家発電設備及び給水設備の概要 

 

（１）導入している非常用自家発電設備の概要 

 

 １）導入している非常用自家発電設」の概要： 

  ディーゼルエンジン型発電機（1台）（停電時における地下水給水設備への稼働のみ。） 

導入している非常用自家発電設備の概要 

 
ディーゼルエンジン型発電機 

（停電時における地下水給水設備への稼働のみ。） 

ア.整備台数 ・合計 1 台 

イ.燃料の種類 ・軽油 

ウ.非常用自家発電設備の規格（定
格出力） 

・80 kVA（50KH／60KH） 

エ.非常用自家発電設備の燃料タン
ク等の容量 

・300 ℓ 

オ.非常用自家発電設備の設置場所 ・屋外（敷地内） 

カ.非常用自家発電設備の燃料の備
蓄・調達方法 

・自施設・事業所で燃料を保管・調達 

キ.非常用自家発電設備のメンテナ
ンス方法 

・事業者とﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約を締結している （頻度 12 回／年） 

ク.非常用自家発電設備導入時の補
助金活用状況 

・活用していない 

 

 ２）導入経緯、想定用途等 

 

 

 

 ３）非常用自家発電設備の導入、活用にあたってのポイント 

 【燃料の入手しやすさ、燃料備蓄・設備への給油】 

 

 

 

 

 

 

 

 【騒音対策の必要性】 

 

 

 

  

・ 停電時における地下水給水設備の稼働用として活用している（「地下水汲み上げ」、養護と

特養への「加圧給水ポンプ」の稼働）。 

・ 燃料を軽油にしたのは、軽油は枯渇せず、補給を受けやすいこと。実際、東日本大震災時

に、ガソリンスタンドでも軽油は枯渇しなかったと、業者に聞いている。 

・ また、軽油は約 6 か月間の保管が可能なこと。しかし、だんだん劣化する。そのため、非

常用自家発電設備に補給して使う必要がある。当施設の非常用自家発電設備は屋外にあるが、

燃料は水道ポンプがある屋内に置いている。そのため、大きいポンプでポリタンクに移して、

補給してということをバケツリレーのように繰り返し往復しており、災害時を想定すると、

設備への給油面も想定した置き場所の検討が重要だと思う。 

・ 当施設では、台風 15 号、19 号ともに直接的な被害はなかったため、非常用自家発電設備

を稼働させることはなかったが、80KVA と規格が大きく、音も大きい。そのため、台風接近

の予報の段階で、目の前の民家に、夜中に稼働させるかもしれないと断りに行った。普段か

らお付き合いのある方々なので了解いただけたが、やはり設備稼働時の稼働音は大きい。 
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（２）当該施設の給水方式と「給水設備」の概要 

 

 １）当該施設の給水方式と「給水設備」の概要： 

受水槽（養護と特養で各 1台）、地下水給水設備※1台 

当該施設の給水方式と「給水設備」の概要 

 受水槽 地下水給水設備※ 

ア.給水方式 ・貯水槽式（水道水、地下水） 

イ.整備台数 ・合計 2 台（養護、特養で 1台） ・1 台 

ウ . 給水設備（受水槽、高架水槽
等）のタンク容量 

38.4 kl.（総量）（＝養護 14.4 kl.、

特養 24 kl.） 
－ 

エ . 給水設備（受水槽、高架水槽
等）の設置場所 

・屋外（敷地内） 
・屋外（敷地内）（受水槽

の近く） 

オ 当該貯水槽（受水槽・高置水槽）
のメンテナンス方法 

・事業者とﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約を締結している （頻度 12 回／年） 

カ. 停電や水道の断水時に想定して
いる対応 

・非常用自家発電設備を用いて稼働できるため、停電時でも問題

なく稼働できる。 

  ※地下水給水設備：地下水と水道水を受水槽内で混合させて、飲料化処理をする設備。 

 

 ２）導入経緯 

 【東日本大震災以降の事業継続の必要性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【自治体からの同意】 

 

 

 

 

  

・ 2012 年、東日本大震災後、当施設は東日本大震災では直接的な被害は受けなかったものの、

どうやって事業活動を継続していくかが、法人としても、社会福祉の業界としても、重要な

検討事項となった時期でもあった。 

・ そんな折、地下水給水設備を扱う会社から営業を受け、当地域の地下水源の水質成分が良

いことや、すでに当地域の病院では飲用水の処理ができる井戸を備えているが、福祉施設は

これから整備するという説明を受けた。 

・ 現在、養護の定員が 70 名、特養が増床して 80 名（地下水当システム導入の検討当時、特

養の定員は 56 名）。加えて、特養の場合はデイサービスやショートステイも運営しているた

め、職員も加えると、災害発生時に、総勢 300 名弱の人数の水を確保する必要があることに

なる。 

・ 東日本大震災時の計画停電も踏まえて、停電時の稼働状況を不安視する意見もあり、非常

用自家発電設備の設置、併設が可能なのかを業者に確認したところ、病院での導入実績があ

ることや、適切なサイズの非常用自家発電設備を導入することで解決するという説明がなさ

れ、理事会での承認も得られることとなった。 

・ 自治体の所管部署にも地下水給水設備の導入を検討していると伝えたところ、東日本大震

災のような大規模災害が発生した場合、優先順位として、まずは市内に給水所を開設するこ

とが第一となるため、自分の施設・事業所で事業継続を検討してもらえることは、自治体と

しても心強い話であると賛同を得ることができた。 
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 ３）「地下水給水設備」の導入、活用にあたってのポイント 

 【短期的、中長期的な費用削減】 

 

 

 

 

 

 

４．導入している非常用自家発電設備及び給水設備の活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 非常用自家発電設備：導入後、停電や断水の経験がなく、非常用自家発電設備を用いての

地下水給水設備の稼働経験がない。 

・ 地下水給水設備：通常使用している。 

       

・ 地下水給水設備と非常用自家発電設備の両方を導入する必要があるため、初期費用の負担

は大きい。そのため、一定程度以上の施設規模である必要があると思う。 

・ 地下水給水設備を用いて、水道水と地下水の混合割合を、地下水の割合が多くなるように

したことで、水道の使用量を削減できることになった。そのため、短期的、中長期的にみて

も、水道料金の削減効果は大きい。費用は、養護老人ホームと特養で半々ずつ負担している。 

写真：ヒアリング調査協力施設・事業所から提供 



 

91 

 

１－１－２－４．特別養護老人ホーム 白十字ホーム 

 

１．施設・事業所の概要 

（１）施設・事業所種
別 特別養護老人ホーム（広域型） 

（２）施設・事業所所
在地 東京都東村山市 

（３）開設年月 （西暦）1967 年 6 月（1985年：2号館増築、2000年：新1号館増築） 

（４）建物の構造 

①階 数：01 地上  3  階、02 地下  1  階 

②延べ床面積：01 8457.66 ㎡ 

③敷地面積：01 8862.93㎡ 

（５）福祉避難所指定
状況 01 指定あり    02 指定なし 

（６）BCP（事業継続
計画）の策定状況 01 策定している  02 策定していない 

（７）定員数・利用数 

①定 員 数：  170 名 （※短期入所生活介護分（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）は除く。）    

②利用者数：  170 名  （令和 2年 1月 1日時点） 

③-1.「②利用者数」のうち、医療的配慮が必要な利用者※数： 

      18 名（実人数） 

 ※「医療的配慮が必要な利用者」とは：人工呼吸器、酸素療法（在宅酸素、
酸素吸入）、吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引を必要とする者 

③-2.「③-1.医療的配慮が必要な利用者数」の内訳 
 （1人の人が複数の選択肢に該当する場合、あてはまるものすべてに人数を計上） 
 01 人工呼吸器     0 名 
 02 酸素療法（在宅酸素、酸素吸入）     1  名  
 03 吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引   13  名 
 04 その他（                    ）     名 

（８）施設の立地状況 

01 浸水想定区域（洪水浸水想定区域／高潮浸水想定区域等）         
02 土砂災害警戒区域等（土砂災害警戒区域／土砂災害危険個所等）           
03 津波災害警戒区域 
04 その他（                          ） 
05 上記いずれにも該当しない 
06 不明 
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２．導入している非常用自家発電設備及び「給水設備」の概要 

（１）導入している非常用自家発電設備の概要 

 １）導入している非常用自家発電設備の概要：ディーゼルエンジン型発電機（合計 2台） 

導入している非常用自家発電設備の概要 

 

ディーゼルエンジン型発電機 
（防災用・保安用共用）  

ディーゼルエンジン型発電機 
（痰吸引機の充電用） 

ア.整備台数 ・1 台 ・1 台 

イ.燃料の種類 ・軽油 ・軽油 

ウ .非常用自家発電設備の規
格（定格出力） 

・95 kVA（50KH／60KH） ・5 kVA（50KH／60KH） 

エ .非常用自家発電設備の燃
料タンク等の容量 

・310L 

（屋外 111L（防災用・保安用共用 75L+＋痰吸引機の充電用 36L）＋屋

内備蓄 199L) 

オ .非常用自家発電設備の設
置場所 

・屋上 ・屋上 

カ.非常用自家発電設備の燃料
の備蓄・調達方法 

・自施設・事業所で燃料を保管・調達 

キ.非常用自家発電設備のメン
テナンス方法 

・自施設・事業所で担当者を配置し、定期的に自主点検を行っている

（12 回／年） 

・事業者とﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約を締結している （頻度 6 回／年） 

ク.非常用自家発電設備導入時
の補助金活用状況 

（施設設立時から整備している

施設のため、不明） 
・活用した 

   写真：ヒアリング調査協力施設・事業所から提供 

 

 ２）導入経緯 

 ①ディーゼルエンジン型発電機（防災用・保安用共用） 

 

 

 

 ②ディーゼルエンジン型発電機（痰吸引機の充電用） 

 【停電時における医療機器利用目的とした補助金の活用】 

 

 

 

  

・ もともと当施設では、消防用設備（スプリンクラーポンプ）への電力供給を目的に、施設

開設時からディーゼルエンジン型発電機（95kVA）の非常用自家発電設備を導入している。 

・ 2011 年の東日本大震災後、国から、人工呼吸器や酸素療法、喀痰吸引を必要とする入所者

がいる施設に対する補助金※7が整備された。当施設にも喀痰吸引を必要とされる利用者が 10

名程度いるので、当補助金に応募した。 
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 【もともと活用していた非常用自家発電設備の燃料の活用】 

 

 

 

 

 ３）（想定）用途 

 ①ディーゼルエンジン型発電機（防災用・保安用共用）  

 

 

 

 

 ②ディーゼルエンジン型発電機（痰吸引機の充電用） 

 

 

 

 

 

 

 

 ４）非常用自家発電設備の導入、活用にあたってのポイント 

 【「想定用途の検討」とともに「省エネ機器への変更と合わせた非常用自家発電設備の検討」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※7：「介護老人保健施設等における電力確保対策」（平成23年度補正予算で整備された補助金。目的：東日本大震
災以降の計画停電等により生命をおびやかす事態が想定されることから、非常用自家発電装置を設置すること
により、介護施設に入所する人工呼吸器等の機器が必要な者の生命及び健康の保持に資することを目的とする。
補助単価 900万円 補助率1/2）。厚生労働省第3回災害医療等のあり方に関する検討会, 2011年9月30日,「資料1 
東日本大震災への対応【介護保険・高齢者福祉関係】」（p.11）より文意を変えない程度に要約。  

・ もともと当施設では、施設開設時からディーゼルエンジン型発電機（95kVA）の非常用自家

発電設備を導入していた。その燃料が軽油だったため、同じ燃料を用いるディーゼルエンジ

ン型発電機を選定した。 

・ スプリンクラーポンプ 

・ 加圧給水ポンプ、地下水排水ポンプ 

・ エレベーター（1 台、厨房用） 

・ 痰吸引機の充電（主目的） 

・ 主目的に活用した残りを以下に振り分けて活用。 

 －ナースコールの電源 

 －電話交換機の電源（電話交換機に送電することで内線を活用できることになった。） 

 －冷蔵庫（最小限） 

 －非常用コンセント 

・ 当施設における現在の非常用自家発電設備は 2 台。1 台は防災用・保安用共用（スプリン

クラーポンプへの供給が主目的）。もう 1 台は痰吸引機の充電用を目的としたもの。前者の電

力容量はまだ他にも活用できるくらい十分にあるのだが、消防設備への供給が主目的のため、

そう簡単に他の目的に活用できないという制約がある。 

・ その前提をふまえて、当施設における災害面での課題を考えると、利用者が生活を継続す

るのに必要な電源の確保が不十分ということになる。そのため、今後の目標として、災害時

でも最低限の空調設備や照明、非常用コンセントに給電して、利用者が多少不自由でも生活

を継続できるレベルの非常用自家発電設備の導入を検討している。 

・ 災害時でも利用したい設備は空調とエレベーターであり、電気を多く必要とする。しかし、

エアコンは老朽化が進んでおり、それを稼働させるだけの非常用自家発電設備を導入すると

なると、規格も燃料も多く必要となる。 

・ そのため、既存施設に非常用自家発電設備の導入を検討するにあたっては「（今活用してい

る設備・機器の活用を前提とした）想定用途の検討」とともに「省エネ機器への変更と合わ

せた非常用自家発電設備の検討」も重要と考えている。 
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 【燃料の検討（劣化しない、貯蔵の容易さ、もともと活用している機器・設備への活用）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）当該施設の給水方式と「給水設備」の概要 

 １）当該施設の給水方式と「給水設備」の概要：地上受水槽、高架水槽（各 1台） 

当該施設の給水方式と「給水設備」の概要 

 

地上受水槽 高架水槽 

ア.給水方式 ・貯水槽式（井戸水） 

イ.整備台数 ・1 台 ・1 台 

ウ . 給水設備（受水槽、高架水槽
等）のタンク容量 

49 kl.（総量）（=37 kl.+12 kl.） 

エ . 給水設備（受水槽、高架水槽
等）の設置場所 

・屋外（敷地内） ・2 号館屋上 

オ 当該貯水槽（受水槽・高置水槽）
のメンテナンス方法 

・事業者とﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約を締結している （頻度 1 回／年） 

カ. 停電や水道の断水時に想定して
いる対応 

・給水設備（受水槽、高架水槽等）から直接水を取り出す 

・自施設・事業所内の井戸水や沢水等を活用 

写真：ヒアリング調査協力施設・事業所から提供 

 ２）導入経緯 

 

 

 

  

・ この一帯が井戸水を活用している地域である。そのため、当施設でも専用のポンプで井戸

水を汲みあげ、専用のろ過器でろ過して、飲料水、生活用水として用いている。 

・ もともとどちらの受水槽も、建物設立時から導入しているものである。2 号館設立後、地

上受水槽と高架水槽の配水管をつなげ、安定して高架水槽に水を供給できるよう、一度、地

上受水槽で十分に水を貯めてから、高架水槽に水を送っている。 

・ 当施設では、開設当初から導入している非常用自家発電設備の燃料が軽油のため、痰吸引

機の充電用の非常用自家発電設備の導入にあたっても、自動的に軽油燃料を活用できる設備

を選択した。 

・ しかし、東日本大震災以降、災害を想定して燃料の備蓄を増やそうとタンクを大きくしよ

うとすると、法令や条例との兼ね合いが生じ、難しい。また、軽油は劣化する。転用する方

法がなく、使用目的が限られる燃料を今以上備蓄するのは得策ではないと考えている。 

・ 燃料をベースとした非常用自家発電設備の検討にあたっては、以下が重要だと考えている。 

 －燃料が劣化しないこと 

 －貯蔵が容易 

 －もともと用いている機器・設備に転用できること。当施設では、通常業務で、洗濯機の

乾燥機能に LP ガスを用いているので、LP ガスを燃料とすると設備を選択すれば、燃料

を無駄にしなくてよいと考えている。 
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 ３）「受水槽」の導入、活用にあたってのポイント 

 【非常用自家発電設備への接続】 

 

 

 

 

 

 

 【井戸水活用による節約効果と機械への影響】 

 

 

 

 

 

 【複数の水源確保の必要性】 

 

 

 

 

 

３．導入している非常用自家発電設備及び給水設備の活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．（「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」等の活用を検討されている場合）補助金の活

用意向及び課題 

 

 

 

 

 

 

  

・ 非常用自家発電設備 

 －ディーゼルエンジン型発電機（防災用・保安用共用）：停電時以外での活用はしていない（停

電時のみ、スプリンクラーポンプへの給電の他に、地上受水槽からの水を送る加圧給水ポ

ンプへの給電もする）。 

 －ディーゼルエンジン型発電機（痰吸引機の充電用）：大きな災害は未経験のため、通常の小

規模な停電時以外での活用はしていない。 

・ 給水設備：通常使用している。 

       

・ 地上受水槽の加圧給水ポンプは、ディーゼルエンジン型発電機（防災用・保安用共用）を

停電時の電源としている。そのため、災害時でも防災用の発電機が動いていれば、4 階まで

水を給水できる（給電が止まった場合も、重力で 3階までは水を上げられる）。 

・ 一方、高架水槽の揚水ポンプは非常用自家発電設備と接続させていないため、中に入って

いる 12 kl.を使い切ってしまったら、2号館は高架水槽からの水の給水はできなくなる。 

・ 井戸水をろ過する専用ろ過器の交換時、一時的に上水道に切り替えたのだが、1日約 10万

円かかった。それを考えると、日常的な井戸水の活用は節約効果につながっているといえる。 

・ 一方、地下水は硬度成分（カルシウムやナトリウム等）が多い。体には良い成分なのだが、

飲料水とするためには設備への負担が大きい成分でもある。 

・ 井戸水に菌が発生し、1、2日飲料禁止になったことがあった。その際、備蓄用のペットボ

トルを飲用、生活用水どちらにも用いたのだが、圧倒的に生活用水の消費量が多い。このと

きに、ペットボトルも大量に消費した。そのため、受水槽を整備したとしても、複数の水源

を確保することが重要だと思う。 

・ 一方、地下水は硬度成分（カルシウムやナトリウム等）が多い。体にはよい成分なのだが、

飲料水とするためには設備への負担が大きい成分でもある。 

・ 当施設における災害面での今後の目標は、利用者が多少不自由でも生活を継続するのに必

要な電源を確保すること。それに対応できる非常用自家発電設備の導入ということになる。

近年の自然災害をみていると、災害の種類も多様になっていることに加え、地域による被害

状況の違いも大きいと感じている。地図でみれば近い場所なのに、被害の大きさやライフラ

インの復旧までにかかる時間は大きく異なっている。そうすると、施設・事業所の規模に関

わらず、自分の施設・事業所で少なくとも 3日間は事業継続できるように備える必要がある。 

・ 施設・事業所の規模に関わらず、非常用自家発電設備の導入には多額の資金が必要となる

ため、補助金の活用の検討は有効策だと考えている。 
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１－１－２－５．地域密着型特別養護老人ホーム クレール高森 

 

１．施設・事業所の概要 

（１）施設・事業所種
別 特別養護老人ホーム（地域密着型） 

（２）施設・事業所所
在地 和歌山県新宮市 

（３）開設年月 （西暦）2014 年 7 月 

（４）建物の構造 

①階 数：01 地上   2 階、02 地下   1 階 

②延べ床面積：01  2,274.09 ㎡ 

③敷地面積：01  2,998.23 ㎡ 

（５）福祉避難所指定
状況 01 指定あり    02 指定なし 

（６）BCP（事業継続
計画）の策定状況 01 策定している  02 策定していない 

（７）定員数・利用数 

①定 員 数：  29 名 （※短期入所生活介護分（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）は除く。）    

②利用者数：  29 名  （令和 2年 1月 1日時点） 

③-1.「②利用者数」のうち、医療的配慮が必要な利用者※数： 

      1 名（実人数） 

 ※「医療的配慮が必要な利用者」とは：人工呼吸器、酸素療法（在宅酸素、
酸素吸入）、吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引を必要とする者 

③-2.「③-1.医療的配慮が必要な利用者数」の内訳 
 （1人の人が複数の選択肢に該当する場合、あてはまるものすべてに人数を計上） 

 01 人工呼吸器      名 
 02 酸素療法（在宅酸素、酸素吸入）     1  名  
 03 吸入（酸素吸入を除く）・喀痰吸引     名 
 04 その他（                     ）     名 

（８）施設の立地状況 

01 浸水想定区域（洪水浸水想定区域／高潮浸水想定区域等）         
02 土砂災害警戒区域等（土砂災害警戒区域／土砂災害危険個所等）           
03 津波災害警戒区域 
04 その他（                           ） 
05 上記いずれにも該当しない 
06 不明 

 ※他に、以下のサービスを実施している。災害時には以下の施設・事業所の利用者・職員（総勢約 190 名）が避

難してくることを想定している。 

 －当地域密着型特養（29 名、短期入所 10 名） 

 －併設施設：特別養護老人ホーム（広域型 100 名、短期入所定員 10 名)、デイサービスセンター(約 40 名) 
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２．導入している非常用自家発電設備及び給水設備の概要 

 

（１）導入している非常用自家発電設備の概要 

 

 １）導入している非常用自家発電設備の概要：ディーゼルエンジン型発電機（1台） 

導入している非常用自家発電設備の概要 

 ディーゼルエンジン型発電機 

ア.整備台数 ・合計 1 台 

イ.燃料の種類 ・灯油 

ウ .非常用自家発電設備の規
格（定格出力） 

・280 kVA（50KH／60KH） 

エ .非常用自家発電設備の燃
料タンク等の容量 

・5,500 ℓ 

オ .非常用自家発電設備の設
置場所 

・屋上 

カ.非常用自家発電設備の燃料
の備蓄・調達方法 

・自施設・事業所で燃料を保管・調達 

キ.非常用自家発電設備のメン
テナンス方法 

・事業者とﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約を締結している （頻度 6 回／年） 

ク.非常用自家発電設備導入時
の補助金活用状況 

・活用していない 

 

 

 

  

写真：ヒアリング調査協力施設・事業所から提供 
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 ２）導入経緯、想定用途等 

 【災害時におけるケアの継続（長期間にわたって大人数の生活をまかなえる電源の確保）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【想定用途の検討】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【施設で活用している燃料の利用】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 当施設設立（2014 年 7月開所）にあたり、以下の理由から、当施設において非常用自家発

電設備を整備・導入することとした。 

 －停電時に空調や照明を使用できること（東日本大震災時、高齢者が低体温で体調を崩され

たり、亡くなられたという話や、暗闇の中で不穏状態や混乱状態になった認知症高齢者へ

のケア提供に奮闘した職員の話を聞いたことから） 

 －水の確保の重要性（2011 年紀伊半島水害の際、熊野川の氾濫により市の浄水場が故障し、

市内全域が 1 週間から 10 日間ほど断水した経験があり、併設施設の特別養護老人ホーム

（1976 年 2 月開所。定員 100 名。）における断水、水の確保に苦労した経験あり。） 

 －既存施設に、新たに大規模災害を想定した設備や機能を付加することの困難さ 

 －総勢約 190 名の利用者・職員の安全と生活の継続を考える必要性 

  （従来型特養（定員 100 名・ショート 10 名）、デイ（利用者約 40 名）、当地域密着型特養 

  （定員 29 名・ショート 10 名）） 

・ 大規模災害による長期間のライフライン復旧困難を想定しており、最初は太陽光による自

家発電・蓄電の手法を検討した。現段階では、太陽光発電による電力を蓄電することが難し

いということで断念して、大型の自家発電設備を導入した。 

・ 当施設では「災害時におけるケアの継続」を重視したことから、以下の設備・機器に電気

を供給することを考えた。 

 －照明 

 －空調（併設施設利用者、職員が当施設に避難してくることを想定し、ロビー、リビング等、

広い場所の空調を確保） 

 －エレベーター（2 階で寝たきりの利用者を運ぶために稼働できるとよい） 

 －給湯設備（後述） 

 －高架水槽に水を送るポンプの稼働 

 －浄化槽モーター 

・ 当施設では、主な給湯設備に灯油炊きのボイラー給湯器を採用したことから、通常使用の

給湯設備のオイルタンクと、非常用のオイルタンクを兼用することとした。その結果、以下

のことが可能となった。 

 －燃料共用による効率化 

 －燃料の劣化防止 

 －燃料設置スペースの有効活用（燃料タンクは別置きして、3、4 時間連続稼働できることを想定） 

 －燃料設備費の軽減 

・燃料タンクは地下に埋設している。 
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 ３）非常用自家発電設備の導入、活用にあたってのポイント 

 【想定用途、燃料に沿った設備の検討・選定】 

 

 

 

 

 

 

 【設備導入が新設／既存施設・事業所かによる検討】 

 

 

 

 

 

 

（２）当該施設の給水方式と給水設備の概要 

 

 １）当該施設の給水方式と給水設備の概要： 

合計 4台（受水槽 1台、高架水槽 2台、中水システム※1台） 

当該施設の給水方式と給水設備の概要 

 受水槽 高架水槽① 高架水槽② 中水システム 

ア.給水方式 
・貯水槽式（水道水） 

・生活用水は中水システムにて雨水を利用。 

イ.整備台数 ・合計  4  台（受水槽 1台、高架水槽 2 台、中水システム 1 台） 

ウ. 給水設備（受水槽、高架水
槽等）のタンク容量 

・12 kl. ・2 kl. ・2 kl. ・42.7 kl. 

エ. 給水設備（受水槽、高架水
槽等）の設置場所 

・地下 ・屋上 ・屋上 ・地下 

オ 当該貯水槽（受水槽・高置
水槽）のメンテナンス方法 

・事業者とﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約を締結している （頻度 1 回／年） 

カ. 停電や水道の断水時に想
定している対応 

・自施設・事業所内の井戸水や沢水等を活用 

・自施設・事業所でポリタンクを準備し、給水車や近隣から配給してもら

う 

  ※中水システム：雨水や沢水等を活用して、飲用以外の目的の用途（トイレや散水、消火用水等）で水を用

いるための処理をする設備。 

 

  

・ 当施設における非常用自家発電設備の検討・選定の決め手は、①災害時でも照明、空調を

利用できること、②灯油を燃料とすることだった。 

 →灯油を燃料とする非常用自家発電設備のスペックは 2 パターンのみ（130 か 280kVA）だっ

た。 

 →特に空調を稼働させられる規格は 280kVA のものだったため、280kVA の設備導入を決定した。  

・ 当法人でも、併設施設の特別養護老人ホームへの非常用自家発電設備の導入を検討したが、

建物強度、設備そのものや燃料タンクのスペース確保、配線工事の大変さ等を検討した結果、

難しいという結論に達した。これだけの規格、容量の設備を導入できたのは、新設施設だっ

たということもあると認識している。 

写真：ヒアリング調査協力

施設・事業所から提供 
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 ２）導入経緯 

 【受水槽、高架水槽】 

 

 

 

 

 

 【中水システム】 

 

 

 

 

 

 ３）「給水設備」の導入、活用にあたってのポイント 

 

 

 

 

３．導入している非常用自家発電設備及び給水設備の活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 2011 年紀伊半島水害の際に水の確保で苦労した経験から、屋上に受水槽を設置した。断水

した直後から数日間は、市の給水所まで何度も車で往復して水を汲みに行っていた。3 日後

くらいに自衛隊が来て、屋上のタンクに直接注水してもらえるようになってからはだいぶ楽

になった。 

・ 高架水槽の場合、仮に停電でポンプで水を汲み上げることができなくなっても、タンクに

残っている分は自然に下りてきて利用できるというメリットはある。 

・ 災害時に重要なことのひとつとして、衛生面の確保がある。特に、自施設でトイレの水を

まかなえることが安心だと考えた。 

・ また、当施設では各個室にトイレを設置していることから、中水システムの日常利用によ

り、水道水の節約にもなる。 

・ 非常用自家発電設備：設備導入後、紀伊半島水害時のような災害は起きておらず、短時間

の停電が１回あった程度のため、通常の小規模な停電時以外での活用はしていない。 

・ 給水設備：通常使用している。 
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１－２．非常用自家発電設備及び給水設備メーカー 

 

１－２－１．非常用自家発電設設備メーカー 

 

１－２－１－１．ヤンマーエネルギーシステム株式会社 

（１）高齢者施設・事業所への非常用自家発電設備導入、活用にあたっての留意点（非常用自家

発電設備の特徴を含む） 

 ①自家発電設備の分類についての理解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 自家発電設備は設置目的・用途の違いから、常用自家発電設備と非常用自家発電設備に大

別できる。 

・ さらに常用自家発電設備は、次の２つに分けられる。 

  ①工場・事業場等に恒久的に設置される定置式 

  ②建設工事現場等で使用され、設置場所が短期間で変わる移動用のもの 

・ 非常用自家発電設備は、防災負荷の有無により、次の２つに分けられる。  

  ③防災負荷のある防災用：消防法による消防用設備等の非常電源、又は建築基準法による

建築設備の予備電源として設置が義務付けられている非常用自家発電設備のことを指

す。 

  ④防災負荷のない保安用のもの：一般照明、医療機器、コンピュータ等のバックアップ用

電源として設置されるものを指す。 

・ 防災用の発電機は、スプリンクラーや消火栓ポンプへの供給等、火災時の避難用、消火用

として想定されているため、稼働時間は約 2 時間程度、それを見込んだ燃料の量を搭載で

きる大きさのものが主なため、非常用自家発電設備を導入するのであれば、想定用途の検

討が重要になる。 

・ 防災用と一般の非常用自家発電設備を同じ発電機で対応する場合（下図③-ⅱに該当する設

備を導入する場合）、事前に所管の消防署との協議が必要。 

 

自家発電設備の分類 

 

 

ヤンマーエネルギーシステム株式会社からの聞きとりおよび一般社団法人日本内燃力
発電設備協会,2017 年 9 月,「自家発 Q&A18」,『内発協ニュース』をもとに作成。 
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 ②燃料 

 ア．燃料の種類についての理解 

 

 

 

 

 

 イ．燃料の保管方法の検討 

 

 

 

 

 

 

 ウ．燃料の保管場所・スペースの検討 

 

 

 

 

 

 エ．負荷投入率の違いについての理解 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 液体とガス燃料種別による最も大きな違いは、エンジンをかけたときの負荷投入率（負荷

追従のしやすさ）である。ディーゼルとガスを比較した場合、ディーゼルは急変させた負荷

変動にも対応可能で、負荷追従が早い（同じディーゼルエンジンでも大きさにもよる）。一方、

ガスは一度に負荷をかけた場合の追従がディーゼルと比べると低い。 

・ 非常用自家発電設備として一気に負荷がかかることを想定すると、ガスエンジンは不向き

で、液体燃料の方が適切といえる。反対に、商用系統と連携を主とし負荷変動の影響を受け

にくい常用発電機としては、ガスエンジンが適している。 

 

 

・ 現在普及している主な非常用自家発電設備には 2 種類あり、燃料の種類の違いによってデ

ィーゼルエンジン型非常用発電機（液化燃料）と、LP ガス発電機に分けられる。 

・ ディーゼルエンジン型非常用発電機で用いる主な燃料は、軽油、灯油、A 重油がある。メ

インは軽油で、長時間運転する場合は A 重油という選択肢もある。灯油が使用できるメーカ

ーは限られ、燃料単価も高い。 

 

・ 軽油、灯油、A 重油いずれも劣化しやすく、長期保存は難しいという特徴がある。 

・ 軽油は 1 号・2 号・3 号等、凍結の温度が異なるものがあり、寒冷地には寒冷地仕様の軽油

が流通している。冬期に普通の軽油を購入・活用するにあたっては、軽油タンクにヒーター

をつけて、燃料そのものを温めておく、断熱しておくという方法もあり、特に寒冷地におけ

る燃料の保管には注意が必要である。 

 

 

・ 設備内の搭載タンクの保管場所は、屋外・屋内でも問題ない。 

・ 一方、別置きタンクを検討する場合は、寸法 2 メートルなど大きくなる。タンクの枠とし

ても 1 メートル程度のスペースが必要になるので、全体で 3 メートル角くらいのスペースが

必要になる。 
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（２）「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」についての意見  

 ア．対象範囲の拡大の検討 

 

 

 

 

 

 

 イ．申請期間の十分な確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 1、2 か月で計画から見積もりまで作成するのは難しい場合も多い。周知から申請までの期

間を十分にとれると、補助申請件数も増加すると思われる。 

 

 

・ 現在、高齢者施設・事業所の多くでは防災用のみの非常用自家発電設備が備えられている

ケースが多いと思う。そのことをふまえると、建物や設備の老朽化に伴う非常用自家発電設

備の更新や、BCP（事業継続計画）に準じたバージョンアップにも対応可能ということになる

と、補助金も活用されるのではないかと思う。つまり、BCP（事業継続計画）の所管の消防署

と事前協議のうえ、既存の消防用設備の改修（防災用設備（スプリンクラー等）と保安一般

設備にも供給する形に対応させる、それに合わせた燃料の貯蔵量も増やす等）を行うことも

許されるようになれば、補助金も活用されるのではないか。 
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・ 現在普及している主な非常用自家発電設備には 2 種類あり、燃料の違いによってディーゼ

ルエンジン型非常用発電機（液化燃料）と、LP ガス発電機に分けられる。 

 

非常用自家発電設備ごとの特徴（メリット、デメリット、留意点等） 

 ディーゼルエンジン発電機 ＬＰガス発電機 

騒音 振動や騒音が大きめ。 ・振動や騒音が少なく、比較的静か。 

排気ガス 粒子状物質(PM)、黒煙を含む。 ・粒子状物質(PM)や黒煙は含まない。 

起動しやす

さ 
急激な負荷変動にも対応可能。 

・動力負荷の変動にあまり向いていな

い。 

・起動に時間を要する 

汎用性 
燃料が軽油のため、汎用性が低

い。 

・燃料がLPガスのため、暖房や調理等

にも利用できる(炊き出し可能)。 

燃料コスト ランニングコストが安価。 
・長時間の連続運転の面でみると、若

干不利。 

燃料 

・劣化する。 

・非常時には入手困難になること

が多い。 

・劣化しない 

・非常時でも燃料入手がしやすい 

機種 

・機種の種類・容量が豊富（容量

10kVA から1,000kVAくらいま

で）。 

・容量が大きくなる分、燃料タン

クは大きくなる。→スペースの

問題。 

・8kVA または45kVAの２機種のみ。 

・大きな施設でガス発電機を用いる場

合、発電容量が大きくなるため、設

備も複数台並列して設置すること

になる。→スペースの問題。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２－１－２．デンヨー株式会社 

（１）高齢者施設・事業所への非常用自家発電設備導入、活用にあたっての留意点（非常用自家

発電設備の特徴を含む） 

 ①非常用自家発電設備の種類と特徴の理解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②想定用途と想定時間の明確化 

 

 

 

 

 

 

 

  

デンヨー株式会社からの聞きとりをもとに作成。 

・非常時にどの設備・機器に、どのくらい電気を活用したいということを、普段から考えてい

る施設・事業所の方は多くない。当社が受けるご相談時も、通常、想定用途と想定時間、そ

れに伴って燃料をどうするか、設備の設置場所を検討する流れなのだが、最も時間がかかる

のは、想定用途と想定時間。十分な検討が必要なことは理解できるが、一方で非常時に、す

べて通常の生活を送ることは難しいということを覚悟して、想定用途と想定時間を明確にす

ることが重要になる。 
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 【参考：設備導入時（設備の用途、稼働時間、設備の設置場所、設置費用、燃料の保管場所等）】 

 

 

 

 

 

 

 

  ※参考書籍：「社会福祉充実計画策定ハンドブック」（監査法人長隆事務所編集、第一法規、2017 年 3 月）に

基づく。 

 

 【参考：平常時（設備のメンテナンス頻度および内容、費用（ﾒﾝﾃﾅﾝｽ費用、燃料費）、燃料の調

達・備蓄方法等）】  

 

 

 

 

 

 

 

 ③非常用自家発電設備の設置場所（燃料タンク、付帯設備を含む）の検討 

 

 

 

 

 ④燃料確保のしやすさの検討 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」についての意見  

 ア．申請期間の十分な確保 

 

 

 

  

・ 最近は、多くの顧客が台風や大雨に備える装備を検討している。そうすると、浸水を避け

るため、どうしても高い場所に設置するということになる。地下タンクを埋め込み式にする

方法もあるが、費用が大きく変わってくる。 

 

・ 東日本大震災以降、長時間停電、特に計画停電をふまえ、非常用自家発電設備でも 72 時間

稼働できることが求められるようになってきた。 

・ 一方、東日本大震災の際、最も問題になったのは燃料の確保の難しさである。軽油やガソ

リンが手に入りづらい状況になったが、LP ガスの復旧の早さが着目されるようになった経緯

がある。以降、国の取組として、全国的に LP ガスを供給する充填所の整備が進められたため、

LP ガスの供給網は整っているといえる。 

 

【LEG-9.9USXT(8kVA)の場合】(※参考：福祉施設への導入が多い機種) 

 ・設備の用途：照明(共有スペースの廊下・医務室・事務室)、医療用機器(吸引器等)、情報

機器(PC・携帯用充電器等) 

 ・設備の設置場所：既存施設に後付けする場合は、駐車場スペースに設置するケースが多い。 

 ・設置費用：約 1,000 万円（基礎工事＋発電機本体＋運搬・搬入＋据付工事＋電気工事＋ガ

ス配管工事＋試運転立会費）※設置場所等条件により、工事費用は大幅に変動あり。 

 ・燃料の保管場所：基本的に１階。(ローリーから充填するため) 

 

・ 燃料の調達・備蓄方法：LP ガス業者、ガソリンスタンドでの調達も可能。 

・ ランニング費用：(2016.4 月時点) 

   軽油：100 円／ℓ、プロパンガス：762 円／㎥ 

   【LP】LEG-9.9USXT（50Hz）：1.3 ㎥／h×762 円＝990 円／時 

   【軽油】DCA-7.5SSGXF（50Hz）：5ℓ／h×100 円＝500 円／時（約 2 倍の価格差） 

・ 管理・検査は、LP ガス業者が行うため、施設管理者は不要。 

 

 

・ 非常用自家発電設備導入検討の流れとしては、想定用途と想定時間、それに伴ってどの燃

料を用いるか、設備の設置場所を検討するが、想定用途と想定時間の検討が最も重要で、多

くの時間を要する。検討から申請までの期間を考えると、申請期間の十分な確保は必要とい

える。 
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１－２－２．給水設備メーカー 

 

１－２－２－１．三菱ケミカルアクア・ソリューションズ株式会社 

（１）高齢者施設・事業所への給水設備導入、活用にあたっての留意点（給水設備の特徴を含む） 

 ①受水槽（高置水槽を含む貯水槽（タンク）） 

 ア．災害時を想定した水の確保方法の検討（各高齢者施設・事業所の給水方式についての確認） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ．受水槽の構造の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 災害時を想定した「水の確保」の役割を担う受水槽の導入、活用を検討するうえで重要な

ことのひとつは「水の安全性」である。衛生上問題を生じさせないため、水を滞留させない

（回転させる）必要がある。そのため、仮に 1 日 100 トンの量の水を使う施設であれば、40

～50トンの受水槽が必要となるという考え方をする（容量に限度がある）。 

・ ふたつめには「耐震性」である。1995年の阪神淡路大震災を教訓に受水槽の耐震性が強化

されており、1995年以前に導入された受水槽を活用している施設・事業所の場合、更新の

検討が必要といえる。 

・ 災害時を想定した受水槽の導入、活用を検討するうえで最も重要なことは「水の確保」を

どのようにするかということ。 

・ その意味で、まず、各高齢者施設・事業所の給水方式の確認から始めることが重要。 

・ 各施設・事業所の蛇口から出る水は、施設・事業所の構造や立地、水源等から給水方式が

決められており、大きく分けて２種類ある。 

 －直結方式：浄水場から送り出された水圧によって直接に各蛇口に給水する方式。 

 －貯水槽式：水道管（配水管）から貯水槽にいったん水を貯め、 

  ア）屋上等に設置した高置水槽に揚水ポンプでくみ上げ、重力で各階に給水する方式。 

  イ）受水槽に溜めた水を直送ポンプ（加圧ポンプ）で各階に直接給水する方式。 

・ 直結方式の場合、災害時の水の確保は「ペットボトルの備蓄」や「給配水所に汲みに行く」

等の対応が必要になる。一方、貯水槽式の場合、給配水車からホースで水の給水を受けられ、

水を貯めることが可能となる。 

・ 直結方式の場合でも、コンパクトな受水槽もあり（例：3辺が 1メートルのもの）、それを

置くだけでも給配水車からホースで水を入れられる（ただし、受水槽の容量には限りがある

ため、繰り返しの給水と、非常用電源を用いた水の循環が必要になる。後述。）。災害時を想

定した水の確保方法の検討という点では、多様な方法の検討が必要といえる。 
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 ウ．機能付加の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受水槽の確認フロー～新規設置、更新検討の必要性について～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 エ．受水槽の設置場所の検討 

 

 

 

 

 

 

  

・ 災害時を想定して「水の確保」をより確実に行うために、以下の機能付加の検討も重要で

ある。 

 －非常用電源の確保ポンプで水を送る給水設備を用いている施設の場合、停電時には、受水

槽からポンプを通じて水を上に上げられなくなる。そのため、受水槽に水を送るポンプに

も非常用の発電系統をつないでおく必要がある。 

 －耐震性の高い受水槽（高置水槽）の材質を選択する（受水槽（高置水槽）導入済み施設・

事業所の場合：「そのような材質が用いられているかを確認する」）。 

 －「緊急遮断弁（一定規模以上の揺れを感知すると、自動的に給水を止める機能を持つ装置）」

を装備する。 

 －「緊急時給水栓（受水槽（高置水槽）内の水を有効活用するために設置する給水栓）」を装

備する。  

・ そもそも法定点検の関係から、通常は 6面に 1.5m程度の空きスペースを設けることとなっ

ている。 

・ 加えて、浸水リスクを考えると、もう少しかさ上げをすることが必要な場合もある。地域

の災害リスク、施設・事業所の立地、敷地面積、建物の耐震性等により、受水槽の設置場所

の検討が必要である。 

 

 

 

三菱ケミカルアク
ア・ソリューションズ
株式会社からの提供
資料。 
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 ②地下水給水設備 

 ア．地下水給水設備の構造についての理解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ．地下水給水設備の特徴についての理解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地下水給水設備の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
  

三菱ケ ミカ ルアク
ア・ソリューションズ
株式会社からの提供
資料。 

・ 効果 

 －高度な処理により地下水を飲用化することで、水質の安全性を確保する。 

 －日常から同設備を利用することで、災害時にも特に切り替えることなく、継続利用が可能

（非常用自家発電設備への接続が必要）。 

 －災害時における地域貢献が可能となる。 

 －施設・事業所内における地下水の通常利用（公共水道との二水源化）により、長期的な経

済効果（費用削減）が可能となる。 

・ 留意点 

 －地下水の水質や掘削深度により、飲用化処理のための費用が変わる。 

・ 災害時、定員が一定規模（目安：施設・事業所定員 100 名以上）以上の施設・事業所等で

は、大量の飲料水・生活用水の確保が必要となる。長期間、断水が続くリスクを想定すると、

施設・事業所内にある地下水の活用も、有効な解決策のひとつといえる。 

・ 地下水利用給水設備の概要として、以下のことが挙げられる。 

 －高度な処理により、地下水を飲用化する。 

 －既存の受水槽で、公共水道と地下水を混合する。 

・ 地下水利用給水設備を導入・活用する場合、以下のいずれかが必須となる。 

  ア）既存の受水槽の活用 

  イ）受水槽の新設 
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 ウ．非常用電源の確保、受水槽の設置場所の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」についての意見  

 ア．補助金に関する周知の必要性 

 

 

 

 

 

 イ．申請期間の十分な確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 災害時を想定して「水の確保」をより確実に行うために、受水槽と同様に、地下水給水設

備の導入・活用にあたっても、以下の検討が必要である。 

 －非常用電源の確保：電源がないと、地下水を汲み上げる井戸ポンプを稼働させられないた

め、非常用の発電装置を併設するか、地下水設備用専用でないとしても、非常用の発電系

統につなげるような配管が必要になる。 

 －受水槽の設置場所の検討：設備規模が大きい場合、設置スペースの検討が必要になる。例

えば、空きスペースがないような施設の場合、設備を分割して設置することも可能である

（現地調査を経ての設計となる）。また、水害による設備の浸水リスクを想定し、各地域の

浸水想定マップをもとに、該当する地域に当設備を設置する場合には設備のかさ上げを図

る必要がある。少しでも高い位置への設置が望ましい一方、設備自体重量があるものなの

で、建物の耐震性の検討も必要になる。  

・ 厚生労働省から各自治体に対しては「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」に関す

る発信がなされているが、個々の施設・事業所には発信されていない。そのため、今回の補

助制度があることすら、知らない施設・事業所が多いと思う。もっと丁寧な周知が必要だと

思う。 

 

 

・ これまでの厚生労働省から自治体を経由した施設・事業所に対する当補助金に関する情報

の流れをみていると、申請期間を 2 週間程度で締め切る自治体も見受けられる。情報発信時

期の問題もあるだろうが、見積もりから工事完了までには一定の期間が必要となるため、今、

広く丁寧な周知活動をしてしないと、応募期間内に間に合わず、本来の補助金の目的がいか

せないことになってしまう。 
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２．ヒアリング調査結果のまとめと考察 

 

（１）調査結果 

 

 ①非常用自家発電設備、給水設備の整備状況 

 

 ○非常用自家発電設備 

 ・今回、ヒアリング調査に協力いただいた被災施設（4 施設）のうち、北海道胆振東部地震の

被災前からディーゼルエンジン型の非常用自家発電設備を導入していた 1 施設を除き、ポー

タブル型発電機を整備済み施設が 2施設、未整備施設が 1施設という状況だった。 

 ・ポータブル型発電機を整備していた 2施設は、いずれも酸素吸入を必要とする利用者がおり、

当該利用者に対して優先的に発電機を使用することを想定し、発電機を準備していた。 

 ・すでに非常用自家発電設備を導入している非被災施設（5 施設）においても、酸素吸入や喀

痰吸引を必要とする入所者に対して優先的に発電機を使用することを想定していた施設が複

数みられた。 

 

 ○給水設備 

 ・被災施設（4 施設）、非被災施設（5 施設）を問わず、7 施設が受水槽、高架水槽を通常使用

していた。受水槽、高架水槽を使用していなかった 2施設は、2017年以降に開設された施設

であり、時期的に水道直結式の給水方式の選択が可能だったため、受水槽を導入する必要性

がなかったことが推測される。 

 

 ②自然災害による停電・断水がもたらす影響の大きさ 

 

 ○照明、空調、エレベーター、冷蔵庫、情報入手（テレビ、ラジオ）と情報発信（電話、PC等）、

生活用水の確保に困難 

 ・被災施設（4施設）と、非被災施設（5施設）のうち、同じ（グループ）法人内の別施設に応

援にかけつけた高齢者施設・事業所からの聞きとり結果をまとめると、自然災害による停電・

断水により、特に以下の 6つの設備や機器の活用に支障が生じた様子がうかがえる。 

  －照明：暗闇になり、利用者へのケアや利用者の移動が困難だった。 

  －空調：真夏、利用者の体調管理や体温の維持が困難だった。 

  －エレベーター：利用者の移動や救急搬送が生じた場合に運べない（運べなかった）。 

  －冷蔵庫：食事の提供や調理、食物の保存ができなかった。 

  －情報入手（テレビ、ラジオ）と情報発信（電話、PC 等）：特に、電話やメールを受けられ

ないことにより、外部とやりとりできない状態が続いた。 

  －生活用水：受水槽があっても、停電により水をポンプで汲み上げられず断水した。 

        浄化槽モーターに通電できず、トイレの水が流せなかった。 

 ・特に、令和元年房総半島台風（台風第 15号）により被災した千葉県の 2施設は、完全通電ま

でそれぞれ 6 日間、10 日間を要したとのことだった。9 月初旬の暑い時期に、1 週間前後に

もわたる停電により大きな動力を必要とする空調やエレベーターが停止し、利用者の生命を
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おびやかす危険性に直面した話を聞きとることができた。 

 ・同様に、9 月に北海道胆振東部地震が発生したことにより、当時は温度管理の必要性に直面

しなかった北海道の被災 1施設も、冬期に停電が発生した場合の危険性を指摘していた。 

 

（２）考察 

 

 ①非常用自家発電設備、給水設備の導入、活用前におさえる必要のあること 

 

 ○道路寸断や物資不足による「施設・事業所の孤立の可能性」と、おおむね 72時間の業務を継

続させる手段としての非常用自家発電設備や給水設備の導入検討の必要性 

 ・令和元年房総半島台風（台風第 15号）により被災した千葉県の 1施設からは、暴風雨により

道路が寸断されたことで、施設・事業所が孤立状態になった話を聞くことができた。 

 ・また、他の被災施設からも、単一電池や職員の食料等の購入、電波が途切れたことで外部と

の情報が遮断し、電波がつながるところまで遠出をした話も寄せられた。 

 ・地下水給水設備を導入している施設からは、地元自治体の同設備の導入を検討している相談

をしたところ、行政は東日本大震災のような大規模災害が発生した場合、優先順位として、

まずは市内に給水所を開設することが第一となることから、各施設・事業所で事業継続を検

討してもらえることは心強いと賛同を得ることができたという話も聞いている。 

 ・大規模な自然災害が発生した場合、上記のように、道路寸断や物資不足により施設・事業所

が孤立状態になる可能性がある。本調査からは、利用者の生命・生活を守る高齢者施設・事

業所が、そうした事態を想定し、概ね 72時間程度の業務を継続させる手段として非常用自家

発電設備や給水設備導入の検討を行う必要性が高いことが明らかとなった。 

 

 ○停電に備えた訓練や設備に対する理解の重要性 

 ・令和元年房総半島台風（台風第 15号）により被災した千葉県の 1施設からは、各施設・事業

所における停電を想定した訓練の重要性が指摘された。同施設では、台風第 15号での停電の

経験をふまえ、同施設の電気や設備を把握したこと、台風第 19号では余裕をもって準備や体

制整備ができたということだった。 

 ・多くの高齢者施設・事業所にとって、自然災害を要因とした長期間の停電・断水の経験は多

くないと推測されるが、非常用自家発電設備や給水設備導入の検討にあたっては、停電に備

え、自らの施設・事業所の設備の配置や緊急時の対応方法とともに、非常用自家発電設備や

給水設備の活用方法に関して、職員間で共通理解をすることが重要といえる。 

 

 ○「ポータブル型発電機」にできること／難しいことの理解 

 ・被災施設のうち 2 施設は、いずれも酸素吸入を必要とする利用者がおり、当該利用者に対し

て優先的に発電機を使用することを想定し、ポータブル型発電機を準備していた。しかし、

被災時、ポータブル型発電機でできることは、以下の用途に限られていたということだった。 

  －職員の携帯電話の充電 

  －小型冷蔵庫の利用 

  －ランタンや乾電池の照明 
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  －酸素吸入等の医療的ケアを必要とする利用者への対応等 

 ・前述したように、周囲から各施設・事業所が孤立した中で、概ね 72時間程度の業務継続を前

提とすると、非常用自家発電設備や給水設備導入の検討を行う重要性とともに、ポータブル

型発電機にできること／難しいことを理解することが重要である。 

 

 ②非常用自家発電設備の導入、活用にあたってのポイント 

 

 ○設備検討の第一歩は「非常時にあたって各施設・事業所が最も重視することの明確化」 

 ・上記の前提をふまえて非常用自家発電設備の導入、活用を検討するにあたり、被災施設、非

被災施設を問わず、複数の施設から「非常時にあたって自分たちの施設・事業所が最も重視

すること」を聞くことができた。いくつか例示すると、以下のようなことが挙げられる。 

   －災害時に優先すべきは命を守ること（＞サービスの質） 

   －利用者が多少不自由でも生活を継続できること 

   －災害時におけるケアの継続（長期間にわたって大人数の生活をまかなえる電源の確保） 

  複数の施設からの話を聞きとり、こうした方針を明確にすることが「どのような設備を導入

するか」の基本にあり、最も重要であることがうかがえた。 

 ・非常用自家発電設備メーカーからも、高齢者施設・事業所から非常用自家発電設備の導入に

ついて相談を受けるにあたり、通常の流れは「想定用途・想定時間」の検討→「燃料」の検

討→「設備の設置場所」の検討となるが、そのうち、最も時間を要するのが「想定用途・想

定時間」の検討であることが指摘されている。 

 ・自然災害を要因とした長期間の停電・断水の経験のある施設・事業所は多くないと推測され

るが、非常用自家発電設備の導入、活用にあたっての第一歩は、「非常時にあたって自分たち

の施設・事業所が最も重視することの明確化」だといえる。 

 

 ○給排水設備も含めた想定用途の検討 

 ・次いで、非常用自家発電設備の導入、活用にあたってのポイントは、給排水設備への給電も

含めた「想定用途」を検討することといえる。 

 ・まず、給水設備については、受水槽を通常使用している複数の被災施設から「停電によりポ

ンプで水を汲み上げられなかった」経験が挙げられた。同時に、給水設備メーカーからも、

受水槽、地下水給水設備導入・活用にあたっては、非常用自家発電設備との接続の必要性が

指摘されている。 

 ・トイレの水を流すため、浄化槽モーターを稼働させるために、排水設備への給電も必要とな

る。浄化槽を用いている複数の被災施設からは「停電によりトイレの水を流せなくなった。

浄化槽モーターを稼働させられなかった」という話を聞いている。 

 ・上記をふまえ、非常用自家発電設備の導入、活用にあたっては「給排水を活用するための環

境整備」も含めた「想定用途」の検討が重要だといえる。 

 

 ○燃料の検討（平常時：保管や転用のしやすさ、災害時：確保、補給のしやすさ、継続運転時

間） 

 ・非常用自家発電設備の導入、活用にあたってのポイントとして、被災施設、非被災施設を問
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わず、複数の施設から聞かれたことは「燃料」に関することだった。特に「平常時」と「災

害時」で重視する点が異なっていた。 

  －平常時：保管や転用のしやすさ 

       すでに非常用自家発電設備を導入済みの施設、導入を検討している施設いずれか

らも、同様の意見が聞かれた。特に、燃料の劣化への対応に加えて、すでに各施

設・事業所で利用している他の設備・機器の燃料としても転用できることが設備

選定のポイントと考えている意見を複数聞きとることができた。 

  －災害時：確保、補給のしやすさ、継続運転時間 

       特に被災施設からは、被災時、燃料の確保が困難だったこと（どの店に行っても

大行列だったり、遠出しないと入手できない等）や、継続運転時間（燃料切れの

発生や 1、2時間ごとのガスボンベ交換の必要性等）を経験した話を聞くことがで

きた。 

 ・本調査を通じて、非常用自家発電設備の導入、活用にあたってのポイントとして、「平常時」

と「災害時」を念頭において、燃料について多角的に検討する必要性があると確認すること

ができた。 

 

 ③「給水設備」導入、活用にあたってのポイント 

 

 ○設備検討の第一歩は「複数の水源の確保」と「災害に備えた設備の強化」 

 ・「給水設備」の導入、活用にあたり、給水設備メーカーから指摘されたことは「被災時におい

てどのように水を確保するか」ということである。ポイントとしては「複数の水源の確保」

と「災害に備えた設備の強化」といえる。具体的には、断水の原因の種類の違いをふまえた

うえでの検討が必要になるということを意味する。断水の原因の種類には、以下の 2 種類が

ある。 

  －地域全域が被災することで生じる断水（浄水場や地域の水源が自然災害や事故等により被

災することで、施設・事業所に水が送られてこない、給水管（配水管）が破損する等） 

  －停電により各施設・事業所が直接被害を受けることで生じる断水（ポンプで水を汲みあげ

られない） 

 ・前者の場合には「ペットボトルでの備蓄」や「給配水所に水を汲みに行く」等の方法で対応

することになるが、「複数の水源の確保」が最も重要である。 

 ・後者の場合には、各施設・事業所において災害に備えた設備を強化することで、対応が可能

となる。具体的には、以下のような方法が挙げられる（給水設備メーカーからの聞きとり）。 

  －非常用電源の確保：ポンプで水を送る給水設備を用いている施設の場合、停電時には、受

水槽からポンプを通じて水を上に上げられなくなる。そのため、受水槽に水を送るポンプ

にも非常用の発電系統をつないでおく必要がある。 

  －耐震性の高い受水槽（高置水槽）の材質を選択する（受水槽（高置水槽）導入済み施設・

事業所の場合：「そのような材質が用いられているかを確認する」）。 

  －「緊急遮断弁（一定規模以上の揺れを感知すると、自動的に給水を止める機能を持つ装置）」

を装備する。 

  －「緊急時給水栓（受水槽（高置水槽）内の水を有効活用するために設置する給水栓）」を装
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備する。 

 ・実際に、すでに給水設備を導入、活用している複数の施設からは、地下水や井戸水を飲料水

や生活用水として確保・活用する設備を導入・活用していたり、雨水を利用した中水システ

ムの導入・活用にあたり、非常用自家発電設備も導入していた。 

 ・また、非常用自家発電設備を導入していない被災施設からも、被災経験をふまえて、緊急時

給水栓を装備した話を聞くことができた。 

 ・本調査を通じて、「給水設備」の導入、活用にあたってのポイントは、断水の原因の種類をふ

まえること、特に停電による断水への設備の強化が重要である確認することができた。 

 

 ④非常用自家発電設備や給水設備の導入、活用にあたっての検討事項 

 

 ○既存施設への設備導入の難しさ（費用面、工事、設備や燃料スペースの確保） 

 ・非常用自家発電設備や給水設備の導入、活用にあたって、複数の施設から共通して聞かれた

ことは「既存施設への設備導入の難しさ」である。具体的には、費用面、工事面、設備や燃

料スペースの確保等である。 

 ・北海道胆振東部地震による被災経験をふまえて非常用自家発電設備を導入した被災施設では、

上記の面で困難に直面しながらも、非常用自家発電設備を導入していた。一方、東日本大震

災の教訓をふまえて非常用自家発電設備の導入を検討した 2 つの非被災施設では、いずれも

費用面、工事面、設備や燃料スペースの確保等の難しさを検討した結果、既存施設への導入

を見送り、他の方法で対応していた（ポータブル型発電機の導入、隣接の新設施設への非常

用自家発電設備の導入）。 

 ・今回のヒアリング調査協力施設・事業所の多くは、当該施設の利用者（ショートステイ、デ

イサービスを含む）と職員を含めると、同じ時刻に同じ場所で過ごす人が 100 名を超える既

存施設だった。そのため、その方々の生命や生活を確保し、おおむね 72時間業務を継続させ

るという観点から、非常用自家発電設備の導入の必要性を十分に認識しながら、その施設・

事業所の状況に応じた決断、対応策を検討していたことを確認できた。 

 ・全国的にも同様の状況にある既存の施設・事業所の数の方が多いと推測されることから、非

常用自家発電設備や給水設備の導入、活用にあたっては、各施設・事業所の状況に応じた十

分な検討がなされることが重要といえる。 
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第４章 今後に向けた検討課題 

１．「地域の防災体制の整備・構築」という観点からの市町村への役割の期待 

 

本事業におけるアンケート調査結果をみると、過去（10年間程度）に、自然災害による停電や

断水の経験が「ある」と回答した施設・事業所は 43.0%を占めた。そのうち、停電被害に遭った

施設・事業所の停電時間の中央値は 12時間、断水被害に遭った施設・事業所の断水時間の中央値

は 25時間となっており、長時間の停電・断水被害を経験した施設・事業所も少なくないことがう

かがえる。 

しかし、非常用自家発電設備を導入している施設・事業所は 41.4%、未導入施設・事業所は 46.5%

を占めていることが確認された。また、非常用自家発電設備の想定稼働時間をみても、最も回答

割合が高かった「2～6 時間未満」は 28.1%と 3 割弱を占めており、厚生労働省が求めている「概

ね 3 日間の生活に必要な食料及び飲料水、生活必需品並びに燃料等の備蓄に努める」には不十分

な状況が明らかとなった。 

本事業におけるヒアリング調査結果でも、複数の施設が福祉避難所としての指定を受けていた

が、令和元年房総半島台風（台風第 15号）により被災した千葉県の施設からは、停電によりエア

コンを稼働させられず、避難所を開設できなかったという話を聞きとっている。 

多くの市町村は、高齢者施設・事業所に対して、施設・事業所の利用者及び災害時に、（福祉）

避難所として、避難してきた地域の住民や高齢者の生命及び生活継続の確保という役割を担うこ

とを期待していると推測される。しかし、非常用自家発電設備や給水設備が未整備の施設や、設

備を整備していても高齢者施設・事業所が自らも被災した状態において、単独でその役割を遂行

することは難しい。 

そのため、市町村及び都道府県には今回の調査結果をふまえ、「地域の防災拠点の整備・確保」

という観点から、高齢者施設・事業所に対する非常用自家発電設備や給水設備の導入・活用に向

けた支援の強化を期待したい。具体的には、以下のような取組を提示したい。 

・非常用自家発電設備や給水設備の導入・活用に向けた広報・周知（非常用自家発電設備や給水

設備の導入・活用の重要性や効果、補助金等に関して) 

・燃料を確保できる事業者との協定情報の収集・提供 

・市町村や都道府県地域防災計画作成における高齢者施設・事業所の参画の検討等 

 

 大規模災害発生時、高齢者施設・事業所に最優先で求められることは「利用者の命と安全を守

り、生活の継続を支えること」である。そして、「地域の防災体制の整備・構築」という観点から、

高齢者施設・事業所等地域の関係機関・事業所を交えた連携・協力体制を整備するのは市町村に

期待される役割だといえる。今後、より一層災害の種類や内容の多様化、被害の深刻化が予測さ

れるなか、市町村及び都道府県の役割に期待したい。 
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２．非常用自家発電設備や給水設備の導入促進に向けた補助金制度充実への期待 

 

 本事業におけるアンケート調査結果をみると、厚生労働省「地域介護・福祉空間整備等施設整

備交付金」（「高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業」および「認知症高齢者グループホー

ム等防災改修等支援事業（非常用自家発電設備整備事業分）、高齢者施設等の給水設備整備事業」

について「知っている」割合は 33.4%であり、「知らない」割合が半数以上を占めた。 

 同交付金への申請状況については、「申請済み」が 4.9%、「申請意向あり（準備中を含む）」が

3.8%であり、「今後検討する」（31.9%）や「不明・わからない」（36.7%）、「申請意向なし」（17.0%）

であった。 

 なお、「申請意向なし」や「不明・わからない」と回答した施設・事業所を対象に、その理由を

たずねたところ、「当補助金があることを知らなかった」が 53.7%を占めて最も多く、次いで「当

補助金の内容がわかりにくい」(21.4%)、「補助金の金額が少ない」（14.1%）、「補助金申請の手間

がかかる」（13.0%）、「補助金の使途が限定的で利用しづらい」（7.7%）となっていた。（再掲） 

 本事業におけるヒアリング調査結果においても、調査協力施設・事業所のうち、複数の被災施

設でも、厚生労働省の補助金活用を検討したり、すでに活用していた施設もあった。それらの施

設からは、申請期間の短さや手続き面の大変さ、補助金の対象範囲の限定等に関して、補助金の

活用しにくさが指摘されていた。非常用自家発電設備メーカー、給水設備メーカーからも、同様

の指摘がなされている。 

 その他にも、多くの施設・事業所に対する広報・周知の充実が必要という話も寄せられた。 

 年々多様化、深刻化する自然災害の脅威に備え、高齢者施設・事業所に対する非常用自家発電

設備や給水設備への導入促進を目的とする補助金であることを考えると、広報・周知面にはじま

り、申請期間の改善等さまざまな面で改善に向けた検討や充実が望まれる。 
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は じ め に 

 

 2018（平成 30）年は、日本各地で地震、豪雨、台風等の災害が連続して発生した年でした。特

に、2018（平成 30）年 6 月に発生した大阪府北部地震、平成 30 年 7 月豪雨、北海道胆振東部地

震等、日本全国で広範囲の地域に、さまざまな自然災害による甚大な被害が生じました。また、

2019（令和元）年には、令和元年房総半島台風（台風第 15 号）及び令和元年房総半島台風（台

風第 19号）が発生しました。 

 長期間の停電による空調の停止、断水、通信の途絶等による施設・事業所の運営や利用者への

サービス提供にあたって大きな困難に直面した報道がなされたことは、多くの施設・事業所にと

って、施設・事業所のハード対策を「自分ごと」として検討する必要性に強く迫られた機会であ

ったことと推察いたします。 

 国では、こうした自然災害による国民の生命や経済・生活への影響に鑑み、2018（平成 30）年

12月、従来の取組に加えて、特に緊急に実施すべきハード・ソフト対策について 3年間集中的に

実施することを取りまとめた「防災・減災・国土強靭化のための 3か年緊急対策」を閣議決定し、

以降、対策を強化しています。 

 厚生労働省においても上記の緊急対策をふまえ、さまざまな取組が進められています。本手引

きも、厚生労働省における令和元年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業）

の採択を受けて実施した事業の一環として作成したものです（「高齢者施設への非常用自家発電

設備等の導入に関する調査研究事業」）。 

 本手引きは、全国の高齢者施設・事業所における非常用自家発電設備や給水設備※1等の設置・

活用をご検討いただく一助となることを目的に作成いたしました。 

 本手引きでは、被災施設・事業所および非常用自家発電設備や給水設備等のメーカーからお聞

かせいただいた、高齢者施設・事業所への同設備の導入・活用にあたってのポイント（設備があ

ってよかった話や設備がなくて困った話、導入や活用にあたっての考え方や留意点等）をとりま

とめています。特に、災害発生時、社会福祉施設等は「物資の供給に支障が生じた場合に備え、

入所者及び施設職員の概ね 3日間の生活に必要な食料及び飲料水、生活必需品並びに燃料等の備

蓄に努めること」が要請されている※2ことから、「最低限 3 日間（72 時間）は自施設・事業所に

おける業務継続」への備えが重要です。 

 本手引きが、非常用自家発電設備や給水設備を整備していない施設・事業所にとっても、すで

に同設備を導入済みの施設・事業所にとっても、今後も多発、そして深刻化することが予測され

る自然災害への備えとして、同設備の導入・活用のご検討やご参考の一助となること、そして利

用者や職員の方の命や生活を守り、事業継続の一環としてお役に立てることになれば、幸いです。 

 最後になりましたが、本事業ではアンケート調査及びヒアリング調査を実施し、ご多忙のなか、

全国の高齢者施設・事業所のみなさま、非常用自家発電設備や給水設備メーカーのみなさまにご

協力いただきました。この場をお借りして、深く御礼申し上げます。 

2020（令和 2）年 3月 

一般財団法人 日本総合研究所 

※1：本手引きにおける「給水設備」は「受水槽（高置水槽を含む貯水槽（タンク））・地下水利用給水設備」とします。 

※2：厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、障害保健福祉部長、老健局長通知（雇児発、社援発、障発、
老発 0220 第 1号, 2017 年 2月 20日,（p.4）,『災害発生時における社会福祉施設等の被災状況の把握等について』 
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Ⅰ 被災地の経験から得られる教訓 

ひとたび地震や大雨が発生すると… 

ひとたび地震や大雨が発生すると…… 

※4：本手引きにおける「給水設備」は「受水槽（高置水槽を含む貯水槽（タンク））・地下水利用給水設備」とします
（※1 再掲）。

 

被災地の経験から得られる教訓 

Ⅰ 

エレベーターが

止まる 
冷蔵庫が使えない 

情報を入手できない 

SOSを発信 
できない 

◆水も…… 

◆停電すると…… 

ひとたび地震や大雨が発生すると…… 

停電により、いつも使用している施設・事業所の 

設備や機器が使えなくなる可能性があります。 

・電力を使用している給水設備※4 や浄化槽などは、停電により断水したり、

排水できなくなる可能性があります。

・数日間断水が続くと、飲料水と生活用水（洗濯、入浴、トイレ用水等）

が不足します。

照明がつかない 

空調が使えない 

痰吸引ができない 

（医療的ケア） 
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※5：経済産業省 資源エネルギー庁,2018 年 11 年 2 日,「日本初の“ブラックアウト”、その時一体何が起きたのか」

（https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/blackout.html）

※6：ナショナル・レジリエンス（防災・減災）懇談会,第 51 回,2019 年 11 年 27 日,資料 2-1「大規模災害時における

停電対策について」（p.5）

※7：厚生労働省令和元年度全国水道関係担当者会議,2020 年 3 年 11 日,「全国水道関係担当者会議資料【資料編】」

（p.39）

洗濯できない 

バケツリレーで水を運ぶ 

給水所に何時間も並ぶ 

近年、数時間から長期間にわたって、 

停電や断水が続いた地震や大雨災害が続いています。 

北海道胆振東部地震 

（2018 年９月） 

・99%停電解消までに要した

期間：約 50 時間※5

・最大断水日数：

約 34 日間※7

令和元年房総半島台風 

（台風第 15 号） 

（2019 年９月） 

・99%停電解消までに要した

期間：約 12 日※6 

・最大断水日数：

約 17 日間※7

令和元年房総半島台風 

（台風第 19 号） 

（2019 年 10 月） 

・99%停電解消までに要した

期間：約 4 日※6 

・最大断水日数：

約 34 日間※7

◆施設の孤立や物資の入手確保も困難に…
・被災直後は倒木や電柱の倒壊により道路が寸断し、施設・事業所が孤
立状態になる可能性があります。

・地域や災害の状況による流通の乱れにより、飲料水をはじめとする物資の
確保も困難になる可能性があります。

トイレが流せない

手を洗えない 

飲料水の確保 

大規模災害発生時、高齢者施設・事業所に最優先で求められることは、 

「利用者の命と安全を守り、生活の継続を支えること」です。 
この手引きを参考に、 

非常用自家発電設備、給水設備の整備を検討しましょう。 
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被災地の経験① 

北海道胆振東部地震でのブラックアウトー約 36 時間の停電 

（北海道札幌市、特別養護老人ホーム・4階建て、定員 104名） 

▶被災前の自家発電設備の備え
ポータブル型発電機を備え、医療的ケアに個別対応するための電力源として利用すること
を想定していた。 

▶被災 2018（平成 30）年 9月 6日 3時 7分 地震発生
▶被災時の施設の電気・水の状況

設備 
使用の 

可否 
具体的な対応 

生活のための 

電気 

照明 × 
保管していた手持ち懐中電灯、LEDランタ

ンを活用した。

空調 ― 

冷蔵庫 × 
冷蔵庫は稼働せず。食事は、貯めていた水を

使い、備蓄食糧を温めて入所者に提供した。 

エレベーター × 
４階に居室はないため、優先度としては低

く、大きな問題はなかった。 

情報機器 
△ 

ポータブル発

電機で稼働

携帯電話の充電のためにポータブル型発電

機を使用した。テレビは使用できず、主にラ

ジオから情報を得た。 

医療的ケアの 

ための電気 
ナースコール × 

水 

増圧ポンプ、 
揚水ポンプ、 
加圧ポンプ 

＊ポンプを用いる 

給水方式の場合 

× 
停電により加圧ポンプが止まったため、断水

になった。飲料水は備蓄のペットボトルでま

かない、生活用水は風呂(巡回浴)に溜めた

水で対応した。 

浄化槽モーター 
＊ポンプを用いる排

水処理方式の場合
× 

トイレの水が流せなくなった。バケツリレー

で水を運んで対応した。

困ったこと、対策が必要だと感じたこと 

１．水の確保：受水槽はあるが、停電によりポンプが稼働せず。 

２．暖房の確保：真冬の災害を想定しなければいけない。 

３．食の確保：災害時も温かい食べ物を提供できるように対策が必要。 

被災地の経験①（本事業でのヒアリング調査回答から） 
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被災地の経験② 

 

 令和元年房総半島台風ー酷暑の夏、約 4日間の停電 

（千葉県君津市、特別養護老人ホーム〃3 階建て、定員 80 名） 
▶被災前の自家発電設備の備え 

ポータブル型発電機を２台（法人全体で全 14台を所有。当施設に配置 2台以外も活用して対応。） 
▶被災 2019（令和元）年9月9日未明 台風15号が非常に強い勢力を保ったまま千葉市

付近に上陸 
▶被災時の施設の電気・水の状況 

設備 
使用の 

可否 
具体的な対応 

生活のための 

電気 

照明 △ 
ポータブル発
電機で稼働 

医療的ケアが必要な入所者の照明を優先。

(ポータブル型発電機を利用) 

その他は、懐中電灯やスマホの画面、ランタン

等で灯りをとった。 

空調 △ 
ポータブル発

電機で稼働 

エアコンはボルトが異なるため、ポータブル型

発電機では対応できなかった。職員に扇風機

を持ってきてもらい、ポータブル発電機とつ

なぎ各フロアに１台配置。 

冷蔵庫 △ 
ポータブル発
電機で稼働 

ポータブル型発電機で各フロアの冷蔵庫を稼

働させたが、負荷が重く、あまり冷えなかっ

た。 

エレベーター × 医療ニーズのある入所者の移動ができず、各

部屋で過ごすこととなった。 

情報機器 △ 
ポータブル発

電機で稼働 

電話は不通となった。隣接施設の電話機を発

電機でつなぐことができたため、そちらに本

部機能を移動した。パソコンの充電はできな

かったが、携帯電話の充電のためにポータブ

ル型発電機 1台を専用で活用した。 

医療的ケアの 

ための電気 
― ○ 

被災時、医療的ケアを要する入所者は 3名。

ポータブル型発電機を１名につき１台配置し

た。 

水 

増圧ポンプ、 
揚水ポンプ、 
加圧ポンプ 
＊ポンプを用いる 
給水方式の場合 

× 
停電によりポンプから水を送れない状況にな

り、断水になった。生活用水として、自噴式の

井戸から水を汲み、バケツリレーで受水槽に

溜め、受水槽の蛇口から取り出して使用した。 

浄化槽モーター 
＊ポンプを用いる排
水処理方式の場合 × 

トイレの水は流せなくなり、入所者が排せつ

後、職員がバケツで流した。浄化槽ギリギリま

で排水が溜まり悪臭がきつくなった。 

 

 

  

困ったこと、対策が必要だと感じたこと 
１．医療的ケアのために必要な電力確保：ポータブル型発電機で個々に対応できたが、 

  エレベーターによる移動ができず苦労。 

２．情報収集と発信：電話も通じなくなり、情報収集も状況報告もできず。 

３．水の確保：井戸水と受水槽の活用でなんとか乗り切ることができた。 

被災地の経験②（本事業でのヒアリング調査回答から） 
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被災地の経験③ 

令和元年房総半島台風ー道路も寸断、約６日間の停電 

（千葉県南房総市、グループホーム・２階建て、定員 18名） 
▶被災前の自家発電設備の備え
自家発電設備は設置していなかった。被災時は、ポータブル型発電機を借用。

▶被災 2019（令和元）年 9月 9日未明、台風 15号が非常に強い勢力を保ったまま千葉市
付近に上陸。同年 10月１2日、台風 19号上陸。

▶被災時の施設の電気・水の状況

設備 
使用の 

可否 
具体的な対応 

生活のための 

電気 

照明 × 
各階に 2つ懐中電灯を用意していたが、夜

間介助、利用者のトイレ利用にあたっては数

が足りなかった。ホームセンターにて追加で

5個購入。 

空調 
△ 

ポータブル発

電機で稼働

空調は、天井貼り付けの動力タイプのためポ

ータブル型発電機では対応できず。発電機

に対応できるコンセントタイプのエアコン(相

談室)を稼働させ、扇風機で循環させた。 

利用者にも個室からリビングに移動しても

らい、リビングに布団を敷いた。 

冷蔵庫 × 
食材管理ができず、クーリング用の氷も作れ

なかった。冷蔵庫代わりにクーラーボックス

に保冷剤を入れて対応した。 

エレベーター × エレベーターは動かなかったが、大きな問題

はなかった。

情報機器 × 

停電直後、携帯電話は使用できたが、数時

間後には利用できなくなった。夜間急患が

発生したときの連絡が難しい状況だった。停

電 3日目に、近隣市まで移動し市役所に被

害状況連絡と発電車の手配依頼をした。 

医療的ケアの 

ための電気 
― ― 

水 

増圧ポンプ、 
揚水ポンプ、 
加圧ポンプ 

＊ポンプを用いる 
給水方式の場合

× 

飲料水はペットボトルの水、生活水は受水槽

の水を利用した。受水槽に水が溜まってい

たが、停電によりポンプが動かず水をくみ上

げられなかった。受水槽の上部からバケツで

くみ上げた。 

浄化槽モーター 
＊ポンプを用いる排
水処理方式の場合

× 
タンクに水を入れて流した。浄化槽ギリギリ

まで排水が溜まった。浄化槽は単独でモー

ターを回す必要があったが稼働しなかった。

 

困ったこと、対策が必要だと感じたこと 
１．真夏の温度調節：熱中症の危険もあり、喫緊の対策が必要と認識。 

２．道路寸断で孤立状態になり、自立的な停電対策が必須と実感。

被災地の経験③（本事業でのヒアリング調査回答から） 

126



 

7 

 

災害に備えた整備がもたらす安心・安全 

 

 

利用者の安心・安全のために、災害時でも電力・水を確保することは重要なことです。 

ポータブル型発電機は、補助的な利用としては有効ですが、使用できる設備に限界があり、

特に室温管理のための空調に活用することは難しいでしょう。 

夏場の暑さの中での被災経験から、「空調にも対応できる非常用自家発電設備の必要性を

実感した」という声を多くうかがいました。 

災害時も、いかに普段と近い形での生活を可能にできるか、施設の役割を改めて振り返り、

非常用自家発電設備の導入、水の確保方法について、考えてみてください。 

  

▶非常時も設備を使用できることで、もたらす効果 

設備 

 
非常時も設備を 

使用できることで、もたらす効果 

ポータブル型 

発電機での対応 

(0.9kVA の場合) 

生活のための 

電気 

照明 
 ・灯りがあることによる高齢者の精

神的な安心感 

・夜間介助のしやすさ 
× 

空調 
 ・夏の熱中症予防 

・冬・寒冷地での低体温防止 
× 

(扇風機なら○) 

冷蔵庫 
 ・食事の提供 

・食料の腐敗防止 

・食中毒の防止 
△ 

エレベーター 
 
・ｽﾄﾚｯﾁｬｰでの移動が楽になる × 

情報機器 
 ・情報収集（災害関連情報等） 

・情報発信（家族、医療機関・関係機

関への連絡等） 
○ 

医療的ケアの 

ための電気 
―  ・痰吸引機、人工呼吸器の利用、酸素療法、吸入等が可能となる ○ 

水 

増圧ポンプ、 
揚水ポンプ、 
加圧ポンプ 

＊ポンプを用いる 

給水方式の場合 

 
・飲料水・生活用水の確保 × 

浄化槽モーター 
＊ポンプを用いる排
水処理方式の場合 

 ・衛生環境が保たれる 

・トイレを我慢せずに済む × 
 

 

 

 

 

  
 

災害に備えた整備がもたらす安心・安全 

  

 × △ × × 
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Ⅱ 停電に備える 

非常用自家発電設備について知ろう 

 

 

 

 

１．自家発電設備の分類 

 自家発電設備は設置目的・用途の違いから、常用自家発電設備と非常用自家発電設備に大

別できます。さらに常用自家発電設備は、次の２つに分けられます。 

①工場・事業場等に恒久的に設置される定置式 

②建設工事現場等で使用され、設置場所が短期間で変わる移動用のもの 

非常用自家発電設備については、防災負荷の有無により、次の２つに分けられます。 

③防災負荷のある防災用： 

消防法による消防用設備等の非常電源、又は建築基準法による建築設備の予備電源と

して設置が義務付けられている非常用自家発電設備のことを指します。防災専用機（③-

i）※9と防災用・保安用共用機(③-ⅱ) ※9の２タイプがあります。 

④防災負荷のない保安用のもの： 

一般照明、医療機器、コンピュータ等のバックアップ用電源として設置されるものを指し

ます。 

本手引きでは、③-ⅱ防災用・保安用共用機と、④保安用の非常用自家発電設備について

記載しています。なお、スプリンクラー等消防用設備の非常用電源として設置している自家

発電設備を一般用途に転用することは、非常時の消防用設備の稼働時間の基準を満たす限

り可能ですが、事前に所管の消防署に確認する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※8：一般社団法人日本内燃力発電設備協会,2017 年 9 月,「自家発 Q&A18」,『内発協ニュース』 
※9：「防災専用機（③-i）」とは、停電時に防災設備（・屋内消火栓設備、スプリンクラー設備、排煙設備、非常用エ

レベーター等）のみを対象に電力を供給するもの。「防災用・保安用共用機(③-ⅱ)」とは、停電時に防災設備に加
え、それ以外の設備（一般照明、医療機器、コンピュータ等）も対象に電力を供給するもの。（参考：一般社団法人
日本内燃力発電設備協会,2018 年 12 月, 「自家発 Q&A33」,『内発協ニュース』）  

 
 

停電に備える 

Ⅱ 

非常用自家発電設備について知ろう 

※8 
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２．非常用自家発電設備の種類と特徴  

非常用自家発電設備で、現在主に普及しているのは、ディーゼルエンジン型非常用発電機

と LPガス発電機です。それぞれの特徴は以下のとおりです。 

 ディーゼルエンジン型発電機 LP ガス発電機 

  

騒音 振動や騒音が大きい 振動や騒音が少なく、比較的静か 

排気ガス 粒子状物質(PM)、黒煙を含む 粒子状物質(PM)や黒煙を含まない 

起動しやすさ 
急激な負荷変動にも対応可能で、起動

が早い 

動力負荷の変動にあまり向いておらず、

起動に時間がかかる 

機種 
20kVA 前後の小型～1,000kVA 超

の大型まで、機種の種類・容量が豊富 

国内メーカー製の場合、主力メーカーで

は8kVA または45kVAの２機種のみ 

留意点 

常に全負荷*１に近い運転ができるよ

う、余裕を持たせ過ぎない規格選定を

することも重要なポイント。 

◎軽負荷運転*２に注意が必要。負荷が軽

い場合、燃料噴射圧力が低くなるため

燃料が上手く燃焼せず、黒煙が多くな

る。軽負荷運転を長時間にわたって行

い、黒煙が多量に発生し、排気管にオイ

ルが滴るような状況において、突然高

負荷・全負荷で運転を行った場合、内部

機構が故障する場合がある。 

燃料消費量はディーゼルエンジン型発

電機の 2 倍以上。 

給気と排気風量がディーゼルエンジン

型発電機よりも大きい。給排気風量が

大きいため、給気用の設備や、排気ダク

トなどがディーゼルエンジン型発電機よ

りも大きくなり、建築的な制約も大きく

なる。 

 

法定点検 
関係法令(電気事業法、消防法、建築基準法)により自家発電設備の種類に応じ、設置

者に対して点検等が義務付けられています。（※18ページ参照） 
＊１、＊２：「全負荷運転」は、定格出力で運転すること、「軽負荷運転」は、目安として発電機定格出力の 30%以

下での運転のことを指します。 
 

３．燃料の種類と特徴 

燃料の種類 特徴 法令上の注意 

軽油 

着火点が低く、ディーゼルエンジン型発電機の燃料として
は最も一般的。灯油に比べ安価だが、汎用性が低く、劣化し
やすい。非常時に入手困難になりがちであるため、備蓄の
必要がある。 

200ℓ以上保管：所
管消防署に確認す
る必要がある。 

灯油 
汎用性があるが、燃料価格が高い。灯油に対応する発電機
の機種は限られる。 

※軽油と同じ 

A重油 

軽油に比べて安価。粘度が高いため、高速運転する発電機
には向かないが、ディーゼルエンジン型発電機は比較的低
速のため、軽油・A 重油どちらでも問題ない。軽油よりも早
期に劣化するため長期保存は難しい。 

400ℓ以上保管：所
管消防署に確認す
る必要がある。 

LPガス 
暖房や調理等、汎用性がある。劣化せず、非常時に復旧が
早い。 

ガス業者による管
理のため施設側で
責任者配置は不要 

 
※10：デンヨー(株)提供資料、ヤンマーエネルギーシステム(株)提供資料をもとに事務局作成 

※10 
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４．留意点 

●被災施設が苦労したのは「燃料の確保・調達」 

―長時間の停電を想定して、燃料の備蓄を― 

・災害時に非常用自家発電設備を活用した際の苦労として、「燃料タンクの容量が少なく、調

達に苦労した」「災害時、閉鎖しているガソリンスタンドがほとんどで、一部のガソリンスタン

ドに集中して渋滞していた」という話が多く寄せられました。長時間の停電を想定した容量

のタンク等設置と、日頃からの燃料備蓄に努める必要があります。 

・被災施設の工夫としては、以下のようなことが挙げられています。 

 -ガソリンスタンドとの契約：「契約している給油所では品切れなく燃料調達ができた」 

 -早めの調達：「施設長指示により、台風情報を踏まえ、燃料を通常より多めに調達し、地下

タンクへ保管した」 

 

●燃料備蓄に関する消防法令上の規則があります ※11 

・自家発電装置の燃料備蓄については、消防法令により制限があります。保管数量や保管場

所の規制について、所管の消防署に確認が必要です(下表参照)。 

・燃料の備蓄が困難であれば、近隣で入手可能なところを確認しておきましょう。 

少量危険物（石油類）に関する消防法令上の規制について 

油種名 指定数量 
指定数量の 5 分の１以上、 

指定数量未満の規制 

指定数量の 

５分の１未満 

ガソリン
＊ 

200ℓ 40ℓ以上 200ℓ未満 40ℓ未満 

軽 油 1,000ℓ 
200ℓ以上 1,000ℓ未

満 
200ℓ未満 

灯 油 1,000ℓ 
200ℓ以上 1,000ℓ未

満 
200ℓ未満 

A重油 2,000ℓ 
400ℓ以上 2,000ℓ未

満 
400ℓ未満 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊ガソリンは、ポータブル発電機の燃料として使用される場合があるため、表に記載し

ています。 

 

※11：北海道胆振総合振興局 保健環境部 社会福祉課,「停電時に備えた社会福祉施設等の対応について」を基に
事務局作成 

指定数量以上の保管につい

ては、危険物貯蔵庫の設置

義務、危険物取扱い管理者

の監督義務に加え、所管消

防署の立ち入り検査があり

ます。 

市町村(消防組合)の条例に

より、少量備蓄指定場所に

関する申請手続きが必要と

なりますので、所管消防署に

確認する必要があります。 

消防署への届出等

の必要はありません

が、保管方法等には

十分な留意が必要

です。 
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●設備そのものの被害―燃料を使い切る前に一旦エンジン停止を― 

・燃料切れによる運転停止後、燃料を補給しても再始動できない事例が少なくありません。

これは、燃料タンクの燃料を使い切ると、燃料配管系統に空気が混入し、エンジン停止後の

再始動が困難になることによります。燃料補給については空気の混入を防ぐため、燃料を

使い切る前に一旦エンジンを停止し、周囲に火気のないことを確認して燃料タンクの残量確

認や補給を行うことを心掛けなければいけません。 

※ 一般社団法人日本内燃力発電設備協会,2018 年 12 月, 「自家発 Q&A33」,『内発協ニュース』 

 

●設備の設置場所―水害が想定される設置地域では、設置場所に注意を― 

・水害が想定される設置地域においては、給排気口、排気管出口などの屋外出入口位置、燃

料タンクの設置位置、附帯設備の適正設置、ひいては自家発電装置も含めた電気設備の設

置位置について、高所に設置するなど十分な検討が必要となります。 

 ※一般社団法人日本内燃力発電設備協会,2019 年 12 月,内発協 No161「『令和元年台風 19 号』等による非常用自家

発電設備の稼働・被害状況報告について」 

 

●寒冷地仕様―寒冷地では、低気温に対応した設備導入を― 

・各設備について、周囲温度、湿度、高度等の使用条件が設定されています。発電機を設置す

る周辺温度が 10℃以上であれば、設備に特別に対策する必要はありませんが、寒冷地の場

合は、設備の一部を保温しなければ、動作不良となる可能性があります。規定の使用条件

以外の場合は、搭載したヒーターを運転させて保温を行うなど、寒冷地対策・補正（出力）が

必要になるため、注意してください。（発注時に、特殊仕様の発電機を指定することになる

ため、施工業者等に確認するようにしてください。） 

※デンヨー株式会社,2019 年 9 月,パンフレット等を基に事務局作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ホームタンク 

（軽油,198ℓ） 

ディーゼルエンジン型発電機 

（軽油,50kVA） 
ポータブル発電機 

＊写真：ヤマハ発動機ホームページ 

＊写真：本田技研工業株式会社ホームページ 
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非常用自家発電設備を導入したいとき… 

 

 

※設備導入にあたっての詳細は、設計業者等と相談の上決定することとなります。 

 

 非常用自家発電設備を導入したからといって、施設・事業所の全ての電力をまかなうこと

は難しいです。施設・事業所の地域性（気候・立地・地域資源等）や現状の施設設備状況、入所

者や建物の特徴、財源等も考慮して、用途と優先順位をつけましょう。 

 

 

 
 
 
 
 

 

STEP１で検討した優先順位の高い設備・機器について、必要な起動電力を考慮して発電

機容量を決めます。 

 （17ページ参照） 

 

 

 発電機に使用する燃料の種類を検討します。（9ページ参照） 

 ●すでに施設内の他の用途で利用している燃料はありますか 

 →すでに別の用途で使用している燃料（LP ガスや灯油等）を非常用自家発電設備の燃料と

しても利用している施設もあります。ディーゼル車や除雪車等、他の用途がある場合は、

軽油を選択しても無駄が生じません。 

 

 

 既存施設に新たに非常用自家発電設備を導入する際は、配線工事等も伴うため、長期の時

間を要します。早めに見積依頼等、連絡するようにしましょう。 

 ・機器配置等の検討(配置場所、建築基礎、冷却方式、燃料系統、排気系統、換気方式、 

騒音対策、補機類、環境、その他) 

 ・工事内容等 

 工事の責任分担等の範囲を踏まえて、着工となります。 

●地 域 性 過去の被災経験、今後予想される災害 

●施設設備 現在施設で利用している燃料、水の給排水方法、設備や 

燃料設置場所 

●利用者の特徴 医療的ケアを要する入所者（人数・利用している階数） 

●他の施設との事業連携状況（食事の提供等） 

優先順位

の決定 

STEP１ どんなことに使うか(用途・優先順位)を決める 

非常用自家発電設備を導入したいとき… 

STEP２ 非常用自家発電設備の規格・容量を検討する 

STEP３ 非常用自家発電設備の燃料を検討する 

STEP４ 設計業者と調整する 
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導入検討プロセスの事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入検討プロセスの事例 
（本事業で実施したヒアリング調査より） 

 
 

STEP１：用途と優先順位の検討 
地 域 性：寒冷地の寒さの厳しさを考えると暖房の確保は必須 

施設特性：平常時、隣接施設分まで食事提供を担っているため、食料確保も必須 

 
STEP２：規格・容量の検討（非常用自家発電設備でまかなう電力） 
暖   房：温水ボイラー、給水加圧ポンプ、温水循環ポンプ 

食事提供：厨房コンセント、汚水循環ポンプ 

その他生活に必要な電力：照明、非常用コンセント、事務室コンセント、電話、ナースコール 

●その他 
設置場所：屋上の場合には雪かきが必要になり、給油もしづらいため、屋内設置とする。 

 
STEP３：燃料の検討 
燃    料：機械内タンク(60ℓ)は、２～3時間分。ホームタンク(４４６ℓ)を設置し全部で約 22時

間程度まかなえるよう整備。軽油が余った場合は、施設の車両に転用可能なので無駄がない。 

 
■導入設備 
・ディーゼルエンジン型発電機  ・燃料：軽油(60ℓ＋446ℓ)  ・定格出力：85kVA 

寒冷地だからこそ「住（特に暖）」「食」の確保を重視 
【特別養護老人ホーム(広域型)】 

 
STEP１：用途と優先順位の検討 
地 域 性：夏場の台風直撃による停電・断水の経験あり 

施設特性：井戸水があるため、電源があれば水の確保が可能。エレベーター 

が止まると２・３階の入所者の救急搬送が困難 

 

STEP２：規格・容量の検討（非常用自家発電設備でまかなう電力） 

水の確保：浄化槽、受水槽ポンプ 

食事提供：厨房電源（当該施設で隣接施設を含めた 200～300名分の調理をまかなうため） 

その他生活に必要な電力：１階全電源（事務室、医務室、浴室等）、エレベーター 

 
STEP３：燃料の検討 
燃    料：LPガスを浴室給湯で利用しているため、燃料の無駄がないこと、また非常時の燃料確保

の確実性を考慮し、LPガス発電機を検討中。石油系燃料は、設置スペースの問題があり、

他の用途がないため不安・負担が大きい。 

 
■導入を検討している設備 
・LPガス発電機   ・燃料：LPガス(容量未定)   ・定格出力：未定 

停電・断水の経験から、「食」と「水（生活用水）」の確保を重視 
【特別養護老人ホーム(広域型)】 
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方   針： 
東日本大震災等を踏まえ、大規模災害時に３～4日間の電気を供給できるようにする。 
 
STEP１：用途と優先順位の検討 
地 域 性：夏場は暑くなるため、空調は必須 

施設特性：地域密着型特養(ショートステイ含め 39)、併設の特養(110)、 

デイサービス(30)の約 180名の利用者の安全・生活の継続を考える。 

 
STEP２：規格・容量の検討（非常用自家発電設備でまかなう電力） 

停電時、最低限必要な設備（約 50kVA）： 

上水ポンプ、中水ポンプ、非常照明・誘導灯、エレベーター、浄化槽、 

ユニットリビング共用温水器 

＋αで稼働を検討したい設備：共用部(空調・照明・コンセント)、個室(空調・照明・コンセント) 

【＋αの設備の稼働割合試算】※夏冷房・冬暖房ピーク時 

定格出力 130kVA 280kVA 

共用部 
(リビング) 

空調 50% 100% 

照明 50% 50% 

コンセント 20% 50% 

個室 
(居室) 

空調 0% 60% 

照明 0% 60% 

コンセント 0% 50% 

＊燃料が灯油の大型発電機の場合、調達可能な発電機が 130kVAと 280kVAの二択だったため上記で比較試算 

STEP３：燃料の検討 
燃    料：燃料タンクを別置きとし、３～４日間連続稼働できる量を貯蔵。軽油は普段使用しない

ため、ボイラー給湯機のためにすでに使用している灯油を燃料とすることに決定。 

■導入設備 
・ディーゼルエンジン型発電機   ・燃料：灯油(5,500ℓ)   ・定格出力：280kVA 

災害時でも、普段と変わらない生活とケアの継続を目指して 
【特別養護老人ホーム(地域密着型)】 

 

 
 

STEP１：用途と優先順位の検討 
地 域 性：夏場の台風直撃、停電・断水の経験あり。 

施設特性：天井据え付け型の空調にポータブル発電機をつなげなかった経験あり。 

 
STEP２：規格・容量の検討（非常用自家発電設備でまかなう電力） 
以下で検討中。①空調を含め、施設全体の電力をまかなえる非常用自家発電設備の導入。 

          ②①が難しい場合、リビングにある大型タイプのエアコン（約 20畳用）を 

            動かせるようなポータブル発電機の導入。 

STEP３：燃料の検討 
燃    料：上記②の場合、ガソリン約 2ℓで１回分満タンになり、約８～10時間稼働できる。 

携行缶(5～10ℓ)を保管しておけば、補充も可能。  

■導入を検討している設備 
・未定（見積依頼中） 

30 度以上の酷暑時の被災を踏まえて、「室温管理・水分補給」と「夜間の緊急連絡」を重視 
【グループホーム】 
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非常用自家発電設備の活用事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇空調◇ 

・エアコンを使用できたことにより、熱中症を防ぐことができた。 

（特別養護老人ホーム、80 名、台風による停電時にディーゼルエンジン型発電機(250kVA)を活用） 
 

・石油ストーブの電源を確保できたため、利用者の暖を取ることができた。 

（介護老人保健施設、100 名、地震・津波による停電時にディーゼルエンジン型発電機(103kVA)を活用） 

◇情報入手・SOS 発信◇ 

・ラジオが使えることにより情報収集ができた。 
（養護老人ホーム、60 名、風水害(台風、大雨等)による停電時にディーゼルエンジン型発電機(60.9kVA)を活用）  
 

・電話主装置の電源が確保できたことにより、お客様、職員からの外線着信に対応することができた。 

（特別養護老人ホーム、80 名、風水害(台風、大雨等)による停電時にディーゼルエンジン型発電機(250kVA)を活用）  

◇エレベーター◇ 

・５階建てであるため、エレベーターが動いたことで、配膳や利用者の移動が助かった。（介護老人保健施

設、80 名、風水害(台風、大雨等)による停電時にディーゼルエンジン型発電機(75kVA)を活用） 

◆停電時に非常用自家発電設備を活用しました！ 

◇照明◇ 

・夜間の非常照明により、ご利用者がトイレ等への移動の際に安全に移動することができた。 

（養護老人ホーム、50 名、地震・津波による停電時にディーゼルエンジン型発電機発電機(67kVA)活用） 
 
・夜間や食事中、廊下・階段等に照明を設置、灯りを確保できたことで入居者の安全確保、不安解消になっ
た。（介護老人保健施設、100 名、地震・津波による停電時にディーゼルエンジン型発電機発電機(95kVA)
活用） 

◇医療的ケア◇ 

・吸引器（喀痰）、電動ベッドの頭部や脚部等の上下機能が可能になるため、医療的対応に安心感があ
った。(特別養護老人ホーム、80 名、風水害(台風、大雨等)による停電時にディーゼルエンジン型発電機
(450kVA)を活用) 

・ナースコール及び転落防止マットセンサーが使用でき、事故を未然に防ぐことができた。 
（介護老人保健施設、100 名、地震・津波による停電時にディーゼルエンジン型発電機(85kVA)を活用） 
 

◇冷蔵庫◇ 

・夏だったので冷蔵庫が使用でき、食物を保存でき食中毒を防ぐことができた。 
（特別養護老人ホーム、70 名、風水害(台風、大雨等)による停電時にディーゼルエンジン型発電機
(100kVA)を活用） 

・保冷設置に使用し、利用者の安全な食の確保ができた。 
（小規模多機能型居宅介護、25 名、風水害(台風、大雨等)による停電時にポータブル型発電機(1.6kVA)を活用）  

非常用自家発電設備の活用事例 
（本事業で実施したアンケート調査回答より） 

※( )内は、施設種別、定員、被災内容、使用設備（定格出力）を記載 
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停電時に、非常用自家発電設備により稼働させる設備と必要な電力量を確認しましょう。 

※必要電力数は、「起動電力」を確認してください。（17ページ参照） 

①使用する電気機器の起動電力を足し合わせることで、どのくらいの発電量をもつ機器が

適しているかがわかります。（発電機の定格出力と比較） 

②定格出力とは、その発電機が安定して出力できる電力のことで、VA（ブイエイ）という単

位で表されます。 

③使用機器で消費される電力をW（ワット）、発電機から出力される電力を VAといいます。 

   １W＝１VA  1000W＝１kVA＝1ｋｗ  

   （※単相（一般家庭等で用いられるの電気）の場合。三相（工場等で用いられる電気）の場合は別。） 

＜例＞ 

停電時に 

稼働させる設備 

必要電力量 

(ワット数) 

非常用自家発電設備で 

対応できない場合の代替策 

【例】家庭用冷蔵庫(大型) 1000W  

共用部 照明   

空調   

非常用コンセント   

個 室

(居室) 

照明   

空調   

非常用コンセント   

冷蔵庫   

エレベーター   

パソコン   

携帯電話   

ナースコール   

医療関係機器   

 【備考】 

・非常用自家発電設備を設置しない場合は、設備ごとに代替策を検討してください。代替

策については、ポータブル発電機や小型バッテリーの活用・借用などの方法も含めて検討

しましょう。 

 ・スプリンクラー等消防用設備の非常用電源として設置している自家発電設備を一般用途

に転用することは、非常時の消防用設備の稼働時間の基準を満たす限り可能ですが、事前

に所管の消防署に確認する必要があります。（再掲） 
 
※12：北海道胆振総合振興局 保健環境部 社会福祉課,「停電時に備えた社会福祉施設等の対応について」を基に 

事務局作成 
※13：ヤマハ発動機ホームページ「発電機の選び方」https://www.yamaha-motor.co.jp/generator/select/（2020 年

3 月 16 日利用） 

停電時の稼働設備と電力量を確認しよう！※12、※13 
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参考：電気機器の消費電力と起動電力 

 

 

使用したい電気機器の消費電力と起動電力を確認するときに注意したいのが、動き始

めるときに消費電力よりも大きい起動電力を必要とする製品もあるということです。機器

によっては表示電力の 3～4倍もの電力が必要になることもあります。※13※14 

 

消費電力の１倍＝起動電力（目安） 

電気機器 消費電力（W） 起動電力の目安（W） 

フロアライト 50W 50W 

ノートパソコン 200W 200W 

テレビ（37型） 300W 300W 

電気ポット 1,000W 1,000W 

ハロゲンヒーター 1,000W 1,000W 

複合機 1,200W 1,200W 

家庭用炊飯器 1,300W 1,300W 

ホットプレート 1,300W 1,300W 

 

消費電力の 1.1～2 倍＝起動電力（目安） 

電気機器 消費電力（W） 起動電力の目安（W） 

家庭用扇風機 50W 100W 

電子レンジ 1,000W 1,800W 

 

消費電力の 2.1～4 倍＝起動電力（目安） 

電気機器 消費電力（W） 起動電力の目安（W） 

家庭用冷蔵庫（小型） 100W 400W 

家庭用冷蔵庫（大型） 250W 1,000W 

エアコン(12畳用) 1,200W 2,200W 

 

 

 
 
※14：下記資料を基に事務局作成 

・ヤマハ発動機ホームページ「発電機の選び方」https://www.yamaha-motor.co.jp/generator/select/
（2020 年 3 月 16 日利用） 

・本田技研工業ホームページ「はじめての発電機選び」
https://www.honda.co.jp/generator/use/emergency/（2020 年 3 月 16 日利用） 

  

参考：電気機器の消費電力と起動電力 
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参考：設備の法定点検 

 

 

 

 自家発電設備の点検については、関係法令（電気事業法、消防法、建築基準法）により、自

家発電設備の種類（常用、非常用の分類等）に応じて、設置者に対して点検等が義務付けられ

ています。 

 各法令で定められている点検等の概要は以下のとおりです。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

※15 一般社団法人日本内燃力発電設備協会,2018 年 10 月, 「自家発 Q&A31」,『内発協ニュース』 

 

＊ 

＊内燃力発電設備は出力 10kw 以上全てのもの。 

参考：設備の法定点検 
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●ポイント！※17 

・市販のペットボトル水等は、有効期限内で更新する（防災訓練で使用するなど）。 

・遮光されていて高温にならない場所に保管する。停電で照明がなく、エレベーターも使用

できない場合に備えて、飲料水等重量のあるものは使用する階に配備することが望まし

い。 

Ⅲ 飲料水・生活用水を確保する 

 

受水槽（高置水槽）について知ろう 

 

 

 

 ひとたび災害等が発生すると、さまざまな要因により、長期間にわたって、施設・事業所に

おける飲料水・生活用水の確保が困難になる可能性があります。各施設・事業所で、災害等に

よる断水に備えましょう。 

 

１．災害時における飲料水・生活用水確保への備え 

   災害発生から行政等による救援体制が整うまでに、およそ 3 日間を要すると言われて

います。それまでは、各施設・事業所で備蓄している飲料水や食糧で、生命や生活を維持す

る必要があります。 

 

 （１）市販のペットボトル水等を保管する 

    飲料水の備蓄量の目標値は、1人あたり 1日 3 リットル×3日分です。※16 

    （例）利用者定員 50名の施設の場合：3 リットル×50名分×3日分＝４５０リットル 

       ※施設・事業所の利用者に加え、職員も人数に加えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）複数の水源を確保する 

    複数の水源を確保することで、飲料水、生活用水ともに、災害による断水時のリスクを

軽減することが可能となります。 

     （例）・施設・事業所内・外にある井戸水や沢水、湧水等の利用 

        ・施設・事業所付近の給水拠点（自治体の給水設備設置場所や災害用井戸等）、

自治体の防災計画の確認 

        ・地下水利用給水設備の利用 →28ページ参照 
 

 

※16：厚生労働省, 「応急給水の目標設定例」（p.Ⅰ-19）,『地震対策マニュアル策定指針』 
※17：東京都西多摩保健所生活環境安全課,2015 年 2 月,「3.飲料水・生活水の確保」（p.34）,『高齢者施設等におけ

る防災マニュアル策定ガイドライン～水・食料・医薬品等の確保を中心に～』 
  

 
 

飲料水・生活用水を確保する 

Ⅲ 

受水槽（高置水槽）について知ろう 
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●ポイント！  

・施設・事業所内・外にある井戸水や沢水、湧水等がある場合、自治体や近隣住民に使用可

否や使用のための手続き等を確認する。 

・施設・事業所付近の給水拠点で水を入手するために、その場所までのアクセス方法を確認

するとともに、必要な採水容器を準備する。※18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）貯水槽（タンク）を活用する  

    貯水槽とは、給水管（水道管）からの水道水や井戸等から汲み上げた水の供給を最初

に受ける水槽（タンク）のことです。設置場所により、「受水槽」、「高置水槽」と呼称が異

なります。 

    各施設・事業所の給水方式により貯水槽（タンク）の利用状況が変わります。（次ページ） 

 

           受水槽の構造※19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※18：前掲書 17（p.35） 

※19：東京都福祉保健局多摩府中保健所生活環境安全課,『小規模貯水槽水道等の衛生管理』 

  （https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/kankyo/suido/syoukibo.files/syoukibopannhu.pdf 

  

写真提供：ヒアリング調査先施設・事業所 
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２．施設・事業所における給水方式の確認・理解 

 施設・事業所における給水方式の分類により、災害による断水の内容が異なります。そのた

め、長期間にわたって災害による断水に備えるには、平常時に、現状における各施設・事業所

の給水方式を確認することが重要です。まずは、各施設・事業所の給水方式を確認しましょう。 

 給水方式は大きく分けて２種類あります。施設・事業所の蛇口から出る水は、施設・事業所

の構造や立地、水源等から給水方式が決められます。 

 

施設・事業所における給水方式の分類と断水の内容※20 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

 給水方式の概要 

直結式 

直結 

直圧式 

・浄水場から送り出された水圧によって直接に各蛇口に給水する方式。 

・一戸建ての住宅でよく見られる。 

直結 

増圧式 

・タンクを設けず、建物内の給水管に増圧給水設備（ポンプ）を取り付け、水

圧を高くして中層階へ給水する方式。 

貯水槽

式 

高置 

水槽式 

・地上に設置した受水槽から屋上等に設置した高置水槽に揚水ポンプでくみ

上げ、重力で各階に給水する方式。 

・【貯水槽式が適当なもの】 

ア．常時一定の水圧、水量を必要とする建物 

イ．断水した場合に業務停止となるなど影響が大きい施設及び設備停止に

より損害の発生が予想される施設 

 例：ホテル、飲食店、救急病院等の施設で断水による影響が大きい場合 等 

加圧 

ポンプ式 
・受水槽に溜めた水を直送ポンプ（加圧ポンプ）で各階に直接給水する方式。 

  

  
 

 

※20：岸和田市保健部健

康推進課, 2019 年 8 月

14日掲載,『貯水槽水道

における停電断水時の

対応について』 
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施設・事業所における給水方式の分類と断水の状況※20、※21、※22 

 

※21：前掲書 17（p.28、p.29） 

※22：大阪市水道局工務部給水課, 2020 年 3 月 4 日掲載,「本市における給水方式について」 

   （https://www.city.osaka.lg.jp/suido/page/0000391113.html） 

  

 

 

①水道管（配水

管）が破損 

した場合 

②-1.建物が停

電した場合※ア 

②-2.建物停電

時に、非常用自

家発電設備※イを

用いた場合 

※ア：水道管（配水管）は破損してい
ない状況を想定。 

※イ：ポンプを稼働させられる程度
の規格をもつ非常用自家発電設
備を使用することが前提。 

直
結
式 

直結 

直圧

式 

× 
（断水する） 

○ 
（断水しない） 

（－） 
（影響なし） 

①受水槽がなく、水の貯留ができ
ないため、断水する。 

②-1.ポンプを用いないため、断水
しない。 

②-2.建物が停電した場合にも断
水しないため、非常用自家発電設
備の稼働による影響は受けない。 

直結 

増圧

式 

× 
（断水する） 

△ 
（階により、 
断水する） 

○ 
（断水解消する） 

①受水槽がなく、水の貯留ができ
ないため、断水する。 

②-1.低層階ではポンプの水圧によ
り給水されるが、中高層階では、
水圧不足により断水する。 

②-2.断水は解消する。  

貯
水
槽
式 

高置 

水槽

式 

△ 
（ポンプが稼働し
ていれば、高置水
槽内、受水槽内の
残 量 分 の 給 水
可。） 

△ 
（高置水槽内、受水
槽内の残量分が
な くな った ら断
水する。） 

○ 
（断水解消する） 

①、②-1.いずれも 
・水道管破損時、建物停電時いずれ
も：高置水槽内、受水槽内の残量
分は利用可 
・受水槽に「緊急時給水栓（取水
栓）」があれば利用可能。 

②-2.断水は解消する。 

加圧

ポン

プ式 

△ 
（ポンプが稼働し
ていれば、受水槽
内の残量分の給
水可。） 

△ 
（受水槽内の残量
分がなくなった
ら断水する。） 

○ 
（断水解消する） 

①、②-1.いずれも 
・水道管破損時、建物停電時いずれ
も：受水槽内の残量分は利用可 
・受水槽に「緊急時給水栓（取水
栓）」があれば利用可能。 

②-2.断水は解消する。 

施設・事業所がポンプを利用する給水方式の場合、 
建物が停電するとポンプを稼働させられず、断水してしまうんだ

ね。 

施設・事業所がポンプを利用する給水方式の場合、施設・事
業所ができることは、「建物が停電した場合」の対策です

ね。 

水道管（配水管）が破損した場合と、建物が停電した場合とでは、 
断水の状況が違うようだよ。 
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３．災害時における受水槽（高置水槽）整備・活用にあたっての留意点 

 （受水槽（高置水槽）導入済み施設・事業所にかかわらず共通） 

○自分の施設・事業所における給水方式、緊急時の取水方法の確認（緊急時の取水方法について

は次ページを参照） 

・災害時に断水になっても冷静に対応できるよう、各施設・事業所は自分の施設・事業所にお

ける給水方式、緊急時の取水方法を確認するとともに、職員間で共有しましょう。 

『「2019 年度札幌の水道』より※23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○非常用自家発電設備の整備・活用 

・水道管（配水管）が破損していなければ、建物で停電が発生した場合でも、給水方式が「直結

直圧式」施設・事業所の場合、断水しません（22 ページ参照）。一方、「直結直圧式」以外の給

水方式（電動ポンプで水をくみ上げる「直結増圧式」、「高置水槽式」、「加圧ポンプ式」）を採

用している施設・事業所が、災害時でも安心して飲料水・生活用水を確保するには、非常用

自家発電設備を活用して電動ポンプを稼働させる必要があります。施設・事業所における

災害時に用いたい想定用途・想定量、非常用自家発電設備の規格を十分に検討のうえ、飲

料水・生活用水の確保に備えましょう。 

※23：札幌市水道局,2019 年 4 月,「北海道胆振東部地震を受けて」（p.23-24）『「2019 年度札幌の水道』  

 北海道胆振東部地震では札幌市内全域で長時間の停電が発生しました。 

 多くの住民が、自分の住む住戸における緊急時の取水方法を把握していなかった状況が明らかにな

ったことをふまえ、2019（平成 30）年 4 月、札幌市では、市民向けのパンフレットの中で、特にマン

ション等に住む住民に対して、給水方式や緊急時の取水方法の確認を呼びかけました。 
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○災害に備えた設備の強化 

・受水槽（高置水槽）活用にあたっては、平常時から災害に備えた設備の強化に取り組むこと

が重要です。具体的には、以下のような対策が考えられます。 

 －非常用自家発電設備の活用（前掲） 

 －耐震性の高い受水槽（高置水槽）の材質を選択する（受水槽（高置水槽）導入済み施設・事

業所の場合：「そのような材質が用いられているかを確認する」）。 

 －「緊急遮断弁（一定規模以上の揺れを感知すると、自動的に給水を止める機能を持つ装

置）」※24を装備する。 

 －「緊急時給水栓（大規模震災等により水道管（配水管）の破損等による断水が生じた場合

に備えて、受水槽（高置水槽）内の水を有効活用するために設置する給水栓）」※25、※26 を

装備する。                   (ヒアリング調査協力先メーカーからの聞きとりより) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○給水方式にもとづいた受水槽の整備・活用の検討（災害時のみ受水槽を活用することは難しい）
※27 

・災害時を想定して通常使用するよりも大きな受水槽に更新すると、水の回転数が低下し、

管理が大変になります。また、災害時用の受水槽を別に設置することは、常時使用しない場

合のメンテナンスが発生します。 

・受水槽の整備・活用は、日常的な管理・メンテナンスも想定し、給水方式にもとづいて検討

することが重要です。 

 

※24：前掲書 17（p.33） 

※25：（公益社団法人）空気調和・衛生工学会東北支部東北地方の建築設備研究員会, 2016 年 4 月～2018 年 3 月,「給

水に関する質問」（p.10、p.11）,『災害時における避難所の飲料水・トイレのガイドライン（改訂版）の Q&A』 

※26：自治体によって申請が必要な場合があるため、「緊急時給水栓」の設置にあたっては、自治体への確認が必要で

ある（参考：東京都水道局,2019 年 4 月,「受水タンク及び高置タンクに設置する非常用給水栓に関する取扱い」

（p.3-78）,『指定給水装置工事事業者工事施行要領（平成 31 年 4 月版）』）。 

※27：前掲書 17（p.38）  

緊急時給水栓※25、※26
 緊急遮断弁※24
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受水槽（高置水槽）を導入したいとき… 

 

※設備導入にあたっての詳細は、設計業者等と相談の上決定することとなります。 

 

 

 

 

 受水槽（高置水槽）の導入を検討するにあたり、現状における各施設・事業所の給水方式を

確認しましょう。 

 受水槽（高置水槽）を導入する場合、給水方式の変更が必要となります。 

 

 

 

 建物内で使用する水の量を「給水量（1 日に使用する平均的な水の量）」といいます。建物の

種類や規模、時間帯や季節などによって、水を使う量は異なります。 

 

 

 

 STEP2 で把握した給水量をもとに、受水槽（高置水槽）に入れる水の量（有効容量※28、※29）

を求めます。 

 

 

 

 STEP2、３で求めた受水槽（高置水槽）に入れる水の量（有効容量）をもとに、各施設・事業

所で必要とする受水槽（高置水槽）の容量と大きさを計算します。 
 

 

 

 

 受水槽（高置水槽）は容量（大きさ）、重量があります。STEP４で求めた受水槽（高置水槽）

の大きさや重量により、設置場所等を決めましょう。 

 また、地震による受水槽（高置水槽）の揺れや階下への影響、災害時に給水車等から容易に

給水を受けられること等も十分に考慮して設置場所を検討しましょう。 

 

 

 

※28：受水槽の有効容量とは、水槽において適正に利用可能な容量をいい、水の最高水位と最低水位との間に貯留さ

れる量をいう。（厚生省環境衛生局水道環境部長通知, 1978 年 4 月 26 日環水 49,「水道法の一部改正に伴う簡

易専用水道の規制等について」） 

※29：最高水位は受水槽の定水位装置によって決定される。最低水位は受水槽内にある揚水管の吸込管端から揚水管

径の 1.5 倍上部の水位とする。（「那須塩原市簡易専用水道のしおり」－別紙 1「有効容量の計算方法」2019 年 4

月,那須塩原市）  

STEP3 受水槽（高置水槽）に入れる水の量（有効容量）を求める 

STEP２ 給水量を把握する（人数による 1 日の使用水量を求める） 

STEP５ 受水槽（高置水槽）の設置場所を検討する 

STEP１ 各施設・事業所における給水方式を確認する（再掲） 

受水槽（高置水槽）を導入したいとき… 
（受水槽（高置水槽）未整備施設に向けて） 

※詳細は 26、27ページに記載しています。 

STEP４ 受水槽（高置水槽）の容量（大きさ）を求める 
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受水槽の容量（大きさ）を求める 

  受水槽の容量（大きさ）の求め方※30
 

 

 

 

 

 

 

 （１）給水量を把握する（人数による 1 日の使用水量（1 日予想給水量）を求める（Q[ℓ/日]）） 

   人数による 1日の使用水量は、一般的に人員の数から計算します。 

    

 
  ※施設・事業所の利用者に加え、職員も人数に加えます。 

  ※空調の機器類に補給するための水が必要な場合は、その分もプラスします。 

 

 

 

 

 
 

（２）受水槽に入れる水の量（有効容量）を求める 

  受水槽に入れる水の量（有効容量）は、1日予想給水量から計算します。 

     

  ※受水槽に入れる水の量（有効容量）は、衛生上問題を生じさせないために、水を滞留させない

必要があります。そのため、1日予想給水量の半分程度を目安とします。 

  ※各自治体に「各水道事業者指導基準」があるため、設計を行う前に、必ず水道事業者への相談

が必要です。 

 

（３）受水槽の容量（大きさ）を求める（V[ℓ]） 

 

  ※受水槽の容量（大きさ）は、水槽内水位より上部に給水口等を取り付けるため、水槽上部 20～

30%の隙間をとり、受水槽の容量（ℓ）より大きめの水槽にする必要があります。 

  ※受水槽の容量（大きさ）は、計算して算出した数値が下限値となります。下限値以上の寸法の受

水槽の設置を検討しましょう。 

 

（４）受水槽の設置場所を検討する 

  受水槽の大きさや重量、外部からの給水の受けやすさ等により、設置場所等を決めます。 

 

  

受水槽（高置水槽）の容量（大きさ）は、以下から求めます。 

（１）給水量を把握する（人数による 1日の使用水量を求める）。 

（２）受水槽に入れる水の量（有効容量）を求める。 

（３）受水槽の容量（大きさ）を求める。 

（４）受水槽の設置場所を検討する。 

 

Q（1 日予想給水量（ℓ/日））＝給水対象人数（人）×1 日当たりの 1 人の使用量（ℓ/人・日） 

【参考】1人当たりの 1日平均給水量（平常時（L/人・日）※31 

     ・老人福祉施設：入所者 500L/人、職員 100L/人 

     ・集合住宅：200～350L/人 

     ・ホテル：350～500L/床 

     ・ 

受水槽の容量（大きさ）を求める 

受水槽の容量（大きさ）（V[ℓ]）＝受水槽に入れる水の量（有効容量）×1.2 

※高置水槽の容量、大きさ

の求め方は別にあります

が、本手引きでは記載を

省略します。 

受水槽に入れる水の量（有効容量）＝Q/２ 
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 各施設・事業所において受水槽を導入するにあたり、受水槽の容量（大きさ）を求めて

みましょう。 

 

 

 

 

 （１）給水量を把握する（人数による 1 日の使用水量（1 日予想給水量）を求める（Q[ℓ/日]）） 

  ・仮に、老人福祉施設における 1人当たりの 1日平均給水量「入所者 5０0L/人、職員 100L/

人」を用いる（26ページ参照）。 

  ・計算式：Q（1 日予想給水量（ℓ/日））＝給水対象人数（人）×1 日当たりの 1 人の使用量（ℓ/

人・日）に当てはめる。 

   （60[名]×500[ℓ]）＋（２５[名]×１00[ℓ]）＝32,500[ℓ/日] （＝32.5[㎘/日]） 

   →この数字が、A特別養護老人ホームにおける 1日の使用水量といえる。 

 
 （２）受水槽に入れる水の量（有効容量）を求める 

  ・計算式：受水槽に入れる水の量（有効容量）＝Q/２に当てはめる。 

    受水槽の容量：32,500[ℓ/日]/２＝16,250[ℓ] （＝16.25[㎘/日]） 

   →この数字が、A特別養護老人ホームの受水槽に入れる水の量といえる。 

 
（３）受水槽の大きさを求める（V[ℓ]） 

  ・計算式：V（受水槽の容量（ℓ））＝Q/２に当て 

  ・計算式：受水槽の大きさ＝受水槽に入れる水の量（有効容量）×1.2に当てはめる。 

    受水槽の大きさ：16,250[ℓ] ×1.2＝19,500[ℓ] （＝19.5[㎘/日]） 

   →この数字が、A特別養護老人ホームで利用する受水槽の容量といえる。 

   →この数値（下限値）以上の寸法の受水槽の設置を検討する。 

 

 （４）受水槽の設置場所を決める 

   受水槽の大きさや重量、外部からの給水の受けやすさ等により、設置場所等を決める。 

 

 

 

※30：前掲書 1（p.28～p.31）をもとに事務局が作成。 

※31：前掲書 17（p.34） 

  

【例】A特別養護老人ホームに受水槽を設置する場合：合計 85名で計算 

（特養利用者数 50 名、短期入所利用者数 10 名、職員数（常勤換算、介護職以外の職員も含

む）２５名） 

 

Let’s チャレンジ！計算してみよう！ 
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地下水利用給水設備を導入したいとき… 

※設備導入にあたっての詳細は、設計業者等と相談の上決定することとなります。

災害時、定員が一定規模（目安：施設・事業所定員100名以上）以上の施設・事業所等では、

大量の飲料水・生活用水の確保が必要となります。長期間、断水が続くリスクを想定すると、

施設・事業所内にある地下水の活用も、有効な解決策のひとつといえます。 

地下水利用給水設備の導入効果が高いと考えられる施設・事業所 

１．地下水利用給水設備の概要 

地下水利用給水設備の概要とし

て、以下のことが挙げられます。 

・高度な処理により、地下水を飲

用化する。

・既存の受水槽で、公共水道と地

下水を混合する。

２．地下水利用給水設備の特徴 

地下水利用給水設備の特徴として、以下のことが挙げられます。 

【効果】 

・高度な処理により地下水を飲用化することで、水質の安全性を確保する。

・日常から同設備を利用することで、災害時にも特に切り替えることなく、継続利用が可能となる（非常

用自家発電設備への接続が必要）。

・災害時を想定した多元的な水源の確保・活用により、地域貢献が可能となる。

・施設・事業所内における地下水の通常利用（公共水道との二水源化）により、長期的な経済効果（費用削

減）が可能となる。

【留意点】

・地下水の水質や掘削深度により、飲用化処理のための費用が変わる。

地下水利用給水設備を導入したいとき… 

三菱ケミカルアクア・ソリューションズ株式会社提供資料 

・定員が一定規模（目安：施設・事業所定員 100名以上）以上の施設・事業所（併設・近隣の施設・事業

所との合計数でも可）。

・医療的ケアを必要とする利用者が多く入所・利用している施設・事業所

・災害時を想定した多元的な水源の確保・活用により、地域貢献を検討している施設・事業所

・施設・事業所内における地下水の通常利用（公共水道との二水源化）により、長期的な経済効果（費

用削減）を検討している施設・事業所

※本設備の運用にあたって

は、以下のいずれかが必

須となります。

・既存の受水槽の活用

・受水槽の新設
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給水設備（受水槽（高置水槽を含む貯水槽（タンク））・地下水利用給水設備）の活用事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◇トイレ◇ 

・台風で停電があり、トイレ時はバケツ・浴槽の水を使い大変役立った。（認知症共同生活介護、定員 18

名、風水害（台風、大雨等）による停電時に受水槽を活用（受水槽の容量は不明）） 

・井戸及び浄化槽を使用できたため、トイレが使用できて大変助かった。（介護老人保健施設、定員

80名、地震・津波による停電時に受水槽を活用。ディーゼルエンジン型発電機を活用。（受水槽の容量

は不明）） 

・リース会社から大型発電機（200V 用）を借り入れて地下水用井戸ポンプに接続したため、施設内に飲

料水、生活用水を供給できた。（特別養護老人ホーム、定員80名、台風による停電時に28㎘の受水

槽を活用） 

◆災害時に給水設備（受水槽（高置水槽を含む貯水槽

（タンク））・地下水利用給水設備）を活用しました！ 

◇飲料水◇ 

・屋外給水設備を活用したことで飲料水及び生活用水の調達に不便はなかったため、衛生面を保てた。

 

・地下水利用給水設備があったため、給水所の利用が少なくてすんだ。（認知症共同生活介護、定員

18名、風水害（台風、大雨等）による停電時に30㎘の受水槽を活用。ディーゼルエンジン型発電機、

ポータブル型発電機を活用。） 

給水設備（受水槽（高置水槽を含む貯水槽（タンク））・地下水利用

給水設備）の活用事例（本事業で実施したアンケート調査回答より） 

◇洗濯◇ 

・災害時では受水槽（20 ㎘）の水を少しずつ使用し、生活用水（洗濯等）は節約、一部停止等で実

施した。（特別養護老人ホーム、定員 80 名、地震・津波による停電時に 20 ㎘の受水槽を活用） 

※( )内は、施設種別、定員、被災内容、受水槽の容量を記載。 
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  近年多発している自然災害による影響をふまえ、平成 30 年 12 月、国では特に緊急に実施す

べきハード・ソフト対策について 3年間集中的に実施することを取りまとめた「防災・減災、国土

強靱化のための 3か年緊急対策」を閣議決定する等、対応を強化しています。 

  厚生労働省では、上記対策のうち、高齢者施設を含む社会福祉施設に対する「非常用自家発電

設備」や「給水設備（受水槽・地下水給水設備）」の整備促進に向けて、平成 30 年度第 2 次補正

予算以降、「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」を整備しています（以下、概要）。 

・高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業・給水設備事業：定員30名以上の高齢者施設等

に対する事業で、都道府県等※１に申請する事業

・認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業（非常用自家発電設備整備事業分）、高齢

者施設等の給水設備整備事業：定員 29 名以下の高齢者福祉施設・事業所等に対する事業で、

市区町村に申請する事業

・補助対象は自治体によって異なります。

・補助金額は、長期間の停電・断水に対応可能な容量の設備の設置を支援するため、補助上限額

は設けず、事事業者負担は 1/4（国 1/2、地方自治体 1/4）とされています※2。

※１：補助申請先：定員 30名以上の高齢者施設等であっても、指定都市、中核市が申請先となる場合もあります。

※2：補助率等：

－定員 30 名以上の広域型施設：総事業費 500 万円以上の整備に限る（非常用自家発電設備の燃料タンクのみ

整備する場合を除く）。 

※ 定員 29 名以下の地域密着型・小規模型施設の非常用自家発電設備・給水設備：定額補助。

厚生労働省老健局,2020 年 3 月 10 日, 「１．介護施設等の整備及び運営について」－「（２）地域介護・福祉空間

整備等施設整備交付金（ハード交付金）」（p.326～p.328）,令和元年度全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会

議資料より抜粋。 

１．厚生労働省「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」について
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２．資源エネルギー庁
「災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金」について
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３．経済産業省「災害時における電動車の活用促進マニュアルβ版」について
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2 

令和元年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業） 

「高齢者施設への非常用自家発電設備等の導入に関する調査研究事業」 

「高齢者施設・事業所が災害時の停電・断水に備えるために」 

2020（令和２）年 3月 

一般財団法人 日本総合研究所 
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Ⅱ．資料編 

Ⅱ．資 料 編 



参 考 （ 改 正 後 全 文 ） 

老 発 第 ０ ５ ２ ９ ０ ０ １ 号 

平 成 １ ８ 年 ５ 月 ２ ９ 日 

最 終 改 正 

老 発 ０ １ ３ １ 第 １ 号 

令 和 ２ 年 １ 月 ３ １ 日 

  都道府県知事 

  指定都市市長 

各 中 核 市 市 長  殿 

  市 区 町 村 長 

厚 生 労 働 省 老 健 局 長 

 （公  印  省  略） 

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金の実施について 

標記の交付金の実施については、「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金の実施について」

（平成１８年５月２９日老発第０５２９００１号厚生労働省老健局長通知）により行っている

ところであるが、今般、同通知の一部を改正し、別紙「地域介護・福祉空間整備等施設整備交

付金実施要綱」（以下「実施要綱」という。）により行うこととされ、令和２年１月３０日から

適用することとされたので通知する。 

１.「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金の実施について」（実施要綱）
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地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金実施要綱 

第１ 目的 

本要綱は、災害発生時に自力で避難することが困難な者が多く利用する高齢者施設等

の防災・減災対策を推進し、利用者の安全・安心を確保するため、地域介護・福祉空間

整備等施設整備交付金の実施に関する基本的事項を定めるものである。 

第２ 市町村交付金（市町村（指定都市、中核市及び特別区を含む。以下同じ。）を単位

として作成する整備計画に対する先進的事業支援特例交付金） 

１ 先進的市町村事業整備計画 

（１）先進的市町村事業整備計画の作成

市町村は、高齢者施設等の防災・減災対策を推進し、利用者の安全・安心を確保す

るため、毎年度、先進的事業支援特例交付金の交付対象事業を基本とする「先進的

市町村事業整備計画」を作成することができる。 

「先進的市町村事業整備計画」に記載すべき事項は次のとおりである。 

ア 先進的市町村事業整備計画の名称

イ 先進的市町村事業の目標

ウ イの目標を達成するために整備が必要な施設の名称及び設置の場所

エ 先進的市町村事業整備計画に基づく整備事業に要する費用の額

オ 先進的事業支援特例交付金の額の算定のために必要な事項

（２）先進的市町村事業整備計画作成に当たっての留意点

先進的市町村事業整備計画の作成又は変更を行った場合には、遅滞なく公表する

とともに、都道府県にその写しを送付するものとする。 

（３）先進的市町村事業整備計画の提出期限及び提出先

市町村は、先進的事業支援特例交付金を充てて先進的市町村事業整備計画に定め

る事業を実施しようとするときは、別紙様式第１号による計画書を作成し、別に指

示する期日までに当該市町村の属する都道府県知事を経由して、当該都道府県を管

轄する地方厚生（支）局長に提出するものとする。 

２ 先進的事業支援特例交付金の交付（先進的市町村事業整備計画に係る分） 

対象事業 

ア 既存の小規模高齢者施設等においてスプリンクラー設備等を整備する事業

イ 認知症高齢者グループホーム等における耐震改修等の防災補強改修及び利用

者等の安全性確保等の観点から老朽化に伴う大規模な修繕等を実施する事業 

ウ 高齢者施設等の給水設備整備事業

エ 高齢者施設等の防犯対策及び安全対策を強化するために必要な経費を支援す

る事業

（別紙） 
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３ 基準額 

先進的事業支援特例交付金については、予算の範囲内で採択することとし、その基

準額の算定にあたっては、市町村ごとに先進的市町村事業整備計画に記載された事業

について、別表の第１欄に定める事業の対象施設ごとに、第６欄に定める対象経費の

実支出額と総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人等の営利を目的としな

い法人の場合は、寄付金収入額を除く。以下同じ。）を控除した額とを比較して少な

い方の額を選定し、選定された額と第２欄に定める交付基準単価とを比較して少ない

方の額を基準額とする。 

ただし、１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

なお、交付基準単価について、 「2019 年４月１日～2019 年９月 30 日」を適用す 

るのか、又は「2019 年 10 月１日～」を適用するのかは、各高齢者施設等が実施する 

補助事業の目的物の全てを完成し、引き渡しを完了した日を基準日として判定する。 

第３ 都道府県交付金（都道府県（指定都市及び中核市を含む。以下同じ。）を単位とし

て作成する整備計画に対する先進的事業支援特例交付金） 

１ 先進的都道府県事業整備計画 

（１）先進的都道府県事業整備計画の作成

都道府県は、高齢者施設等の防災・減災対策を推進し、利用者の安全・安心を確

保するため、毎年度、先進的事業支援特例交付金の交付対象事業を基本とする「先

進的都道府県事業整備計画」を作成することができる。 

「先進的事業整備計画」に記載すべき事項は次のとおりである。 

ア 先進的都道府県事業整備計画の名称

イ 先進的都道府県事業の目標

ウ イの目標を達成するために整備が必要な施設の名称及び設置の場所

エ 先進的都道府県事業整備計画に基づく整備事業に要する費用の額

オ 先進的事業支援特例交付金の額の算定のために必要な事項

（２）先進的都道府県事業整備計画作成に当たっての留意点

先進的都道府県事業整備計画の作成又は変更を行った場合には、遅滞なく公表す

るとともに、地方厚生（支）局にその写しを送付するものとする。 

（３）先進的都道府県事業整備計画の提出期限及び提出先

都道府県は、先進的事業支援特例交付金を充てて先進的都道府県事業整備計画に

定める事業を実施しようとするときは、別紙様式第１号による計画書を作成し、別に

指示する期日までに当該都道府県を管轄する地方厚生（支）局長に提出するものとす

る。 

２ 先進的事業支援特例交付金の交付（先進的都道府県事業整備計画に係る分） 

対象事業 

ア 既存の小規模高齢者施設等においてスプリンクラー設備等を整備する事業
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イ 高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業

ウ 高齢者施設等の給水設備整備事業

エ 高齢者施設等の防犯対策及び安全対策を強化するために必要な経費を支援す

る事業 

３ 基準額 

先進的事業支援特例交付金については、予算の範囲内で採択することとし、その基

準額の算定にあたっては、都道府県ごとに先進的都道府県事業整備計画に記載された

事業について、別表の第１欄に定める事業の対象施設ごとに、第６欄に定める対象経

費の実支出額と総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人等の営利を目的と

しない法人の場合は、寄付金収入額を除く。以下同じ。）を控除した額とを比較して

少ない方の額を選定し、選定された額と第２欄に定める交付基準単価とを比較して少

ない方の額を基準額とする。 

ただし、１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

なお、交付基準単価について、 「2019 年４月１日～2019 年９月 30 日」を適用す 

るのか、又は「2019 年 10 月１日～」を適用するのかは、各高齢者施設等が実施する 

補助事業の目的物の全てを完成し、引き渡しを完了した日を基準日として判定する。 
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別表　先進的事業整備計画に基づく事業（２０１９年４月１日～２０１９年９月３０日）

国
都道府県又は市町村

(事業主体)
事業者

　既存の高齢者施設等のスプリンクラー設備等整備事業

1,000㎡未満の場合
9,520円の範囲内で厚生労

働大臣が認めた額
対象施設ごと
1㎡あたり

都道府県 10/10 - -

1,000㎡未満の場合であって、消火ポンプユニット等を設置する場合

9,520円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額／

１㎡と2,385千円の範囲内
で厚生労働大臣が認めた額

との合計額

対象施設ごと 都道府県 10/10 - -

1,059千円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額

都道府県 10/10 - -

319千円の範囲内で厚生労
働大臣が認めた額

都道府県 10/10 - -

ア 軽費老人ホーム（ケアハウス・A型・B型）

ウ 宿泊を伴う高齢者施設等のうち、都道府県知事が特に必要と認めた施設

1,000㎡未満の場合
9,520円の範囲内で厚生労

働大臣が認めた額
対象施設ごと
1㎡あたり

市町村 10/10 - -

1,000㎡未満の場合であって、消火ポンプユニット等を設置する場合

9,520円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額／

１㎡と2,385千円の範囲内
で厚生労働大臣が認めた額

との合計額

対象施設ごと 市町村 10/10 - -

1,059千円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額

市町村 10/10 - -

319千円の範囲内で厚生労
働大臣が認めた額

市町村 10/10 - -

ア 小規模ケアハウス

15,120千円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額

市町村 10/10 - -

7,580千円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額

市町村 10/10 - -

9,000千円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額

施設数 都道府県 1/2 - 1/2

厚生労働大臣が認めた額 施設数 都道府県 1/2 1/4 1/4

厚生労働大臣が認めた額 施設数 市町村 1/2 1/4 1/4

※小規模とは定員29名以下のことをいう。

６　対象経費１　区分 ２　交付基準単価 ３　単位 ４　事業主体

５　補助率

先進的事業整備計画に
基づく事業の施設の整
備（施設の整備と一体
的に整備されるもので
あって、地方厚生
（支）局長が必要と認
めた整備を含む。）に
必要な工事費又は工事
請負費及び工事事務費
（工事施工のため直接
必要な事務に要する費
用であって、旅費、消
耗品費、通信運搬費、
印刷製本費及び設計監
督料等をいい、その額
は、工事費又は工事請
負費の２．６％に相当
する額を限度額とす
る｡)｡
　ただし、別の負担
（補助）金等において
別途補助対象とする費
用を除き、工事費又は
工事請負費には、これ
と同等と認められる委
託費、分担金及び適当
と認められる購入費等
を含む。

スプリンクラー設備（広域型施設等）

300㎡未満の場合であって、自動火災報知設備を整備する場合

施設数

500㎡未満の場合であって、消防機関へ通報する火災報知設備を整備する場合

（広域型施設等）

スプリンクラー設備（地域密着型施設等）

300㎡未満の場合であって、自動火災報知設備を整備する場合

施設数

イ 有料老人ホーム

500㎡未満の場合であって、消防機関へ通報する火災報知設備を整備する場合

イ 都市型軽費老人ホーム

ウ 小規模有料老人ホーム

エ 小規模多機能型居宅介護事業所

オ 看護小規模多機能型居宅介護事業所

（地域密着型施設等）

※ 生活支援ハウスのほか、宿泊を伴う高齢者施設等のうち、市町村長が特に必要と認めた
施設を含む。

（広域型施設等）
・特別養護老人ホーム
・軽費老人ホーム（ケアハウス・A型・B型）
・介護老人保健施設
・介護医療院
・養護老人ホーム

 高齢者施設等の防犯対策及び安全対策強化事業

カ 生活支援ハウス等（※）

（広域型施設等）
・特別養護老人ホーム及び併設される老人短期入所施設（利用定員に関わらない）
・上記以外の老人短期入所施設
・軽費老人ホーム（ケアハウス・A型・B型）
・介護老人保健施設
・介護医療院
・養護老人ホーム
・有料老人ホーム
・通所介護事業所
・老人福祉センター（A型・特A型・B型）
・老人福祉施設付設作業所
・老人介護支援センター（在宅介護支援センター）
・在宅複合型施設

（地域密着型施設等）
・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設される老人短期入所施設（利用定員に関わらない）
・上記以外の小規模老人短期入所施設
・小規模ケアハウス
・都市型軽費老人ホーム
・小規模介護老人保健施設
・小規模介護医療院
・小規模養護老人ホーム
・小規模有料老人ホーム
・地域密着型通所介護事業所
・認知症対応型通所介護事業所
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
・夜間対応型訪問介護事業所
・介護予防拠点
・地域包括支援センター
・生活支援ハウス
・緊急ショートステイ
・施設内保育施設

　認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業

（地域密着型施設等）
・地域密着型特別養護老人ホーム
・小規模ケアハウス
・小規模介護老人保健施設
・小規模介護医療院

施設数（地域密着型施設等）
・小規模養護老人ホーム
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・その他地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１介護施設等の整備に関する事業の２対象事業
（１）地域密着型サービス等整備助成事業の対象施設であって、市町村長が必要と認めた施設

　高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業
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別表　先進的事業整備計画に基づく事業（２０１９年１０月１日～２０２０年１月２９日）

国
都道府県又は市町村

(事業主体)
事業者

　既存の高齢者施設等のスプリンクラー設備等整備事業

1,000㎡未満の場合
9,710円の範囲内で厚生労

働大臣が認めた額
対象施設ごと
1㎡あたり

都道府県 10/10 - -

1,000㎡未満の場合であって、消火ポンプユニット等を設置する場合

9,710円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額／

１㎡と2,440千円の範囲内
で厚生労働大臣が認めた額

との合計額

対象施設ごと 都道府県 10/10 - -

1,080千円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額

都道府県 10/10 - -

325千円の範囲内で厚生労
働大臣が認めた額

都道府県 10/10 - -

ア 軽費老人ホーム（ケアハウス・A型・B型）

ウ 宿泊を伴う高齢者施設等のうち、都道府県知事が特に必要と認めた施設

1,000㎡未満の場合
9,710円の範囲内で厚生労

働大臣が認めた額
対象施設ごと
1㎡あたり

市町村 10/10 - -

1,000㎡未満の場合であって、消火ポンプユニット等を設置する場合

9,710円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額／

１㎡と2,440千円の範囲内
で厚生労働大臣が認めた額

との合計額

対象施設ごと 市町村 10/10 - -

1,080千円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額

市町村 10/10 - -

325千円の範囲内で厚生労
働大臣が認めた額

市町村 10/10 - -

ア 小規模ケアハウス

15,400千円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額

市町村 10/10 - -

7,730千円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額

市町村 10/10 - -

9,180千円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額

施設数 都道府県 1/2 - 1/2

厚生労働大臣が認めた額 施設数 都道府県 1/2 1/4 1/4

厚生労働大臣が認めた額 施設数 市町村 1/2 1/4 1/4

※小規模とは定員29名以下のことをいう。

６　対象経費１　区分 ２　交付基準単価 ３　単位 ４　事業主体

５　補助率

先進的事業整備計画に
基づく事業の施設の整
備（施設の整備と一体
的に整備されるもので
あって、地方厚生
（支）局長が必要と認
めた整備を含む。）に
必要な工事費又は工事
請負費及び工事事務費
（工事施工のため直接
必要な事務に要する費
用であって、旅費、消
耗品費、通信運搬費、
印刷製本費及び設計監
督料等をいい、その額
は、工事費又は工事請
負費の２．６％に相当
する額を限度額とす
る｡)｡
　ただし、別の負担
（補助）金等において
別途補助対象とする費
用を除き、工事費又は
工事請負費には、これ
と同等と認められる委
託費、分担金及び適当
と認められる購入費等
を含む。

スプリンクラー設備（広域型施設等）

300㎡未満の場合であって、自動火災報知設備を整備する場合

施設数

500㎡未満の場合であって、消防機関へ通報する火災報知設備を整備する場合

（広域型施設等）

スプリンクラー設備（地域密着型施設等）

300㎡未満の場合であって、自動火災報知設備を整備する場合

施設数

イ 有料老人ホーム

500㎡未満の場合であって、消防機関へ通報する火災報知設備を整備する場合

（地域密着型施設等）

イ 都市型軽費老人ホーム

ウ 小規模有料老人ホーム

エ 小規模多機能型居宅介護事業所

オ 看護小規模多機能型居宅介護事業所

カ 生活支援ハウス等（※）

※ 生活支援ハウスのほか、宿泊を伴う高齢者施設等のうち、市町村長が特に必要と認めた
施設を含む。

（広域型施設等）
・特別養護老人ホーム
・軽費老人ホーム（ケアハウス・A型・B型）
・介護老人保健施設
・介護医療院
・養護老人ホーム

 高齢者施設等の防犯対策及び安全対策強化事業

（広域型施設等）
・特別養護老人ホーム及び併設される老人短期入所施設（利用定員に関わらない）
・上記以外の老人短期入所施設
・軽費老人ホーム（ケアハウス・A型・B型）
・介護老人保健施設
・介護医療院
・養護老人ホーム
・有料老人ホーム
・通所介護事業所
・老人福祉センター（A型・特A型・B型）
・老人福祉施設付設作業所
・老人介護支援センター（在宅介護支援センター）
・在宅複合型施設

（地域密着型施設等）
・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設される老人短期入所施設（利用定員に関わらない）
・上記以外の小規模老人短期入所施設
・小規模ケアハウス
・都市型軽費老人ホーム
・小規模介護老人保健施設
・小規模介護医療院
・小規模養護老人ホーム
・小規模有料老人ホーム
・地域密着型通所介護事業所
・認知症対応型通所介護事業所
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
・夜間対応型訪問介護事業所
・介護予防拠点
・地域包括支援センター
・生活支援ハウス
・緊急ショートステイ
・施設内保育施設

　認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業

（地域密着型施設等）
・地域密着型特別養護老人ホーム
・小規模ケアハウス
・小規模介護老人保健施設
・小規模介護医療院

施設数（地域密着型施設等）
・小規模養護老人ホーム
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・その他地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１介護施設等の整備に関する事業の２対象事業
（１）地域密着型サービス等整備助成事業の対象施設であって、市町村長が必要と認めた施設

　高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業
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別表　先進的事業整備計画に基づく事業（２０２０年１月３０日～）

国
都道府県又は市町村

(事業主体)
事業者

　既存の高齢者施設等のスプリンクラー設備等整備事業

1,000㎡未満の場合
 9,710円の範囲内で厚生労

働大臣が認めた額
対象施設ごと
1㎡あたり

都道府県 10/10 - -

1,000㎡未満の場合であって、消火ポンプユニット等を設置する場合

9,710円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額／

１㎡と2,440千円の範囲内で
厚生労働大臣が認めた額と

の合計額

対象施設ごと 都道府県 10/10 - -

1,080千円の範囲内で厚生労
働大臣が認めた額

都道府県 10/10 - -

325千円の範囲内で厚生労働
大臣が認めた額

都道府県 10/10 - -

ア 軽費老人ホーム（ケアハウス・A型・B型）

ウ 宿泊を伴う高齢者施設等のうち、都道府県知事が特に必要と認めた施設

1,000㎡未満の場合
 9,710円の範囲内で厚生労

働大臣が認めた額
対象施設ごと
1㎡あたり

市町村 10/10 - -

1,000㎡未満の場合であって、消火ポンプユニット等を設置する場合

9,710円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額／

１㎡と2,440千円の範囲内で
厚生労働大臣が認めた額と

の合計額

対象施設ごと 市町村 10/10 - -

1,080千円の範囲内で厚生労
働大臣が認めた額

市町村 10/10 - -

325千円の範囲内で厚生労働
大臣が認めた額

市町村 10/10 - -

ア 小規模ケアハウス

15,400千円の範囲内で厚生
労働大臣が認めた額

市町村 10/10 - -

7,730千円の範囲内で厚生労
働大臣が認めた額

市町村 10/10 - -

厚生労働大臣が認めた額 施設数 都道府県 1/2 1/4 1/4

厚生労働大臣が認めた額 施設数 都道府県 1/2 1/4 1/4

厚生労働大臣が認めた額 施設数 市町村 1/2 1/4 1/4

厚生労働大臣が認めた額 施設数 都道府県 1/2 1/4 1/4

厚生労働大臣が認めた額 施設数 市町村 1/2 1/4 1/4

※小規模とは定員29名以下のことをいう。

６　対象経費１　区分 ２　交付基準単価 ３　単位 ４　事業主体

５　補助率

先進的事業整備計画に
基づく事業の施設の整
備（施設の整備と一体
的に整備されるもので
あって、地方厚生
（支）局長が必要と認
めた整備を含む。）に
必要な工事費又は工事
請負費及び工事事務費
（工事施工のため直接
必要な事務に要する費
用であって、旅費、消
耗品費、通信運搬費、
印刷製本費及び設計監
督料等をいい、その額
は、工事費又は工事請
負費の２．６％に相当
する額を限度額とす
る｡)｡
　ただし、別の負担
（補助）金等において
別途補助対象とする費
用を除き、工事費又は
工事請負費には、これ
と同等と認められる委
託費、分担金及び適当
と認められる購入費等
を含む。

スプリンクラー設備（広域型施設等）

300㎡未満の場合であって、自動火災報知設備を整備する場合

施設数

500㎡未満の場合であって、消防機関へ通報する火災報知設備を整備する場合

（広域型施設等）

スプリンクラー設備（地域密着型施設等）

300㎡未満の場合であって、自動火災報知設備を整備する場合

施設数

イ 有料老人ホーム

500㎡未満の場合であって、消防機関へ通報する火災報知設備を整備する場合

（地域密着型施設等）

イ 都市型軽費老人ホーム

ウ 小規模有料老人ホーム

エ 小規模多機能型居宅介護事業所

　高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業

オ 看護小規模多機能型居宅介護事業所

カ 生活支援ハウス等（※）

※ 生活支援ハウスのほか、宿泊を伴う高齢者施設等のうち、市町村長が特に必要と認めた
施設を含む。

　認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業

（地域密着型施設等）
・地域密着型特別養護老人ホーム
・小規模ケアハウス
・小規模介護老人保健施設
・小規模介護医療院

施設数（地域密着型施設等）
・小規模養護老人ホーム
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・その他地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１介護施設等の整備に関する事業の２対象事業
（１）地域密着型サービス等整備助成事業の対象施設であって、市町村長が必要と認めた施設

（地域密着型施設等）
・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設される老人短期入所施設（利用定員に関わらない）
・上記以外の小規模老人短期入所施設
・小規模ケアハウス
・都市型軽費老人ホーム
・小規模介護老人保健施設
・小規模介護医療院
・小規模養護老人ホーム
・小規模有料老人ホーム
・地域密着型通所介護事業所
・認知症対応型通所介護事業所
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
・夜間対応型訪問介護事業所
・介護予防拠点
・地域包括支援センター
・生活支援ハウス
・緊急ショートステイ
・施設内保育施設

（広域型施設等）
・特別養護老人ホーム
・軽費老人ホーム（ケアハウス・A型・B型）
・介護老人保健施設
・介護医療院
・養護老人ホーム

　高齢者施設等の給水設備整備事業

（広域型施設等）
・特別養護老人ホーム
・軽費老人ホーム（ケアハウス・A型・B型）
・介護老人保健施設
・介護医療院
・養護老人ホーム

（地域密着型施設等）
・地域密着型特別養護老人ホーム
・小規模ケアハウス
・小規模介護老人保健施設
・小規模介護医療院
・小規模養護老人ホーム
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・その他地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１介護施設等の整備に関する事業の２対象事業
（１）地域密着型サービス等整備助成事業の対象施設であって、市町村長が必要と認めた施設

 高齢者施設等の防犯対策及び安全対策強化事業

（広域型施設等）
・特別養護老人ホーム及び併設される老人短期入所施設（利用定員に関わらない）
・上記以外の老人短期入所施設
・軽費老人ホーム（ケアハウス・A型・B型）
・介護老人保健施設
・介護医療院
・養護老人ホーム
・有料老人ホーム
・通所介護事業所
・老人福祉センター（A型・特A型・B型）
・老人福祉施設付設作業所
・老人介護支援センター（在宅介護支援センター）
・在宅複合型施設
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様式第１号 
別添１

１．先進的な事業を行うための基盤整備に関する目標

①既存小規模高齢者施設等のスプリンクラー整備等整備事業

②認知症グループホーム等防災改修等支援事業

③高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業

④高齢者施設等の給水設備整備事業

⑤高齢者施設等の防犯対策及び安全対策強化事業

メール

アドレス
担当課名 担当係名 担当者名

連絡先

（直通）

施設の種類
施設の名称

及び
設置主体

開設年月日
定員数
（人） 事業内容

（どのような危険性を改善するためのどの
ような事業内容か、具体的に明記）

国土強靭化
地域計画へ

の記載

総事業費

対象経費

の実支出
（予定）
額の1/2

交付基準
単価

交付(予定)額 備考

ｃ(ａ、ｂの
いずれか低い

額)ａ ｂ

(単位：千円）

施設の種類 施設の名称 設置主体 開設年月日
建物の
竣工年月

日

協議対象となる部分の
改築・改修年月日

（該当ある場合のみ記
載）

事業内容
（どのような危険性を改善

するためのどのような
事業内容か、具体的に明

記）

国土強靭化地
域計画への記

載
総事業費

対象経費

の実支出
（予定）
額の1/2

交付基準
単価

交付(予定)額

備考

ｃ(ａ、ｂの

いずれか低い
額)ａ ｂ

(単位：千円）

施設の種類 施設の名称 設置主体 開設年月日
建物の
竣工年月

日

協議対象となる部分の
改築・改修年月日

（該当ある場合のみ記
載）

事業内容
（どのような危険性を改善

するためのどのような
事業内容か、具体的に明

記）

国土強靭化地
域計画への記

載
総事業費

対象経費

の実支出
（予定）
額の1/2

交付基準
単価

交付(予定)額

備考

ｃ(ａ、ｂの

いずれか低い
額)ａ ｂ

(単位：千円）

(単位：千円）

施設の種類 施設の名称 設置主体 開設年月日
建物の
竣工年月

日

協議対象となる部分の
改築・改修年月日

（該当ある場合のみ記
載）

事業内容
（どのような危険性を改善

するためのどのような
事業内容か、具体的に明

記）

国土強靭化地
域計画への記

載
総事業費

対象経費

の実支出
（予定）

額

交付基準
単価

交付(予定)額

備考

ｃ(ａとｂの

いずれか低い
額)ａ ｂ

f=（a×

b)+c+d+e
g

h(fとgのいずれか低

い方)
a b c d e

先 進 的 事 業 整 備 計 画 書

計画名称

都道府県名 市町村名

交付(予定)額 備考スプリンク

ラー設備

（1㎡あた

り）

自動火災報

知設備等を

設置する場

合

消防機関へ

通報する自

動火災通報

設備を整備

する場合

消火ポンプ

ユニット等

を設置する

場合

(単位：千円）

スプリンクラー設備

等を設置する施設の

種類

施設の名称

及び

設置主体

開設年月日
定員数

（人）

補助対象

床面積

（㎡）

交付基準単価

国土強靭

化地域計

画への記

載

算定基準に

よる算定額

対象経費の

実支出

（予定）額
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参 考 （ 改 正 後 全 文  ） 

厚生労働省発老０７１７第２号

平 成 ２ ４ 年 ７ 月 １ ７ 日
 
最 終 改 正

厚生労働省発老０２０３第２号

令 和 ２ 年 ２ 月 ３ 日  都道府県知事 

指定都市市長 

各 中核市市 長  殿 

  市区町村長 

厚 生 労 働 事 務 次 官 

（公  印  省 略） 

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間 

整備推進交付金の交付について 

地域における公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関する法律（平成元年法律

第６４号）第５条第２項に基づく交付金の交付については、別紙１（中核市・市区町

村）「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推進交

付金交付要綱」（以下「交付要綱」という。）により行うこととされ、平成２４年４

月１日から適用することとされたので通知する。

 なお、平成１８年５月２９日老発０５２９００１号厚生労働事務次官通知「地域介

護・福祉空間整備等交付金及び地域介護・福祉空間整備推進交付金の交付について」

は廃止する。 

 おって、平成２３年度以前に交付された交付金の取扱いについては、なお従前の例

によるものとする。 

２.「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備等
   施設整備交付金の交付について」（交付要綱）
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厚生省 
労働省 

別紙 

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金交付要綱 

（通則） 

１ 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金（以下「交付金」という。）の交付に

ついては、予算の範囲内において交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適化法施行令」と

いう。）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成１２年   令第６号）の規

定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。 

（交付の目的） 

２ この交付金は、平成１８年５月２９日老発第０５２９００１号厚生労働省老健局

長通知の別紙「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金実施要綱」（以下「実施

要綱」という。）第２及び第３により都道府県（指定都市及び中核市を含む。以下

同じ。）及び市町村（指定都市、中核市及び特別区を含む。以下同じ。）が作成した

先進的事業整備計画に基づく事業の実施に要する経費に充てるため、都道府県及び

市町村に交付することにより、高齢者施設等の防災・減災対策を推進する施設及び

設備等の整備事業（以下「施設等整備事業」という。）の実施により防災体制の強

化に資することを目的とする。 

（交付の対象） 

３ この交付金は、実施要綱に基づき実施される次の事業を交付の対象とする。 

（１）実施要綱第２の１の（１）による先進的市町村事業整備計画に基づき、市町 

村が実施する施設等整備事業、又は民間等の事業者が実施する施設等整備事 

業に対し市町村が補助する事業 

（２）実施要綱第３の１の（１）による先進的都道府県事業整備計画に基づき、都 

道府県が実施する施設等整備事業、又は民間等の事業者が実施する施設等整 

備事業に対し都道府県が補助する事業 

（交付金の対象除外） 

４ この交付金は、次に掲げる費用については、交付の対象としないものとする。 

施設等整備事業 

（１）土地の買収又は整地に要する費用

（２）職員の宿舎、車庫又は倉庫の建設に要する費用

（３）その他施設等整備事業として適当とは認められない費用

（交付額の算定方法） 

５ この交付金の交付額は、次により算出するものとする。ただし、交付額に１，０

００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

（１）先進的事業支援特例交付金（既存の小規模高齢者施設等のスプリンクラー設 
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  備等整備事業及び認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業に係る

分） 

先進的都道府県事業整備計画及び先進的市町村事業整備計画（以下「先進的事

業整備計画」という。）に記載された事業につき、次の表の第１欄に定める区分

ごとに第３欄に定める対象経費の実支出額と第２欄に定める基準額とを比較して

少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人等の営利を

目的としない法人の場合は、寄付金収入額を除く。以下同じ。）を控除した額と

を比較して少ない方の額の合計額を交付額とする。 

１ 区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 

既存の小規

模高齢者施設

等においてス

プリンクラー

設備等を整備

する事業 

実施要綱の第

２の３及び第３

の３に基づく算

定方法により、

厚生労働大臣が

必要と認めた額 

先進的事業整備計画に基づく既存の小規模高齢者

施設等におけるスプリンクラー設備等の整備（施設

の整備と一体的に整備されるものであって、地方厚

生（支）局長が必要と認めた整備を含む。）に必要

な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工事施工

のため直接必要な事務に要する費用であって、旅

費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監

督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の

２．６％に相当する額を限度額とする。）。 

ただし、別の負担（補助）金等において別途補助

対象とする費用を除き、工事費又は工事請負費に

は、これと同等と認められる委託費、分担金及び適

当と認められる購入費等を含む。 

認知症高齢

者グループホ

ーム等におけ

る利用者等の

安全性確保の

観点から行う

防災改修等を

実施する事業 

実施要綱の第

２の３に基づく

算定方法によ

り、厚生労働大

臣が必要と認め

た額 

先進的事業整備計画に基づく認知症高齢者グルー

プホーム等防災改修等支援事業（施設の整備と一体

的に整備されるものであって、地方厚生（支）局長

が必要と認めた整備を含む。）に必要な工事費又は

工事請負費及び工事事務費（工事施工のため直接必

要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、

通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、

その額は、工事費又は工事請負費の２．６％に相当

する額を限度額とする。）。 

ただし、別の負担（補助）金等において別途補助

対象とする費用を除き、工事費又は工事請負費に

は、これと同等と認められる委託費、分担金及び適

当と認められる購入費等を含む。 
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（２）先進的事業支援特例交付金（高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業、

高齢者施設等の給水設備整備事業及び高齢者施設等の防犯対策・安全対策強化

事業に係る分） 

先進的事業整備計画に記載された事業につき、次の表の第１欄に定める区分ご

とに第３欄に定める対象経費の実支出額と第２欄に定める基準額とを比較して少

ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の営利を目的

としない法人の場合は、寄付金収入額を除く。以下同じ。）を控除した額とを比

較して少ない方の額に補助率２分の１を乗じて得た額を交付額とする。 

１ 区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

高齢者

施設等の

非常用自

家発電設

備整備事

業 

実施要綱

の第３の３

に基づく算

定方法によ

り、厚生労

働大臣が必

要と認めた

額 

先進的事業整備計画に基づく高齢者施設等

の非常用自家発電設備整備事業（施設の整備と

一体的に整備されるものであって、地方厚生

（支）局長が必要と認めた整備を含む。）に必

要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工

事施工のため直接必要な事務に要する費用で

あって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製

本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事

費又は工事請負費の２．６％に相当する額を限

度額とする。）。 

ただし、別の負担（補助）金等において別途

補助対象とする費用を除き、工事費又は工事請

負費には、これと同等と認められる委託費、分

担金及び適当と認められる購入費等を含む。 

1/2 

高齢者

施設等の

給水設備

整備事業 

実施要綱

の第２の３

及び第３の

３に基づく

算定方法に

より、厚生

労働大臣が

必要と認め

た額 

先進的事業整備計画に基づく高齢者施設等

の給水設備整備事業（施設の整備と一体的に整

備されるものであって、地方厚生（支）局長が

必要と認めた整備を含む。）に必要な工事費又

は工事請負費及び工事事務費（工事施工のため

直接必要な事務に要する費用であって、旅費、

消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監

督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負

費の２．６％に相当する額を限度額とする。）。 

ただし、別の負担（補助）金等において別途

補助対象とする費用を除き、工事費又は工事請

負費には、これと同等と認められる委託費、分

担金及び適当と認められる購入費等を含む。 

1/2 
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高齢者

施設等の

防犯対策

及び安全

対策を強

化するた

めに必要

な経費を

支援する

事業 

実施要綱

の第２の３

及び第３の

３に基づく

算定方法に

より、厚生

労働大臣が

必要と認め

た額 

先進的事業整備計画に基づく高齢者施設等

の防犯対策及び安全対策強化事業（施設の整備

と一体的に整備されるものであって、地方厚生

（支）局長が必要と認めた整備を含む。）に必

要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工

事施工のため直接必要な事務に要する費用で

あって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製

本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事

費又は工事請負費の２.６％に相当する額を限

度額とする。）。 

ただし、別の負担（補助）金等において別途

補助対象とする費用を除き、工事費又は工事請

負費には、これと同等と認められる委託費、分

担金及び適当と認められる購入費等を含む。 

1/2 

（交付金の概算払） 

６ 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の範

囲内において概算払をすることができる。 

 

（交付の条件） 

７ この交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）先進的事業整備計画の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、地 

方厚生（支）局長の承認を受けなければならない。 

（２）先進的事業整備計画を中止し、又は廃止する場合には、地方厚生（支）局長 

の承認を受けなければならない。 

（３）先進的事業整備計画が予定期間内に完了しない場合又は先進的事業整備計 

画の遂行が困難になった場合には、速やかに地方厚生（支）局長に報告してそ 

の指示を受けなければならない。 

（４)この交付金を受けて都道府県（又は市町村）が事業を実施する場合には、 

次の条件が付されるものとする。 

ア 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業に 

より取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械、器具及び 

その他の財産については、適化法施行令第１４条第１項第２号の規定により 

厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、地方厚生（支）局長の承認 

を受けないでこの交付金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸 

し付け、担保に供し、取壊し、又は廃棄してはならない。 

イ 地方厚生（支）局長の承認を受けて財産を処分することにより収入があっ 

た場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

ウ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後に 

おいても、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運 

用を図らなければならない。 
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エ 事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によりこの交付金に係る消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円 

の場合を含む。）は、別紙５の様式により速やかに、遅くとも補助事業完了 

日の属する年度の翌々年度６月３０日までに地方厚生（支）局長に報告しな 

ければならない。なお、交付金に係る仕入控除税額があることが確定した場 

合には、当該仕入控除税額を国庫に返還しなければならない。 

オ この交付金と先進的事業整備計画に基づく事業に係る予算及び決算との

関係を明らかにした別紙３の様式による調書を作成するとともに、事業に係 

る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ当該調書及び証拠書類を交 

付金の額の確定の日（先進的事業整備計画の中止又は廃止の承認を受けた場 

合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかな 

ければならない。ただし、補助事業により取得し、又は効用の増加した単価 

５０万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処 

分が完了する日、又は適化法施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生

労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておか

なければならない。 

カ 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約に

おいても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを 

承諾してはならない。 

キ この交付金に係る交付金の交付と対象経費を重複して、お年玉付き郵便葉

書等寄付金配分金の補助金の交付を受けてはならない。 

（５）都道府県（又は市町村）が、民間等の事業者が実施する事業（以下「補助事 

業」という。）に対してこの交付金を財源の全部若しくは一部として補助金を 

交付する場合には、次の条件を付さなければならない。 

ア （４）のイ、ウ、カ及びキに掲げる条件。

この場合において「地方厚生（支）局長」とあるのは「都道府県知事（又

は市町村長）」と、「国庫」とあるのは「都道府県（又は市町村）」と、「事 

業」とあるのは「補助事業」と、「交付金」とあるのは「補助金」と読み替 

えるものとする。 

イ 補助事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、都道府県知

事（又は市町村長）の承認を受けなければならない。 

ウ 補助事業を中止し、又は廃止する場合には、都道府県知事（又は市町村長）

の承認を受けなければならない。 

エ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難に

なった場合には、速やかに都道府県知事（又は市町村長）に報告してその指 

示を受けなければならない。 

オ 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補

助事業により取得し、又は効用の増加した単価３０万円以上の機械、器具及 

びその他の財産については、適化法施行令第１４条第１項第２号の規定によ 

り厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、都道府県知事（又は市町 
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村長）の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、 

交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し、又は廃棄してはならない。 

カ 補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金にかか 

る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額 

が０円の場合を含む。）は、別紙５の様式に準じて速やかに、遅くとも補助 

事業完了日の属する年度の翌々年度の６月３０日までに都道府県知事（又は 

市町村長）に報告しなければならない。なお、補助事業を実施する者（以下 

「補助事業者」という。）が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一 

支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本 

部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、 

本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。また、補助金に 

係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を都道 

府県（又は市町村）に返還しなければならない。 

キ 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、 

当該収入及び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助 

金の額の確定の日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その 

承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならな 

い。ただし、補助事業により取得し、又は効用の増加した単価３０万円以上 

の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する 

日、又は適化法施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別 

に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければな 

らない。 

ク 補助事業者が補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係 

者から、寄付金等の資金提供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対 

してなされた指定寄付金を除く。 

ケ 補助事業者が補助事業を行うために締結する契約については、一般競争入 

札に付するなど、都道府県（又は市町村）が行う契約手続の取扱いに準拠し 

なければならない。 

（６）（５）により付した条件（イ及びウを除く。）に基づき都道府県（又は市町 

村）の長が承認又は指示する場合には、あらかじめ地方厚生（支）局長の承 

認又は指示を受けなければならない。 

（７）補助事業者から財産の処分による収入又は消費税及び地方消費税に係る仕入 

控除税額の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の一部を国庫 

に納付させることがある。 

（８）補助事業者が（５）による条件に違反した場合には、この交付金の全部又は 

一部を取り消すことがある。 

 

（申請手続） 

８ この交付金の交付の申請は、次により行うものとする。 

都道府県（又は市町村）は、別紙１の様式による申請書を作成し、別に指示する 

176



 

期日までに地方厚生（支）局長に提出するものとする。 

 

（変更申請手続） 

９ この交付金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申

請等を行う場合には、８に定める申請手続に従い、別に指示する期日までに行うも

のとする。 

 

（交付決定までの標準的期間） 

10 この交付金の交付の決定までの標準的期間は、次のとおりとする。 

地方厚生（支）局長は、８又は９による申請書が到達した日から起算して原則と

して２月以内に交付の決定（変更交付決定を含む。）を行うものとする。 

 

（実績報告） 

11 この交付金の事業実績報告は、次により行わなければならない。 

都道府県（又は市町村）は、別紙２の様式による報告書に関係書類を添えて、事 

業の完了の日から起算して１月を経過した日（７の（２）により先進的事業整備計 

画の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から起算し 

て１月を経過した日）又は翌年度４月１０日のいずれか早い日までに、地方厚生（支） 

局長に提出して行わなければならない。 

なお、事業が翌年度にわたるときは、この交付金の交付の決定に係る国の会計年

度の翌年度の４月３０日までに、別紙４の様式による報告書を地方厚生（支）局長

に提出して行わなければならない。 

 

（交付金の返還） 

12 地方厚生（支）局長は、交付すべき交付金の額を確定した場合において、既に

その額を超える交付金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分

について国庫に返還することを命ずるものとする。 

 

（その他） 

13 特別の事情により５、８、９及び１１に定める算定方法、手続きによることがで

きない場合には、あらかじめ地方厚生（支）局長の承認を受けてその定めるところ

によるものとする。 
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別紙１ 

番     号 

年  月  日 

 

○○厚生（支）局長 殿 

 

都道府県知事 

指定都市の長 

中 核 市の長  印 

市区町村の長 

 

 

（元号）  年度地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金の交付申請 

に つ い て 

 

 

標記について、次により交付金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。 

 

記 

 

１ 交付申請一覧表                  別紙（１）－１のとお

り 

 

２（元号）   年度地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金申請額算出内訳 

           別紙（１）－２のとおり 

 

（添付書類） 

・都道府県、指定都市、中核市又は市区町村の歳入歳出予算書（見込書）抄本 

 

 

178



 

 
 

別
紙

（
1
）

-
1

（
単

位
：

円
）

合
　

　
計

交
付

申
請

一
覧

表

（
都

道
府

県
、

指
定

都
市

、
中

核
市

又
は

市
区

町
村

名
)
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計
　

画
　

名
交

付
金

交
付

申
請

額
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別
紙
（
1）

－
２

（
単

位
：

円
）

Ａ
Ｂ

Ｃ
Ｄ

（
Ａ

－
Ｃ

）
Ｅ

Ｆ
Ｇ

Ｈ

（
注
１
）
交
付
金
所
要
額
欄
に
は
、
各
施
設
ご
と
の
所
要
額
を
記
入
す
る
こ
と
。

（
注
２
）
交
付
金
所
要
額
欄
に
は
、
既
存
の
小
規
模
高
齢
者
施
設
等
の
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備
等
整
備
事
業
、
認
知
症
高
齢
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
防
災
改
修
等
支
援
事
業
に
つ
い
て
は
、
Ｅ
欄
と
Ｆ
欄
の
額
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
額
を
記
入
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
1
,
00
0
円
未
満
の
端
数
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
た
額
を
記
入
す
る
こ
と
。

（
注
３
）
交
付
金
所
要
額
欄
に
は
、
高
齢
者
施
設
等
の
非
常
用
自
家
発
電
設
備
整
備
事
業
、
高
齢
者
施
設
等
の
給
水
設
備
整
備
事
業
、
高
齢
者
施
設
等
の
防
犯
対
策
及
び
安
全
対
策
強
化
事
業
に
お
い
て
は
、
Ｇ
欄
の
額
を
記
入
す
る
こ
と
。
ま
た
、
基
準
額
欄
に
は
、
内
示
額
（
の
2
倍
）
の
金
額
を
記
入
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
1
,
00
0
円
未
満
の
端
数
が
生
じ
た
場
合
に
は
、

こ
れ
を
切
り
捨
て
た
額
を
記
入
す
る
こ
と
。

（
注
４
）
抵
当
権
設
定
有
無
欄
に
は
、
補
助
財
産
取
得
時
に
併
せ
て
抵
当
権
設
定
す
る
場
合
「
有
り
」
と
記
入
す
る
こ
と
。

（
元

号
）

　
　

年
 
度

 
地

 
域

 
介

 
護

 
・

福
 
祉

 
空

 
間

 
整

 
備

 
等

 
施

 
設

 
整

 
備

 
交

 
付

 
金

 
申

 
請

 
額

 
算

 
出

 
内

 
訳

施
設

名
・

事
業

名
等

設
置

主
体

総
事

業
費

対
象

経
費

の
実

支
出

額
寄

付
金

そ
の

他
の

収
入

額
差

引
額

Ｂ
と

Ｄ
を

比
較

し
て

少
な

い
方

の
額

基
準

額
交

付
金

所
要

額
抵

当
権

設
定

の
有

無

既
存

の
小

規
模

高
齢

者
施

設
等

の
ス

プ
リ

ン
ク

ラ
ー

設
備

等
整

備
事

業

認
知

症
高

齢
者

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
等

防
災

改
修

等
支

援
事

業

高
齢

者
施

設
等

の
非

常
用

自
家

発
電

設
備

整
備

事
業

高
齢

者
施

設
等

の
給

水
設

備
整

備
事

業

高
齢

者
施

設
等

の
防

犯
対

策
及

び
安

全
対

策
強

化
事

業

合
　

　
計

Ｅ
と

Ｆ
を

比
較

し
て

少
な

い
方

の
額

×
1
/
2
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別紙２ 

番 号 

年  月  日 

○○厚生（支）局長 殿

都道府県知事 

指定都市の長 

中 核 市の長  印 

市区町村の長 

（元号）  年度地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金の事業実績報告 

について 

（元号）  年  月  日第  号で交付決定を受けた（元号）  年度地域

介護・福祉空間整備等施設整備交付金の事業実績については、次の関係書類を添え
て報告する。 

記 

１ 精算額一覧表 別紙（２）－１のとお

り 

２ （元号）  年度地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金精算額算出内訳 

 別紙（２）－２のとおり 

（添付書類） 

・都道府県、指定都市、中核市又は市区町村の歳入歳出決算書（見込書）抄本
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（
都

道
府

県
、

指
定
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市

、
中

核
市
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は

市
区

町
村

名
）

(
単

位
：

円
）

合
計

別
紙

（
2
）

-
1

精
算

額
一

覧
表

計
画

名
交

付
金

精
算

額
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別
紙

（
２

）
－

２

（
単

位
：

円
）

Ａ
Ｂ

Ｃ
Ｄ

（
Ａ

－
Ｃ

）
Ｅ

Ｆ
Ｇ

Ｈ
Ｉ

Ｊ
Ｋ

(
Ｊ

-
Ｈ

)

（
注

１
）

交
付

金
所

要
額

欄
に

は
、

各
施

設
ご

と
の

所
要

額
を

記
入

す
る

こ
と

。

（
注

２
）

交
付

金
所

要
額

欄
に

は
、

既
存

の
小

規
模

高
齢

者
施

設
等

の
ス

プ
リ

ン
ク

ラ
ー

設
備

等
整

備
事

業
、

認
知

症
高

齢
者

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
等

防
災

改
修

等
支

援
事

業
に

つ
い

て
は

、
Ｅ

欄
と

Ｆ
欄

の
額

を
比

較
し

て
少

な
い

方
の

額
を

記
入

す
る

こ
と

。
た

だ
し

、
1
,
0
0
0
円

未
満

の
端

数
が

生
じ

た
場

合
に

は
、

こ
れ

を
切

り
捨

て
た

額
を

記
入

す
る

こ
と

。

（
注

３
）

交
付

金
所

要
額

欄
に

は
、

高
齢

者
施

設
等

の
非

常
用

自
家

発
電

設
備

整
備

事
業

、
高

齢
者

施
設

等
の

給
水

設
備

整
備

事
業

、
高

齢
者

施
設

等
の

防
犯

対
策

及
び

安
全

対
策

強
化

事
業

に
お

い
て

は
、

Ｇ
欄

の
額

を
記

入
す

る
こ

と
。

ま
た

、
基

準
額

欄
に

は
、

内
示

額
（

の
2
倍

）
の

金
額

を
記

入
す

る
こ

と
。

た
だ

し
、

1
,
0
0
0
円

未
満

の
端

数
が

生
じ

た
場

合
に

は
、

こ
れ

を
切

り
捨

て
た

額
を

記
入

す
る

こ
と

。
（

注
４

）
抵

当
権

設
定

有
無

欄
に

は
、

補
助

財
産

取
得

時
に

併
せ

て
抵

当
権

設
定

す
る

場
合

「
有

り
」

と
記

入
し

、
抵

当
権

の
設

定
を

証
明

で
き

る
書

類
（

登
記

簿
の

写
し

等
）

を
添

付
す

る
こ

と
。

合
　

　
計

既
存

の
小

規
模

高
齢

者
施

設
等

の
ス

プ
リ

ン
ク

ラ
ー

設
備

等
整

備
事

業

認
知

症
高

齢
者

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
等

防
災

改
修

等
支

援
事

業

高
齢

者
施

設
等

の
非

常
用

自
家

発
電

設
備

整
備

事
業

高
齢

者
施

設
等

の
給

水
設

備
設

備
整

備
事

業

高
齢

者
施

設
等

の
防

犯
対

策
及

び
安

全
対

策
強

化
事

業

抵
当

権
設

定
の

有
無

（
元

号
）

　
　

 
年

 
度

 
地

 
域

 
介

 
護

 
・

福
 
祉

 
空

 
間

 
整

 
備

 
等

 
施

 
設

 
整

 
備

 
交

 
付

 
金

 
精

 
算

 
額

 
算

 
出

 
内

 
訳

施
設

名
・

事
業

名
等

設
置

主
体

総
事

業
費

対
象

経
費

の
実

支
出

額
寄

付
金

そ
の

他
の

収
入

額
差

引
額

Ｂ
と

Ｄ
を

比
較

し
て

少
な

い
方

の
額

基
準

額
Ｅ

と
Ｆ

を
比

較
し

て
少

な
い

方
の

額
×

1
/
2

交
付

金
所

要
額

交
付

金
交

付
決

定
額

交
付

金
受

入
済

額
差

引
過

△
不

足
額
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別
紙
３

　
（

元
号

）
　

　
年

度
　

厚
生

労
働

省
所

管
（

　
都

道
府

県
、

指
定

都
市

、
中

核
市

又
は

市
区

町
村

名
　

）
 
　

う
ち

交
付

金
相

当
額

う
ち

交
付

金
相

当
額

う
ち

交
付

金
相

当
額

円
円

円
円

円
円

円
円

円

（
項

）
介

護
保

険
制

度
運

営
推

進

　
　

　
費

　
（

目
）

地
域

介
護

・
福

祉
空

間
 
 
 
 
 
 
 
 
整

備
等

施
設

整
備

交
付

 
 
 
 
 
 
 
 
金

（
作
成
要
領
）

　
　
１
　
「
国
」
の
「
交
付
決
定
の
額
」
は
、
交
付
決
定
通
知
書
の
交
付
金
の
額
を
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
２
　
「
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
中
核
市
又
は
市
区
町
村
」
の
「
科
目
」
は
、
歳
入
に
あ
っ
て
は
、
款
、
項
、
目
、
節
を
、
歳
出
に
あ
っ
て
は
、
款
、
項
、
目
を
そ
れ
ぞ
れ
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
３
　
「
予
算
現
額
」
は
、
歳
入
に
あ
っ
て
は
、
当
初
予
算
額
、
補
正
予
算
額
等
の
区
分
を
、
歳
出
に
あ
っ
て
は
、
当
初
予
算
額
、
補
正
予
算
額
、
予
備
費
支
出
額
、
流
用
増
減
額
等
の
区
分
を
明
ら
か
に
し
て
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
４
　
「
備
考
」
は
、
参
考
と
な
る
べ
き
事
項
を
適
宜
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
５
　
補
助
事
業
等
の
市
町
村
の
歳
出
予
算
額
の
繰
越
が
行
な
わ
れ
た
場
合
に
お
け
る
翌
年
度
に
行
わ
れ
る
当
該
事
業
等
に
係
る
交
付
金
に
つ
い
て
の
調
書
の
作
成
は
、
本
表
に
準
ず
る
こ
と
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
市
町
村

　
　
　
の
歳
入
の
科
目
に
「
前
年
度
繰
越
額
」
を
掲
げ
る
場
合
は
、
そ
の
「
予
算
現
額
」
及
び
「
収
入
済
額
」
の
数
字
下
欄
に
交
付
金
額
を
内
書
（
　
　
）
を
も
っ
て
附
記
す
る
こ
と
。

地
域

介
護

・
福

祉
空

間
整

備
等

施
設

整
備

交
付

金
調

書

国
都

道
府

県
、

指
定

都
市

、
中

核
市

又
は

市
区

町
村

備
　

考

歳
　

　
　

　
　

　
入

歳
　

　
　

　
　

　
出

歳
　

出
　

予
　

算
　

科
　

目
交

付
決

定
の

　
　

額
科

　
目

予
算

現
額

収
入

済
額

科
　

目
予

算
現

額
支

出
済

額
翌
年
度
繰
越
額
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別紙４ 

番 号 

年  月  日 

○○厚生（支）局長 殿

都道府県知事 

指定都市の長 

中 核 市の長  印 

市区町村の長 

（元号） 年度地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金の年度終了 
実績報告について 

標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律

第１７９号）第１４条後段の規定により別紙のとおり報告する。 

記 

１ 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金の年度終了実績報告書 

別紙４－（１）のとおり 
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円
円

円
円

事
　

業
　

費
交

付
金

受
入

額
事

　
業

　
費

交
付

金
額

着
手

年
月

日
完

了
予

定
年

 
月

 
日

事
業

費
支

払
実

績
見

込
額

別
紙

４
－

（
１

）

交
　

付
　

金
交

付
決

定
額

地
域

介
護

・
福

祉
空

間
整

備
等

施
設

整
備

交
付

金
の

年
度

終
了

実
績

報
告

書

（
　

計
画

名
　

）
 

交
付

決
定

の
内

容
年

度
内

遂
行

実
績

翌
年

度
繰

越
額

事
業

実
施

期
間

計
画

に
記

載
さ

れ
た

事
業

名
摘

要
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別紙５ 

番 号 

年  月  日 

○○厚生（支）局長 殿

都道府県知事 

指定都市の長 

中 核 市の長  印 

市区町村の長 

（元号） 年度消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額報告書 

（元号）  年  月  日厚生労働省  第 号で交付決定を受けた（元号） 

  年度地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入れ控除税額については、下記の通り報告する。 

１ 施設の種類及び名称 

２ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）

第１５条の規定による確定額又は事業実績報告による精算額 

金          円 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入

れ控除税額（要交付金返還相当額） 

金 円 

４ 添付書類 

記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握でき

る資料、特定収入の割合を確認できる資料）を添付する。 

（注）当該事業に係る各所管局課に提出すること。 

187



1
  

 問
１
．
貴
施
設
・
事
業
所
の
概
要
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。（

令
和

2
年

1
⽉

1
⽇

時
点

）

（
１
）
施
設
・
事
業
所
名
称
 

（
２
）
施
設
・
事
業
所
所
在
地
 

都
･道

･府
･県

 
市
･区

･町
･村

 

（
３
）
施
設
・
事
業
所
種
別
 

01
 
特
別
養
護
老
人
ﾎｰ
ﾑ（

広
域
型
）
 
 

02
 
特
別
養
護
老
人
ﾎｰ
ﾑ（

地
域
密
着
型
）
 

03
 
介
護
老
人
保
健
施
設
 

04
 
介
護
医
療
院
（
介
護
療
養
型
医
療
施
設
） 

05
 
軽
費
老
人
ﾎｰ
ﾑ（

ｹｱ
ﾊｳ
ｽ・

A
型
・
B
型
・

都
市
型
）
 

06
 
養
護
老
人
ホ
ー
ム
 

07
 
認
知
症
高
齢
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
 

08
 
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
事
業
所
 

09
 

看
護

小
規

模
多

機
能

型
居

宅
介

護
事

業
所
 

（
４
）
建
物
の
構
造
 

①
階

数
：
01
 
地
 
 
 
上
 
 
 
 
階
、
02
 
地
 

下
 

 
 
 
階
 

②
面

積
：
01
 
延
べ
床
面
積
 

㎡
、
02
 
敷
地
面
積
 

 
 
 
㎡
 
 
 

③
契
約
電
力
：
 

kW
 

（
５
）
福
祉
避
難
所
の
指
定
状
況
 

01
 
指
定
あ
り
 

02
 
指
定
な
し
 

（
６
）

BC
P（

事
業

継
続

計
画

）
の

策
定

状
況
 

01
 
策
定
し
て
い
る
 

02
 
策
定
し
て
い
な
い
 

（
７
）
定
員
数
・
利
用
者
数
 

①
定

員
数
：
 

名
 
（
※
短
期
入
所
生
活
介
護
分
（
ｼｮ
ｰﾄ
ｽﾃ
ｲ）

は
除
く
。）
 

②
利

用
者

数
：
 

名
 
 

（
令

和
2

年
1

⽉
1

⽇
時

点
）

③
-1
.「

②
利
用
者
数
」
の
う
ち
、
医
療
的
配
慮
が
必
要
な
利
用
者

※
数
：  

 
名
（
実
人
数
）
 

※
「
医
療
的
配
慮
が
必
要
な
利
用
者
」
と
は
：
人
工
呼
吸
器
、
酸
素
療
法
（
在
宅
酸
素
、
酸
素
吸
入
）
、

吸
入
（
酸
素
吸
入
を
除
く
）・

喀
痰
吸
引
を
必
要
と
す
る
者
 

※
1
人
の
人
が
複
数
の
選
択
肢
に
該
当
す
る
場
合
で
も
、
実
人
数
を
記
入
。

③
-2
. 
停
電
時
に
「
③
-1
.医

療
的
配
慮
が
必
要
な
利
用
者
」
へ
の
対
応
に
つ
い
て

（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）
 

③
-2
-1
.酸

素
濃
縮
器

01
 

内
臓

ﾊﾞ
ｯﾃ

ﾘｰ
・

外
部

ﾊﾞ
ｯﾃ

ﾘｰ
 

02
 
酸
素
ﾎﾞ
ﾝﾍ
ﾞに

よ
り
対
応
 

03
 

一
時

的
に

医
療

機
関

に
転

院
 

04
 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
）
 

③
-2
-2
.痰

吸
引
機

01
 

内
臓

ﾊﾞ
ｯﾃ

ﾘｰ
・

外
部

ﾊﾞ
ｯﾃ

ﾘｰ
 

02
 

電
気

を
使

用
し

な
い

機
器
 

03
 

一
時

的
に

医
療

機
関

に
転

院
 

04
 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
）
 

（
８
）
施
設
の
立
地
状
況
 

（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）
 

01
 
浸
水
想
定
区
域
（
洪
水
浸
水
想
定
区
域
／
高
潮
浸
水
想
定
区
域
等
）
 
 

02
 
土
砂
災
害
警
戒
区
域
等

（
土
砂
災
害
警
戒
区
域
（
ま
た
は
特
別
警
戒
区
域
）
／
土
砂
災
害
危
険
個
所
等
）
 

03
 
津
波
災
害
警
戒
区
域
 

04
 
そ
の
他
（
 
 
 

） 
05
 
上
記
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
 

06
 
不
明
 

（
９
）
貴
施
設
・
事
業
所
に
お
け
る
、
過
去
（
10

年
程
度
）
の
自
然
災
害
（
台
風
や
地
震
等
）
に
よ
る
停
電
や
断
水
の
経
験
の
有
無
等
 

①
貴
施
設
・
事
業
所
に
お
け
る
、
過
去
（
10

年
程
度
）
の
自
然
災
害
（
台
風
や
地
震
等
）
に
よ
る
停
電
や
断
水
の
経
験
の
有
無
 

（
あ
て
は
ま
る
も
の

1
つ
に
○
）
 

01
 
経
験
あ
り
 

02
 
経
験
な
し
 
→
Ⅱ
（
問
２
）
へ
 

【
問
１
（
９
）
②
の
設
問
は
問
１
（
９
）
①
で
「
01
.経

験
あ
り
」
を
選
択
し
た
方
の
み
ご
回
答
く
だ
さ
い
。】

 

②
停
電
や
断
水
を
経
験
し
た
最
も
直
近
の
自
然
災
害
の
概
要
 

②
-1
.停

電
や
断
水
を
経
験
し
た
最
も
直
近
の
自
然
災
害
の
種
類
（
あ
て
は
ま
る
も
の

1
つ
に
○
）

Ⅰ
．
施
設
・
事
業
所
概
要
 

「
高
齢
者
施
設
へ
の
非
常
用
自
家
発
電
設
備
等
の
導
入
に
関
す
る
調
査
研
究
事
業
」
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

◎
本

調
査

票
で

は
、

特
に

指
定

が
な

い
場

合
、

令
和

2
年

1
⽉

1
⽇

時
点

の
状

況
を

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

令
和

2
年

1
⽉

1
⽇

時
点

の
状

況
に

つ
い

て
ご

記
⼊

が
難

し
い

場
合

、
ご

記
⼊

し
や

す
い

時
点

の
状

況
で

ご
回

答
を

お
願

い
い

た
し

ま
す

。
 

◎
○

の
数

は
、

設
問

の
指

⽰
に

従
っ

て
く

だ
さ

い
。

指
定

が
な

い
場

合
、

該
当

す
る

選
択

肢
に

1つ
○

を
つ

け
て

く
だ

さ
い

。
 

01
 
風
水
害
（
台
風
、
大
雨
等
）
 

02
 
地
震
・
津
波
 

03
 
雪
害
 

04
 
そ
の
他
（
 
 
 

 
 
）

2
 

②
-2
．
自
然
災
害
に
よ
り
生
じ
た
被
害
の
内
容
（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）

01
 
地
盤
被
害
（
土
砂
崩
れ
、
地
面
の
亀
裂
、
液
状
化
等
）
 

02
 
浸
水
被
害
（
床
上
浸
水
、
床
下
浸
水
等
）
 

03
 
構
造
体
の
被
害
（
柱
、
梁
等
建
物
の
基
礎
部
分
）
 

04
 
外
壁
の
亀
裂
や
落
下
 

05
 
建
物
内
の
亀
裂
や
落
下
（
天
井
、
窓
ガ
ラ
ス
、
壁
等
）
 

06
 
屋
外
設
備
の
破
損
 

07
 
屋
内
設
備
の
破
損
（
配
管
設
備
等
）
 

08
 
家
具
の
破
損
 

09
 
停
電
（
停
電
時
間
 
 

 
 
時
間
）
 

10
 
断
水
（
断
水
時
間
 
 

 
 
時
間
）

11
 
そ
の
他
（
 
 
 

 
 
 
）
 

12
 
建
物
被
害
な
し
 

【
Ⅱ
の
設
問
は
全
員
の
方
が
ご
回
答
く
だ
さ
い
。】

 

 問
２
．
貴
施
設
・
事
業
所
に
お
け
る
、
常
用
・
非
常
用
自
家
発
電
設
備
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。
 

（
１
）
貴
施
設
・
事
業
所
に
お
け
る
、
常
用
・
非
常
用
自
家
発
電
設
備
の
整
備
状
況
、
設
備
の
概
要
等
 
 

①
貴
施
設
・
事
業
所
に
お
け
る
、
常
用
・
非
常
用
自
家
発
電
設
備
の
整
備
状
況
（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）
 

（
令

和
2

年
1

⽉
1

⽇
時

点
）

【
問
２
（
１
）
②
の
設
問
は
問
２
（
１
）
①
で
「
01
.常

用
自
家
発
電
設
備
を
整
備
し
て
い
る
」
を
選
択
し
た
方
の
み
ご
回
答
く
だ

さ
い
。】

 

②
貴
施
設
・
事
業
所
で
整
備
し
て
い
る
常
用
自
家
発
電
設
備
の
種
類
（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）
 

01
 
太
陽
光
発
電
 

02
 
自
家
発
電
設
備
（
燃
料
：
LP

ガ
ス
）
 

03
 
自
家
発
電
設
備
（
燃
料
：
天
然
ガ
ス
）
 

04
 
自
家
発
電
設
備
（
燃
料
：
軽
油
、
灯
油
、
重
油
）
  

05
 
そ
の
他
（
 
 
 

 
 
 
）
 

【
問
２
（
１
）
③
以
降
の
設
問
は
問
２
（
１
）
①
で
「
02
.非

常
用
自
家
発
電
設
備
を
整
備
し
て
い
る
」
を
選
択
し
た
方
の
み
ご
回

答
く
だ
さ
い
。】

 

③
貴
施
設
・
事
業
所
で
整
備
し
て
い
る
非
常
用
自
家
発
電
設
備
の
種
類
（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）
 

01
 
UP
S（

無
停
電
電
源
装
置
）
 

02
 
非
常
用
自
家
発
電
設
備
（
燃
料
：
LP

ガ
ス
）
 

03
 
非
常
用
自
家
発
電
設
備
（
燃
料
：
天
然
ガ
ス
）
 

04
 
非
常
用
自
家
発
電
設
備
（
燃
料
：
軽
油
、
灯
油
、
重
油
）
 

05
 
可
搬
式
（
ポ
ー
タ
ブ
ル
型
）
発
電
機
 

06
 
小
型
バ
ッ
テ
リ
ー
 

07
 
電
気
自
動
車
（
電
動
車
両
）
 

08
 
そ
の
他
（
 
 
 

） 

④
-1
.貴

施
設
・
事
業
所
で
非
常
用
自
家
発
電
設
備
を
用
い
て
想
定
し
て
い
る
用
途
（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）

01
 
冷
暖
房
機
器
 

02
 
照
明
 

03
 
通
信
手
段
（
携
帯
電
話
、
固
定
電
話
）
 

04
 
情
報
シ
ス
テ
ム
、
サ
ー
バ
ー
 

05
 
ナ
ー
ス
コ
ー
ル
 
 

06
 
医
療
機
器
（
ナ
ー
ス
コ
ー
ル
を
除
く
）
 

07
 
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
 

08
 
調
理
設
備
 

09
 
保
冷
設
備
 

10
 
給
湯
設
備
 

11
 
非
常
用
コ
ン
セ
ン
ト
 

12
 
地
下
水
を
く
み
上
げ
る
ﾎﾟ
ﾝﾌ
ﾟの

稼
働
 

13
 
受
水
槽
・
高
架
水
槽
に
く
み
上
げ
る
た
め
の
ﾎﾟ
ﾝﾌ
ﾟの

稼
働
 

14
 
浄
化
水
槽
の
稼
働
 

15
 
防
犯
シ
ス
テ
ム
 

16
 
そ
の
他
（
 
 
 

） 

④
-2
.貴

施
設
・
事
業
所
で
非
常
用
自
家
発
電
設
備
を
用
い
て
想
定
し
て
い
る
稼
働
可
能
時
間
（
あ
て
は
ま
る
も
の

1
つ
に
○
）

01
 
2
時
間
未
満
 

02
 
2～

6
時
間
未
満
 

03
 
6～

12
時
間
未
満
 

04
 
12
～
24

時
間
未
満
 

05
 
24
～
48

時
間
未
満
 

06
 
48
～
72

時
間
未
満
 

07
 
72

時
間
以
上
 

01
 
自
施
設
・
事
業
所
で
常
用
自
家
発
電
設
備
を
整
備
し
て
い
る
 

02
 
自
施
設
・
事
業
所
で
非
常
用
自
家
発
電
設
備
を
整
備
し
て
い
る
 

03
 
併
設
ま
た
は
敷
地
内
（
近
隣
）
施
設
・
事
業
所
等
が
非
常
用
自
家
発
電
設
備
を
整
備
し
、
共
用
・
借
用
し
て
い
る
 

04
 
停
電
時
に
、
事
業
者
か
ら
可
搬
式
（
ポ
ー
タ
ブ
ル
型
）
発
電
機
を
借
入
で
き
る
よ
う
契
約
等
を
締
結
し
て
い
る
 

05
 
そ
の
他
（
 
 
 

 
）
 

06
 
上
記
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
（
自
施
設
・
事
業
所
で
は
整
備
し
て
い
な
い
）
 

問
３

（p
.５

）へ
 

Ⅱ
．
常
用
・
非
常
用
自
家
発
電
設
備
に
つ
い
て

◎
本

調
査

に
お

け
る

「
⾮

常
⽤

⾃
家

発
電

設
備

」
と

は
、

⾮
常

災
害

時
に

施
設

等
の

機
能

を
必

要
最

低
限

維
持

す
る

為
に

稼
働

さ
せ

る
も

の
で

あ
っ

て
、

消
防

法
で

義
務

付
け

ら
れ

て
い

る
消

防
⽤

設
備

等
（

ス
プ

リ
ン

ク
ラ

ー
、

⾃
動

⽕
災

報
知

機
等

）
短

時
間

⼀
時

的
に

作
動

さ
せ

る
た

め
の

「
⾮

常
電

源
」

設
備

を
除

き
ま

す
。

 

→
問

２
（３

）（
p.
４

）へ
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3
 

【
問
２
（
１
）
⑤
の
設
問
は
問
２
（
１
）
③
で
「
02
」
～
「
05
」
を
選
択
し
た
方
の
み
ご
回
答
く
だ
さ
い
。
 

 
 
（「

02
.非

常
用
自
家
発
電
設
備
（
燃
料
：
LP

ガ
ス
）」
、「

03
.非

常
用
自
家
発
電
設
備
（
燃
料
：
天
然
ガ
ス
）」

 
 
 0
4.
非
常
用
自
家
発
電
設
備
（
燃
料
：
軽
油
、
灯
油
、
重
油
）」
、「

05
.可

搬
式
（
ポ
ー
タ
ブ
ル
型
）
発
電
機
」】

 

 
 

 
⑤
貴
施
設
・
事
業
所
で
整
備
等
を
し
て
い
る
非
常
用
自
家
発
電
設
備
の
概
要
（
燃
料
の
種
類
、
燃
料
の
備
蓄
方
法
、
備
蓄
量
、
ﾒﾝ
ﾃﾅ
ﾝｽ
方
法
等
） 

ⅰ
．
ガ

ス
発

電
機

 
ⅱ

．
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

 
ⅲ

．
デ

ィ
ー

ゼ
ル

エ
ン

ジ
ン

型
発

電
機

 
ⅳ

．
可

搬
式

（
ポ

ー
タ

ブ
ル

型
）発

電
機

 

⑤
-1

.整
備

台
数

 
合
計
 
 
 
 
 
 
台
 

合
計
 
 
 
 
 
 
台
 

合
計
 
 
 
 
 
 
台
 

合
計
 
 
 
 
 
 
台
 

⑤
-2

.燃
料

の
種

類
 

（
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ
て

に
○
）

01
 
LP

ガ
ス
 

02
 
天
然
ガ
ス
 

01
 
石
油
（
軽
油
、
灯
油
、

重
油
）
 

02
 
LP

ガ
ス
 

03
 
天
然
ガ
ス
 

01
 
軽
油
 

02
 
灯
油
 

03
 
重
油
 

01
 
石
油
（
ガ
ソ
リ
ン
、

軽
油
、
灯
油
、
重
油
）
 

02
 
ガ
ス
ボ
ン
ベ
 

⑤
-3

.非
常

用
自

家
発

電
設

備
の

規
格

（定
格

出
力

） 
（※

合
計

値
） 

kV
A（

50
KH
／
60
KH
）
 

kV
A（

50
KH
／
60
KH
）
 

kV
A（

50
KH
／
60
KH
）
 

VA
（
50
KH
／
60
KH
）
 

⑤
-4

.非
常

用
自

家
発

電
設

備
の

燃
料

の
備

蓄
量

（外
付

け
の

ﾀ
ﾝ
ｸ
を

含
む

）（
※

合
計

値
）

L
ま
た
は

kg
（
総
量
）
 

L
ま
た
は

kg
（
総
量
）
 

L
ま
た
は

kg
（
総
量
）
 

L
ま
た
は

kg
（
総
量
）
 

⑤
-5

.非
常

用
自

家
発

電
設

備
の

設
置

・保
管

場
所

 
（

あ
て
は

ま
る

も
の

す
べ
て

に
○
）

01
 
屋
上
 

02
 
屋
内
（
地
上
階
）
 

03
 
屋
内
（
地
下
階
）
 

04
 
屋
外
（
敷
地
内
）
 

05
 
そ
の
他
（
 

）
 

01
 
屋
上
 

02
 
屋
内
（
地
上
階
）
 

03
 
屋
内
（
地
下
階
）
 

04
 
屋
外
（
敷
地
内
）
 

05
 
そ
の
他
（
 

）
 

01
 
屋
上
 

02
 
屋
内
（
地
上
階
）
 

03
 
屋
内
（
地
下
階
）
 

04
 
屋
外
（
敷
地
内
）
 

05
 
そ
の
他
（
 

）
 

01
 
屋
内
 

02
 
屋
外
（
敷
地
内
）
 

03
 
そ
の
他
（
 

）
 

⑤
-6

.非
常

用
自

家
発

電
設

備
の

燃
料

の
備

蓄
・調

達
方

法
 

（
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ
て

に
○
）

01
 

自
施
設
・
事
業
所
で
燃

料
を
保
管
・
調
達
 

02
 

併
設

ま
た

は
敷

地
内

（
近
隣
）
施
設
・
事
業
所

等
が
燃
料
を
保
管
・
調
達
 

03
 
停
電
時
に
燃
料
を
確
保

で
き
る
よ
う
、
事
業
者
と

契
約
・
協
定
等
を
締
結
 

04
そ
の
他
（
 

）
 

01
 

自
施
設
・
事
業
所
で
燃

料
を
保
管
・
調
達
 

02
 

併
設

ま
た

は
敷

地
内

（
近
隣
）
施
設
・
事
業
所

等
が
燃
料
を
保
管
・
調
達
 

03
 
停
電
時
に
燃
料
を
確
保

で
き
る
よ
う
、
事
業
者
と

契
約
・
協
定
等
を
締
結
 

04
そ
の
他
（
 

）
 

01
 

自
施
設
・
事
業
所
で
燃

料
を
保
管
・
調
達
 

02
 

併
設

ま
た

は
敷

地
内

（
近
隣
）
施
設
・
事
業
所

等
が
燃
料
を
保
管
・
調
達
 

03
 
停
電
時
に
燃
料
を
確
保

で
き
る
よ
う
、
事
業
者
と

契
約
・
協
定
等
を
締
結
 

04
そ
の
他
（
 

）
 

01
 

自
施
設
・
事
業
所
で
燃

料
を
保
管
・
調
達
 

02
 

併
設

ま
た

は
敷

地
内

（
近
隣
）
施
設
・
事
業
所

等
が
燃
料
を
保
管
・
調
達
 

03
 
停
電
時
に
燃
料
を
確
保

で
き
る
よ
う
、
事
業
者
と

契
約
・
協
定
等
を
締
結
 

04
そ
の
他
（
 

）
 

⑤
-7

.非
常

用
自

家
発

電
設

備
の

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

方
法

 
（

あ
て
は

ま
る

も
の

す
べ
て

に
○
）

01
 
自
施
設
・
事
業
所
の
担

当
者
が
定
期
点
検
を
実
施
 

02
 
自
施
設
・
事
業
所
の
担

当
者
が
不
定
期
に
点
検
を

実
施
 

0
3 

事
業
者
と
ﾒﾝ
ﾃﾅ
ﾝ
ｽ契

約

を
締
結
し
て
い
る
 

04
そ
の
他
（
 

）
 

01
 
自
施
設
・
事
業
所
の
担

当
者
が
定
期
点
検
を
実
施
 

02
 
自
施
設
・
事
業
所
の
担

当
者
が
不
定
期
に
点
検
を

実
施
 

03
 
事
業
者
と
ﾒﾝ
ﾃﾅ
ﾝｽ
契
約

を
締
結
し
て
い
る
 

04
そ
の
他
（
 

）
 

01
 
自
施
設
・
事
業
所
の
担

当
者
が
定
期
点
検
を
実
施
 

02
 
自
施
設
・
事
業
所
の
担

当
者
が
不
定
期
に
点
検
を

実
施
 

03
 
事
業
者
と
ﾒﾝ
ﾃﾅ
ﾝｽ
契
約

を
締
結
し
て
い
る
 

04
そ
の
他
（
 

）
 

01
 
自
施
設
・
事
業
所
の
担

当
者
が
定
期
点
検
を
実
施
 

02
 
自
施
設
・
事
業
所
の
担

当
者
が
不
定
期
に
点
検
を

実
施
 

03
 
事
業
者
と
ﾒﾝ
ﾃﾅ
ﾝｽ
契
約

を
締
結
し
て
い
る
 

04
そ
の
他
（
 

）
 

⑤
-8

.非
常

用
自

家
発

電
設

備
導

入
・整

備
へ

の
補

助
金

の
活

用
状

況
 

※
補
助
金
の
支
給
元
は
官
民
を
問

い
ま
せ
ん
。

 

01
 
活
用
し
た
 

02
 
活
用
し
て
い
な
い
 

03
 
不
明
 

01
 
活
用
し
た
 

02
 
活
用
し
て
い
な
い
 

03
 
不
明
 

01
 
活
用
し
た
 

02
 
活
用
し
て
い
な
い
 

03
 
不
明
 

01
 
活
用
し
た
 

02
 
活
用
し
て
い
な
い
 

03
 
不
明
 

（
２
）
過
去
（
10

年
程
度
）
の
自
然
災
害
時
に
お
け
る
、
問
２
（
１
）
⑤
で
回
答
し
た
い
ず
れ
か
の
非
常
用
自
家
発
電
設
備
の
活
用
経
験
、
 

活
用
の
概
要
等
 

①
過
去
（
10

年
程
度
）
の
自
然
災
害
時
に
お
け
る
、
問
２
（
１
）
⑤
で
回
答
し
た
い
ず
れ
か
の
非
常
用
自
家
発
電
設
備
の
活
用
経
験

等
の
有
無
（
あ
て
は
ま
る
も
の

1
つ
に
○
）
 

【
問
２
（
２
）
②
以
降
の
設
問
は
問
２
（
２
）
①
で
「
01
.経

験
あ
り
」
を
選
択
し
た
方
の
み
ご
回
答
く
だ
さ
い
。】

 
②
過
去
（
10

年
程
度
）
の
自
然
災
害
で
、
非
常
用
自
家
発
電
設
備
の
活
用
に
よ
り
稼
働
さ
せ
た
機
器
等
（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）
 

01
 
冷
暖
房
機
器
 

02
 
照
明
 

03
 
通
信
手
段
（
携
帯
電
話
、
固
定
電
話
）
 

04
 
情
報
シ
ス
テ
ム
、
サ
ー
バ
ー
 

05
 
ナ
ー
ス
コ
ー
ル
 
 

06
 
医
療
機
器
（
ナ
ー
ス
コ
ー
ル
を
除
く
）
 

07
 
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
 

08
 
調
理
設
備
 

09
 
保
冷
設
備
 

10
 
給
湯
設
備
 

11
 
非
常
用
コ
ン
セ
ン
ト
 

12
 
地
下
水
を
く
み
上
げ
る
ﾎﾟ
ﾝﾌ
ﾟの

稼
働
 

13
 
受
水
槽
・
高
架
水
槽
に
く
み
上
げ
る
た
め
の
ﾎﾟ
ﾝﾌ
ﾟの

稼
働
 

14
 
浄
化
水
槽
の
稼
働
 

15
 
防
犯
シ
ス
テ
ム
 

16
 
そ
の
他
（
 
 
 

 
）
 

01
 
経
験
あ
り
 
 
 

 
02
 
経
験
な
し

 
 
03
 
不
明

→
問

２
（３

） 
（p

.４
）へ

 

4
 

③
自
然
災
害
時
、
実
際
に
非
常
用
自
家
発
電
設
備
を
活
用
し
た
際
の
ご
苦
労
・
工
夫
等
が
ご
ざ
い
ま
し
た
ら
、
お
聞
か
せ
く

だ
さ
い
。
 

（
自
由
回
答
）
 

例
：
使
用
し
た
時
間
帯
が
集
中
し
て
オ
ー
バ
ー
ヒ
ー
ト
し
て
し
ま
い
、
機
器
を
利
用
で
き
な
か
っ
た
。
 

複
数
の
非
常
用
自
家
発
電
設
備
を
組
み
合
わ
せ
て
、
稼
働
時
間
の
多
寡
に
合
わ
せ
て
朝
昼
晩
で
使
い
分
け
を
し
た
。
 

SN
S
で
発
信
し
て
、
市
域
外
の
施
設
・
事
業
所
か
ら
燃
料
を
調
達
し
た
。
 
 

④
自
然
災
害
時
、
実
際
に
非
常
用
自
家
発
電
設
備
を
活
用
し
た
こ
と
に
よ
る
効
果
が
ご
ざ
い
ま
し
た
ら
、
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。
 

（
自
由
回
答
）
 

例
：
エ
ア
コ
ン
を
使
用
で
き
た
こ
と
に
よ
り
、
熱
中
症
を
防
げ
た
。
 

シ
ス
テ
ム
や
サ
ー
バ
ー
の
電
源
が
落
ち
ず
に
済
み
、
最
新
情
報
の
把
握
や
通
信
に
困
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
 

【
問
２
（
３
）
の
設
問
は
問
２
（
１
）
①
（
p.
2）

で
自
施
設
・
事
業
所
で
「「

01
.常

用
自
家
発
電
設
備
」
ま
た
は
「
02
.非

常
用
自

家
発
電
設
備
」
を
整
備
し
て
い
る
」】

を
選
択
し
た
方
の
み
ご
回
答
く
だ
さ
い
。】

 

（
３
）
常
用
・
非
常
用
自
家
発
電
設
備
の
整
備
・
活
用
に
関
す
る
課
題
（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）
 

01
 
特
に
な
し
 

【
費
用
に
関
し
て
】
 

02
 
整
備
・
更
新
費
用
の
負
担
が
大
き
い
 

03
 
燃
料
費
用
の
負
担
が
大
き
い
 

04
 
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
費
用
の
負
担
が
大
き
い
 

05
 
そ
の
他
諸
費
用
の
負
担
が
大
き
い
 

 
（
具
体
的
に
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
：
 
 

 
 
）
 

【
手
続
き
・
運
用
に
関
し
て
】
 

06
 
常
用
・
非
常
用
自
家
発
電
設
備
設
置
申
請
等
の
手
間
が
大
き
い
（
書
類
作
成
、
申
請
か
ら
承
認
ま
で
の
期
間
等
）
 

07
 
危
険
物
取
扱
い
担
当
者
や
資
格
保
有
者
の
配
置
、
研
修
受
講
の
負
担
が
大
き
い
 

【
設
置
・
燃
料
備
蓄
に
関
し
て
】
 

08
 
常
用
・
非
常
用
自
家
発
電
設
備
の
設
置
ス
ペ
ー
ス
が
大
き
い
（
確
保
が
困
難
）
 

09
 
常
用
・
非
常
用
自
家
発
電
設
備
の
設
置
に
お
け
る
強
度
が
不
安
 

10
 
燃
料
の
備
蓄
ス
ペ
ー
ス
が
大
き
い
（
確
保
が
困
難
）
 

【
機
能
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
に
関
し
て
】
 

11
 
運
転
時
の
騒
音
が
大
き
い
 

12
 
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
負
担
が
大
き
い
（
頻
度
、
手
順
、
消
防
署
等
へ
の
点
検
届
出
等
）
 

13
 
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
し
て
い
て
も
設
備
に
異
常
が
発
生
し
、
使
用
で
き
な
い
こ
と
が
あ
る
（
あ
っ
た
）
 

（
具
体
的
に
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
：
 

 
 
）
 

14
 
近
隣
に
、
燃
料
補
給
を
依
頼
で
き
る
事
業
者
が
い
な
い
（
少
な
い
）
 

【
補
助
に
関
し
て
】
 

15
 
補
助
に
関
す
る
情
報
が
少
な
い
・
わ
か
り
づ
ら
い
 

16
 
補
助
の
金
額
が
少
な
い
（
自
施
設
・
事
業
所
で
の
負
担
が
大
き
い
）
 

17
 
補
助
金
申
請
の
手
間
が
か
か
る
（
書
類
作
成
、
申
請
か
ら
承
認
ま
で
の
期
間
等
）
 

18
 
補
助
金
の
使
途
が
限
定
的
で
利
用
し
づ
ら
い
（
補
助
の
対
象
が
設
備
の
新
設
の
み
（
設
備
の
更
新
や
燃
料
費
用
は
除
く
）
等
）
 

【
そ
の
他
】
 

19
 
危
険
物
取
扱
い
担
当
者
や
資
格
保
有
者
の
配
置
、
研
修
受
講
の
負
担
が
大
き
い
 

20
 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
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5
 

【
問
３
の
設
問
は
問
２
（
１
）
①
（
p.
2）

で
「
03
」
～
「
06
」
を
選
択
し
た
方
（
自
施
設
・
事
業
所
で
「
常
用
自
家
発
電
設
備
」

ま
た
は
「
非
常
用
自
家
発
電
設
備
」
を
整
備
し
て
い
な
い
方
）
の
み
ご
回
答
く
だ
さ
い
。】

 

問
３
．
貴
施
設
・
事
業
所
に
お
い
て
、
非
常
用
自
家
発
電
設
備
を
整
備
し
て
い
な
い
理
由
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。
 

（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）
 

【
Ⅲ
の
設
問
は
全
員
の
方
が
ご
回
答
く
だ
さ
い
。】

 

 問
４

．
貴

施
設

・
事

業
所

に
お

け
る

、
給

水
設

備
（

受
水

槽
、

高
架

水
槽

・
地

下
水

利
用

給
水

設
備

等
）

に
つ

い
て

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

（
１
）
貴
施
設
・
事
業
所
で
取
り
決
め
て
い
る
、
断
水
時
の
水
の
確
保
方
法
（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）
 

①
飲

料
水

の
確

保
方

法
 

②
飲

料
水

以
外

の
水

（ト
イ

レ
、
洗

濯
、
入

浴
等

）の
確

保
方

法
 

01
 
自
施
設
・
事
業
所
で
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
等
）
を
整
備
 

02
 
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
を
自
施
設
・
事
業
所
で
準
備
（
容
量
 
 
 
 
L）

 

03
 
自
施
設
・
事
業
所
内
の
井
戸
水
や
沢
水
等
を
活
用
  

04
 

併
設

ま
た

は
敷

地
内

（
近

隣
）

施
設

・
事

業
所

等
か

ら
融

通
し

て
も

ら
う
 

05
 
自
施
設
・
事
業
所
で
ポ
リ
タ
ン
ク
を
準
備
し
、
給
水
車
や
近
隣
か
ら

配
給
し
て
も
ら
う
（
容
量
 
 
 
 
L）

 

06
 
近
隣
の
事
業
者
か
ら
配
送
し
て
も
ら
う
（
購
入
す
る
）
 

07
 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

01
 
自
施
設
・
事
業
所
で
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
等
）
を
整
備
 

02
 
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
を
自
施
設
・
事
業
所
で
準
備
（
容
量
 
 
 
 
L）

 

03
 
自
施
設
・
事
業
所
内
の
風
呂
の
水
等
を
活
用
 

04
 
自
施
設
・
事
業
所
内
の
井
戸
水
や
沢
水
等
を
活
用
 

05
 

自
施

設
・

事
業

所
で

貯
水

し
た

雨
水

や
近

隣
の

防
火

水
槽

等
の

水
を

活
用

 

06
 

併
設

ま
た

は
敷

地
内

（
近

隣
）

施
設

・
事

業
所

等
か

ら
融

通
し

て
も

ら
う
 

07
 
自
施
設
・
事
業
所
で
ポ
リ
タ
ン
ク
を
準
備
し
、
給
水
車
や
近
隣
か
ら
配

給
し
て
も
ら
う
（
容
量
 
 
 
 
L）

 

08
 
近
隣
の
事
業
者
か
ら
配
送
し
て
も
ら
う
（
購
入
す
る
）
 

09
 
そ
の
他
（
 
 
 

 
）
 

（
２
）
貴
施
設
・
事
業
所
に
お
け
る
給
水
方
式
（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）
 

（
３
）
断
水
時
に
備
え
た
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
の
整
備
意
向
等
 

①
断
水
時
に
備
え
た
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
の
整
備
意
向
（
あ
て
は
ま
る
も
の

1
つ
に
○
）
 

01
 
受
水
槽
・
高
架
水
槽
の
整
備
を
検
討
し
て
い
る
（
希
望
を
含
む
）
 
 

02
 
地
下
水
利
用
給
水
設
備
の
整
備
を
検
討
し
て
い
る
（
希
望
を
含
む
）
 

03
 
整
備
は
不
要
と
考
え
て
い
る
 

04
 
不
明
・
わ
か
ら
な
い

01
 
水
道
管
か
ら
直
結
し
て
給
水
し
て
い
る
 

02
 
水
道
水
を
受
水
槽
に
溜
め
て
給
水
し
て
い
る
 

03
 
地
下
水
利
用
給
水
設
備
を
活
用
し
て
、
井
戸
水
や
沢
水
等
を
飲
料
化
し
て
い
る
 

04
 
地
下
水
利
用
給
水
設
備
を
用
い
ず
に
、
生
活
用
水
と
し
て
井
戸
水
や
沢
水
等
を
活
用
し
て
い
る

 

→
問

４
（４

）（
次

頁
）へ

 

Ⅲ
．
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等

※
）
に
つ
い
て
 

※
本
調
査
で
は
「
地
下
水
を
飲
料
化
す
る
設
備
」
を
「
地
下
水
利
用
給
水
設
備
」
と
い
い
ま
す
。
 

01
 
特
に
な
し
 

【
費
用
に
関
し
て
】
 

02
 
整
備
・
更
新
費
用
の
負
担
が
大
き
い
 

03
 
燃
料
費
用
の
負
担
が
大
き
い
 

04
 
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
費
用
の
負
担
が
大
き
い
 

05
 
そ
の
他
諸
費
用
の
負
担
が
大
き
い
 

 
（
具
体
的
に
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
：
 
 

 
 
）
 

【
手
続
き
・
運
用
に
関
し
て
】
 

06
 
常
用
・
非
常
用
自
家
発
電
設
備
設
置
申
請
等
の
手
間
が
大
き
い
（
書
類
作
成
、
申
請
か
ら
承
認
ま
で
の
期
間
等
）
 

07
 
危
険
物
取
扱
い
担
当
者
や
資
格
保
有
者
の
配
置
、
研
修
受
講
の
負
担
が
大
き
い
 

【
設
置
・
燃
料
備
蓄
に
関
し
て
】
 

08
 
常
用
・
非
常
用
自
家
発
電
設
備
の
設
置
ス
ペ
ー
ス
が
大
き
い
（
確
保
が
困
難
）
 

09
 
常
用
・
非
常
用
自
家
発
電
設
備
の
設
置
に
お
け
る
強
度
が
不
安
 

10
 
燃
料
の
備
蓄
ス
ペ
ー
ス
が
大
き
い
（
確
保
が
困
難
）
 

【
機
能
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
に
関
し
て
】
 

11
 
運
転
時
の
騒
音
が
大
き
い
 

12
 
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
負
担
が
大
き
い
（
頻
度
、
手
順
、
消
防
署
等
へ
の
点
検
届
出
等
）
 

13
 
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
し
て
い
て
も
設
備
に
異
常
が
発
生
し
、
使
用
で
き
な
い
こ
と
が
あ
る
（
あ
っ
た
）
 

 
（
具
体
的
に
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
：
 
 

 
 
）
 

14
 
近
隣
に
、
燃
料
補
給
を
依
頼
で
き
る
事
業
者
が
い
な
い
（
少
な
い
）
 

【
そ
の
他
】
 

15
 
併
設
ま
た
は
敷
地
内
（
近
隣
）
施
設
・
事
業
所
等
が
整
備
し
、
共
用
・
借
用
で
き
る
 

16
 
停
電
時
に
、
事
業
者
か
ら
可
搬
式
（
ポ
ー
タ
ブ
ル
型
）
発
電
機
を
借
入
で
き
る
よ
う
契
約
等
を
締
結
し
て
い
る
 

17
 
そ
の
他
（
 
 
 

 
 
）
 

6
 

【
問
４
（
３
）
②
の
設
問
は
問
４
（
３
）
①
で
「
03
」、
「
04
」
を
選
択
し
た
方
の
み
ご
回
答
く
だ
さ
い
。】

 

②
断
水
時
に
備
え
た
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
に
つ
い
て
「
整
備
は
不
要
」
ま
た
は
「
不
明

・

わ
か
ら
な
い
」
と
考
え
て
い
る
理
由
（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）
 

③
過
去
（
10

年
程
度
）
の
災
害
時
に
お
い
て
、
飲
料
水
や
生
活
用
水
の
確
保
に
苦
労
し
た
こ
と
、
工
夫
し
た
点
等
が
あ
れ
ば
、
具
体

的
に
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。（

自
由
回
答
）
 

【
問
４
（
４
）
以
降
の
設
問
は
問
４
（
２
）
で
「
02
」
、
「
03
」
を
選
択
し
た
（
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給

水
設
備
等
）
を
利
用
し
て
い
る
）
方
の
み
ご
回
答
く
だ
さ
い
。
】
 

（
４
）
貴
施
設
・
事
業
所
に
お
け
る
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
の
概
要
 

①
導
入
し
た
経
緯
（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）
 

01
 
施
設
・
事
業
所
の
構
造
や
立
地
、
水
源
等
か
ら
、
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
を
整
備

す
る
必
要
が
あ
っ
た
た
め
 

02
 
断
水
時
、
自
施
設
・
事
業
所
で
十
分
な
飲
料
水
を
確
保
す
る
手
段
が
他
に
な
い
た
め
 

03
 
地
下
水
や
沢
水
等
を
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
経
費
を
削
減
す
る
た
め
 

04
 
災
害
時
に
お
け
る
地
域
貢
献
の
一
環
と
し
て
  

05
 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

→
Ⅳ

（問
５

）
（p

.8
）へ

 

01
 
特
に
な
し
 

【
費
用
に
関
し
て
】
 

02
 
整
備
・
更
新
費
用
の
負
担
が
大
き
い
 

03
 
保
守
・
管
理
費
用
の
負
担
が
大
き
い
 

04
 
そ
の
他
諸
費
用
の
負
担
が
大
き
い
 

 
（
具
体
的
に
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

【
手
続
き
・
運
用
に
関
し
て
】
 

05
 
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
設
置
申
請
等
の
手
間
が
大
き
い
（
書
類
作
成
、
申
請
か

ら
承
認
ま
で
の
期
間
等
）
 

【
設
置
に
関
し
て
】
 

06
 
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
の
設
置
ス
ペ
ー
ス
が
大
き
い
（
確
保
が
困
難
）
 

07
 
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
の
設
置
に
お
け
る
強
度
が
不
安
 

【
補
助
に
関
し
て
】
 

08
 
補
助
に
関
す
る
情
報
が
少
な
い
・
わ
か
り
づ
ら
い
 

09
 
補
助
の
金
額
が
少
な
い
（
自
施
設
・
事
業
所
で
の
負
担
が
大
き
い
）
 

10
 
補
助
金
申
請
の
手
間
が
か
か
る
（
書
類
作
成
、
申
請
か
ら
承
認
ま
で
の
期
間
等
）
 

11
 
補
助
金
の
使
途
が
限
定
的
で
利
用
し
づ
ら
い
（
補
助
の
対
象
が
設
備
の
新
設
の
み
等
）
 

【
そ
の
他
】
 

12
 
自
施
設
・
事
業
所
内
の
井
戸
水
や
沢
水
等
を
活
用
で
き
る
 

13
 
併
設
ま
た
は
敷
地
内
（
近
隣
）
施
設
・
事
業
所
等
が
設
備
を
整
備
し
、
共
用
・
借
用
で
き
る
 

14
 
近
隣
の
事
業
者
か
ら
配
送
し
て
も
ら
う
（
購
入
す
る
）
契
約
等
を
締
結
し
て
い
る
 

15
 
「
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
」
に
関
す
る
情
報
が
少
な
い
・
わ
か
り
づ
ら
い
 

16
 
そ
の
他
（
 
 
 

 
 
）
 

〔
飲
料
水
の
確
保
面
で
苦
労
し
た
こ
と
、
工
夫
し
た
点
等
〕

〔
生
活
用
水
の
確
保
面
で
苦
労
し
た
こ
と
、
工
夫
し
た
点
等
〕

190



7
 

②
整
備
等
を
し
て
い
る
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
の
概
要
（
容
量
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
等
）
 

②
-1
.受

水
槽
、
高
架
水
槽

の
ﾀ
ﾝ
ｸ
容

量
 

L（
総
量
）
 

②
-2

. 
受
水
槽
、
高
架
水
槽

の
設

置
場

所
 
（
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
に
○
）

 
01
 
屋
上
 

 
 
 
02
 
屋
内
 
 
 

 
03
 
屋
外
（
敷
地
内
）
 

04
 
そ
の
他
（
 
 
 

 
）
 

②
-3

.断
水

時
に

想
定

し
て

い
る

対
応

 
（

あ
て
は

ま
る

も
の

す
べ
て

に
○
）

01
 
非
常
自
家
発
電
設
備
を
活
用
し
て
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設

備
等
）
を
稼
働
さ
せ
る
 

02
 
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
か
ら
直
接
水
を
取
り
出
す
 

03
 
自
施
設
・
事
業
所
内
の
井
戸
水
や
沢
水
等
を
活
用
す
る
 

04
 
併
設
ま
た
は
敷
地
内
（
近
隣
）
施
設
・
事
業
所
等
か
ら
融
通
し
て
も
ら
う
 

05
 
給
水
車
や
近
隣
か
ら
配
給
し
て
も
ら
う
 

06
 
近
隣
の
事
業
者
か
ら
配
送
し
て
も
ら
う
（
購
入
す
る
）
 

07
 
そ
の
他
（
 
 
 

 
）
 

（
５
）
過
去
（
10

年
程
度
）
の
災
害
時
に
お
け
る
、
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
の
活
用
の
概
要
 

①
自
然
災
害
時
、
実
際
に
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
を
活
用
し
た
際
の
ご
苦
労
・
工
夫
等
が
ご

ざ
い
ま
し
た
ら
、
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。
（
自
由
回
答
）
 

例
：
停
電
時
に
く
み
上
げ
式
ポ
ン
プ
等
が
作
動
せ
ず
、
飲
料
水
の
確
保
が
で
き
な
か
っ
た
。
 

当
施
設
の
受
水
槽
に
よ
り
飲
料
水
の
確
保
は
で
き
た
が
、
生
活
用
水
が
不
足
し
た
。
 

受
水
槽
と
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
、
配
給
水
等
を
組
み
合
わ
せ
て
、
稼
働
時
間
の
多
寡
に
合
わ
せ
て
朝
昼
晩
で
使
い
分
け
を
し
た
。
 

SN
S
で
発
信
し
て
、
市
域
外
の
施
設
・
事
業
所
か
ら
飲
料
水
を
確
保
し
た
。
 

②
自
然
災
害
時
、
実
際
に
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
を
活
用
し
た
こ
と
に
よ
る
効
果
が
ご
ざ
い

ま
し
た
ら
、
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。（

自
由
回
答
）
 

 
 
 
例
：
受
水
槽
が
あ
っ
た
た
め
、
給
水
所
へ
出
向
く
こ
と
な
く
給
水
車
か
ら
直
接
給
水
で
き
、
給
水
の
労
力
が
少
な
く
て
済
ん
だ
。
 

（
６

）
給

水
設

備
（

受
水

槽
、

高
架

水
槽

・
地

下
水

利
用

給
水

設
備

等
）

の
整

備
・

活
用

に
関

す
る

課
題

（
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
に

○
）

01
 
特
に
な
し
 

【
費
用
に
関
し
て
】
 

02
 
整
備
・
更
新
費
用
の
負
担
が
大
き
い
 

03
 
保
守
・
管
理
費
用
の
負
担
が
大
き
い
 

04
 
そ
の
他
諸
費
用
の
負
担
が
大
き
い
（

具
体
的
に
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

【
手
続
き
・
運
用
に
関
し
て
】
 

05
 
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
設
置
申
請
等
の
手
間
が
大
き
い
（
書
類
作
成
、
申
請
か

ら
承
認
ま
で
の
期
間
等
）
 

【
設
置
に
関
し
て
】
 

06
 
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
の
設
置
ス
ペ
ー
ス
が
大
き
い
（
確
保
が
困
難
）
 

07
 
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
の
設
置
に
お
け
る
強
度
が
不
安
 

【
補
助
に
関
し
て
】
 

08
 
補
助
に
関
す
る
情
報
が
少
な
い
・
わ
か
り
づ
ら
い
 

09
 
補
助
の
金
額
が
少
な
い
（
自
施
設
・
事
業
所
で
の
負
担
が
大
き
い
）
 

10
 
補
助
金
申
請
の
手
間
が
か
か
る
（
書
類
作
成
、
申
請
か
ら
承
認
ま
で
の
期
間
等
）
 

11
 
補
助
金
の
使
途
が
限
定
的
で
利
用
し
づ
ら
い
（
補
助
の
対
象
が
設
備
の
新
設
の
み
等
）
 

【
そ
の
他
】
 

12
 
給
水
設
備
（
受
水
槽
、
高
架
水
槽
・
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
）
が
老
朽
化
し
て
い
る
 

13
 
「
地
下
水
利
用
給
水
設
備
等
」
に
関
す
る
情
報
が
少
な
い
・
わ
か
り
づ
ら
い
 

14
 
そ
の
他
（
 
 
 

 
 
）
 

〔
飲
料
水
の
確
保
面
で
苦
労
し
た
こ
と
、
工
夫
し
た
点
等
〕

〔
生
活
用
水
の
確
保
面
で
苦
労
し
た
こ
と
、
工
夫
し
た
点
等
〕

8
 

【
Ⅳ
の
設
問
は
全
員
の
方
が
ご
回
答
く
だ
さ
い
。】

 

問
５
．
厚
生
労
働
省
「
地
域
介
護
・
福
祉
空
間
整
備
等
施
設
整
備
交
付
金
（「

高
齢
者
施
設
等
の
非
常
用
自
家
発
電
設
備
整
備
事
業
」
お

よ
び
「
認
知
症
高
齢
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
防
災
改
修
等
支
援
事
業
（
非
常
用
自
家
発
電
設
備
整
備
事
業
分
）
、
高
齢
者
施
設
等
の
給

水
設
備
整
備
事
業
」
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。
 

（
１
）
厚
生
労
働
省
「
地
域
介
護
・
福
祉
空
間
整
備
等
施
設
整
備
交
付
金
」
の
認
知
状
況
に
つ
い
て
（
あ
て
は
ま
る
も
の

1
つ
に
○
）
 

（
２
）
厚
生
労
働
省
「
地
域
介
護
・
福
祉
空
間
整
備
等
施
設
整
備
交
付
金
」
へ
の
申
請
意
向
（
あ
て
は
ま
る
も
の

1
つ
に
○
）
 

【
問
５
（
３
）
の
設
問
は
問
５
（
２
）
で
「
04
」、
「
05
」
を
選
択
し
た
方
の
み
ご
回
答
く
だ
さ
い
。】

 

③
厚
生
労
働
省
「
地
域
介
護
・
福
祉
空
間
整
備
等
施
設
整
備
交
付
金
」
に
申
請
し
な
い
理
由

（
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
に

○
）
 

本
事
業
で
は
、「

高
齢
者
施
設
に
お
け
る
非
常
用
自
家
発
電
・
給
水
設
備
導
入
の
手
引
き
（
仮
称
）
」
の
作
成
を
予
定
し
て
お
り
ま
す
。
 

貴
施
設
・
事
業
所
で
は
、「

手
引
き
（
製
本
版
）
」
の
入
手
を
希
望
し
ま
す
か
。
（
あ
て
は
ま
る
も
の

1
つ
に
○
）
 

※
「
手
引
き
（
製
本
版
）
」
の
配
布
は
、
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
ご
協
力
い
た
だ
い
た
施
設
・
事
業
所
様
の
な
か
か
ら
、
上
記
「
手
引
き

（
製
本
版
）
」
の
入
手
を
ご
希
望
さ
れ
る
施
設
・
事
業
所
様
へ
の
ご
郵
送
を
予
定
し
て
お
り
ま
す
。
 

※
「
手
引
き
」
は
、
弊
所
お
よ
び
厚
労
省

HP
か
ら
も
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
る
よ
う
な
手
配
を
す
る
予
定
で
す
。
 

調
査

は
以

上
で

終
了

で
す

。
 

お
忙

し
い

な
か

、調
査

に
ご

協
⼒

い
た

だ
き

、あ
り

が
と

う
ご

ざ
い

ま
し

た
。 

01
 
希
望
す
る
 
 
 

 
 
02
 
希
望
し
な
い
 
 

Ⅴ
．

「
高
齢
者
施
設
に
お
け
る
非
常
用
自
家
発
電
・
給
水
設
備
導
入
の
手
引
き
（
仮
称
）
」
の
入
手
意
向
に
つ
い
て

Ⅳ
．
厚
生
労
働
省
「
地
域
介
護
・
福
祉
空
間
整
備
等
施
設
整
備
交
付
金
」
に
つ
い
て

◎
厚

⽣
労

働
省

「
地

域
介

護
・

福
祉

空
間

整
備

等
施

設
整

備
交

付
⾦

」
と

は
︓

 
近

年
多

発
し

て
い

る
⾃

然
災

害
に

よ
る

影
響

を
ふ

ま
え

、平
成

30
年

12
⽉

、国
で

は
特

に
緊

急
に

実
施

す
べ

き
ハ

ー
ド

・
ソ

フ
ト

対
策

に
つ

い
て

3
年

間
集

中
的

に
実

施
す

る
こ

と
を

取
り

ま
と

め
た

「
防

災
・

減
災

、
国

⼟
強

靱
化

の
た

め
の

3
か

年
緊

急
対

策
」

を
閣

議
決

定
す

る
等

、
対

応
を

強
化

し
て

い
ま

す
。

 
厚

⽣
労

働
省

で
は

、
上

記
対

策
の

う
ち

、
⾼

齢
者

施
設

を
含

む
社

会
福

祉
施

設
に

対
す

る
「

⾮
常

⽤
⾃

家
発

電
設

備
」

や
「

給
⽔

設
備

（
受

⽔
槽

、
⾼

架
⽔

槽
等

）」
の

整
備

促
進

に
向

け
て

、
平

成
30

年
度

第
2

次
補

正
予

算
以

降
、「

地
域

介
護

・
福

祉
空

間
整

備
等

施
設

整
備

交
付

⾦
」

を
整

備
し

て
い

ま
す

（
以

下
、

概
要

）。
 

・
⾼

齢
者

施
設

等
の

⾮
常

⽤
⾃

家
発

電
設

備
整

備
事

業
・

給
⽔

設
備

事
業

︓
定

員
30

名
以

上
の

⾼
齢

者
福

祉
施

設
等

に
対

す
る

事
業

で
、

都
道

府
県

に
申

請
す

る
事

業
 

・
認

知
症

⾼
齢

者
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

等
防

災
改

修
等

⽀
援

事
業

（
⾮

常
⽤

⾃
家

発
電

設
備

整
備

事
業

分
）、

⾼
齢

者
施

設
等

の
給

⽔
設

備
整

備
事

業
︓

定
員

29
名

以
下

の
⾼

齢
者

福
祉

施
設

・
事

業
所

等
に

対
す

る
事

業
で

、
市

町
村

に
申

請
す

る
事

業
 

・
補

助
対

象
は

⾃
治

体
に

よ
っ

て
異

な
り

ま
す

。
 

01
 
知
っ
て
い
る
 
 

02
 
知
ら
な
い
 
 

 
 
03
 
不
明

01
 
当
補
助
金
が
あ
る
こ
と
を
知
ら
な
か
っ
た
 

02
 
当
補
助
金
の
内
容
が
わ
か
り
づ
ら
い
 

03
 
補
助
の
金
額
が
少
な
い
（
自
施
設
・
事
業
所
で
の
負
担
が
大
き
い
）
 

04
 
補
助
金
申
請
の
手
間
が
か
か
る
（
書
類
作
成
、
申
請
か
ら
承
認
ま
で
の
期
間
等
）
  

05
 
補
助
金
の
使
途
が
限
定
的
で
利
用
し
づ
ら
い

（
設
備
設
置
の
た
め
の
土
地
の
買
収
や
整
地
に
要
す
る
費
用
、
稼
働
に
要
す
る
費
用
は
除
く
等
）
 

06
 
他
の
補
助
金
に
申
請
済
み
（
申
請
予
定
）（

補
助
金
名
称
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
）
 

07
 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

01
 
申
請
済
み
 
 
 

04
 
申
請
意
向
な
し
 

02
 
申
請
意
向
あ
り
（
準
備
中
を
含
む
）
 

 
 
 
 
 

05
 
不
明
・
わ
か
ら
な
い
 

03
 
今
後
検
討
す
る

 
→

Ⅴ
へ
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令和元年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業） 

「高齢者施設への非常用自家発電設備等の導入に関する調査研究事業」 
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